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をま じ め 右こ
本報告書は､ 平成 1 3年度 - 平成1 5年度科学研究費補助金 (基盤研究 (C) (1))
による ｢区分所有法制 の 国際比較 一 現行区分所有法 の立法的提言のために - ｣ の 研究成果
報告書で ある ｡
本研究は ､ わ が国の 建物区分所有法制 (マ ンシ ョ ン法制) のある べ きは姿を検討するた
めに ､ 諸外国の 立法例 を比較法的に調査 ･ 研究したもの で ある ｡ 対象とした国は ､ 主とし
て ドイ ツ ､ フラ ンス , アメ リカ ､ イギリスで あるが ､ 必要 に応じ ､ また ､ 文献調査が可能
な範囲におい て ､ そ の 外の 国にも及ん だ｡
本研究につ い て は ､ すで に次の①､ ②, ③の論故 にお いて発表 した ｡ 本報告書 は､ それ
らに若干 の加筆 ･ 修正 をな したが ､ 基本的には､ そ れらをほ ぼそのままの形で 一 冊の 報告
書と して纏めたもの で ある ｡ なお､ 本研究にあたっ て は, 研究代表者 (鎌野邦樹) および
研究分担者 (花房博文､ 舟橋哲) の ほか , イ ギリス の法制の調査に関して は大野武氏 (高
崎確済大学専任講師)､ ニ ュ ー ジ ー ラ ンド法制の 調査 に関して は竹 田智志氏 (千葉大学大
学院社会文化科学研究科大学院生) に協力をい ただいた ｡
e)鎌野邦樹 ･ 竹田智志 ｢区分所有建物の 修繕 ･ 再建 (復旧 ･ 建替え) 及 び終了をめぐる
比較法研究覚え書き｣ 千葉大学法学論集1 5巻 3号 (2 001年)
②鎌野邦樹 ･ 花房 博文 ､ 舟橋哲, 大野武 ｢区分所有関係の成立及び専有部分 ･ 共用部分
の範囲に関する 比較法研究覚え書き｣ 千葉大学法学論集1 6巻2号 (2 0 0 1年)
③鎌野邦樹 ･ 花房博文 ､ 舟橋哲､ 大野武 ｢マ ン シ ョ ン管理制度の 比較法研究覚え書き｣
千葉大学法学論集 1 7巻2号 (2 00 2年)
本研究における区分所有法弼の 比較法的考察は, 区部所有法制の 全体に及んで いる ｡ 同
法制の特定の 項 目ない し特定の 事項を考察す るの で はなく ､ 諸外国の 同法制を全体を把握
し､ これをわが 国の 法制全体 と比較する こ とによっ て ､ わが法制 の特色 を明らかにする と
ともに , わが国の法制の ある べ き姿につ いて 立法的提言を行うこ とを目的とするもの であ
る o 区分所有法制の 全体 を対象 とするとい っ て も､ その 調査 ･ 研究に あたっ て は､ 大きく
次の 4 つ の事項 に分 けて ､ 順次 , 検討を行っ た ｡ それは ､ (1) 区分所有関係の 設定 ･ 成
立 , (2) 専有部分 ･ 共用部分の 範掬 ､ (3) 管理の 組織 ･ 方式 (団体 ､ 集会 , 規約､ 管
理者)､ (4) 修繕 ･ 復 旧 ･ 建替え ･ 解消で ある ｡ 本報告書の第1章は ､ (1) 及び (2)
を扱い ､ 第2章は､ (3) を扱い ､ 第3章は, (4) を扱う ｡
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第 1 章 区 分 所 有 関 係 の 成 立 及 び 専 有 普β 分 ｡
共 用 膏r5 分 の 範 囲
男写 1 節 序 説
1 本節の 目的及 び対象
本稿は, わが国 の 区分所有法 の構造を解明す る 一 環 として , 二 つ の 点 に閲 し比較法的考
察を行 っ たもの であ る｡ ひ とつ は､ 区分所有関係 の 成立ない し区分所有権 の設定 に関して
であり , もうひ とつ は､ 共用部分及び専有部分の範囲に関 して で ある . こ の ような比較研
究は ､ ただ単に ､ わが国の 区分所有法を諸外国の 立法と比較 して ､ わが国 の 法の特徴を明
らか にする こ との み を目的 とするの で は ない ｡ こ の ような学術 的関心 と共 に ､ わが国の 区
分所有法 に つ い て の 立法的提案をする に 当たり多く の 示 唆が 得 られ る と考 えたか らで あ
る ｡
わが国の 区分所有法は, 昭和三七 年 ( 一 九六 二年) に制定さ れ , 昭和 五 八年 ( 一 九八三
年) に大改正がなされた｡ そして ､ 今般 ､ 再び改正作業がなさ れた ｡ これ らの改正 は ､ マ
ンシ ョ ンが増大する 中で ､ そ こにおい て 現実 に生ずる様々 な法的 問題 に対 して ､ 旧来の 法
規定が十分に対応で きない との 認識に基づいて い る . 現実に生起する問題 に対 して は, 萌
実に即 して 最も妥当な解決を模索する ことが重要で ある し , 法改正 にあた っ て の立法論の
提示は ､ 萌実と共 に ､ わが国の 法体系や法理論 を見据えた上で 行 うこ とが重要で ある ｡ し
かし , そ の 際に は, 諸外国の接が現実に生起 した又 は生起 しう る 同種 の 問題 に どうように
対応 し ､ どの ような規定を用意して い るか ほ ､ 大い に参考 にされ る べ きで あろう . このよ
うな問題意識か ら, 本稿で は比較法的考察を行っ た ｡ ただし､ 本稿で は､ 基本 的には外国
の立法例 〔法規定〕 のみ を取り上げ､ 立法の趣旨 ･ 背景や 法規定 の 現実の機能 ･ 運用 につ
いて は言及 して い ない ｡ 各執筆者の今後 の課題 としたい ｡
本稿で 取 り上 げる外国の 立法例は ､ ドイツ ､ フ ラ ンス ､ ア メ リカ及 びイギリス を中心と
した ( その 他 ､ ス イス ､ オ ー ス トリア , イ タリア に つ い て も若干 言及 をした)｡ 本来 なら
ば, さらに多く の 国の立法例も検討す べ きで ある(1) が, 時間的 制約か ら ､ 今 回はこれら
の国々 にと どめる こととした｡
2 わが国の 法の構造と今日の課題
(1) 区分所有関係の成立 ･ 区分所有権の設定
わが国の 区分所有法 における 区分所有関係の 成立 ない し区分所有権 の 設定 は ､ 次の よう
なもの と考えられる ｡ す なわち ､ 分譲業者等 によっ て ｢区分所有 の 構造を有す る建物｣ (区
分所有建物) が建築され ､ その うちの 一 つ の 区分所有権 (及び共用部分共有持分権, 敷地
利用権) が販売されて 二 人以上の 区分所有者が存在す るに至 っ た ときに , 区分所有権が設
定され , 区分所有関係が成立す る o こ こで の 区分所有関係 は ､ 区分所有者の 間で の 契約な
い し合意によ っ て 成立する もの で はない ｡ 区 分所有建物に は ､ 構造上 ､ 共用部分が存在す
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るため ､ 共用部分 (及び敷地) の管理の ためにそ の 共有者間で の 関係が当然に生ずる こと
になる ( 区分所有法三条参照｡､なお , 以下でわが国の 区分所有法の 各条文 を示す場合には
単に粂数の みを掲げる こと にす る)｡ わが国の 区分所有法は , 区分所有関係 を､ 基本的に
は､ 専有部分につ い て 単独所有権を有して い る区分所有者 の 間の 《共用部分を中心とした
｢物｣ を媒介とする法律上当然に成立する関係》 と捉え て い る ｡
こ こに は ､ 《区分所有者 となる者の 間の 契約ない し合意 に基づく 区分所有関係 の 創設》
とい う観念は入 る余地はなく ､ また､ 《 一 定 の 団体規則 の下 に同 一 方向を 目指す 区分所有
者間の 明確な意思の 一 致 ( 一 種の ｢合同行為｣)》は見られ ない ｡ 区分所有 法で は , むし
ろ , 区分所有関係 (区分所有者 の団体 〔三条〕) の 成立後 に , 集会によ り団体規則 (規約)
が多数決 により設定され る こ とが想定されて いる (三 一 条 . なお, こ の規約 は区分所有者
の特定承継人に対 して も効力 を生ずる 〔四 六 条 一 項〕). も っ とも ､ 実際 は法の 想定する
とこ ろとは異なり､ 分譲業者等によっ て原始規約 ( 秦) (｢中高層共同住宅標準管理規約｣
に準拠 して い る もの が多い . なお ､ 以下で は同規約 を ｢標準管理規約｣ とい う｡) が既に
作成されて おり ( また, 同時 に管理委託契約 (莱) も用意 されて い る ことが多い ｡)､ 分
譲時に各区分所有者 (区分所有者全員) が書面により合意す るか (四 五条)､ 又 は, 最初
の集会決議によっ て この 原始規約 (秦) を承認する とい う形で 規約 を設定する (三 一 条)
とい う場合が多い (民間で は前者､ 公団では後者が多い)｡
すなわち , わが国で は , 法律上は､ 区分所有者は ､ いわば白紙の状態で 区分所有関係に
入り ､ その 後に , 入居した建物等 の管理又は使用 に関す る区分所有者相互 の事項 を決める
ことを基本と して い る (三 ○条) が ､ ただ し､ 実際は､ 分譲業者等に よっ て 作成された原
始規約を消極的に承認 して い ると言っ て よか ろう｡ 今日生じて い るマ ン シ ョ ンをめぐる重
要問題 の いくつ かは(駐車場の 専用使用権 ､ ペ ッ ト飼 育 ､ 専有部分の 用途等 をめ ぐる問題),
この点 に起 因して い るもの と考える こ ともできる ｡
そ れで は､ 諸外国の立法例 はどのようになっ て い るの か ｡ 本稿での 比較法的考察の第 一
は この点で ある o なお, 本稿で は､ 基本的に立法例 (法の規定) のみ を扱い , 実鰭等につ
いて は扱わない ｡
(2) 専有部分･ 共用部分の範囲
わが国の区分所有法は ､ 建物と敷地 とを別個独立の不動産 と考えるわが国の 法制を前提
に して ､ 建物部分 に つ いて は ､ これを専有部分 と共用部分とに分 ける ｡ 法は ､ まず専有部
分 につ いて定義し ( 一 条 ､ ニ 条 一 項 - 三項)､ 共用部分 に つ い て は ｢専有部分以外の 建物
の 部分｣ とい うように消極的 に定義して い る . その 上で ､ ｢数個の専有部分に通ずる廊下
又は階段室その他構造上区分所有者の 全員又はそ の 一 部の 共用に供される建物の 部分｣ は
専有部分とはな らない と して い る (四 条 一 条)o そ して , 法務省立法担 当者の 説明に よる
と, 建物のある部分が専有部分 に属するか共用部分 に属す るかは立法技術上の 問題か ら法
律で は具体的に は明示 して い な い が､ 両者の 範囲は法律上確定して い るとい う (漬崎恭生
『区分所有法 の 改正』 - 四 ○頁 〔法曹会 ､ 一 九八 九年〕)o す なわち ､ 規約等 をもっ て 任
意に定められるもの で はない との 立場を と っ て い る ｡ ただ し ､ 法は , 専有部分を規約に よ
り共用部分 とす る ｢規約共用部分｣ に つ い て は 認めて い る (四条 二 項)｡ これに対 して共
用部分を専有部分とする こ とは認められな い ｡
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さて ､ 専有 部分か 共用部分かは､ (そ の構造及び機能に照ら し) 法律上当然に確定 して
い るとい うが , 実際 にはどちらに属する か 一 義 的に明確で ない 部
■
分が存在す る ｡ 標準管理
規約で は ､ そ れぞれの範囲をできるだけ明示す る こ とによっ て 明らか に して い る ( 同規約
〔単横型〕 七 条 , 八 条 ､ 別表第 二)｡ そ して , 現実 には ､ 規約 によっ て 始 めて 当該部分が
どち らに属す るかが明らか になる こ とが少なく ない ｡ ところ で ､ 建物 の 附属物 に当たる特
定の住戸 の 専用 に供される排水管枝管につ い て は ､ 従来の 法務省立法担 当者及び標準管理
規約の立場で は これ を専有部分と扱っ て い たと解される ところ ､ 近時の 最高裁判所の 判決
紘 , これを共用部分 とした(2)o
それで は , 諸外 国の 立法例は､ こ の 点をどの ように考 えて い る の か ｡ わが国と同様 に ,
専有部分か 共用 部分 かは法律上当然 に確定 して おり ､ 規約 により任意 に これ を定める こと
はで きな い と して い る の か ｡ 本稿で の 比較法的考察の 第二 はこの 点で ある ｡ なお､ この 点
と併せ て ､ ｢ 一 部共用部分｣ (三条, - 六 条)､ 及び ､ 共用部分にお ける ｢専用使用権｣ (標
準管理規約 〔単棟型〕 - 四条､ 別表第(3)四) に 関して も考察 を加えた い ｡
【注記】
本稿の 執筆は､ 基本的には､ フラ ンス 法の部分 (二 3) は舟橋菅 ､ ア メリカ法の 部分 (≡
1) は花房博文 ､ イ ギリス の 部分 (三 2) は大野武が担当 し, ドイ ツ法そ の 他の部分は鎌
野邦樹が担当 した o
注
(1) その 他の 世界数十か国の 立法例 の概要 を示すも の として は ､ c.G . Vj u D E R
M E R W E(ed.) , Intem atio n al En cyclopedia of Co mpar ativ e Law , Volum e V I, Chapter 5
(Apartm ent ow n ership) p･ 2 8
- 5 6( 以下で は , V A N DER M E R W Eで 引用する)o そ
の 他 , 台湾法 に 関して は , 鎌野邦樹 ･ 郭銘鑑 ｢台湾の マ ン シ ョ ン法 ( - ) (ニ ･ 完)｣ 本
誌 一 三 巻 三号 一 八 九貢 ､ 四 号八九貢 ( 一 九九九年)､ 韓国法 に関 して は ､ 周藤利 一 氏の 邦
釈 (都市的土地利用研究会第 一 六 回全体集会資料集 『区分所有法制の 比較法的検討』 九七
貢以下 ､ 一 九九 八年) がある ｡
(2) 最判平成 一 二 年三月 ニ ー 日判時 一 七 - 五 号ニ○頁 (評釈として , 鎌野邦樹 ･ 私法
判例リ マ ー クス ニ 0 0 一 年 (下) 三 ○貢)｡
(3) 標準管理規約 〔単棟型〕 で は､ バ ル コ ニ ー ､ 玄関扉 ､ 窓枠, 窓ガラ ス ､ 一 階 に画
する庭､ 屋 上テ ラス に つ いて ､ 共用部分と した上で , 各住戸 の 区分所有者 に専用使用権 を
認めて い る ｡
第 2 節 ヨ 一 口 ツ ′ ヾ 大 陸 法
1 はじめに
- 八 ○四年 の フ ラ ンス 民法典の 六 六 四条 に階層所有権 の 規定 は見られたが ､ ヨ ー ロ ッ パ
大陸におい て 区分所有 に関す る特別法が最初 に制定された の は ベ ル ギ ー にお ける 一 九 二 四
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年七月八 日特別法で あっ た . それ に続きイ タリ アが 一 九三五 年に ､ 前年 の命令による規制
を法律に切 り替えて特別法 を制定 した ｡ なお , この法律は ､ 一 九四 二 年にイタリアが民法
典を制定す るにあたっ て , その 一 部 ( - - - 七 粂 - - 一 三九条) にそ の諸規定が整備され
て採り入れ られた ｡
フ ラ ンスで は､ 一 九三 八年 に ｢ア^
o
ル トマ ンに区分された不動産の共同所有の 規則を定
める 一 九三 八年六 月 二 八 日の法律｣ が制定 されが ､ 一 九六五年 には これを大きく改正す る
立法があらためて な され た｡ それが本稿で後 に扱う 一 九六五年法(現行法)で ある ｡ なお ､
その ほかフ ラン ス法系で は､ ス ペイ ンが 一 九三 九年 に (そ の 後 一 九六 ○年法を帝1J定)､ オ
ランダが 一 九五 一 年に 区分所有に関す る法律 (その後 , 一 九セ ニ年に 民法典 に組み入れら
れる ｡) を制定する に至 っ て い る o
ドイ ツ法系で は､ 最初 に オ ー ス トリアが 一 九四八 年に建物の 区分所有を認める法律を制
定し (そ の 後 ､ これ を改正 して 一 九七五 年 に ｢住居所有権 法｣ を制定)､ つ づいて ､ ドイ
ツが 一 九五 一 年に ｢住居所有権法｣ (現行法) を制定したo そ の 後, 一 九六 三年にスイ ス
民法中に ｢階層所有権｣ の 規定 (也 - ニ 条 a - 七 - 二 糸t) が新設された o
以下で は ､ 右の 諸国の 立法例の うち ドイ ツ法及び フ ラ ンス法を中心 に考察 し ､ そのほか
スイス法 ､ イ タリア 法 ､ オ - ス トリア法にも言及す る｡
と ころで , 本稿の考察 の対象で ある 区分所有関係 の成立に閲し ヨ ー ロ ッ パ大陸法を概観
す ると, その 旨の 登記を必要とす る法制 (登記が成立要件である法制) と ､ これを必要と
しない法制 (登記は対抗要件) とに大別 される ｡ ドイ ツ､ オ ー ストリア ､ スイス ､ オラ ン
ダ等は前者で あり ､ フ ラ ンス ､ ベ ルギ ー , イ タリア等 は後者で ある(4)｡ また ､ 専有部分
･ 共用部分の 範囲を考える 前提と して ､ そもそも建物全体を共有する の か , それとも建物
につ い て 専有部分と共用 部分とを峻別す るの かにつ いて は､ 法制が分か れて い る c オ ー ス
トリア ､ スイス ､ オ ラ ンダ等 は前者で あり ､ ドイツ ､ フ ランス等 は後者で ある(5).
(4) 前掲 ･ vj W D E R M E R W E, p. 3 4 - 3 5.
(5) 前掲 ･ v A N D E R M E R W E, p. 4 5等参照 ｡
2 ドイ ツ法
ドイ ツ住居所有権法 Ges etz u eberdas W ohn u ngseigentu m u nd Dau e m w olmr echt
(w olmu ngs eige ntu m sge s etz) は､ 前述の よう に
一 九五 一 年に ､ 第 二次大戟後の住宅難を背
景に制定された . 同法 は､ 六 四か条からなる . そのうち ､ 区分所有関係の 成立ない し区分
所有権の 設定及び専有部分 ･ 共用部分の 範囲に関す る諸規定 につ いて以下で は述べ ること
とす る (概説した後 に 関連規定 (の翻訳(6)) を掲げる) (7)｡
(1) 区分所有関係 の成立 ･ 区分所有権の設定
(ア) 特別所有権 ドイツ で は､ わが国の 区分所有権 に相当する もの は ､ 特別所有権
soder eigentu m と呼ばれ ､ これは住居につ い て の住居所有権 w ohn u ngeige ntu m と ､ それ 以
外の 部分に つ いて の 部分所有権 Teileige ntu m と に分か れる｡ そ して ､ 法律で は主として 住
居所有権 に つ いて規定 し ､ そ の 規定が部分所有権 に つ い て準用 される ｡ 特別所有権は ､ 共
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同財産 (わが国の 共用部分に相当す る) へ の共有持分 と結合 して い る (以上 一 条)｡
( イ)契約 に よる特別所有権の付与 土地 と建物が - 体 と して の 不動産で ある との 法
制を有す る ドイ ツ ( 他の 欧米法も同様) におい て ､ 特別所有権 の設定の 方法 は 二 つ ある ｡
第 一 は, 土地 の 共有者が契約 により, 当該土地の 上 に既に建設 され ､ 又 は将来建設 され る
建物の 中の 特定 の住居又 は居住 の用 に供 しない 特定 の 部屋 の 特別所有権を各共有者 に付与
する方法 に よるもの である (三条 一 項)｡ こ の こ とに より ､ 土地共有者 の 土地 ･ 建物 の 共
有は､ そ の権利 (共有持分権)が特別所有権の 目的 となっ た空間 (部屋)に は及 ばない と
いう形で相互 に制約を受ける こ とになる ｡ こ こで 重要な こ との 一 つ は ､ 特別所有権の 設定
にお い て ､ 土地 及び建物の共有とい う法観念が前提 となっ て お り , そ の上 で , 共有 を制約
するもの と して の 特別所有権が認められる という点で ある . もう 一 つ は､ 特別所有権の 設
定が共有者すなわち特別所有権者の 間で なされて いる点で ある ｡ この 点は ､ 次の特別所有
権の設定の 第二 の 方法で は形骸化する が ､ そ の 基礎をなす法観念 と して は存在 して い るも
の と思われ る ｡
( ウ) 分割による特別所有権の設定 特別所有権 の 設定 の 第二 の 方法は , 土地の 単独
所有者が , 登記所に対する意思表示 により､ 土地 の 所有権 を複数の 共有持分 に分割 し, 杏
共有持分 に 当該土地の 上に既 に建設 され ､ 又 は 将来建設 され る建物 の 中の 特定の 部屋 の 特
別所有権 を結合 させ るというもの で ある (八 粂 一 項)o 業者 に よる マ ンシ ョ ンの 分譲に見
られる ように ､ 今日で はドイツ において も この 方法が 一 般的で ある と思われ る ｡
(エ) 区分所有関係の成立 特別所有権 の 設定が効力 を有するために は ､ すなわち ､
区分所有 関係が成立するためには ､ 右のいずれの 方法に よ る場合 でも ､ そ の 旨の (物権的
な) 合意 と共 に登記簿へ の 登記が必要で ある ｡ この登記 ( 少なく とも 二 人以 上 の 特別所有
権者の 登記) がなされて始めて 区分所有関係が成立する (四条 一 項 ､ 八 条 二 項)｡ 登記 に
は ､ 特別所有権の 目的物及び内容を詳細 に表示した登記承諾書 が引用され ､ また , 登記承
諾書に は建物 の 区分等を示 した建物区分計画書や建築監督官庁の証 明書が添付される (七
条三項 ･ 四 項 ､ 八 条 二 項)｡ そして ､ 特別所有権相互 の 関係 を規律す るため に設定さ れ た
規約も特別所有権の 内容として 登記簿に登記され得る ( - ○条二 項)｡ なお ､ ドイ ツ で は ､
規約の設定 ･ 変更 ･ 廃止 は､ 特別所有権者全員の 同意が必要で ある (ただし, 判例は 一 定
の 要件 の 下 に多数決議による規約の変更 を認 めて い る)｡
こ こ で は､ わが国の ように区分所有者が白祇の 状態で 区分所有関係に入 り ､ そ の後に区
分所有者 の間 で相互の 関係を規律す るため に規約を設定す る の で はなく , 当初か ら区分所
有関係 に入 ろう とする者 に対 して ､ 区分所有関係の 詳細が規約 を含 めた い くつ か の 文書で
提示され公示されてい る ｡ そ して ､ い っ た ん作成 された規約は ､ 容易に変更 される こ とは
ない ｡
(2) 専有部分･ 共用部分の範囲
(ア) 特別所有権の 目的物 ･ 共同財産 わが国の 専有部分 に該当す る の が ドイ ツで は
特別所有権 の 目的物であり､ 共用部分に該当する の が共同財産で ある ｡ ドイ ツ法は ､ 特別
所有権 の 目的物 につ い て は, 建物の 居住の 用 に供す る部屋 (住居所有権) 又 は居住 の 用 に
供しない 部屋 (部分所有権) で あ っ て ( 一 条 二 項 ･ 三項)､ 完全な独立性を有す るもの (三
条二 項) と規定し ､ そ れ以外の 建物 の 部分 を共同財産で ある と し ( - 条五 項)､ 建物 の 存
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立又は安全 に必要な建物の 部分並びに住居所有権者 の共 同の 使用 に供 される建物の 施設及
び設備は ､ 特別所有権の 目的物で ある部屋の 内部に存在す るもの で あっ て も､ 特別所有権
の 目的 とならない も のと規定 して い る (五条 二 項). そ して ､ こ の 一 般 的 ･ 抽象的基準に
反 しない限度で , 特別所有権の 設定時におい て ､ 当該建物の両者の 区分が , 建物区分計画
香 (建物 の 区分並び に特別所有権又 は共同財産 に属す る建物の 部分の 位置及び大きさを明
らかなす る書面 〔七 条四項 - 号〕) や規約 (五 条四項 ､ - ○粂 一 項 ･ ニ 項) に よっ て 具体
的に明瞭 に定められ ､ 公示される ｡ ここ において は ､ ある程度 ､ 任意 に両者 の 区分をする
こ とが許されて い るもの と解され る｡
(イ) 規約共用部分等 ドイ ツ法も ､ わが国の規約共用部分 (四 条 二 項) と同様に ､
特別所有権 の目的物とな ることの で きる建物 の 構成部分を共同財産に属 させ る ことがで き
る として い る｡ なお ､ ドイ ツ法で は､ わが国の 一 部共用部分 (三条) に該当す る規定は存
在 しない ことか ら､ 構造 上こ の ような部分で あっ て も､ 規約等 に別段の定 めがない限りは ､
共同財産と して 全員で所有し管理するものと解する ことがて きる (基本的にわが国の法制
〔 - 六条〕 と逆の立場を採る)｡
( ウ)特別利用権 わが国で は法律上 は専用使用権 に関す る規定 はないが , 実際には
これが認められて い る ｡ 判例もこれを認め (この点 に関 して は稲本洋 之助 ･ 鎌野邦樹 『コ
ンメ ンタ ー ル ･ マ ン シ ョ ン区分所有法』 八 三貢以下 , 日本評論社, 一 九九七年), また､
標準管理規約に おい て も承認 しその 旨の 規定を設けて いる (前述)o ドイ ツ で も これを特
別利用権 so ndern utz ungsre cht と して認めて おり､ そ の 法律上根拠は､ - ○条 一 項及び 一 五
条 に求めて い る(8)｡ その 対象は , わが国と同様 ､ 具体 的には , 自動車駐車場 , テ ラス ､
庭 の 一 部等である ｡
【関連規定】
第 一 編 住居所有権
(定義)
第 一 条 この法律の 定めると こ ろ により､ 住居 につ いて は住居所有権を ､ 建物の居住の 用
に供 しない部屋に つ い て は部分所有権を ､ 設定す る こ とができる ｡
2 ｢住居所有権｣ とは , 住居 の 特別所有権で あっ て ､ その 属する共同財産の 共有持分と
結合したもの をい う ｡
3 ｢部分所有権｣ とは , 建物の 居住の 用に供 しな い部屋の特別所有権で あっ て ､ その属
する共同財産の共有持分と結合 したもの をい う.
4 住居所有権及び部分所有権は ､ 特別所有権を数個の 土地の共有持分 と結合する方法に
よっ て は ､ 設定す る こ とがで きない ｡
5 この法律におい て ､ ｢共 同財産｣ とは ､ 土地並びに特別所有権又 は第三者 の 所有 の 目
的で ない建物の部分 ､ 施設及び設備をい う.
6 住居所有権 に関する規定は､ 部分所有権 につ い て準用す る ｡
第 一 章 住居所有権の 設定
(設定の 方法)
第二 条 住居所有権 は ､ 契約によ る特別所有権 の 付与 (第三 条) 又は分割 (第八 条) によ
り設定 される ｡
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(特別所有権の 契約による付与)
第三 粂 土地の 共有 ( 民法第一 0 0八粂) は, 民法第九三 条の規定 にかかわ らず､ 共有者
間の契約 により､ 当該土地の上に既に建設され ､ 又 は建設され る建物の中の 特定の 住居
又 は居住の用に供さない 特定 の 部屋 の 特別所有権 を各共有者に付与する方法 によ っ て制
限する こ とがで きる ｡
2 特別所有権は ､ 住居又 はそ の 他の部屋が完全な独立性 を有す る ときで なければ､ 付与
す る ことがで きない ｡ 駐車場は ､ そ の 範囲が永続的な標識 により 明確に されて い る とき
は､ 独 立性を有す る部屋とみなす ｡
3 略
(方式 に関す る規定)
第四条 特別所有権の付与及びそ の 廃止 に は､ 権利変動の発生 に関する当事者の 合意及び
登記簿 へ の 登記 を要する｡
2 前項 の 合意は ､ 不動産所有権移転に つ き定められた方式 をも っ てす る ことを要する o
特別所有権の 付与又 は廃止は､ 条件付又 は期限付でする ことがで きない ｡
3 民法第 三 一 三粂 の 規定は ､ 当事者 の 一 方 に特別所有権 を付与 し , 取得 し､ 文 は廃止す
べ き義務 を負わせ る契約につ い て 準用す る ｡
( 特別所有権の 目的物及び内容)
第五条 特別所有権 の目的物は ､ 第三 条第 一 項 の規定に従 っ て定 められた部屋及び当該部
屋 に属す る建物の 構成部分で あっ て ､ そ の変更 , 除去及び接合が共同財産文 は他 の住居
所有権 者の特別所有権に基づく権利 を第 一 四条の 規定に より許容 される限度を超えて侵
害 , 又 は 建物 の外形を変更する こ とな しに可能である もの とする ｡
2 建物の存立又 は安全に必要な建物 の 部分並びに住居所有権者 の 共同の使用 に供される
建物の 施設及び設備 は, 特別所有権 の目的物で ある部屋 の 内部 に存在す る もの で あっ て
も､ 特別所有権の 目的物とならない ｡
3 特別所有権 は､ 規約 により, 特別所有権 の 目的物とな る ことができる建物 の 構成部分
を共同財産に属させ る ことがで き る ｡
4 住居所有権者相互 の 関係 に関す る規約は ､ 次章及び第 三章 の 規定に従い ､ 特別所有権
の内容 とす る こ とができる .
( 特別所有権の 非独立性)
第六条 特別所有権 は, そ の 属す る共有持分と分離して譲渡し､ 又 はその 上に負担を設定
す る ことがで きない ｡
2 共有持分 を目的 とする権利は , 共有持分 に属する特別 所有権 に及ぶ ｡
( 登記簿に関する規定)
第七粂 第 三条第 一 項の 場合 には , 職権で ､ 各共有持分 ごとに特別登記用紙 (住居登記簿 ,
部分所有権登記簿) を備 える ｡ この 登記用紙 には ､ 当該共有持分 に属す る特別所有権を
登記 し ､ か つ ､ 共有 の 制限として , 他 の 共有持分に属す る特別所有権の 付与を登記す る ｡
土地 の 登記用祇は ､ 職権 で 閉鎖す る .
2 混乱が 生ずるお それ がな い ときは ､ 特別登記用紙を備 える こ とを省略する ことができ
る｡ こ の 場合 には ､ 土地の 登記用 紙 に共 同住居登記簿 (共 同部分所有権登記簿) と表示
しなければならない ｡
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3特別所有権の 目的物及び内容 をよ り詳細に表示する ために , 登記承諾書を引用する こ と
がで きる ｡
4 登記承諾書 には ､ 次の 各号に掲げる書面 を添付しなけれ ばならない ｡
- 建築監督官庁が署名 し ､ か つ , 印章又 はス タンプを押印した建物明細書で あっ て ､
建物の 区分並びに特別所有権又は共 同財産 に属する建物 の部分の 位置及び大きさ を明
らか にするもの (建物区分計画書). 同 一 の住居所有権 に属する全て の 個室 には ､ そ
れぞれ同 一 の番号を付さなければならない o
ニ 第三条第二項 の要件が存在する旨の建築監督官庁の証明書
登記承諾書におい て個々 の 特別所有権 につ い て番号を付す るときは ､ その 番号は ､ 建
物区分計画書の 番号 と 一 致 させ なければな らない o
5 住居登記簿に関す る規定は ､ 部分所有権登記縛につ い て準用する ｡
(所有権による分割)
第八条 土地の所有者は､ 登記所に対する意思表示 により ､ 土地の 所有権 を複数の共有持
分に分割し ､ 各共有者に当該土地の上 に既 に建築され ､ 又 は将来建築される建物の 中の
特定の住居又 は居住の 用に供しない特定の 部屋の特別所有権 を結合させ る ことがで き
る ｡
2 第三粂第二 項 ､ 第五 条 , 第六 条並びに前条第 一 項及び第三項から第五項 まで の規定は､
前項の 場合につ い て 準用する ｡ 分割は ､ 住居登記簿を備え たときにそ の効力を生ずる ｡
(住居登記簿の閉鎖)
第九条 略
第二 章 住居所有権者の共同関係
( 一 般原則)
第 一 ○条 住居所有権者相互 間の 関係に つ いて は , この 法律の規定により､ こ の法律に特
別 の 規定がない ときは ､ 共同関係に関する 民法の 規定による ｡ 住居所有権者は ､ この法
律の 規定と異なる規約を設定する こ とがで きる ｡ ただ し, こ の法律に別段の定めがある
ときは , こ の 限りで ない ｡
2 住居所有権者がこの 法律の 規定を補充し ､ 又 は変更 して相互の関係を規律するために
設定した規約及びそ の変更又は廃止は ､ それが特別所有権の 内容として 登記簿に登記さ
れて い る ときに限り ､ 住居所有権者の 特定承継人に対 して も ､ その効力 を生ずる ｡
3 略
4 略
(使用に関す る規制)
第 一 五 条 住居所有権者は､ 規約により , 特別所有権及び共同財産の 使用 を規制する こと
がで きる ｡
2 前項の 規約によ る反対 の 定めがない 限り ､ 住居所有権者は､ 多数決により､ 特別所有
権 の 目的物である建物部分及び共同財産の 性質に適合した秩序ある使用 につ い て決議を
す る こ とができる ｡
3 略
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(6) ドイツ住居所有権法 の 日本語訳 につ い て は , 基本的に法務省民事局参事官室 卜
九五 一 年付 住居所有権及び継続的居住権 に関す る法律 (住居所有権法)｣ 民事月報三
四巻 - ○号 一 三 三貢以下を参照 し引用 した (ただし ､ 第 二条等若干異なる和訳をした箇
所がある)｡
(7) 以下の 記述につ い て は ､ 法律の 規定の ほか , 丸山英気 ｢ドイ ツ の 区分所有法
一 任
居所有権法｣ 水本港 ･ 遠藤涛 ･ 丸山英気編 『基本法 コ ンメ ンタ
ー ル マ ンシ ョ ン法 〔第
二版〕』 - 五 一 貫以下 ( 日本評論社, 一 九九九年)､ ヴ エ ルナ
ー ル ･ メル レ 〔藤井俊二訳〕
｢住居所有権 の設定および住居所有権共 同体の 成立｣ 前掲 『都市的土地利用研究会第
一 六
回全体集会資料集』 - 頁以下等 を参照 した｡
(8) J. Br man n, W ohn ungs eigentu m, 1 9 9i , s･ 2 8･
3 フランス法
フ ラ ンス の区分所有に関す る現行法 は､
一 九六五 年七 月 - ○ 日の ｢建築不動産の 共同所
有の規則を定める法律｣ 第五五 七号 (以後､ 六五 年法と呼ぶ ｡ 旧法
一 九三八 年六月 二 八日
の ｢アパ ル トマ ンに区分された不動産 の 共 同所有 の 規則 を定める法律｣ を廃止する形で制
定) (9) および､ そ の実施に関する 一 九 六七年三月
一 五 日の ｢建築不動産の 共 同所有 の 規
則を定める 一 九六五 年七月 - ○日の法律第五 五 七 号の 適用 の ため の 施行令を定めるデク
レ｣ 第二 三三 号で ある ｡ 同法は満IJ定後 ､ 一 九八五 年 - ニ月 三
一 日 の法律第 一 四七○号 ､ 一
九九四年 七 月 ニ ー 日の法律第六 二 四号 に より ､ ニ 度にわたっ て 重要な改正 を受けた上 ､ 二
o o o 年 末に成立 した ニ 0 0 0 年一 二 月
一 三 日の 法律第 一 二 ○八号 により ､ 大規模な三度
目の改正 を受 ける こ と になっ た(10)｡ 以下で は この 六五年法を手がか りと して ､ フ ラ ンス
区分所有法制の 特徴につ き､ 区分所有権 の 成立ない し区分所有権の 設定および ､ 専有部分
と共用部分の 範臣那こ関して概観する(ll)｡
(1) 区分所有関係の成立 ･ 区分所有権の設定
(ア) 区分に よる配分 六五年法は ､ 区分所有 関係の 成立 に関す る特別な規定を有し
て おらず､ 単に同法の 適用対象に つ いて の み定 めて い る . すなわち ､ 第
一 粂 一 項は ､ 同法
の適用対象につ き ｢そゐ所有がそれぞれ専有部分および共用部分 の 持分を含む区分 (lot)
によっ て配分されるすべ て の建築不動産お よび建築不動産群｣ と規定する ｡ わが国とは異
なる ､ 土地と土地上 の 建物をもっ て 一 個 の 所有権の客体たる不動産 と観念する ロ
ー マ 法以
来の原則 臥 フラ ンス において もまた同様 で あり(1 2), したがっ て フ ラ ンスで は ､ 敷地を
基礎として , その上 に存する建物もしく は建物群が全体として ｢建築不動産｣(im m e uble bti)
と観念 される o そ して , この 建築不動産が ｢区分 により配分｣ される場合 に ､ 六 五年法が
適用され る ､ い わゆる区分所有建物 とな る ｡ したがっ て ､ フ ラ ンス区分所有制度 にお いて
は ､ いか なる場合に区分所有 関係が成立するかとい う問題は ､ い かなる 場合 にある建築不
動産が同法 一 条にい う ｢区分によ り配分｣ された状態 にあるとい えるか ､ とい う問題 に置
換さ れ るの で あ り､ そ こで は ､ ｢区分｣ と い う言葉の 意味が問われ る こ とになる ｡
(イ)｢区分｣ 概念 ｢区分｣ とは ｢専有部分 (partipriv atif)｣ および ｢共用部分 (parti
co m m u n e) の 持分｣ を包含す る概念 で ある ( 一 条)｡ 区分所有 に い か な る法的構成を与え
るか は ､ 区分所有制度の 最も基本的な問題で あり , 理念的に は ､ 住居部分 に対する個別所
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有権 を中心と しつ つ この 残部 に対する共有を加えた複合的なもの として構成する手法と ､
建物全体に対す る共有 を基本 と し住居部分に対する排他的支配をその 例外として債権的に
構成す る手法がありう る｡ 六 五年 法はこの 点 に つ い て 前者を採用 しており (第二粂)､ こ
の 点わが国の 区分所有法制と同じ土壌にあ る というこ とがで きる(13)｡ しか しながら､ 他
方で , 六五 年法は ､ 区分所有の対象 を単 に物的なもの - すなわち ､ 専有部分および共用部
分 - としてで は なく ､ 専有部分と , 各区分所有者 と他の 区分所有 との 人的または契約的関
係の存在を前提 とする共用部分 の持分割合 の複合として構成して いる(14)｡ すなわち ｢区
分｣ の 具体的内容は専有部分および共用部分の持分割合に従う ことたなるが､ これは区分
所有者 らの意思に基づき区 分所有規約 (regle m ent de la c opr orit) におい て これを定める
こ とがで きるか らで ある (三条 二項項 ､ 五 条は ､ 証書, すなわち区分所有規約文書に示さ
れた区分所有者 らの意思に拘束力を認めて い る)｡ つ まり ､ フ ラ ンス における ｢区分｣ な
る概念 は､ 区分所有に関する物的および人的関係を ､ 権利 の 主体と客体の統 一 的な図式に
構成するために導入 された道具的な概念で あり(15)､ 裏をかえせ ば､ この区分 の 内容が具
体的に定まる ことによ っ て ､ 区分所有が実際に成立す るという こと になる ｡
( ウ) 区分の 内容の 決定 で は ､ 区分 の 内容が具体的に定 まるの は何時か ｡ 区分の 内
容を定 める のが ､ 区分所有者らの意思 で ある こ とは ､ 右に述 べ たとおりであり , そうする
と､ 区分所有規約が作成 され た場合 には ､ 明確 に区分所有関係が成立する こ とになる(16)｡
しか しながら､ 六五 年法 は, 三 条および五 条 に明示的な意思 の表 明がない 場合 の ､ 専有部
分と共用部分の 区別､ および共用持分につ いて の補充規定を置い ており ､ したがっ て ､ あ
る建物不動産が二 名以上の者に よっ て 事実上 区分所有状態に置かれた状態が生ずれば､ こ
れらの 補充規定を媒介と して 区分所有関係が生じる という ことができよう o この ことか ら､
フ ラ ンス区分所有制度 におい て は､ 規約文書 の 作成と区分所有関係の成立とは 一 応別個の
問題 と して構成されて い ると言 い うる ｡ しか しながら ､ 他面におい て 六五年法は ､ 八粂に
お いて 区分所有規約 の 作成 を当然 に予定してお り ､ か つ 一 三条 におい ては , 区分所有規約
の 内容が不動産登記 フ ァ イル に公示されない 限り ､ その 内容に つ き特定承継人に対抗でき
ない と定めて い る｡ 区分所有規約 は､ 専有部分および共用部分を区別 し､ 共用部分の負担
割合を定める ことに よっ て建物 の 区分所有の 機構を定め､ 区分所有にともなう紛争を未然
に防止す る機能を有するが(17)､ その 反面 , 本質において 合意で ある規約(1 8)は契約の相
対効により本来ならば規約当事者間の み に しか効果 をもちえない ｡ 一 旦定められた区分所
有の枠組み を将来区分 を取得する特定承継人に対 して も及 ぼし､ その 内容を確定的で不変
なもの とするために , 六 五年法は規約の書面化 , 不動産登記フ ァイル ヘ の 公示を制度(1 9)
化する こ とで ､ 規約の 内容に 区分 の 特定承継人に対す る対抗力を付与 して い るので ある
(20)｡ こ の ような点か らすれば､ 区分所有規 約規約の 作成およびそ の公示が , 区分所有関
係の 成立につ いて実質的な要件となっ て いる と見 ることが可能で あろう ｡
(2) 専有部分 ･ 共用部分の範囲
(ア) 範囲決定の 基準 六 五年法は ､ 専有部分と共用部分の 範囲に閲 し､ 両部分の 定
義をも っ て 示 して い る ｡ す なわ ち , 専有部分を ｢特定の 区分所有者の 専属的使用 に留保さ
れ る建物及び土地の 部分｣ と し (二 条), 他方 ､ 共用部分 につ い て は , ｢区分所有者の 全
員またはその 内数人 の 使用 また は効用にあて られ る建物及び土地 の部分｣ と して (三 条)､
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それ らの範囲を示 して い る ｡ ここか ら観察 され るように ､ 壁や屋根､ 独立の 出口の 存在 と
いっ た ､ 具体的な基 準を定めず, ｢専属的使用に留保 される部分｣ か ｢区分所有者 の 全員
またはそ の うち数人の 使用 または効用にあて られる部分｣ か､ と い う抽象的な基準をもっ
て専有部分 と共用部分の区別する ｡ またその際 ､ も っ ぱら当該部分の 使用が専属的, 排他
的に行われて い るか 否かと い う点が重要視 されてお り , わが国の 区分所有法にみ られ るよ
うに , 物理的な構造上 の 独立性､ 使用上の 独立性 とい っ た多角的な視点か らの 区別をお こ
な っ て もいない ｡
( イ) 補充的規定とその 任意規定性 この ような抽象的な基準を補う ため ､ 共用部分
の 範囲を定める 三条 二 項 においては､ 共用部分 とされ るもの を例示的に列挙して い る ｡ す
なわも , ｢証書 に 明示 されず, または矛盾が ある 場合 には ､ 以下 の もの は 共用部分 とみな
される｣ と して ､ a 敷地(21)､ 中庭､ 庭園 ､ 通路 ､ b建物の 躯体およ び専有部分を通過す
る部分 を含 めた配管設備等の共通の 設備要素(2 2)､ C 暖炉 の 焚 口 ､ 煙道 および煙突 ､ d共
通 の 共用 の場所(23)､ e屋根つ き通路 (渡り廊下) およ び回廊 を示 して い る ｡ さ らに ､ 三
条三 項 は ､ ｢証書 に 明示されず, または矛盾がある場合に は , 以下 のも の は共用部分に付
随す る権利 (droit acc ess oir e a uxpartis co m m u n es) とみ なす｣ と定め､ a 上 へ の 建増 しの
権利(2 4)､ 地下 の掘削の 権利 ､ b共用部分たる中庭に建物を建築す る権 利 ､ c 共用部分た
る中庭を掘削す る権利 ､ d共用部分にかかわ る互有の 権利(25)の 四種 をかか げ(26)､ これ
らの 権利も共用部分に準じて扱われ る旨を定める ｡ もっ とも､ ｢証書 に 明示 されず､ また
は矛盾が ある場合に は｣ とい う文言か ら理解 されるよう に , この例示列挙は ､ 証書すなわ
ち区分所有規約 に定 められた区分所有者らの 意思が同条項に優先する こと を前提と した任
意的な もの に過 ぎない(27)｡ あわせ て , 六五 年法 は専有部分 または共用部分の 区別に関す
るなんらの 強行規定も持っ て い ない ｡ つ ま り､ 六五 年法は ､ 専有部分 と共用部分の 別 につ
いて ､ 任意的な補充規定を設けるもの の ､ 区別の 標準は ､ あく まで 区分所有規約 において
示され た区分所有者らの意思 に置いて いる とい う こ とがで きよう(28).
( ウ)本質的共用部分及び規約の 不変性 もっ とも, 三条の任意法規性 につ い て は ､
次の 二 点 に つ い て 注意を要する｡ 第 一 に ､ 当事者の あらゆ る合意の 自由が許されて い るか
どうか という点 (規約設定時 における任意性 の 限界) で あり , 第 二 に ､ 一 旦合意 により定
められた規約に つ き変更の 自由があるか否か (規約の変更 に関す る任意性 の限界) という
点で ある ｡ 第 一 の 点につ いて みると､ 区分所有の対象とな る建築不動産に は､ 屋根や外壁
など､ そ の 性質 にお いて共用部分で ある べ きものや ､ ある い は管理人室や庭園などの ､ そ
の用途にお いて共用部分で ある べ きものが存在 しており ､ こうした ｢本質 的な共用部分｣
につ い て ､ 合意 でそ の 性質 を専有部分に変更す る ことはで きな い と説明される ほか(29)､
敷地が 一 名ない し数名の 区分所有者の専有部分とい っ た､ そもそ も区分所 有制度の 存在理
由 に相反するような規約の 有効性につ い ても ､ 疑問が提示され る(30)｡ 第 二 の 点 につ い て
みる と , 区分所有規約 による共用部分と専有部分の 区別に つ い て は ､ 設定時の 意思の 自由
が大幅に認められ る反面, 一 旦規約により確定された専有部分 と共用部分 の区別 につ い て
は､ 区分所有者の 利益保護の 見地か ら, 全員 一 致 の決議よっ て しか変更 をなしえず , また ､
共用部分に関す る負担部分割 合の 変更も同様で ある (六 五年法 - 一 条)o したが っ て ､ 事
実上 一 旦定められた専有部分と共用部分の 区別は変更 できない と説明され る(31)o
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(3) 区分所有関係の終了
なお､ 区分所有関係の 成立に関連して ､ 終了につ いて も ー 言してお こう(32)｡ フ ランス
で は ､ 区分所有関係 の終了は ､ 法律上当然の終了 (公共性の 観点か ら法に基づいて 区分所
有建物が 一 新される場合 ､ ある い は､ - の 自然人または法人が区分所有建物の 全体を取得
す る に至 っ た場合)､ 区分所有建物の損壊 に伴う終了 ( 再建築又 は原状 回復を行う旨の 決
議が なされない場合) が観念されて い る(3 3)｡ この うち, 後者に つ い て 見ると ､ 六五 年法
は , 建物の 全部ない し 一 部損壊 した場合 ､ 被災 した建物 の 区分所有者らか らな る総会 にお
い て議決権 の多数に よ り決議がな された場合に は再建築または原状回復が行われるもの と
し (三 八条 一 項)､ 損壊が建物の 二分の 一 乗満 につ いて 生じた場合 には ､ 被災した区分所
有者の 多数が請求す る場合 には､ 原状回復をする ことは 義務的と して い る (三八 条二 項)｡
これらの 場合 に , 再建築 ( 建替え) 又 は原状回復の 提案が否決される こと により ､ 区分所
有関係 の終了の 問題が生じ､ 清算および原状回復されな い区分所有者らに対す る補償が行
われる ことになる (四 一 条) (3 4)｡ 区分所有関係の 終了にあた っ て は, 区分所有者全員の
合意によっ て 区分所有 関係を積極的に終了させ る方法 と､ 建物の損壊等 にともなう再建提
案が否決される こ と により ､ 結果 として 区分所有関係が終了 に至 る という方法 の 二 つがあ
りうるが ､ 後者につ いて の み定め ､ 前者につ い て は規定を持た ない点 に フ ランス 区分所有
制度 の 特徴が認められる o ただ ､ フランス区分所有法制においては , 被災に伴う復旧と し
て の 再建築 (建替え) の問題と､ いわゆる老朽化 , 効用 の減退に伴う建物の復興という問
題が区別されており , こ のうち被災に伴う復旧の 問題につ いて は､ 被災建物の 区分所有者
または被災区分 の 区分所有者 を再建ないし原状回復決議 の主体と し, 比較的緩やかな議決
要件 を定める ことによっ て ､ 建物機能および区分所有者 らの 日常生活 を早期に 回復するこ
とに力点がおかれて い る ｡ 他方 ､ 老朽化の 問題 につ い て は､ 区分所有 関係の終了↓建替え
とい う図式 は念頭 におかず､ 区分所関係を維持しつ つ ､ 建物管理, 改良等の面から老朽化
に伴う効用減退 の問題 に対応 しようとしてい る点が注目に催 しよう ｡
【関連規定】 (35)
(適用範囲)
第 一 条 この法律は ､ そ の所有が ､ それぞれ専有部分及び共用部分の 持分を含む区分 によ
っ て 数人の 間で配分されるす べ ての 建築不動産または建築不動産群 を規律する ｡
2 反対 の合意がある場合を除き ､ 本法は共通 の 土地 ､ 付属施設 ､ 及び共通 の 共用物の他､
専有の所有権 の 目的となる建築または非建築の土地の 一 部を含む不動産総体にも同様に
適用され る ｡
(専有部分)
第 二 条 特定の 区分所有者の 専属的な使用 に留保される建物および土地の 部分は専有であ
る ｡
2 専有部分は , 各 区分所有者の排他的な所有で ある｡
( 共用部分)
第三 条 区分所有者 の 全員またはその うち数人の 使用又 は効用 に充当され る建物および土
地の 部分は ､ 共用で ある ｡
2 証書 に明示 されず､ 又 は矛盾がある場合には ､ 以下の もの は ､ 共用部分 とみなされる ｡
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敷地､ 中庭､ 庭園､ 通路
建物の 躯体及び共通の設備要素｡ そ れ にかか わ る配管で専有の 場所を通過する部分 を含
む ｡
暖炉の 焚ロ , 煙道及び煙突
共通の 共用物の 場所
屋根つ き通路 (渡り廊下) 及び回廊
3 証書に明示 されず ､ 又 は ､ 矛盾がある場合 には ､ 以下 の もの は､ 共用部分 に付属する
権利 とみなされる ｡
共通の 使用 に充当 され る建物若 しく は異な る専有部分を構成す る数個 の 区分建物 を増築
し､ また はそ の 敷地を掘削する権利
共用部分を構成する中庭 ､ 庭園に新たに建物を建築する権利
そ の ような中庭, 庭園を掘削す る権利
共用部分 にかかわる互有の権利
(共用部分の 所有態様)
第四条 共用部分は , 区分所有者の 全員 , 又 は その うちの 一 定 の 者 の み の 問で不分割所有
の 目的 となる ｡ そ の管理及び享受 は､ この法律の 規定に従っ て 組み 立て られる ｡
( 共用部分の 持分)
第五条 証書に 明示されず, 又 は, 矛盾がある 場合には ､ 各区分に属する共用部分持分は ､
区分所有 の成立時 に区分の 組成 , 面積､ 及び位置か らそ の 利用 を考慮 しないで 帰結され
る価額の ような, 当該部分の価額の 総体 に対応する各専有部分 の価額に比例する ｡
( 共用部分の 分離分割請求等 の 禁止)
第六条 共用部分及びそ れに付属す る権利 は､ 専有部分と離れ て分割または強制換価の訴
えの 目的とす る ことがで きない ｡
( 共用部分の 持分変更)
第六 一 一 条 区分に属する共用部分持分の 変更 の場合 には , そ の 原 因がいかなる場合で あ
れ ､ 公示 に服 し､ または公示を認 められ る権利で ､ 区分 を目的とするものは ､ それか ら
分離され る持分に つ いて は消滅し ､ それ に附加 され る部分に拡張される ｡
2 共用部分の任意 も■しくは強制譲渡 ､ または取得か ら生 じる 区分所有 の範囲の変更 の場
合には , 公示 に服 し､ 又 は公示を認められる地役権以外の権利 で区分 を目的 とす るもの
は､ 譲渡 され る財産につ い て は消滅 し､ 取得される財産 に拡張 され る｡
3 前項 に定める拡張 は､ 当初の 公示 に付着した順位 をも っ て行われ , 取得 される財産が
移転の 日にお いて 同 一 の 性質の す べ て の権利から開放され ､ また は開放された旨の , 管
理者または債権者 の申述を不動産登記縛に公示する ことに より､ はじめて 生じる ｡ 申述
が不正 確な場合に は , 公示手続が拒絶される o
( 共用部分の所有態様)
第七条 専有部分を隔離す る障壁で躯体 に含まれないもの は ､ 隔離する場所 の 間の 互 有 と
推定 され る｡
(区分所有規約)
第八条 区分所有状況書を含 む ､ または含まない ､ 合意に基 づく 区分所有規約にお い て ,
専有部分 に つ い ても共用部分に つ い て も ､ 用途ならびに それ らの 利用方法 の条件が定め
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られる o 規約 はまた ､ 本法 の規定を除く ､ 共用部分 の管理 に関する規則を定める ｡
2 区分所有規約は ､ 区分所有者の 権利に対 して , 証書 に定義されるような不動産 の 用途,
そ の 性質又は位置か ら正 当とされ る制限以外 の い かなる制限も課す ことができない ｡
( 専有部分の 使用 ･ 収益 ･ 処分)
第九粂 各区分所有者 は ､ 自己の区分に含 まれる専有部分を処分する こ とができ る｡ それ
ぞれの 区分所有者は､ 他の 区分所有者の権利 およ び不動産の 用途を侵害 しない こ とを条
件として , 専有および共用部分を自由に使用 し､ 収益す る ｡
2 ただし ､ いかなる区分所有者, 又はそ の承継人も, 諸状況により必要 とされ る場合で
あっ て ､ か つ 自己の 区分に含まれる専有部分 の用途､ 構成または利用方法が永続的に変
更 されない ことを条件とする場合には ､ 第二 五 条 e ､ g ､ h ､ 並び にi ､ 及び第 二六条
ノ ー 及び第三 ○条に よっ て総会 に よっ て適法かつ 明示的に決定された工事 の執行 につ
き ､ その 専有 部分の内部であ っ て も妨げる こ とがで きな い ｡
3 専有部分 へ の 立ち入 りを要す る工事は ､ 保安上 又 は財産上の保全上の必要がある場合
を除き ､ その 実施開始の少なくとも八 日前 に区分所有者に通知 しなけれ ばならない ｡
4 工事執行の 結果 と して損害を受 けた区分所有者は , それが区分の価値 の確定的な減少
によるもの であれ､ 一 時的にせよ利用に重大 な支障が生じた ことに よるもので あれ ､ あ
る いは損壊 によるも の で あれ 補償を受 ける権利を有する
5 この補償は､ 区分所有者全員の 負担であっ て , 第二 五条 e ､ g ､ h ､ 並 びにi ､ 及び
第二 六条ノ ー 及び第三○条 によっ て定め られ た工事で ある限り､ =事費に対するそれぞ
れの参加の割合に応 じて 分担される ｡
(負担義務)
第 一 ○条 区分所有者は ､ その 集団のためになされ る役務及び共用の設備要素がもたらす
負担 につ いて ､ それ ら役務および設備要素がそれぞれの 区分に供す る効用 に応 じて分担
する義務 を負う｡
2 区分所有者 は､ 共用部分の保存 ､ 維持､ 及び管理に関する負担 につ い て ､ 第五条の規
定により生 じる価額 と同様 に自己の 区分に含まれる 専有部分の 相対的な価格 に比例 して
分担する義務 を負う ｡
3 区分所有規約は ､ それぞれの 種類の負担 に つ い て ､ それぞれの 区分 にかかわる負担部
分を定め る ｡
(負担部分 の 変更)
第 一 一 条 後の - 二 条の規定を除き ､ 負担の 配分は ､ 区分所有者 の全員 一 致 によ っ て でな
ければ変更する ことができない ｡ ただし, 工事 ､ 所有権 の 取得 ､ または処分行為が ､ 法
律が要求する 多数によっ て決定される総会 におい て決議された場合 には､ その 場合に必
要 となる負担部分の修正 は ､ 同様の 多数か らなる総会に よっ て 決議す る ことがで きる｡
2 一 つ の 区 分の - または数個 の部分を分離譲渡す る場合 には , これらの 部分の 間の 負担
の分担は ､ 区分所有規約 により定められて い ない場合には ､ 第二 四条 に定める多数で決
議す る総会の 承認に服する ｡
3 前 二 項 に定める場合 にお い て ､ 負担の 配分の 基礎 を変更する総会の 決議がない 場合に
は ､ す べ て の 区分所有者 は ､ 必要に なっ た新 たな分担を行うため､ 不動産所在地 の 大審
裁判所に申立て を行う こ とがで きる o
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@(負担部分 の 改訂 の 訴え)
第 一 二条 不動産 フ ァイ ル へ の 区分所有規約の 公示 の 日か ら五年以内に 削 1て ､ 各区分所
有者は､ 各種 の 負担部分において ､ 自己 の 区分 に対応す る負担部分が , 第
一 ○条の規定
に従っ た配分か ら生じる負担部分の 四分の - を超えて 上回る場合 ､ または , 他の 区分所
有者 の負担部分に相当する負担が ､ - ○条の 規定に従っ た配分か ら生じる負担部分の 四
分の - を超 えて下回る場合には ､ 負担の 配分の 改訂を裁判上請求する こ とがで きる o 訴
え に正 当な理由がある と認められ る ときは ､ 裁判所が新 たな負担 の配分 を行う ｡
2 区分所有者は ､ 不動産フ ァイ ル ヘ の 区分所有規約の 公示後に 生じた最初の 有償の移転
の 時から起算 して ､ ニ 年の期間が満了する前にも同様 にこ の 請求を行うこ とがで きる ｡
( 特定承継人に対す る区分所有規約の効力)
第 一 三 条 区分所有規約及びそれにもたらされる ことの ある変更は ､ 不動産登記 フ ァ イル
ヘ のその 公示の 日か らで なければ､ 区分所有者の特定承継人に対抗する こ とがで きな い .
注
(9) 六 五年法 につ い て は､ 先学による多数の紹介 ･ 研究が発表されて おり､ 本研究に
削 1て もこ れらの 業績に負うと こ ろが大で ある o こ こ に参照 しえたもの を照会する と､ 倉
田繁 ｢(研究ノ ー ト) フラ ンス の 区分所有 に つ い て｣ 近大法学 二 八巻 二 号 (
一 九八○年)､
上井長久 ｢規約の 濫用的条項 - アパ ル トマ ンの共同所有規約 - ｣ 明治大学短期大学紀要 二
八号 ( 一 九八 一 年), 小沼進 一 ｢フ ラ ンス に おける区分所有法
一 所有関係 の 問題を中心 に
- ｣ 比較法研究 ( 一 九八 一 年)､ 吉田克巳 ｢フ ランスの 区分所有権法｣ 法律時報五 三巻
一
一 号 ( 一 九八 一 年)､ 小 沼進 一 ｢フ ラ ンスの 区分所有｣ 日本土地法 学会編 『集合住宅と区
分所有法 ･ 固定資産税違憲訴訟』 所収､ 有斐閣 (一 九八四 年)､ 上井長久 ｢区分所有住宅
の 管理 の 限界 - フ ラ ンス法 における不動産の des血 atio n概念とそ の機能｣ 明治大学社会科
学研究所年報 二 六 号 ( 一 九八 六年)､ 上井長久 ､ 原 田純孝 ､ 小 沼進 一 ｢フ ラ ンス の 区分所
有｣ 『海外 における分譲 マ ンシ ョ ン の管理運営方法当に関する調査研究 (そ の 1) - フ ラ
ンス ､ 西 ドイ ツ ､ ア メ リカの 区分所有法制』 住宅都市整備公団 ( 一 九九○年), 小沼進 一
『建物区分所有法の 法理』 法律文化社 ( 一 九九二 年)､ 原田純孝 ｢諸外国の マ ン シ ョ ン
フ ラ ンス｣ マ ン シ ョ ン学､ 創刊号 ( 一 九九 二 年), 原田純孝 ｢フラ ンス 法｣ 『基本法 コ ン
メ ンタ ー ル マ ンシ ョ ン法改訂版』 日本評論社 ( 一 九九九年)､ 小柳春 一 郎 『区分所有法の
比較法的検 討 資料集』 都市的土地利用研究会 ( 一 九九八年), フ ィ リ ッ プ ･ シム レ ー ル
(小柳専 一 郎訳) ｢ア/てル トマ ンの 所有権の 法律的性格｣ マ ンシ ョ ン学 - ○号 ､ - 一 号 (二
0 0 0一 二 0 0 一 年)c
(1 0) この 二 0 0 0 年- ニ月 一 三 日 の 法律第 一 二○八 号は ､ ｢連帯と都市の 復興 に関
する法律｣ と称 される全五編 二 ○ニ 箇条か らなる法律で あり ､ そ の第 三編は ｢都市計画の
強化｣ に関する事項を定め ､ 第2節 に ｢不動産取得者の保護ならび に区分所有制度｣ に関
する諸規定が於か れて い る ｡ これらの規定に より六五年法は ､ ニ十箇所を超える改正 を受
ける こ とにな っ た｡ 建物管理の 会計の 公開などの 区分所有建物管理 に関す る事項が中心で
あり ､ 別稿 にて紹介する予定で ある o ま た ､ 六七 年三月 一 五 日の デク レは ､ 一 九八 六年六
月 九日の デク レ第七 六 八号 によ っ て改正 されて い る ｡
(1 1) フ ラ ンス六 五 年法 に関する概説書 と して本稿で参照 したもの と して , Siz air e, La
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statut de la copropri t de sim m e uble;btis:Loi du 1 0 julliet 1 9 6 5et Dcret du 1 7
m ars1 9 6 7, i 9 6 9;Fr an = ois G iv ord et Claude G iverdo n, La Copr oprit: Loi du 1 0
juliet 1 9 6 5et De cret du 1 7 m ars1 9 6 7, 2 d. 1 9 7 4; E. Kis chin e w sky
-
Br oquiss e, La Copropeit desim eublesbtis, 4 d･ i 9 8 9; Christia n Atlas, La copr oprit des
im m eubles btis, 1 9 8 9
(12) 土地, 建物を別個の 不動産として別々 の 所有権の客体 とするわが国の 法制度の
特殊性は , つ と に指摘され るとこ ろである o
(1 3) フラ ンス で は ､ 建物の 区分所有の法的構成に つ いて , 個 人的所有権の積み重ね ､
もしくは 一 つ の 共同所有形態 として統 一 的 に把握 しよう とする いわゆる 一 元論から､ 個人
的所有 と共同所有の複合的な所有形態として把握しようとする 二 元論 へ と推移した. 小沼
･ 前掲 ｢建物区分所有の 法理｣ ニ 五七 貢以下 ｡
(1 4) シム レ ー ル ･ 前掲 - ○九o
(1 5) F. G iv ord et C. Giv erdo n
,
op. cit. n oi 5 2et suiv . わが国において は ､ 物権 の 客
体が有体物に限定されて い る こ とか ら ( 民法八五 条)､ こ の ような構成は奇異に写 るが ､
フ ラ ンス におい て は ､ 物権の客体は､ 有体物 に限られてお らず､ 比較的容易に この ような
道具概念の導入が認めらる こ とになろうo
(1 6) 区分所有規約の 作成につ い て は ､ その 作成が義務づ けられて い る ため ､ 通常,
ディ ベ ロ ッ パ ー が区分所有建物を建築し原始規約 (rgle m ent pr alabl¢) m 成, これに順
次区分購入者が合意する形で行われる ｡ 六五年法制定前に旧法 の 下で 建て られ た区分所有
建物に つ い て は規約 の存在 しない場合があるため ､ 六 五年法は ､ 管理組合にお い て組合構
成員の多数で少なく とも議決権の 三 分の こ の 決議に より ､ 区分所有規約が作成 しうる と規
定する (六五年法二 六 条 一 項b)｡ C Atias, op. cit. n o 1 8;F. Giv o rd et. C. Giverdo n, op. cit.
且0 2 7 2. et suiv .
(1 7) c Atias, op. °it. n o1 5
(1 8) c Atias, op. cit. n o1 7.
(1 9) 区分所有規約は ､ 抵当権登記保存所 (登記所) に提出される ｡
(2 0) 八条 は区分所有規約の他に ｢区分状況蕃｣ (tat des criptif de divisio n) が作成
される べ きことを定めて い る ｡ こ の 区分状況書 は､ 規約 により定められた建物不動産 の専
有部分と共用部分の 区別の 状況を詳細に表示 しする文書で あり､ 多くの場合規約の 一 部と
して ､ 場合によっ て は規約文書とは別 に作成されて公示 される ｡ 区分状況書の機能は区分
所有の実態を確認する点に あり ､ 規約本体の よう にあらたな権利関係を創設するもので は
ない . C Atias, op. cit. , n o2 3 .; F. G iv ord et. C. Giv erdo n, op. cit. n o7 7. et suiv,, 小沼 ･
前掲善 一 九二頁以下 .
(2 1) 地中に埋設された井戸 ､ 基礎 , 導管類もまた敷地と して 共用部分 と推定される
他 , 屋外の 駐車場 も ､ 屋 根 がな い 場合 に は敷地 の 一 部 と して 共用部分 と推定され る .
Kis chin e w sky
- BroqulSS e, OP. Cit. n o6 9.
(2 2) 共用設備要素として は ､ エ レベ ー タ､ 貨物用 エ レベ ー タ ､ 集中暖房用の ボイ ラ
ー
､ ダス トシ ュ ー ト､ 空調設備 ､ 給湯設備, 配管 ､ ガス ､ 水道の メ ー タ ､ 内線電話 ､ テ レ
ビ用ア ンテナ等があげられる ｡
Kis chin e w sky
- BroqulSSe, OP. Cit. n o6 9. et. s uiv .
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(2 3) 管理人室 ､ 集会室等 が これにあた る ｡
Kschine w sky
- Br oquisse, op･ cit･ n o8 3･ et･ s uiv ･
(2 4) 上 へ の建増 しにつ い て は､ 六五年法上 ､ そ の行使 ､ 譲渡に関す る細か な規定が
おか れて い る ｡ その 詳細に つ い て は別稿 に譲 るが ､ 小沼 ･ 前掲書 一 六 ○貢が この権利に つ
き､ 歴史的な変遷を含めて詳細 に紹介 して い る｡
(2 5) 第七 条は ｢専有部分を隔離す る障壁で躯体に含まれない も の｣ すなわ ち構造壁
で はなは い 単なる区 分を仕切る壁 につ き､ こ の壁 によっ て 区分所有者 の互有物 と推定 され
る と規定 して い る . こ の 互有なる概念は相隣関係 に関わる フ ラ ンス 民法 上(六三 七条以下)
の概念で あっ て境界物の 共同所有権と説明される ｡ 区分所有者の
一 部 の使用 に当て られる
とい う意味で広義の共用部分とい うこ ともできるが ､ 隣人同士 と い う限定された者の間の
共有で あり , 目的物 につ いて の大幅な使用権が認められる点で特殊と言 いうる ｡ 小 沼
･ 前
掲書 - ○五 貢以下 ｡
(2 6) この ような ｢付随する権利｣ という概念 によっ て , 無体的な権利 を区分所有 の
対象 として 共用部分に準じて処理しよう とする手法 は､ フ ラ ンス 法に独 自の もので あるが ､
そ の ねらい とする と ころは ､ これらの 権利の行使は将来の 共用部分 の 出現を意味す る こ と
か ら ､ その 行使 ､ 管理 , 譲渡等に つ い て の 準則 を定め る と こ ろ に ある と説明される ｡ ど.
Givord et. C. Giv erdo n, opt cit･ n o5 3 ets uiv ･
(2 7) c Atias, op. °it. , no 2 7; F･ G iv ord et･ C･ Giv erdo n, op･ cit･ n o 3 9｡ 共用部分に
付随す る権利 につ い て も共用部分に準じるもの として取り扱われ るため､ 規約に よ っ て ,
専有的な権利 とす る こ ともできる ｡
(2 8) したがっ て ､ フ ラ ンス におい て は､ 規約 に明示されず, か つ 六 五年法上 も規定
のない部分 につ い て , 共用部分か専有部分か の 区別の 間遠が生じる.こ とになり ､ 判例で は
天窓､ グル ニ エ ､ バ ル コ ニ ー ､ 窓の手すり ､ テ ラス ､ 廊下等が問題 となっ て いる .
Kis chin e w sky
- Broquiss e, op･ cit･ n o8 7 ets uiv ･
(2 9) F. Giv ord et. C. Giv erdo n, op. cit. n o 3 9
- 1
,
(3 0) E3s chin e w sky
- Broquisse, op. cit. n o6 5.
(3 1) c Atias, op. cit. , n oi 8.;F. Giv ord et. C . Giv erdo n, op･ cit･ n o3 9; Kis chin e w sky
- Br oqulSS e, OP･ Cit･ n o65 ･
(3 2) 区分所有関係の 消滅につ いて は､ 鎌野邦樹 ･ 竹 田智志 ･ 前掲 一 セ ニ真 におい て
既に述べ て い るが ､ こ羊におい て若干の 補訂 をして おきた い｡ 条文に つ い て は 同稿を参照
されたい ｡
(3 3) F. Giv ord et C. Giv erdo n, op. cit. n o3 3 5et suiv; E･ Kischin ewsky
- Br oquisse,
op･ cit･ n o3 2 5et suiv･
(3 4) F. Giv o rd et. C. Giverdo n, op. cit. n o5 0 3. etsuiv; Kis chin e w sky
- Broqu lSS e, OP･
cit. No 3 2 5ets uiv . .
(3 5) 六五 年法 の 条文 につ い て は ､ 稲本洋之助 『比較の ための モザイ ク 集合住宅の
法律』 ( 一 九九六 / 一 九九七 年) 明海大学教材､ 小 沼 ･ 前掲 『建物区分所有法の 法理』 巻
末資料等 ､ 数種類 の 翻訳があり ､ 本稿 にお いて も これ らの訳 を参考 とす る と こ ろが大 き い ｡
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4 ス イス接 ｡ イ タリア法 ｡ オ ー ス トリア 法 ｡ スイス法(36)
区分所有関係の 成立 ･ 区分所有権の 設定 スイス法では ､ ドイツ法 と同様に ､ 土地
の 共有者間 の契約又 は 土地 の単独所有者の 意思表示 に基づいて ､ 階層所有権 を土地登記簿
に登記す る ことに よっ て ､ 区分所有権が設定 され､ 区分所有関係が成立す る(也 - ニ 条d .
なお ､ スイ ス 接で は ､ 後述 の よう に厳密に は ｢区分所有｣ の概念は存在 しない が , 便宜上
この 概念も用い る ｡ また ､ 後述す る ｢専有部分｣ に つ い て も同様 ｡)｡ そ して ､ 右の 設定
行為に際して ､ 区分所有関係 にか か る規則ない し規約を定める ことができる(セ
- ニ糸g).
直接に設定行為に加わ らない 区分所有者は､ この規則ない し規約を認識して 区分所有関係
に入 る こ と にな る o
(ア) 専有部分･ 共用部分の範囲 スイス法では ､ ドイツ法及びフ ランス法 と異なり ､
建物を ｢階層所有権者｣ 全員で 共有 し (不動産の 共有持分権を有する ｡)､ ｢階層所有権｣
の内容は ､ 建物 の 特定の部分 (専用部分) の 排他的利用権で ある (セ - 二 糸 a)｡ 専用部
分と共用部分の 範囲 に関 して は､ 基本的な部分 につ い て の 定めはなされて い る (也
- ニ 粂
b 一 項 ･ ニ 項) が ､ その他 の 部分に つ い て どちらに属 させるか は ､ 設定行為又は区分所有
者間の 合意 により自 由に定める ことが で きる (これらにより共用部分 とする 旨の 宣言がな
されない 限り ､ 専用部分 と推定される ｡ 七 - 二条b 三項)｡
【関連規定】
スイス 民法典 (第四編 ･ 第 一 章 ･ 第 一 九節 不動産所有権) (3 7)
第三款 階層所有権
(A 内容及び目的物 Ⅰ 内容)
第七 - 二 条 a 階層所有権とは , 不動産の共用持分であっ て ､ 共有者に対 し建物の 特定の
部分を排他的に利用 し ､ 及びそ の 内部 に造作する特別権 を付与するもの をい う .
2 階層所有権 は , 自己の 部屋を自由に管理 し ､ 利用 し､ 及び建築的に構成す る こ とがで
きる ｡ ただし ､ これ により他の 階層所有権の 同種 の権利の 行使 を妨害し ､ 建物の共用部
分､ 設備及び施設 を穀損し､ 又 はその機能及び外観を侵害して はならない ｡
3 階層所有権者 は ､ 建物を異議の 出ない 状態で ､ か つ , 良好な外観で 維持する ことを要
し､ また ､ それと同様 に自己 の部屋も維持 しなけれ ばならない ｡
(Ⅱ 目的物)
策士 - ニ 条 b 特別権の 目的物は ､ 各個 の 階層又 は階層の 部分で あっ て , 固有の出入口を
有 し , 住居と して , 耳は営業そ の 他の 目的 に適する
- ま とまりの 部屋 と して 区分されて
い るもの で なけれ ばな らない ｡ ただし ､ 離れてい る附属室をこれに含める ことを妨げな
い ｡
2 次 に掲げるもの は､ 階層所有権者の特別権 に分属 させ る こ とがで きない ｡
- 不動産の敷地及び必要 に応じて建物 を築造する ことがで きる地上権
二 建物の 部分で あっ て ､ 建物若しくは階層所有権者の部屋の存立 ､ 構造及び安全 にと
っ て 重要で ある もの 又は建物の 形態及び外観を確定するもの
三 設備及び施設で あっ て , 他の 階層所有権者の部屋 の 利用の ために も供され るもの
3 建物 の そ の 他の 構成部分は ､ 設定行為 (セ - ニ 条d) により , 又 は これと同
一 形式 に
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よ る階層所有権者の 事後の 合意 によ り､ 共用部分 とす る こ とを宣言す る こ とがで きる ｡
この宣言がされない限 り､ そ の 構成部分は､ 特別権 に分属す るもの と推定する ｡
(B 設定及び鞘滅 Ⅰ 設定行為)
第セ - ニ 条d 階層所有権 は , 土地登記簿に登記する こ とに よ っ て設定される ｡
2 階層所有権の 設定の登記は , 次の事由 に基づい て申請す る こ とがで きる ｡
一 共有持分の 階層所有権 へ の 形成に関する共有者間の 契約
二 共有持分の 創設及びそ の階層所有権 へ の 形成に関す る不動産 の所有者又 は独立の継
続的地上権を有する者の 意思表示
3 前項の 法律行為が有効で あるためには, 公証を要する ｡ それが死因処分又 は遺産分割
契約で ある ときは , 相続法の 規定す る方式を要す る ｡
(C 管理及び使用 Ⅰ 適用規定)
第セ - ニ 条g 管理行為の権限及び建築上 の 措置につ いて は ､ 共有に 関す る規定 を適用す
% o
2 共有に関する規定自体が禁止 して い ない 限り､ 設定行為又 は階層所有権者の 全員 一 致
の 決議により ､ 共有 に関する規定 に代え て他の規則 によるも の とす る ことがで きる ｡
3 そ の他の 場合 には ､ 各階層所有権者は , 管 理及び使用 に関する規約 を設定 し､ 並び に
土地登記簿にこれを登記する こ とを請求する こ とがで きる ｡ この 規約が効力を生ずるた
め には ､ 階層所有権者の 過半数に当たり､ か つ , 持分の過半数を有する 者の 決議を必要
とする ｡ 規約が設定契約 にお いて 設定されたときで も ､ 右 と同 一 の決議により変更する
こ とがで きる ｡
(2) イタリア法 ･ オ ー ス トリア法
イ タリ ア法及びオ - ス トリア法 につ い て は ､ 詳細は 省略し ､ 特徴的な点の み を述べ て お
こ う｡ なお､ オ ー ス トリア法 につ いて は ､ 本稿 の主題 とはそれるが ､ 区分所有関係の 終了
等に関 して ､ 既に刊行 した拙稿 (前述 - 1) の記述 ( - 七 二頁 ､ - 七四貢) を補訂 してお
きた い ｡
(ア) 区分所有関係の 成立 ･ 区分所有権の設定等 区分所有関係の成立ない し区分所
有権 の 設定 に関 して ､ イタリア法で は ､ フ ランス法 と同様に ､ 建物の 専有部分が二 人以上
の 者に所有される ことによっ て 区分所有関係が成立す る ｡ すなわち , 売買契約に よっ てデ
イ ベ ロ ツ/ ト か ら専有部分を取得した場合や , 土地共有者が分割契約 に基づい て専有部分
を取得 した場合 に ､ 区分所有権が設定され区分所有権が成立す る(38). こ れに対 して , オ
ー ス トリア法で は､ ドイツ法及びスイ ス法 と同様に ､ 登記され る ことによ っ て始めて 区分
所有 関係が成立する(39)｡
オ ー ス トリ ア法(40) 揺, ｢住居所有権とは , 土地の 共有者 に付与 され る権利で あっ て ､
独立 の住 居又 は居住の 用以外に供される独立の 部屋を排他的 に使用 し ､ これらを自由に処
分で きる物権で ある .｣ ( 一 条 一 項) と規定 し ､ スイス 法 と同様に ､ 建物を含む不動産全
体 を区分所有者 (住居所有権者) 全員で 共有するとい う前提か ら出発す る ｡
なお ､ イタリア法 の特徴 として は ､ 共用部分の 範日引こ閲し ､ 一 般的 ･ 抽象的な定義をせ
ずに ､ これをきわめて具体的に示 して い る (後掲 ･ - - - 七 条)o
( イ) オー ス トリア法にお ける 区分所有関係の 終了等 オ ー ス トリア法 は ､ 建物の
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滅失 (全部滅失の場合と解される .
-
) を住居所有権の 終 了事由､ すなわち 区分関係 の 終了
事由 と して い る (ニ ー 粂)o
l
こ の 場合 のそ の 後の 法的措置 に つ い て は特 に 法律上規定 はな
い が ､ 次の ように解されて い る(4 1)c すなわち ､ 一 方で は ､ 単純な共有関係とな り (した
が っ て ､ 分割請求が認められ る), 他方では ､ 全員 の合意がない 場合で も ､ 住居所有権法
一 四条三項 (後掲) の共有物の変更に関する規定に準じて共有者 の過半数の 決議によ っ て
再建 (復旧ない し建替え) が可能で あると解されて い る . なお ､ 大規模 一 部滅失の 場合 に
も同様 に再建が可能と解されよう (これに対 して ､ 老朽の場合 には , 過半数決議による再
建は予定されて いな い もの と思われ る)｡
これをわが国の 法制 と比 べ て み ると, 建物の滅央の場合と老朽化の 場合 を区別 して ､ 滅
失の 場合に の み多数決による再建を認めて い る こと ､ 再建につ いて復旧 と建替えを区別し
て いない こ と (費用負担の 点で どちらか に決定 され る こ とを予定 して い るも の と思わ礼
る), 少数の反対者 に対 して再建決議の無効を争えるもの と し､ その際に ､ 裁判所 の判断
基準 は ､ 一 つ は申立人等の利益の 保護如何で あり ､ 一 つ は費用負担 に照 らした再建の実現
可能性で ある ｡ ､ の 点は ､ 前述の フ ランス の法制 に類似するが ､ の点で は異なる ｡
【関連規定】
イ タ7)ア民法典 (第三編 ･ 第七草 共同所有 関係) (42)
第二 節 建物における共 同所有
(建物の 共有部分)
第 一 - 一 七 条 建物 の各階又 は階の 一 部は､ その植原名義から異なる ことが結果しない 場
合に は､ 次のもの は所有者の共同所有権の 目的とす る ｡
一 建物の建っ て いる土地 ､ 土台 ､ 主壁 , 屋根､ 外廊下 , 階段､ 入 口の 大門 ､ 玄関 ､ 渡
り廊下 ､ 回廊, 中庭及び 一 般 に共同の 使用 に必要な建物のす べ て の部分
二 門番 の詰所及びそ の 居住の 場所, 洗濯場 , 中央暖房場 , 物干場及びそ の 他同様の共
同使用のための 場所 ｡
三 共同の 使用及び享有 に供せ られるあらゆる種類の 工作扮､ 施設 ､ 工作場 ､ たとえば
エ レ ベ ー タ､ 井戸 ､ 防火用水 ､ 桶 ､ 及び ､ そ の 他の排水装置 ､ 並びに ､ 疎水 の 水路,
水道 , ガス ､ 電気､ 暖房のための 基礎工事及び同様のもので ､ 各別 の 共同所有者 の排
他的所有権の場所にある基礎工事の 分岐点 に至 るまで の もの ｡
オ ー ス トリア住居所有権法
(不動産の 管理)
第 一 四 条 〔1項､ 2項 省略〕
3 共有者の過半数によっ て ､ 不動産の共用部分及び施設 に関する第 一 項 に定める程度
を超える変更が決議された場合 には, それに賛成 しない者は ､ 第 一 三条 b第四項に定め
る掲示 又 は通知に よる決議内容 の告知の 時か ら3月 以内に ( - - 括弧書き省略 - - -)､
裁判所 に対し申立て をなす ことができる ｡ 裁判所 は , 申立人の 利益が著しく害され るこ
となく ､ かつ , 次の 各号に該当す る場合にの み , 多数決議を許可する こ とがで きる ｡
一 変更 に要す る費用が ､ 近い 将来の 臨時の 維持行為も考慮して ､ 積立金によ っ て 補填
で きる こ と o
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二 積立金 による補填がで きない 部分の 費用が ､ 決議 に賛成 した過半数の者によ っ て 負
担される こ と｡
三 変更が , 概して ､ す べ て の共有者の利益 になる ような改良で ある こと o
( 住居所有権の 消滅及び共同所有関係 の解消)
第 ニ ー 条 住居所有権は ､ 住居 所有権 の 目的物が滅失した場合 ､ 又 は ､ 住居所有権者の 放
棄に基づき消滅した住居所有権が統合 された場合に消滅す る ｡ 放棄 に基づき消滅 した住
居所有権 の 統合は ､ 共有者及 びそ の 持分上 に権利を有 して い る 登記 を得た権利者 の 同意
がな けれ ばならない ｡
2 不動産所有者の 団体 は ､ そ の不動産上に取得された住居所有権が消滅す る場合 にの み
解消 させ る ことがで きる ｡
注
(3 6) スイ ス法 に関する文献 として は､ Hein zRey, D ie G ru ndlagen desSachen re chts u nd
dasEigentu m, 1 9 9 1, S. 1 73 f. 参照｡
(3 7) スイ ス法の 邦訳として は, 玉 田弘毅訳 ｢スイス 民法 (抄 一 共有及び階層所有権
に関す る規定)｣ 民事月報三 五巻 二 号 - ○九貢以下 ( 一 九六三 年) があり､ 本稿で も基本
的に これ に依拠 し引用 した (ただ し､ セ ー ニ 条 a等若干 異なる翻訳 を した箇所がある)｡
(3 8) 前掲 ･ vA N D E R M E R W E
, p. 3 4
- 3 5
.
(3 9) 前掲 ･ v A NDER M E R W E, p･ 3 5･ なお, 登記 の 実務 に関 して は､ A. Illedits, K.
Illedits ~ Lohr, W ohn u ngseigentu m
'
ko mpakt, 2 0 0 1, S. 1 1 f. 参照 ｡
(4 0) Bu ndesgez etz vo m l･ Juli1 9 7 5berdas Eigente m a nW ohn unge n u nd s o nstigen
Ru mi ich keite n (W ohn u ngeigentum sgesetz 19 7 5)
なお ､ オ ー ス トリア住居所有法の制定前の 状況につ いて は, 片桐善衛 ｢階層所有権の歴
史的展 開｣ 亜細亜法学三 五巻 二 号 一 頁以下 (二 0 0 0年) 参照 ｡
(4 1) H･ Rainer
,
W olmungs elgentu m a ufsterreichisch, 2 0 0 1, s. 2 1 3f.
(4 2) 以下の 規定は ､ 風間鶴寿 『全訳イタリア民法典』 法律文化 社 ( 一 九七四 年) -
八 ○頁よ り引用 した o
第 3 節 英 米 法
以下で は ､ 英米法として アメリカ法及びイ ギリス法を取 り上 げる ｡ 両法につ い ても ､ 区
分所有関係の 成立ない し区分所有権 の 設定及び専有部分 ･ 共用部分の 範囲の こ点 を中心に
述 べ るが ､ 関連規定は ､ 便宜上 , それぞれの点 を述 べ た後 に掲 げる こ ととする (なお ､ ア
メ リ カの 統 一 コ ン ドミ ニ アム法 につ いて は関連規定が 二 点 にお い て 重複す る箇所がある
が, その まま重複して 掲げた).
1 アメリカ法
(1) 概説
ア メ リカにお ける コ ン ドミ ニ ア ム法制の 形成過程は , まず､ 十九世紀末､ 高所得者層が
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有す る特定区域 の 不動産共 同管理法制や ､ ニ○世紀半ば, 共同出資による高級賃貸マ ンシ
ョ ン投資制度 の 発 達 を前段階 と す る o 一 九 五 八 年 の プエ ル トリ コ にお け る H.riz . nlal
Property Actが コ ン ドミ ニ アム制定法の 起源で ある とされ ､ 六 一 年には連邦住宅局が連邦
住宅法を修正 して ､ 低所得者層に対する空間単位で の 融資を可能 にしたo しか し ､ これら
の制度は ､ 低所得者層が居住する場合 に ､ 空間単位で の融資制度を確立す ることに主眼が
おかれる もので あ っ た(43)｡
固有財産 と共有財産が共存 し､ かつ 共同維持管理を行う こ と を目的とす る ､ いわゆるコ
ンドミ ニ アム制度の確立 は ､ 柑 A による 一 九六 二年モデル法 Apartm ent O wn ership Act
(44)の 制定とい え る o N C C USLが 一 九セ セ年に ､ unifor m Co ndo mimiu m Act(4 5) を制定,
同法は 一 九八 ○年に改正 され ､ 現在 ､ ア ラバ マ ､ アリ ゾナ, メイ ン , ミネソタ ､ ミズ ー リ ,
ニ ュ ー メキシ コ ､ ノ ー ス キヤ 臼ライナ ､ ペ ンシルバ ニ ア , ロ ー ドアイ ラン ド､ テ キサス ､
バ ー ジ ニ ア ､ ワ シ ントン州にお い て 採用 されて いる o N CC USL はその他 にも数多く の モ
デル接が作るが ､ 複雑になり過 ぎたため, モデル法の 整理 と用語の統 一 化を図る ため､ 一
九八 二 年に unifor mCo m m o nInterestOw n ership Actを制定する . アラスカ ､ コ ロ ラ ド､ ミ
ネソタ ､ ネバダ､ ウ ェ ス トバ ー ジ ニ ア によ っ て 採用されて い る . 同法は消費者保護規定を
強化し 一 九九四 年に改正 され ､ コ ロ ラド､ バ ー モ ントが既 に採用 して い る(4 6)｡ このよう
に､ モデル法 に準拠 して全部又 は 一 部､ 単 一 法のみ を又 は複合的 に採用 してい る州と､ 先
の FHA のモ デル接以来 ､ ニ ュ ー ヨ ー クや か｣フ ォ ル ニ ア のよう にコ ン ドミ ニ アム 居住に
関して , 独自 の州法規定 を確立 して きた州 とに分かれて い るのが現状で ある(47)｡
そ こで , 以下で は ､ ア メリカ を概括する の に ､ 現在 ､ 最も採用 の 多い ロnif｡ m C｡ nd｡miniu m
Act 1 98 0の 規定を参考 に , わが国との 比較を行い たい ｡
(2) 区分所有関係の 成立 ･ 区分所有権の 設定
コ ンドミ ニ アム の成立 は､ 宣言文書の郡 へ の 登録 により始 まる (第ニ ー ー ○ 一 条 a)｡
宣言文書 は, コ ン ドミ ニ アム 居住における私的自治 の根本規範を宣言する役割と ､ コ ンド
ミ ニ ア ム購入者等に対 して , 行政計画も含めて その内容を開示し ､ 消費者を保護する役割
を果たす文書で ある ｡ ち ょう どわが国の原始規約に相当するもの と考えられるが, その内
容は遥か に詳細なもの とな っ て い る Q コ ン ドミ ニ アムが所在する全て の 郡 へ の登録が義務
付けられて い る ｡ 宣言 に記載する 内容や ､ 登録が不可欠とされるもの は ､ 各州法に 別 )て ,
"
co ntents of declaratio n
"
と して 規定されて い る(48)0
コ ンドミ ニ ア ム の 配置および帰属主体がわか る土地図面及び設計図(plats a nd Plan)は,
宣言の 一 部として (第ニ ー ー ○九条) として , 登録の 必要があり ､ そ の他 に ､ 専有部分所
有者が誰で ある かを対外的 に確表す るために ､ 専有植原証書 (unit Deed) さらに管理組
合が法人 の 場合 には , 法人の定款 (Article of in corpor atio n) なども, 登録が義務付けられ
て い る o いわゆる規約 (Byla w s) の 作成 は管理組合に義務付けられたもの で (第三 - - ○
六 条)､ 州 によ っ て は ､ 宣言 の 登録 にフ ァ イル する こ とを求める場合もある(49)｡ 宣言 と
規約との 規定内容の 関係は ､ 宣言が コ ンドミ ニ アム の成立 ･ 終了も含めた根本規範である
の に対 して ､ 規約は ､ 管理組合 の 目的 , 管理組合の 構成員 とそ の権利義務 ､ 理事会の 構成
と権利義務や理事の選出方法 ･ 任期 ･ 総会開催手続 , 規約改正 手続とい っ た管理組合の 運
営のための も の で ある(50)｡ また ､ 通常 ､ 運用上 の 迅速性の 必要から ､ 規約 の下位規則と
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して細則 (Rules & Regulatio n s) 等が置かれる . 使用細則 には登録義務 はない ｡ ペ ッ トの
飼育細則､ 駐車場利用細則等に関するもの があげられる(5 1)｡
宣言 を行う者 と専有部分所有者とは必ず しも 一 致 しない . 宣言者 と は , 実際には 開発業
看 で あり ､ 宣言 を規定す る の は ､ そ の 専属の ロ ー フ ァ ー ム とい う こ と になろうが , コ ン ド
ミ ニ アム を販売するために は､ 既 に専有部分所有者の 団体が , 一 部の 宣言者らによ っ て 構
成されて い る必要がある(52)｡
また ､ わが国で は ､ 敷地上の専用使用権 の性質や分譲代金の 帰属等 をめぐっ て , 元 の所
有者や分譲業者等の権限 の留保特約は , ( 全員同意は別 と して) 原則的に認められな い と
され るが､ コ ンドミ ニ アム におい ては , 宣言者の特別な権 利と して ､ 宣言 へ の記載を要件
と して ､ 権限留保を認めて い るだけでなく , 一 定期間の 宣言者等 による専有所有者 団体 の
コ ン トロ ー ル も認めて い る (第 一 - - ○三 条) 点は ､ 注目され る ｡
【関連規定】
統 一 コ ン ドミ ニ アム法 ( 一 九八○年)
(定義)
第 一 - - - ○三条 宣言及び規約 において ､ 特 に別段の 定めがあり ､ 文理解釈上別段の 意
義に解すべ き場合を除い ては , この法律における用語は ､ 以下 に定める ように定義す る ｡
② 配分 された財産権 各専有部分に配分 された分割不可能な､ 共用部分の権利 ､ 共
益費用 の 負担 , 管理組合の 議決権をい う｡
③ 管理組合又 は専有部分所有者組合 第三 一 - ○ 一 条の規定によ り組織された専有
部分所有者 の 団体 をい う｡
⑨ 宣言者 次 の い ずれか に該当する者をい う ｡
(1) 以前に販売 されて い ない専有部分の権利を共通の 販売計画の なかで ､ 販売募集
す る
(2) 宣言者の特別な権利を留保するか, 趣承する
こ とを､ 一 人で または協力して 団体 と して行う者､
〔(3) 第玉章の もとで コ ン ドミ ニ アム の登録を行う者〕
⑩ 宣言文 コ ン ドミ ニ アムを創設する ､ ある いはそ の 文書を修正するための文書 一
式をいう .
② 開発権 宣言文の中で ､ 宣言者 によっ て 以下の ような場合 に留保された権利 ､ 即
ち (1) コ ンドミ ニ ア ム に他の 不動産を追加す る権利 ､ (2) コ ン ドミ ニ アム に専有部
分 ､ 共用部分 ､ 制限的共用部分を創設する権利 ､ (3) 専有部分を分割 , 或い は専有
部分を共用部分 に転換する権利 ､ (4) コ ンドミ ニ ア ムか ら 一 部 の 不動産 を取 り除く権
利をい う .
⑳ 買主 宣言者 または, 自己の 取引のために ､ 不動産 の販売事業を行なう者以外の
着で任意譲渡の 方法 によ り専有部分につ い て法律上又 は衡平法上の 権利を取得す る者
･ をいう ｡ ただし , そ の 権利が (1) ニ ○年を超 えない 賃借権 (更新選択権を含む)､
又 は (2) 債権の 担保 と して の 権利である場合を除く｡
23 特別な宣言者の 権利 (1) 宣言 に添付された土地 図面及び設計図に表示 された
付加物を完成する (第ニ ー - ○九条)､ (2) 開発権を執行す る (第 ニ ー ー - ○粂)､ (3)
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コ ン ドミ ニ アム の 販売募集の ための モデ ルル ー ムや広告塔や事務所を維持する (第ニ
ー ー - 五 条)､ (4) コ ンドミ ニ ア ム の 不動産を改良 し､ 又 は追加す る目的で共用部分
の地役権を利用す る (第 ニ ー - - 六 条)､ (5) コ ンドミ ニ アム を拡大 し ､ 又 は計画共
同地域 にす る (策ニ ー - ニ ー 条)､ (6) 団地管理組合に従っ たコ ンドミ ニ ア ムにする
(第 ニ ー ー ニ ○条)､ (7) 宣言者が 一 定期間コ ントロ ー ル できる 間に ､ 管理組合 ､ 団
地管理組合 ､ 理事会の 構成員を任命 し ､ 又 は退任させ るために (第三 - - ○三条 c)
宣言者が留保 した権利 をい う ｡
26 専有部分所有者 宣言者 ､ その 他の 専有部分を所有する者 , 借地権付コ ンドミ ニ
アム にお ける専有部分賃借人 (借地権付コ ンドミ ニ アム に係る賃貸借は､ その期間の
満了その 他の事由 による終了に よっ て ､ コ ンドミ ニ アムか ら専有部分を消滅させ共用
部分となる) をい う｡ ただし, 単に債権 の担保のために専有部分上の 権利を有する者
を除く｡
( 強行法規性)
第 一 - - ○四条 本法 に明示的規定がある場合を除き , 本法の 規定を合意 により変更し,
又 は本法 によっ て付与された権利を放棄す る ことはで きない ｡ 宣言者駄 本法又は宣言
の 制限又 は禁止を回避す るため に ､ 代理権を行使し ､ 又 はそ の 他の 手段を用 いる ことは
できない ｡
(コ ン ドミ ニ アム の創設)
第ニ ー - ○ 一 条 (a) コ ン ドミ ニ ア ム は ､ 本法 に基づき, 捺印証書と同 一 の方法で作
成 した宣言を登録す る こ とによっ て の み創設す るこ とがで きる ｡
宣言は ､ コ ンドミ ニ アム の 一 部分であ っ て も､ 所在場所のす べ て の 〔郡〕 に登録 しな
ければならな い . そ して ､ 宣言文 臥 〔譲受 人側の 索引には ､〕 コ ンドミ ニ アム 及び管
理組合の名称別索引を､ 〔譲渡人側の 索引 に は､〕 それぞ れの宣言執行者の 氏名別索引
を付 さなけれ ばならない ｡
(b) 宣言､ 又 はコ ン ドミ ニ アム に専有部分 を付加するための宣言の修正 は ､ その 創設
に係る専有部分を包含するす べ て の建物 の 建築的構成部分及び機械設備が完全 に設計図
どお りに完成 し , か つ ､ こ の こ とが個別 に 〔登録 された〕 建築技士 ､ 測量士 又 は建築設
計士 の 作成 に係る登録済み竣工 証明によ っ て 証明された場合 〔文 は行政機関が第五 - -
○三条 (b) に規定する方法 によ り宣言又 は修正 を承認 した場合〕 で なければ､ 登録す
る ことができない ｡
(宣言及び規約の解釈及び効力)
第ニ ー - ○三 条 (a) 宣言及 び規約中の す べ て の 規定 は､ 可分的であるもの とする .
(b) 永久権禁止の 原則は , 第三 一 - ○ 二 条 (a) の規定に基づく宣言､ 規約, 規則 ,
細則を無効にす るために適用す る こ とはで きない ｡
(c) 宣言及び規 約の 規定 の 間に抵触がある ときは , 宣言が優先す る｡ ただし､ 宣言が
本法 に合致 しない 場合は ､ この 限 りでない ｡
(d) 専有部分及 び共用部分に関する植原 は ､ 宣言が軽微な点で本法に適合 してい ない
とい う理由により譲渡不可能には ならない ｡ 又 はその 他の点で不利益な取扱い を受けな
い ｡ 譲渡性 を損なうか否か の重大性 の判断 は , 本法との 適合性 の判断によっ て は影響を
受 けない ｡
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(宣言の 内容)
第ニ ー - ○五 条 コ ンドミ ニ アムを創設するための 宣言には ､ 次 の各号 に掲げる事項を記
載しなければな らない ｡
② コ ンドミ ニ アム の構成部分が所在す るす べ て の 〔郡〕 の 名称
③ コ ンドミ ニ ア ム に含まれる不動産に つ い ての 法律的 に十分な表示
④ 宣言者が､ 創設権を留保 した専有部分の 最大個数につ い て の 説 明
⑤ 各専有部分の 識別番号を含む ､ 宣言者 によっ て創設され る各専有部分 の 境界の 表示
⑥ 第ニ ー - ○ ニ条 ､ で特定 された部分以外の ､ 第 ニ ー - ○九条 (b) に規定す る制限
的共用部分の表示
⑦ (開発権に基づく不動産 を除いて) 第ニ ー - ○ 二 条②､ ④ によっ て特定 された制限的
共用部分以外の , 制限的共用部分として 配分され る不動産の 表示 と ､ 将来 ､ 制限的共
用部分として配分す るこ とができる旨の記載
⑧ 開発権その他 , 宣言者 によっ て留保された第 一 - - ○三 条 23 の 宣言者の 特別な権
利の 表示 ､ それ らの 対象 となる不動産の 法律的 に十分な表 示 ､ お よびそれ らの 権利が
施行 されるまで の時間的な制限
② 第 ニ ー ー ○七 条に規定される方法で ､ 各専有部分 に配分される共用部分に関する配
分表示
⑫ 専有部分の使用 ､ 占有及び譲渡に関する制限
⑬ コ ン ドミ ニ アム に付属 ､ 若くは含まれ ､ 文 はコ ン ドミ ニ ア ム の 一 部に既 に設定され ､
･ 若しくは将来設定される可能性の ある登録済み の 地役権及び許可 に関する〔登録資料〕
(b) そ の 他の 宣言者が適当 と認めて ､ 宣言文に含められた事項
(宣言の 修正)
第 ニ ー - ー セ条 (a) 宣言 (土地図面及び設計図を含む) の 修正 は , 管理組合おける
議決権 の 〔六七〕 パ ー セ ント以上 , 又 は宣言 によっ て指定され る ､ それ より多数の 専有
部分所有者の 議決 ､ 若しくは合意 によっ て為され る ｡ ただ し ､ 第ニ ー - ○九条 (f),
若 しくは 第ニ ー ー - ○粂 (a) 又 は第ニ ー - 一 二 灸 (a) の 規定に基づき宣言者が修正
する 場合 ､ 第 一 - - ○七条 ､ 第ニ ⊥ - ○六 条 (d)､ 第ニ ー - ○八 条 (c)､ 第 ニ ー ー
ー ニ 条 (a) 第ニ ー ー 一 三 条の規定に基づき管理組合が修正 す る場合及び ､ 第ニ ー ー ○
八 条 (b)､ 第 ニ ー - ー ニ 条 (a)､ 第ニ ー ー 一 三条 (b) 又 は第 ニ ー ー - 八 条 (b)
の規定 に基づき 一 部の 専有部分所有者が修正する場合並 びに同条 (d) の 規定が制限す
る場合 は ､ こ の限りで ない ｡ 専有部分の全部がそ の 用途を専 ら非居住用に制限して い る
場合 に限 り ､ 宣言 におい て , この割合を減ずる ことがで きる ｡
(b) 本条により管理組合が採択した修正 の有効性 につ い て 異議 を申し立て る訴訟は､
修正 を登録 した後 一 年以上を軽過 したときは, 提起する ことがで きない ｡
(c) 宣言の すべ て の 修正 は ､ コ ンドミ ニ アムの 所在地す べ て の 〔郡〕 におい て 登録 し
なけれ ばならな い ｡ 宣言 の 修正 は ､ 〔譲受 人側の 索引に は ､〕 コ ン ドミ ニ アム及 び管理
組合 の 名称別索 引を､ 〔譲渡 人側の 索引 には ､〕 修正 を執行する 者 の 氏名別索引を付さ
なけれ ばならない ｡
(d) 特別な宣言者の 権利 を創設 ､ 拡大し､ 専有部分 の 個数を増大し ､ 専有部分の 境界
を変更 し ､ 専有部分 に配分 され た共用部分 に関す る権利 ､ 共益費用の 分担 ､ 若 しく は管
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理組合における議決権を変更 し , 又は専有部分の用途制限を変更す るための 宣言の修正
は , 専有部分所有者 の全員の同意がない 限り修正 できない ｡ ただし ､ 本法そ の 他の規定
が明示的に許諾 し､ 又 は定めて いる場合は こ の限りで ない ｡
(e) 本法 の規定 により管理組合が登録す る ことを要す る宣言の修正 は ､ その 目的の た
めに選任された管理組合 の事務局(選任を欠く場合に は ､ 管理組合の 理事長) が準備し､
作成し , 登録 し､ 及び認証しなけれ ばならな い ｡
(3) 専有部分 ･ 共用部分の範朗
(ア) 専有部分と共用部分の決定 コ ン ドミ ニ アム は ､ 専有部分 と共有部分とか らな
り ( 第- - - ○三 条⑦), 特定の 専有部分所有者の 便益 に供される共用部分を制限的共用
部分 とす る (第 一 - - ○三条⑯)o 共用部分 の いかなる場所も､ 専有部分 との 境界か ら定
まる場合 (第ニ ー - ○ 二 条② ･ ㊨) を除いて は､ 制限的共用部分にす る こ とがで きるが ､
そ の 場合には ､ 宣言 に明示されて いなければな らない (第ニ ー - ○五条⑦)｡
わが国の建物の 区分所有法は､ 専有部分と共用部分を定義し (篇二 条), 専有部分は ,
機能上か つ 構造 上の 独立性が認められるこ と を必要する とする ( 一 条)｡ 規約共用部分の
創設 は許される が, ｢規 約専有部分｣ の創設は不可能で ある ｡ 他方 ､ ア メリカ の コ ンドミ
ニ アムで は , 専有部分と共用部分 の 区別 は ､ 専有部分の境界を宣言に規定 し､ そ の概賂囲
も登録する こ とで明確 になり､ この専有部分 の境界は ､ 特別の 定めと して 自由に定める こ
とは可能で ある ｡ ただし､ 現実に は､ 専有所有者等が定めるわけで はなく ､ 宣言者が定め
るため､ 宣言者らによ っ て特別の 定めがない場合に は ､ 第ニ ー - ○ 二条に従うこ とになる o
また､ わが国で は , 一 部共用部分と専用使用権とは区別され るが､ コ ン ドミ ニ アム にお
い て は､ いずれも制限的共用部分として ､ 統 一 的に理解されて いるもの と解される｡
(イ)共用部分に対する 共有分割請求等 コ ンドミ ニ ア ム関係が存続する限りは､ 共
用部分に対する 共有分 割請求は認められない (第 ニ ー - ○七条 (e))｡ た だし ､ 専有部
分所有者団体 の うち ､ 宣言者の議決権を除く , 議決権の 八 ○パ ー セ ント以上 の賛成 により ､
共有部分の 一 部や共有持分権の み の譲渡は可能で ある. この 場合 に､ 当該共有部分の 一 部
が制限的共用部分 の 対象とな っ て いる場合には､ 制限的共用部分が割り当て られて い る専
有者全員の 同意 が必要 とされ (第三 - - - ニ 条 (a))､ これ は ､ 区分所有法第三 一 条 一
項に規定 される特別 の利害関係人の 同意に相 当する ｡
各専有部分所有者の ､ 共有持分, 議決権割合 ､ 共益費用の 負担割合等は､ 予め宣言中に
明示 されなけれ ばならないが､ 宣言者と専有部分所有者とは異なるために ､ 宣言作成の段
階で 一 部の 宣言者で ある専有部分所有者を永続的に有利にする割当はコ ン ドミ ニ アム を採
用した州法 の強行法規事項 として 無効とされる (第 一 - - ○四条) が､ 合理的な範囲であ
れば , 異な る割り当て を定めることもできる . また ､ 議決権割合は必ずしもわが国の よう
に , 専有部分面積に よ っ て 算出されるもの とは限 らな (5 3)
い ｡
( ウ) 専有部分の 変更及び処分 専有部分 の変更 と処分 に つ いて は､ 数条 にわたっ て
規定が設 けられ て い る ｡ まず､ 専有部分の 変更は ､ コ ンドミ ニ アムの 耐久性 の減少 と機械
設備 へ の 支障が生じない 限り ､ 内部 につ い て は自由で あるが ､ 戸外 につ い て は外観の 変更
はで きな い ｡ 専有分の 処 分につ い て は ､ 隣接する専有部分を譲 り受ける こ とも ､ 複数の 専
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有部分に分割す る ことも可能で あるが ､ 予め宣言に ､ 権限留保が記載 されて い る必要があ
る ｡ これらの留保権 は開発権とされ ､ 専有部分の 変更 ･ 処分め他 に コ ン ドミ ニ ア ム に他の
不動産を追加 したり ､ 除去したりする こ と ､ コ ンドミ ニ アム に ､ 新た に専有部分 ､ 共用部
分 ､ 制限的共用部分を創設する こと ､ 専有部分 を共用部分 に変更す る こ とな どに つ いて も
権限留保が可能である (第 一 - - ○三 条)｡
右に見たように , 総じて アメリカで は ､ わが国の 区分所有建物 と比較すると , そ の権限
帰属等 に つ い て 自由に設定が可能である とい える ｡ ただ し､ そ れらの 留保権限は 前述の よ
うに , 予め登録された宣言 に明示されて い る必要があり ､ 宣言者か らの買主で ある 専有部
分所有者は , 宣言の修正 とい う手続きの 中で しか ､ そ の 内容 を変更で きない こ とに なる ｡
即ち ､ (宣言に規定がある場合にはそ れ による もの と して)､ 同モ デル 法で は ､ 重要事項
に つ いて は八○パ ー セ ン ト以上, そうでない 者に つ い て は､ 六 セ パ ー セ ント以上の賛成を
もっ て変更 し (第ニ ー - ー セ条 (a))､ かつ その修正 が登録される必要がある ｡
【関連規定】
統 - コ ン ドミ ニ アム法 ( 一 九八 ○年)
(定義)
第 一 一 - ○三 条 宣言及び規約 において , 特に別段の 定 めが あり ､ 文理解釈上別 段の意義
に解す べ き場合を除い て は,
'
= の法律にお ける用語は ､ 以下 に定めるよう に定義する o
② 配分された財産権 各専有部分に配分 された分割不可能な ､ 共用部分 の 権利､ 共
益費用 の負担 , 管理組合の 議決権をい うo
④ 共用部分 専有部分を除くその他コ ン ドミ ニ ア ム 上のす べ て の 部分 をい う ｡
⑤ 共益費用 管理組合の ための支出又 は負担をさ し ､ 積立 のための負担 を含む｡
⑥ 共益費用 の負担 第 ニ ー - ○七粂の 規定によ り各専有部分に割 り当て られる共益
費用 の 負担 をい う ｡
⑦ コ ン ドミ ニ アム 数個 の分離された所有権の 目的で ある部分 と､ 分離 された所有
権を有する者達の共有の目的で ある部分か らなる不動産 をいう o 共用部分 に関する不
分割財産権が専有部分所有者 に帰属しない場合 には ､ そ の不動産は ､ コ ン ドミ ニ アム
でをまな い ｡
⑯ 制限的共用部分 共用部分の 一 部で宣言文 は第ニ ー - ○ 二 条若 しくは の規定によ
り ､ 一 個又 は数個の 専有部分 ( 全部よりは少ない 場合 に限る) の 排他的使用 の ために
配分 されたもの をい う｡
25 専有部分 分離所有権 の 目的で ある コ ン ドミ ニ アム の 部分 をいう｡ その 境界は ､
第 ニ ー ー ○五条 (a) ⑤に従っ て表示す る ｡
(専有部分の 境界)
第 ニ ー ー ○ 二 条 専有部分の 境界及び範匡引こつ いて は ､ 宣言 に別段の 定めがある 場合を除
き ､ 次の 各号の 定める と こ ろ によ る ｡
① も し ､ 壁 ､ 床又 は天井が専有部分の 境界 として指 示 されて い る場合は ､ 下地板､ 下
地材 ､ 壁板､ 石膏ボ ー ド､ 石膏､ 羽目板 ､ タイル ､ 壁紙 , 塗装､ 仕上 げ用 フ ロ ー リ ン
グお よ びそ の 他仕上 げ面の 一 部を構成するもの は ､ 全て 専有部分 の 一 部 で あ る ｡ その
他 の 壁､ 床又 は天井 の 部分 は ､ す べ て 共用部分 の 一 部で あ る ｡
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② も し､ 落 とし樋 , 通気管 , ダク ト, 電線 ､ 導管 ､ 支持壁 ､ 支柱 ､ その 他の 設備が専
有部分の指 示 され た境界 め内側 と外側 にまたがっ て存在す る場合には ､ 当該設備 のう
ち当該専有部分の みの 便益 に供される部分 は ､ そ の専有部分 に配分された制限的共用
部分で ある もの と し､ 複数の 専有部分又 は共用部分の 一 部 の 便益 に供 される部分は ､
共用部分の 一 部で あるもの とする｡
③ ②の 規定に該当するが ､ 専有部分の境界内すべ ての 空間 ､ 内側 の間仕切り ､ そ の他
の 定着物及び改良建物部分は , 専有部分の 一 部で ある もの とする o
④ シ ャ ッ タ ー ､ 日 除け､ 窓台に置く植木箱､ 玄関 口の 階段､ ポ ー チ ､ バ ル コ ニ ー , パ
テ ィ オ ､ 戸外の扉及び窓又 はその 他の 定着物で 単 一 の専有部分の便益 に供され ､ かつ ,
専有部分 の 境界の外 にあるもの は , す べ て ､ その 専有部分に独占的に配分 された制限
的共用部分である もの とする｡
( 専有部分 の 表示)
第ニ ー - ○四 条 コ ン ドミ ニ アム の 名称､ 宣言 の 〔登録資料〕､ コ ンドミ ニ アム の 所在す
る 〔郡〕 及び専有部分の識別番号を公示で きる図書は ､ 当該専有部分と ､ それ に伴う全
て の権利 ･ 義務､ 宣言又 は規約によっ て創設された専有部分に従属する財産権等 を､ 法
律上十分に表示して い る図書である ｡
( 共用持分､ 議決権及び共益費用の 負担の 配分)
第ニ ー ー ○七 粂 (a) 宣言 には､ 共用部分 に関する不分割権 ､ と管理組合の 共益費用
の 負担割合 の 分数または百分率 ､ 並 びに管理組合 における議決権の 割合 を各専有部分に
配分を規定し , これらの配分を確定する方式を記載しなけれ ばならない ｡
(b) もし､ コ ン ドミ ニ アム に専有部分を追加 したり､ 除去 したりす る場合に は, 宣言
には , 追加又 は除去後の コ ンドミ ニ アム 全て の専有部分に配分された権利の 再配分され
る方式を ､ 規定しておか なければならない ｡
(c) 宣言は次の こ とを規定で きる ｡ (1) 宣言で特 定された特別 な事情に よ る専有部
分 , (2) 理事会の メ ンバ ー を選出す る目的の ためだけに為 される累積票 ､ (3) 団体に
影響を与える特別な事項に関して ､ 団体の 利益 を守 る必要性がある場合 に為される団体
投票 ｡
宣言 によ っ て ､ 本法 によっ て ､ 宣言 に課せ られた制限を回避す る目的で 累積､ または､
団体投票を利用す る こ とはで きない ｡
(d) 四捨五 入による僅少な差を除き ､ すべ て の 専有部分 に常に配分されて いる共用部
分の 不分割権 , 及び共益費用の負担 の合計は , 分数で示されて い る場合 には 一 に ､ 百分
率で 示 されて い る場合に は - 0 0パ ー セ ントに等し く しなけれ ばならない o
専有部分に配分された共用部分に関す る権利, 議決権又 は共益費用の 負担 の割合が配
分の 方式の 適用に よっ て得 られた結果と異なる場合 には ､ 配分 された共用部分に関する
権利 ､ 議決権又 は共益費用の 負担割合の方が優先する ｡
(e) 共用部分に つ いて は, 共有物 の分割はで きない ｡ 共用部分の不分割権の 譲渡 ､ 負
担の譲渡 , 強制執行 による処分 ､ そ の他の 任意的､ 強制的移転 によ っ て ､ その 配分に係
る専有部分 と分離 して 為されたもの は ､ 無効 とす る ｡
( 制限的共用 部分)
第 ニ ー ー ○ 八粂 (a) 第 ニ ー ー ○ 二 条 ､ に規定する制限的共用部分を除い て ､ 宣言は ､
_ 29～
各制限的共用部分 を配分する 一 個又 は数個 の 専有部分 を特定 しなけれ ばならない ｡ この
配分は ､ 影響を受 ける 専有部分の所有者の 同意なく して変更する ことはで きない ｡
(b) 制限的共用部分は ､ 宣言 の規定に従うこ とを条件 として ､ 再配分する ことがで き
る ｡ この 場合 におい て ､ 再配分は､ そ の 再配分を受ける 専有部分を所有する専有部分所
有者 の 作成す る登録済み譲渡証書又 は宣言の 修正書によ っ て する ｡ 譲渡証書又 は宣言の
修 正書を作成する 者は ､ そ の 写しを管理組合に提出 しなけれ ばならない o
(c) 制限的共用部分 と して 予め配分されなかっ た共用部分は ､ 制限的共用部分として
配分する こ とがで きない ｡ ただし ､ 第ニ ー ー ○五 条 (a) の規定 に従 っ て宣言中に設け
られた規定に基づく場合は ､ この 限りでない ｡ こ の 配分は､ 宣言の 修正 によ っ て為され
る ｡
(専有部分 の 変更)
第 ニ ー ー - ー 粂 宣言の 規定及び法律の 他の 規定に従い ､ 専有部分の 変更 に関して ､ 専有
部分所有者は, 次 の 各号 に掲 げる規定に従う ｡
① 構造的完全性及び機械系統 を損なわず､ コ ンドミ ニ アム の どの 部分 の支持力も減少
させない範顔で ､ 専有部分を改良し又 は変更する こ とがで きる .
② 管理組合 の 許可なしで は､ 共用部分の外観又 は専有部分若しくは コ ンドミ ニ アム他
の どの 部分 の 戸外の外戟も変更する こ とはで きない ｡
③ 隣接専有部分の 全部又は 一 部を取得 した後におい て ､ 構造的完全性及び機械 系統を
損なわず, か つ , コ ン ドミ ニ アム の い か なる部分の支持力 も減少さ せない 範囲で ､ そ
の 間仕切り (全部又 は 一 部が共用部分で ある場合で あっ て も) を除去し ､ 若 しくは変
更 し､ 又 は これ に開口部を設置する こと ｡ この ような間仕切りの 除去 ､ 又 は開 口部の
設置は ､ 境界 の 変更 とはならない ｡
(隣接専有部分 との 境界の 再設定)
第 ニ ー - ー ニ 粂 (a) 宣言及び法律の他 の 規定に従い ､ 隣接専有部分 の境界は ､ それ
らの 所有者 の 管理組合に対する申請に基づく宣言の 修正 に よっ て ､ 再設定す る こ とがで
きる ｡
も し､ 隣接専有部分の 所有者が共用部分に関する権利 ､ 管理組合にお ける議決権及び
共益費用の 分担の 当該専有部分問にお ける再配分を指定 した場合 には ､ 申請書に は当該
再配分の予定 を記載しなければならない ｡ 三○日以内にそ の 再配分を不相当とする理事
会 の決定が為されない 限り, 管理組合は､ 再設定後の 専有部分の 区別 を明確 に し , 当該
再配分を記載し ､ 当該専有部分所有者等の作成による譲渡 に関する文言 を含んだ ､ 登録
後譲渡人及び譲受人の 氏名の 索引を付 した宣言の 修正 を用意 しなけれ ばならない ｡
(b) 管理組合は ､ 隣接専有部分間の変更 された境界並 びにそれらの 専有部分の規模及
び識別番号を表 示する に必要な土地 図面又 は設計図を用意 し ､ 登録 しな ければならない ｡
( 専有部分の 分割)
第 ニ ー ー 一 三粂 (a) 宣言におい て明示 的に許諾 されて い る場合 には ､ 一 個 の 専有部分
を二 個以上 の 専有部分 に分割す る こ とができる ｡ また ､ 宣言及び法律の 他の規定に従い ､
専有部分所有者が専有部分の 分割を申請 した場合には ､ 管理組合は ､ そ の 専有部分を分
割す るため､ 土地 図面及び設計図を含む宣言の 修正 を準備 ､ 作成 ､ 登録 しなければなら
な い ｡
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(b) 宣言の 修正 は , 分割する専有部分の 所有者 によ っ て作成され､ 創設 され る各専有
部分 に識別番号 を付 し, か う ､ 分割する 専有部分の 所有者が 定める相当な方法によ り ､
従前その 専有部分に配分されて いた共用部分に関する権利, 管理組合にお ける議決権及
び共益費用の 負担 を新たな専有部分に再 配分しなければならない ｡
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割合 ､ 床面積割合 , 絶対的平等割合､ 位置や制限的共同部分の帰属等を配慮した相対的平
均割合 ､ の 四 つ の 中か ら選択で きる よう に規定されて い る ｡
2 イ ギリス法
(1) 概説
イ ングラ ン ドとウ ェ ー ルズ (以下 ､ イギリスと略す) で は､ 集合住宅の ことをフ ラ ッ ト
(鮎t) と呼ん で お り ､ フ ラ ッ ト とは ､ ①建物の 一 部からなる住居で , 各戸独立の 居住性
を備え て い る こと ､ ② 一 棟の 建物が水平 的に (horiz o nta山y) 区分されて い る こと ( 一 棟の
建物が垂直的 に (v e rtically) 区分されて い る場合 には ､ フ ラ ッ トで はなく ､ テ ラス ハ ウス
と呼ばれる), ③ 一 棟 の 建物 の 中 に二 つ 以上 の フ ラ ッ トが存在する こ と ､ な どと定義され
て い る(54)｡ フ ラ ッ トの 定義におい て は ､ わ が国の マ ンシ ョ ンの それ とも さほど異ならな
い もの と思われる が ､ その 法制度にお い て は ､ 次の ようなイギリス 特有の 法制度か ら ､ 独
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自の体 系が形成されて いる ｡
イギリス に は ､ 土地 を ｢所有｣ す るための 権利 として ､ 自虐 土地保有権 (fr eehold) と
不動産賃借権 (leasehold) とがあるが ､ こ の こ とは フラ ッ トを所有する 場合でも同様であ
る(5 5)｡ したが っ て , イギリス では ､ フ ラ ッ トを所有する方法 と して ､ フ ラ ッ トの 自由土
地保有 権を譲渡す る という方法と フ ラッ トの 不動産賃借権 を譲渡す る とい う方法とが用 い
られて きたの で ある ｡ 前者 の方法は ､ フ ラ ッ ト所有者が自由土地保有権 を取得す る ことが
できる ためその点で は非常に有効で あるが ､ この権利 には相隣関係に関す る法準則におい
て解釈上の 問題点があるこ とから､ 結果と して建物全体 に対する管理が事実上で きなく な
る と い う問題点があっ た ｡ そ の ため ､ 実際には この 方法は ほとんど普及せ ず, そ こで次善
の 手段 として後者 の方法が主 と して用い られて きたの で あ っ た (詳細 に つ い て は後述(56)
)｡ 一 般的に ､ 住宅を所有するた 釧こは､ 自由土地保有権 を取得する こ とが最も望ま しく ､
フ ラ ッ トにお い ても区分所有法 を制定す る こ とにより区分所 有権 を取得する ことがで きる
ように するこ とがやはり最も望ま しい と言 える ｡ しか しながら､ イギリス の 場合 ､ 不動産
貸借権 フ ラ ッ トが次善の 手段として で はあれ確立して い る ことか ら､ 不 動産賃借権フ ラ ッ
トの 問題点が顕在化する 一 九八○年代半ばまで 区分所有法を制定する必要性 は全く意識さ
れる こ とはなか っ たの であ る｡ ところが 一 九八 ○年代も半ばをすぎる と ､ 不動産貸借権 フ
ラ ッ トにおい て ､ 存続期間の 満了に伴う資産価値 の減少 に関す る問題 と賃貸人 による管理
義務 の不履行に関する問題 とが顕在化する ことにな り､ これ に よ っ て ､ 不動産貸借権 フ ラ
ッ トに つ いて の 法改革の 必要性が強く意識されるようになる ｡ そ こで ､ これ らの 問題点 を
解決す るために ､ 基本的に二 つ の 解決策 ､ すなわち不動産貸借権 フ ラ ッ トを改革す る とい
う解決策 と区分所有法を制定する とい う解決策 とが検討され る こ とにな る ｡ そ の後, 前者
の 解決策は､ 一 九九三年不動産貸借権改革 ･ 住宅 ･ 都市開発法 (Leas ehold Refo rm
, H o using
aJld Urba nDev elopm e ntAct i 9 9 3) が制定され る ことに よっ て相当の進展をみ る こ とに
なるが ､ 後者の解決策 につ い て は, 政治的な影響もあっ て 立法化 は見送 られる こ と になる ｡
とこ ろで ､ イギリス で は区分所有権をコ モ ンホ ー ル ド (c o m m o nbold) と呼んで い るが ,
コ モ ンホ ー ル ドに つ いて は ､ これまで の プロ セス におい て 一 九九○ 年 と 一 九九六 年にそ れ
ぞれ草案が出されて おり ､ 相当程度 の検討がなされて い た ｡ 一 九九六年草案につ いて は ､
結局議会 に上程される こ とにはならなか っ たが､ コ モ ンホ ー ル ドの 導入 につ いて は, 一 九
九七年 の 労働党 の 政策綱額 にもその立法化が明記されて い た . これ により , 二 0 0 0年 一
二月 二 ○日 に コ モ ンホ ー ル ド ･ 不動産貸借権改革法案 (co m m o nholda nd Leasehold Refor m
Bill) が議会に上程 されるに至 るの で あり ､ ニ 0 0一 年八月末日現在､ 法案は貴族院(H.us e
of Lo rd) の第二 読会 にお いて審議中であ る(57)｡
以上の ように ､ 現在のイ ギリス の フ ラッ トは ､ 一 般的に不動産賃借権 に基づ い て開発さ
れて い るが､ 近い うちに いわ ゆる区分所有権 に基づい て開発され るよう になるで あろう と
いう状況 である ｡ ただ し, 不動産貸借権 に基づくフ ラ ッ トに つ いて も､ フ ラ ッ ト所有者 (質
借人) に対す る保護がすで にか なりの 程度与え られて い る こと ､ また今回の改正 法で もさ
らなる保護が与え られ る こ とか ら､ 不動産貸借権 フ ラ ッ トの 問題点は ほ とん ど解消される
こ とにな る. それゆえ ､ 不動産賃借権 フ ラ ッ トのす べ てが コ モ ンホ ー ル ドフ ラ ッ トに取 っ
て代わ られる こ と にはならな い と考え られて おり ､ 今後イ ギリス で は 主 と して 二 つ の 制度
が併存す るこ とになるだろう と予 想され て い る ｡ そ こで ､ 本節で は 以上 の 点 を踏まえ て ､
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まず不動産貸借権 に基 づく フ ラ ッ トたっ い て説 明し ((2) (3))､ つ い で コ モ ンホ ー ル
ドに基づく フ ラ ッ トに つ い て 説明す る こ とに したい ((4) (5))｡ そ して 最後にJ､ 両制
度の 区分所有関係 の終了の 概要 につ い ても補足として説明 しておいた ((6))｡
(2) 不動産貸借権フ ラッ トの区分所有権の設定
イギリス で は ､ こ れ まで 区分所有法が制定されて こなか っ たた め､ 区分所有 に関する独
立の 規定 は存在 しない ｡ フ ラ ッ トに関する法律につ い ては , 一 般的に不動産賃貸借に関す
る判例法や制定法 を応用する ことによっ て規定されて い るとい うのが現状で ある ｡そこで ､
とでは ､ 関連規定 (条文翻訳) につ い て は省略し､ 解説の みを行うこ ととする ｡
(ア) フ ラッ トの 開発 ･ 分譲 まず､ ディ ベ ロ ッ パ ー は､ 開発用地の 自由土地保有権
を取得して ､ そ の土地 上 に 一 棟の尭合住宅 (a bl. ck .f Bats) を開発する o これ により､
ディ ベ ロ ッ パ ー は ､ 土地建物 一 体 の 自由土地保有権者 (fre eholder) となる ｡ そ の 後 ､ デ
ィ ベ ロ ッ パ ー は各住戸部分を分譲する こと になるの であるが､ その 際ディ ベ ロ ッ パ ー は ,
共用部分 (c o mm onparts) につ いて は自己の 自由土地保有権 を留保す る 一 方で , 専有部分
(u nit) につ いて は購入者に長期不動産貸借権 (lo ng le as ehold) を設定す る (存続期間は
一 般的に は九九年で あり ､ 場合 によっ て 九九九年とい う こ ともある). こう して ､ フ ラ ッ
トの購入者は専有部分の不動産賃借権を有す る こと になる 一 方で ､ ディ ベ ロ ッ パ ー は共用
部分 の 自由土地 保有権 と専有部分の 復帰権 (re v ersio n) とを有す る こ とに なる の で あ る
(58)｡ なお ､ 分譲価格につ い ては ､ 存続期間が長期である ことから､ 自由土地保有権 の価
値 に相当する金額が権利金 (pre miu m) とい う形式で支払われる . その ため ､ 地代 (gro und
r ent) の額は ､ 極 めて 低額であるか名目的なもの であるにすぎない ｡
(イ) 地役権の 設定 不動産貸借権設定契約によっ て フ ラ ッ ト所有者 (貸借人) に付
与される権利は ､ 当該専有部分の不動産貸借権 に限られ､ 建物の 共用部分､ 敷地 ､ 附属建
物に対す る権利 がそれ によっ て当然 に付与され るわけで はない ｡ したが っ て ､ フラ ッ ト所
有者が これらを適切に 利用するために は､ 一 定 の付随的な権利 (a n cillary rights) が設定
されなければならない o この付随的な権利は , 明示的 (express) ある い は黙示 的 (implied)
に地役権 (モase m e nt) を設定する こ とによっ て 創設され る (例えば､ 躯体部分に対する支
持権 (s uppo rt)､ 通行権 (acc ess)､ パイ プや ワイヤ ー の 繰持権 , ダス トシ ュ ー トの 利用権
等)｡ こ うして ､ フ ラ ッ ト所有者 は ､ 不動産貸借権設定契約と同時に これ らの地役権が設
定される こ とに よっ て ､ 建物を適切 に使用で きる ようになる ｡
( ウ) 不動産約款の設定 不動産賃借権設定契約の 際に ､ 建物全体に対する管理が保
証されるよう､ 不作為約款 (restrictiv e c o v e n ant) と作為約款 (po sitiv e c ov e n ant) に関する
取り決めもなされる ｡ 不作為約款とは ､ フ ラ ッ トの利用制限に関する約款であ っ て ､ 例え
ば, 過度な騒音 , 無許可の 営業目的の 使用 ､ 放置駐車等を制限する こ とを目的とする ｡ そ
れに対 して , 作為約款とは ､ フ ラ ッ トの管理等 に関して 当事者に積極的な義務を課す約款
で ある ｡ 具体的 には ､ 一 般的 に, ディ ベ ロ ッ パ ー は ､ 賃貸人 (la ndlord) として , 建物に
対する修繕 ､ エ レ ベ ー タ ー や通路などの 共用部分の 維持 , 電気 ･ ガス ･ 水道 ･ 空調等の 供
給ならびに保険料の 支払い などを行う とい う こ とが約され ､ 他方､ フ ラ ッ ト所有者は ､ 賃
借 人 (ten a nt) と して ､ 賃貸人による建物や共用部分の 修繕 . 維持お よびサ ー ビス 提供 に
対し , サ ー ビ ス チャ ー ジ (s e rvice charge) を支払う とい う こ とが約される (なお､ サ ー ピ
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スチ ャ ー ジには, 修繕 ･ 維持費 , サ ー ビス料 ､ 保険料､ 積立金等が含まれる)｡
(3) 不動産貸借権フラ ッ トの専有部分 ･ 共用部分の範囲
(ア) フ ラッ ト所有者の権利 ･ 義務 フ ラ ッ トの 分譲は ､ 長期不動産貸借権 の 設定契
約 によ っ て行われるの で ､ フラ ッ ト所有者の 法的地位は , 当初の ディ ベ ロ ツ バ ー ( 賃貸人)
か ら当該専有部分の 長期不動産貸借権を譲与 された賃借人で ある とい うにすぎない ｡
なお , フラ ッ ト所有者は ､ 建物 に様々 な目的の地役権が設定される こ とにより ､ 建物利
用 の ための 地役権 を有 して い る ｡ また､ 不動産約款の 規定 に基づき , 建物管理のための サ
ー ビス チ ャ ー ジを支払う義務 を 一 般的に負 っ て い る .
( イ)フ ラッ トの範 囲 フラ ッ トの 範囲につ い て は ､ 賃貸人 と貸借人との 合意 によっ
て定 める こ とも可能であるとい う点に大きな特色がある ｡ 例え ば , フ ラ ッ トの 外壁に つ い
て は ､ 原則 として フ ラッ トの 中に含 められ ､ またフ ラ ッ ト所有者が外壁 を使用する の に必
要な空 間も フラ ッ トの 中に含められる とされて い るが ､ これは特段 の定めに よっ て変更す
る ことも可能で ある ｡ また､ フ ラ ッ トの 内壁につ い て は ､ その 壁 の境界が他 のフ ラ ッ トあ
るい は共用部分 との境界で ある とされるが, 特段の 定めによらな ければそ の 範囲は確定さ
れない とされて い る (それ によれば､ 内壁 の幅の 半分まで をフ ラ ッ トに含める こ とも ､ ま
た内壁 を共有壁 とする ことも可能 である)｡ さ らにまた , フ ラ ッ トの 上下 につ いて も , 特
段の 定め によらなければそ の 範囲は確定されない とされて い る (通常 は ､ 少なく とも床板
と天井 を含 み ､ 他の接合部との 半分まで とされるが ､ 場合 によ っ て は建物 の 基礎や屋上 ま
で とす る ことも可能で ある)｡
この ように ､ フ ラ ッ トの 範囲は , 原則として当事者間の 契約 によっ て定められ るの で ､
そ の 範囲は公示 される必要がある ｡ したがっ て , その 範囲を明らか にす るために ､ 平面図
(plan) が作成され ､ そ の 図面は土地登記所 (Land Registry) に登記 され るのが 一 般的で
ある ｡
( ウ) 共用部分の所有者 の権利 ･ 義務 ディ ベ ロ ッ パ ー は ､ 専有部分 につ いて の み長
期不動産賃借権 を譲与する の で ､ 共用部分に つ い て は自由土地保有権 をそ の まま留保 して
いる ｡ この 共用部分の維持 ･ 修繕は ､ 通常､ 不動産約款の 規定に より ､ 共用部分の 所有者
(ディ ベ ロ ッ/汁) が負うもの とされる . なお ､ 共用部分の 範囲は､ 先に述 べ たように ,
基本的に賃貸人と賃借人との合意に よっ て定められる ｡
(エ) 共用部分 の 自由土地保有権および賃貸人の 権利 ･ 義務の 譲渡 ディ ベ ロ ッ パ ー
は ､ 共用部分の 自由土地保有権 と賃貸人として の権利 ･ 義務を有して い るが ､ ディ ベ ロ ツ
/ ト は これらの す べ ての権利 ･ 義務を第三者に譲渡する こ とがで きる ｡ 長期不動産賃貸借
に基づ い て フ ラ ッ トを分譲する場合 ､ 復帰権 の価値 はほとん どない こ と､ 地代の 額もわず
か で ある ことなど, ディ ベ ロ ッ パ ー としても賃貸人と して の 地位に とどまる実益 はあまり
ない ことか ら､ これをフ ラッ ト所有者か ら構成 されて い る賃借人組合 (ten ant-s as s o ciatio n)
に譲渡 するとい うケ ー ス も多 い (全体 の 約 5 0% と推定されて い る). こ の 場合 ､ 賃借人
組合が ､ 共用部分の 自由土地保有権 と賃貸人 と して の権利 ･ 義務を承継取得す る こ とにな
る (つ ま り ､ 賃貸人 - 賃借 人組合 ､ 賃借人 エ フ ラ ッ ト所有者とい うこ と になり ､ 賃貸借関
係はそ の まま維持 される)｡ これ に よ り､ 貸借人組合が (すなわち フ ラ ッ ト所有者自らが
団体的 に) 共用部分等の 管理責任 を負うこ とになり ､ 建物全体に つ い て の 自主的な管理 が
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行われるようになる ｡
なお ､ ディ ベ ロ ッ パ ー の 中には , 共用部分の 自由土地保有権 と賃貸人 と して の 権利 ･ 義
務の す べ て を第三者 に譲渡する の で はなく ､ これらの うちの 管理権だ けを譲渡す る とい う
ケ ー ス もある ｡
(4) コ モ ンホ ー ル ドフ ラ ッ トの 区分所有権の 設定
先述の とお り ､ 現在 , コ モ ンホ ー ル ド ･ 不動産貸借権改革法案が議傘で審議中で あるた
め ､ 法律と して の 正 式な条文はまだ存在 して い ない ｡ しかしながら, この 法案の 重要性に
鑑み ､ 法案段階の 条文で あるが ､ 関連規定 につ き検討 して おきたい ( なお､ で はニ 0 0 0
年 - 二 月 ニ ○ 日 に貴族 院 に提 出 され ､ 二 0 0 一 年 三 月 ニ ニ 日 に 全体 委 員会 (Gra nd
co m mitte e) において修正 された法案に基づ い て い る)｡
(ア) コ モ ンホ ー ル ドの 仕組み コ モ ンホ ー ル ドとは ､ 不動産 を保有する形式として
これまで発展 して きた自由土地保有権 (フリ ー ホ ー ル ド) や不動産貸借権 (リー スホ ー ル
ド) とは異なる ､ 新たな不動産の所有形式で あり ､ 一 棟 の建物内の各戸独立 の 不動産を所
有す る ため の 権 利で あ る . 建物 内の 各戸独 立 の 不動産 は ､ コ モ ン ホ ー ル ド専有部分
(co m m o nholdu nit) と呼ばれ , そ の 所有者は , 区 分所有者 (unit - holders) と呼ばれる .
コ モ ンホ ー ル ド専有部分以外の す べ て の部分は共用部分 (c o m m o nparts) とされ､ 当該共
用部分はコ モ ンホ ー ル ド組合 (com m o血 oldass o ciatio n) によっ て所有 ･ 管理される ｡ すな
わち､ この 法案で は, 専有部分は区分所有者の 所有 とされる 一 方で ､ 共用部分は区分所有
者の 共有とされ るので はなく ､ コ モ ンホ ー ル ド組合 の単独所有とされる点 に大きな特徴が
ある ｡
コ モ ンホ ー ル ド組合は ､ その構成員が建物内の 区分所有者全員に限られて い る民間の保
証有限会社 (priv ate co mpa nylimited bygu arantee) であり (第三 三条(1)) (59), そのため
組合の根本規則と して基本定款および通常定款 (m e m o r andu m a nd articles of ass o ciation)
が定められる ｡ そ して ､ この組合 と両定款は会社登記所 (co mp?nies Ho u s e) に登記され
る ことになる ｡
また､ 区分所有者および コ モ ンホ ー ル ド組合 の権利 ･ 義務 は, コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ
ニ テ ィ宣言 (co m m o nholdc o m mmity state m ent) によっ て定められる (第三 ○条)｡ これに
より , 建物の 物理的な帰属が明記され ､ コ モ ンホ ー ル ドに つ い て の 法準則 (mle s) や規約
(r eg山at血 s) が含められる こ とになる . コ モ ン ホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 の 具体的な
内容につ いて は ､ 規約 によっ て定められるもの とされており (第三 一 条)､ 規約で は専有
部分の 用途, 専有部分 の譲渡 , 共用部分 の管理 ､ コ モ ンホ ー ル ド割当金 (c o m m o nhold
ass ess m ent)､ 積立金 (res erv efund) などが定められる とされて いる o ただし , 標準的な規
約案につ い て は現在 の と こ ろ発行されて いない た 臥 そ の詳細 につ い て は 明らかで はない ｡
以上 の基本定款 ･ 通常定款とコ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言は ､ コ モ ンホ ー ル ドス
キ ー ム の基本的な文書で ある とされて おり , これらによりコ モ ンホ ー ル ドの管理 に関する
事項が定められる ｡ 具体 的には､ ①コ モ ンホ ー ル ド組合 における区分所有者の 投票権 ､ ②
特定の 目的の ために必要 と される様々 な種類 の 多数決要件 ､ ③会計報告書の 保存の ための
要件 ､ ④コ モ ンホ ー ル ド割当金の 設定および支払 い の ための 仕組み が定められる o
( イ)コ モ ンホ ー ル ドの 設定 コ モ ンホ ー ル ドが設定されるためには , 次の 三 つ の 要
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件を満たして いなければならな い ｡ すなわち ､ 第 一 の要件 は ､ 対象不動産に登記されてい
る権利が , 自由土地不動産権で な ければな らない こ と (第 一 条(1)(a)), 第 二 の 要件 は ,
コ モ ン ホ ー ル ド組合が存在 しな ければならない こ と (第 一 条(1)(b))､ 第三 の要件 は , コ
モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 と基本定款 ･ 通常定款が存在 しなければならない ことで
ある ｡
コ モ ンホ ー ル ドは ､ これらの 要件を満たした上で ､ 土地登記庁 (H M La nd Registry) に
コ モ ンホ ー ル ド不動産上 の 自由土地不動産権 (freeholdestate in c o m m o nholdland) が登記
され る ことによ っ て効力を生ずる こ とになる ｡ その 結果 ､ 登記簿 には ､ ①コ モ ンホ - ル ド
組合 に関す る事項 , ②コ モ ンホ ー ル ド専有部分の 自由土地保有権者 に関する事項 ､ ③ コ モ
ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言の コ ピ ー ､ ④ コ モ ンホ ー ル ド組合の 基本定款 ･ 通常定款の
コ ピ ー が登記される こ とに なる (第五条)｡
【関連規定】
コ ンモ ホ ー ル ド ･ 不動産貸借権改革法案 (二 0 0 一 年)
(コ モ ンホ ー ル ド不動産)
第 一 条 (1) 不動産は ､ 次の 場合 ､ コ モ ンホ ー ル ド不動産 で ある .
(a) 不動産上 の 自由土地不動産権が , コ モ ンホ ー ル ド不動産上の 自由土地不動産権と
して 登記 される場合で ､
(b) 不動産が､ 組合が職務を果たすべ き不動産と して , コ モ ンホ ー ル ド組合 の 基本定
款に明記される場合で ､ か つ
(c) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言に よっ て ､ コ モ ンホ ー ル ド組合と区分所有者
の 権利 ･ 義務が規定される場合 (宣言の 効力が発生 して いて もいなくても同様)0
(2)(3)(4) (省略)
(登記申請)
第 二 条 (1) 登記官は , 次の 場合 ､ 不動産上 の自由土地不動産権をコ モ ンホ ー ル ド不動産
上 の 自由土地不動産権 と して 登記す るもの とする ｡
(a) 登記された不動産の自由土地不動産権者が､ 本条に基づいて 登記申請をす る場合
で ､ か つ
(b) 不動産の どの 部分もまだ コ モ ンホ ー ル ド不動産で は ない場合｡
(2) 本条 に基づく登記申請には ､ 付則 一 に記載 された書類が添付されなけれ ばならない .
(3) ある者は､ 次の場合 には ､ 本章の 目的にかなっ た登記 された不動産の自由土地不動
産権看で ある｡
(a) そ の 者が､ 絶対的権 限を有する不動産上 の 自由土地不動産権者と して登記 される
場合で , か つ
(b) その 者が登記申請し ､ その 者には パ ラ グラフで述 べ たような登記される べ き権限
がある とい うこ とを登記官が確信する場合 ｡
( 同意)
第三粂 (1) 第二 条に基づく登記 申請は ､ 次 の者 の 同意がな ければ, 不動産上 の 自由土地
不動産権 に関して ､ 行う こ とがで き ない ｡
(a) 土地の 全部 または 一 部 における登記 された不動産権者
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(b) 土地の 全部または 一 部に対する登記された担保権者
(c) 土地の 全部または 一 触こ関して利害関係登録人 と して登録されて い る者
(d) 規定され たこれ以外の者の 類型 に該当す る者
(2) (3) (省略)
(登記事項)
第五条 登記官は ､ コ モ ンホ ー ル ド不動産 に関して ､ 次の 事項が登記簿におい て保管され､
記述される ことを保証する もの とす る ｡
(a) コ モ ンホ ー ル ド組合 につ いて の 指定された事項
(b) 登記されたコ モ ンホ ー ル ド専有部分 の 自由土地保有権者につ いて の指定された事
項
(c) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言の コ ピ ー
(d) コ モ ンホ ー ル ド組合 の 基本定款と通常定款の コ ピ ー
(2)(3) (省略)
(区分所有者が存在 しない 場合の 登記の 効果)
第七 条 (省略)
(2) 登記がなされたと して も､
(a) 申請人は , コモ ンホ ー ル ド不動産上の 自由土地不動産権者として登記が継続され
る もの とす る ｡ そ して ､
(b) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言 によっ て付与されか つ 課された権利 ･ 義務 は ､
効力を生じない も の とする (但し､ 第八条 を条件とする)｡
(3) 登記後､ 申請人以外の 者が ､ コ モ ンホ ー ル ド専有部分の 一 戸以上 (ただ しす べ て の
住戸は除く) に 削 1て自由土地不動産権者 として 登記で きる権限を取得する場合,
(a) コ モ ンホ ー ル ド組合は ､ 共用部分にお ける自由土地不動産権者として登記で きる
権限がある もの とす る ｡
(b) 登記官は､ (登記申請なし に) ′てラグ ラ フ にしたがっ て コ モ ンホ ー ル ド組合を登
記するもの とする ｡
(c) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言に よっ て付与されかつ 課された権利 ･ 義務は,
効力を生じるもの とす る ｡ そ して ,
(d) コ モ ンホ ー ル ド不動産の 全部または 一 部の賃借権は ､ 本条の効力により消滅する
もの とす る ｡
(3) (省略)
(移行期間)
第八 条 (1) 本章におい て ､ ｢移行期間｣ とは ､ 不動産上の 自由土地不動産権につ い て の
コ モ ンホ ー ル ド不動産上の 自由土地不動産権 として の 登記 と第七条で言及 した事由との 間
の期間を意味す る ｡
(2) 規約によっ て ､ 移行期間中, 関連規定は､ 効力が生じない もの ､ ある い 臥 一 定 の
修正 をもっ て 効力が生じるもの と規定す る こ とがで きる o
(3) (2)にお い て ､ ｢関連規定｣ とは , 本章によ るある い は本章の 効力に よる規定 ､ コ モ
ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言 による規定 ､ コ モ ンホ ー ル ド組合の基本定款 ･ 通常定
款 によ る規定 ､ を意味す る｡
- 37-
( 区分所有者が存在す る場合の 登記 の効果)
第九条 (1)本条は ､ 次の 場合 ､ コ モ ンホ ー ル ド不動産上のl 自由土地不動産権に関 して
通用する ｡
(a) 自由土地不動産権 が ､ 第 二条 に基づく登記申請に したがっ て コ モ ンホ ー ル ド不動
産 の 自由土地不動産権 として 登記されて い る場合で ､
(b) 登記申請におい て ､ 申番人 が, 本条が適用される べ き こ とを要求する宣言を添付
して い る場合 ｡
(2) (1)(b)の 宣言 は , コ モ ンホ ー ル ド専有部分の リス トを含む もの でな けれ ばならず,
そ の リス トに は ､ 申し込みを行 っ た最初 の区分所有者ある い は共同区 分所有者 につ い て
の指定された細目をそれぞれ明記するもの で なければならな い ｡
(3) 登記がなされる と ､
(a) コ モ ンホ ー ル ド組合は ､ 共用部分 における自由土地不動産権者 と して登記で きる
権限があるもの とす る ｡
(b)
I
(2)の効力により コ モ ンホ ー ルド専有部分の最初の 区分所有者 と して指定された人
は ､ 専有部分 にお ける 自由土地不動産権者 として登記で きる権限があるもの とす る ｡
(c) (2)の 効力 により コ モ ンホ ー ルド専有部分の 最初の 共 同区分所有者と して指定され
た人は ､ 専有部分にお ける自由土地不動産権者の 一 人と して登記 で きる権限がある
もの とす る ｡
(d) 登記官は､ ( 登記申請がなされる ことな しに) パ ラグラ フ(a) ない し(c) を反映す る
ために ､ 登記符に登記するもの とする ｡
(ら) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ ティ 宣言 によっ て付与されか つ 課された権利 ･ 義務 は､
効力を生じるもの とす る｡ そ して ､
(I) コ モ ンホ ー ル ド不 動産の 全部または 一 部の 賃借権は ､ 本条 の効力により消滅す る
もの とす る ｡
(4) (省路)
(コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言の 形式 と内容 一 通則)
第三○粂 (1)コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言とは ､ 特定 の 不動産 に関して ､ 次の こ
とを規定す る文書で ある ｡
(a) コ モ ンホ ー ル ド組合の権利 ･ 義務
(b) 区分所有者 の 権利 ･ 義務
(2) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言は ､ 指定の 形式を満 たして いな ければならない ｡
(3) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言は ､
(a) コ モ ンホ ー ルド組合に義務を課 し､
(b) 区分所有者 に義務 を課し ､
(c) コ モ ンホ ー ル ドの管理またはそ れ に関連するそ の 他の 問題 に関す る決定 につ いて
規定を設 ける こ とがで きる ｡
(4) (3)は , 次 の 規定を条件と して い る ｡
(a) 本章に よる あるい は本章の効力に よる規定
(b) コ モ ンホ ー ル ド組合 の基本定款または通常定款の 規定
(5) (3)(a) および(b)にお い て ､ ｢義務｣ とは ､ 特 に次の 義務 を含む｡
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(a) 金銭を支払う こと
(b) 職務を 引き受 けるこ と
(c) 通行権を付与する こと
(d) 通知を送付す る こと
(e) コ モ ンホ ー ル ド専有部分に閲し､ 特定 の種類の 取引を締結しない こ と
(f) コ モ ンホ ー ル ド専有部分の 全部または 一 部を､ 特定の 目的の ためあるい は特定の
目的外の ことの ために使用 しない こと
(g) 特定の 種類の 職務 (変更を含む) を引き受けない こ と
(h) 生活妨害や迷惑行為を引き起こさない こ と
(i) 特定の行為を行わない こと
(i) 法律により要求され るものの不履行か ら生ずる費用 に関して , コ モ ンホ ー ル ド組
合または区 分所有者に賠償すること
(6)(7)(8) (省賂)
(9) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 による規定は､ 次の 場合には効力を生じないも
の とす る
(a) そ の 規定が ､ 第三 一 条の効力によ っ て禁止される場合
(b) そ の規定が ､ 本章に よるある いは本章 の効力 による規定と矛盾する場令
(c) そ の 規定が ､ 策三 一 条の 効力によ っ て宣言の 中に含められ るもの と して 取り扱わ
れる もの と矛 盾する場合
(d) コ モ ンホ ー ル ド組合 の基本定款または通常定款と矛盾する場合
(規約)
第三 一 条 (1)規約は ､ コモ ンホ ー ルド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言の内容を規定するもの とする .
(2) 規約は ､ 特定の規定 ､ あるい は特定の種類の 規定､ 特定の目的のための 規定ある
いは特定の問題 につ いて の 規定 ､ を宣言 の 中に含める こと につ いて ､ 許容 ､ 要求ある
い は禁止する こ とがで きる｡
(3) (4)(5) (省略)
(コ モ ンホ ー ル ド組合の根本規則)
第三三 条 (1)コ モ ンホ ー ル ド組合は､ 民間の保証有限会社で あり ､ その 基本定款は､
(a) 会社の 目的は ､ 特定の コ モ ンホ ー ル ド不動産 に関する コ モ ンホ ー ル ド組合の機能
を行使する こ とである と述 べ ､
(b) 一 九八五 年会社法第 二粂 にしたがっ て 明記される こ とが要求される金額として -
ポ ンド (構成員保証金) を明記す る ｡
( 省略)
(コ モ ンホ ー ル ド割当金)
第三七 粂 コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言 は ､ 次の 規定を設ける ことがで きる ｡
(a) コ モ ンホ ー ル ド組合の 理事が ､ 組合 の支出をまか なうために必要 とされる収入 に
つ いて 年間の 見積もりを行う こ とを要求す る規定
(b) コ モ ンホ ー ル ド組合の 理事が ､ 年間の見積もり に加えて ､ 必要 とされる収入の そ
の 時々 の 見積もりを行う こ とを可 能 とする規定
(c) 各専有部分に割 り当て られるべ き ､ パ ラ グラフ(a) または(b)の も とで行われ る見
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積もりの割合を特定す る規定
(d) (ら) (省略)
(2) (1)(c) 項の 目的の ため､
(a) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言に よ り ､ コ モ ン ホ ー ル ド専有部分に割り当て
られ る割合は ､ 合計で - 0 0% に達 しなければならない .
(b) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ニ ュ テ ィ宣言は ､ ある専有部分に 関して ○ %と特定す る こ
とがで きる ｡
(積立金)
第三 八条 第三 一 条 のも との 規約は , 特に ､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言が次の 規
定 を設 けるこ とを要求す る こ とがで きる.
(a) コ モ ンホ ー ル ド組合が ､ 共用部分の 修繕及び保存 の 費用 を提供す る 一 つ 以上の 基
金を創設 し, 維持する こ とを要求する規定
(b) コ モ ンホ - ル ド組合が ､ コ モ ンホ ー ル ド専有部分 の修繕及び保存 の 費用を提供す
る1一 つ 以上 の基金 を創設 し ､ 維持する こ とを要求す る規定
(2) (3) (4)(5) (省略)
(5) 専有部分･ 共用部分の範囲
(ア) 専有部分の 範囲 コ モ ンホ ー ル ド専有部分は､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ
宣言 に よっ てそ の 範囲が特定 され る (第 一 一 条)o この専有部分 に対 して 自由土地不動産
権 を取得す る と､ その 者がコ モ ンホ ー ル ド専有部分 の区分所有者とな る (第一 二 条).
なお , 専有部分の 範囲 を変更する こ とは可能であ るが, そ の ために はコ モ ンホ ー ル ド ･
コ ミ ュ ニ テ ィ宣言の内容を修正 しなければならず､ また原則 として 区分所有者の 書面 によ
る事前 の 同意が必要である とされて い る (第ニ ニ 条)｡
(イ) 専有部分に対する制限 専有部分は､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 によ
り､ 一 定 の 利用が制限されたり ､ 義務が課されたりする こ とがある｡ すなわち ､ 専有部分
に対 して保険､ 修繕およ び保存 に関する義務が コ モ ンホ ー ル ド組合ある い は区分所有者に
課されな ければな らない とされて い る (第 一 四条). た だ し ､ 専有部分の譲渡や担保権設
定な どに つ い て は ､ その 禁止 または制限をして はならない とされて い る (第 一 五条 ･ 第ニ
○条)｡ そ して ､ こ れらの制限や義務は､ 専有部分の 譲受人に対 して もそ の効力が及ぶ と
されて い る (第 一 六条)｡
( ウ) 共用部分の 範囲 共用部分は , コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言にしたがっ
て ､ コ モ ンホ ー ル ド専有部分以外 の すべ て の 部分とされて いる (第二 四 条)｡ また ､ 当該
共用部分 は､ 先述の とおり､ コ モ ンホ ー ル ド組合 によっ て所有され る こ とにな る ｡
(エ) 共用部分 に対する制限 共用部分は､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言によ
り ､ 利用制限に関する規定や ､ 保険､ 修繕お よび保存に関す る規定が設けられなければな
らない とされて い る (第 二 五 条)｡ ただ し､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 によ っ て
も ､ 共用部分の譲渡や ､ 共用部分に対する担保権 を除く 一 定の 権利の 設定 を禁止あるい は
制限す る こ とはで きない とされて い る (共用部分に対す る担保権の 設定はで きない とされ
て い る) (第二 六条 ･ 第 ニ セ条)｡
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【関連規定】
コ ンモ ホ ー ル ド ･ 不動産賃借権改革法案 (二 00 一 年)
(コ モ ンホ ー ル ド専有 部分の 定義)
第 一 一 条 本章にお い て ､ ｢コ モ ンホ ー ル ド専有部分｣ とは , 本条に したが っ て ､ コ モ ン
ホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言 にお いて特定されたコ モ ンホ ー ル ド専有部分を意味する c
(2) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言は ､
(a) コ モ ンホ ー ル ド専有部分と して少なく とも二 つ の 区分の 不動産を特定 して い なけ
れ ばならず､ か つ
(b) 各コ モ ンホ ー ル ド専有部分の範囲を定義して い なければならない ｡
(3) コ モ ンホ ー ル ド専有部分の 範囲を定義する際 に, コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣
言 は ,
(a) 宣言に含められ ､ かつ指定の要式にしたがっ て い る見取図を添付しなければなら
ない ｡
(b)(c)(d) (省略)
(4) (省略)
(区分所有者)
第 一 ニ条 ある者が専有部分における自由土地不動産者 として登記で きる権限がある場合
に は (そ の者が登記 され て いても いなくて も同様)､ そ の 者はコ モ ンホ ー ル ド専有部分
の 区分所有者で ある ｡
( 利用と保存)
第 一 四条 コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言は､ コ モ ンホ ー ル ド専有部分の 利用 を制限
する規定を設 けなけれ ばならない ｡
(2) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ ティ宣言は, 各 コ モ ンホ ー ル ド専有部分の 保険､ 修繕お
よび保存 に関する 義務を課す規定を設けな けれ ばならない ｡
(3) (2) 項の義務は, コ モ ンホ ー ル ド組合ある い は区分所有者に課される こ とがある ｡
(譲渡)
策 - 五 条 (1) (省略)
(2) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言は､ コ モ ンホ ー ルド専有部分 の譲渡を禁止また
は制限 して はならない ｡
(3) コ モ ンホ ー ル ド専有部分の譲渡に際し , 新しい 区分所有者は ､ 譲渡に つ いて コ モ ン
ホ ー ル ド組合に通 知す るもの とする ｡
(4) (省略)
(譲渡の効果)
第 一 六 条 (1)(a)コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 によっ て ､ あるい は(b) 第二 ○粂 に
したがっ て , 付与されある い は課 される権利 ･ 義務は ､ 従前の 区分所有者 に効力が生じ
て い たの と同じよう に ､ 効力が生ずるものとす る｡
(2) 従前の 区分所有者は ､ (a)コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言の も とある い はその 効
力によ っ て , (b) 第二 ○条にしたが っ てな され る行為の効力によ っ て ､ 責任を負担 し､
ある い は権利を耳文得す る こ とはない ｡
(3) (2)項は ､
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(a) 合意によっ て適用除外に したりまたは変更 したりで きない もの とす る ｡ そ して
(b) 譲渡 の効力が生ずる前に負担または取得 した責任 または権利を損なうもの ではな
い ｡
(4) (省略)
(その 他の 取引)
第 ニ ○条 コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言 は ､ 区分所有者に よる専有部分上 の 権利 ､
ある い は専有部分 に対する担保権 の 設定 , 譲与また は譲渡 を禁止 または制限 して はなら
な い ｡
(2)(3)(4)(5)(6) (省略)
(専有部分の 規模の 変更)
第二 二 条 (1)コ モ ンホ ー ル ド専有部分の 範囲を再定義す る コ モ ンホ
ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ
ィ宣言の 修正 は , 区分所有者が(a) 書面で か つ(b) 事前に同意 しない 限 り , 行 っ てはなら
ない ｡
(2) ただし ､ 規約によ り､ 規定 され た状況に おいて コ モ ンホ ー ル ド組合 の 申請に基づき
裁判所が同意 の要件を不要 とで きる とする こ とがで きる ｡
(共用部分の 定義)
策 二 四条 (1) 本章にお いて は ､ コ モ ンホ ー ル ドに関する ｢共用部分｣ とは ､ コ モ ンホ
ー
ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 に したが っ て ､ 設定期間中､ コ モ ンホ ー ル ド専有部分で はない
コ モ ンホ ー ル ドの す べ て の部分 を意味す る ｡
(2) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言は ､ 共用部分を使用す る人 の 種類, 共用部分の
用途の種類 を制限する共用部分の 特定部分 (使用制限区域)に関す る規定 を設けるこ
とができる ｡
(3) (省略)
(使用と保存)
第 二五 条 コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言は ､ 次の規定を設けなければならない ｡
(a) 共用部分の 使用 を制限する 規定
(b) コ モ ンホ ー ル ド組合が共用部分に保険をか ける ことを要求する 規定
(c) コ モ ンホ ー ル ド組合が共用部分を修繕お よび保存す る こ とを要求する規定
(取引)
第二 六条 (1)コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言の いかな る規定も次の行為を禁止また
は制限して はならない ｡
(a) コ モ ンホ ー ル ド組合に よる共用部分 の 一 部 における 自由土地不動産権の 譲渡
(b) コ モ ンホ ー ル ド組合によ る共用部分 の 一 部 にお ける権利の 設定
(2) 本条 にお い て , ｢権利｣ とは ､ 担保権 ､ または担保権 の効力により生ずる権 利を含
まな い ｡
( 担保権設定の 原則的禁止)
第二 七条 共用部分に対 して 担保権 を設定する こ とはで きない もの とす る ｡
(2)(3)(4) (省略)
(5) 本条は , ( 一 定の 譲渡抵当 を認める) 第二 八粂を条件 とす る ｡
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(6) 区分所有関係の 終了
(ア) 不動産賃借権 フ ラ ッ トの 終了 フ ラ ッ トの 分譲 は ､ 長期不動産賃借権の 設定契
約によっ て 行われ る ので ､ 不動産貸借権 の存続期間が満了すれば､ 原則 と して ､ 不動産貸
借権は賃貸人の もとに復帰す るこ とになり ､ 区分所 有関係は終了する ｡ そ の ため､ フ ラ ッ
ト所有者の 専有部分に対す る不動産賃借権 は当然 に消滅する こ とになり ､ ララ ッ ト所有者
はそ の専有部分を ､ 何 らの 補償金も受け取る こ となく ､ 賃貸人に明け渡さ なければならな
くなる ｡
しか しな がら､ 一 九九三年に不動産貸借権改革 ･ 住宅 ･ 都市開発法 (L占as ehold Refor m,
Hou sing a nd Urban Developm ent Act) において ､
一 定 の 条件を満たした貸借 人に全体的解
放権 (right ofcolle ctiv ee nfr an chis e m ent) と新規不動産貸借権の個別取得権 (indivi du al right
to a cquire n e wle as e) が付与された こ とにより ､ 不 動産賃借権の存続期間が満了したとし
ても ､ 不動産貸借権を継続させ る こ とが可能となり ､ 区分所有関係は必ずしも終了しない
ことにな っ た｡
全体的解放権 とは ､ 一 定の条件を満た した賃借人が名義上の 買受入 ( 一 般的 には貸借人
組合) を任命 し ､ この 買受入が貸借人 を代表 して 賃貸人か ら共用部分 の 自由土地保有権 と
専有部分の復帰権とを強制的に買い 受ける こ とがで きる という権利で ある ｡ こ の 権利が貸
借人組合によっ て行使され る と､ 賃借人組合は賃貸人 として の地位を取得す る ことになる
の で , 賃借人自らに よる 民主的な意思決定が可能となり , 当然に不動産貸借権 が更新され
る こ とになり ､ 区分所有 関係は従前の とお り存続する ことにな る｡ また ､ 新規不動産賃借
権の個別取得権 とは , 一 定の条件 を満た した貸借人が ､ 九○年 の不動産賃借権を市場価格
で購入し ､ そ れを既存 の 未償却の残存期間に組み入れて ､ これ を新規の 不動産賃借権 とし
て新たに設定する こ とがで きる という権利である o こ の権利が個々 の 貸借人に よぅて行使
されると､ 不動産賃借権 の 存続期間がさ らに九○年延長 され ､ 区分所有関係は従前の とお
り存続す る ことに なる ｡
なお ､ 不動産賃借権の存続期間中に建替えを希望する場合は, 貸借人全員 の 同意と賃貸
人の 同意が必要で あると推定されて い る (賃貸人 - 賃借人組合の 場合は､ 賃借人全員の 同
意 - 賃貸人の同意 となるだろう)｡
(イ)コ モ ンホ ー ル ドの終了 コ モ ンホ - ル ドが終了する場合には ､ コ モ ンホ
ー ル ド
組合の 組合員 によ っ て行 われる終 了決議 (winding
-
up res olutio n) に よ る任意的終了
(v olu ntary winding
-
up) (第四
一 条以下) とコ モ ンホ
ー ル ド組合が破産状態 に陥っ た場
合の 裁判所 による終了 (winding - up by c o urt) (第四 七条以下) とがある ｡ こ こでは前者
につ い て取 り上げる こと にす る ｡
任意的終了の 場合には ､ 組合員の - 0 0%の 合意 による終了決議の 場合と組合員の 八 ○
%の 合意 による終了決議の 場合 とがある ｡ 前者 の 場合 は､ 終了決議､ 清算人の 任命､ 終了
登記 の 申請によっ て コ モ ンホ ー ル ドは終了する (第四 一 条)｡ 他方 , 後者 の 場合は ､ 終了
決議 ､ 清算人の任命の 後に裁判所の 命令も必要で ある とされてお り､ そ の 後 に終了登記が
申請される こ とに よ り コ モ ンホ ー ル ドは終了す る (第四 二 条)o
コ モ ンホ ー ル ドの 終了 に際 して は ､ コ モ ンホ
ー ル ド組合が各区分所有者の 専有部分 に対
する自由土地不動産権 をす べ て取得 し , これを第三 者 に
一 括売却するこ と によ っ て ､ そ の
売却代金か ら債務 を清算した後 ､ そ の 残り の 資産 を組合員 に分配するとい う こ とが予定さ
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れて い る (第四 四条)0
こ の ように , コ モ ンホ ー ル ドの 終了に際して は ､ 第三者 (主と して ディ ベ ロ ッ パ ー ) へ
の 一 括売却 ･ 区分所有者 へ の 資産 の 分配の みが予定されてお り ､ 各区分所有者に よる建替
えは予定 されて いない ｡ しか しなが ら, 仮に各区分所有者自らが建替 えを行おう とす るな
らば , そ うする こ とも不可能で はな い ように思われる ｡ 例えば ､ 建替 え に参加す る者か ら
なる建替え団体を設立 して , 終了決議 の後､ この建替え団体 に不動産 を 一 括売却す るとい
う方法も可能であろう (その 際､ 建替 えに参加 しない 者に対 して は, そ の 者の持分割合に
応じて資産が分配 される)｡ こうして ､ 建替え団体 によっ て建物が建て替 えられる と ､ 新
たな コ モ ンホ ー ル ドの 設定手続が開始 される ことになるもの と考 えられる .
注
(5 4) Tr ev o rM Al dridge, Law ofFlats, 3 rd ed. , Lengm a n, 1 9 9 4, pp･ 3
- 4 ･
(5 5) イギリス の所有権概念 (o w n ership) には , 自由土地保有権だけでなく ､ (特
に長期ゐ) 不動産賃借権も所有権の類型の 中に含まれて おり､ この点は大陸法 の 所有権概
忠 (d.minu m) とは大きく異なっ て い るo したがっ て ､ 以下の 本文で は ､ フ ラ ッ トに対す
る不動産賃借権者の ことをフ ラ ッ ト所有者と言うことがあるが ､ これはイギリス の所有権
概念 を踏えて の ことで ある ｡
(5 6) 拙稿 ｢イギリス 建物区分所有法の 法的課題 と改革｣ ソ シオサイ エ ンス (早大
大学院社会科学研究科) 四号 一 三七頁 以下 ( 一 九九八 年) 参 照o
(5 7) co m m o nholdand Lea sehold Refo r m
- Draft Billand Co n sultationPaper (2 0
o o. 8) cm 4 8 4 3. この法案に対する反応 として ､ 大法官省 (Lo rd C hanc ellor7s
Departm ent) より ､ Respo ns es to the Leasehold Co n sultatio n Exercise (2 0 0 0･ 1 2) ,
Respo n sto the Co mm o nhold Co nsultatio nEx er cis e (2 0 01 ･ 1) が出されて い る ｡ なお ､
環境 ･ 交通 ･ 地域省か ら､ 不動産賃借権の改革 につ いて ､ Residential Lea sehold Refo m in
England and Wales
- A Co ns ultationPaper (1 9 9 8･ 1 1) , An Analysis of Re spo ns esto
IIH
Re sidential Leas ehold Refo r min Engla nd and Wales
- A Co n s ultatio nPaper , Fin al Report
(1 9 9 9. 1 2) , An alysis ofrespo ns esto the c on sultatio npaper o nLea sehold Refo r m(2
o o 1. 1) が出されて いる ｡
(58) イギリス法で は , 不動産貸借権が設定されると ､ 自由土地保有権は不動産賃
借権 と復帰権と に分割され る ｡ したが っ て ､ 賃借人は不動産賃借権を取得する 一 方で ､ 賃
貸人は復帰権の みを有する とい う ことになる｡ なお ､ 復帰権とは, 存続期間の満了により
土地建物が自己 の も とに復帰する とい う 一 種の 期待権と存続期間中の 地代収取権 とか らな
る ｡
(5 9) 保証有限会社におい て は ､ 構成員 の責任が ､ 各自が支払うことを引き受 けた
額 に制限されて い るもの で あり ､ 会費､ 寄附等 によ り資金を得 る非営利事業に適して い る
とされて い る ｡ なお ､ 各区分所有者が支払う こ とを引き受ける額は ､ 第三三 条に より 一 ポ
ン ドで ある とされ て い る ｡
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第 4 節 〃 ヽ 括
1 本章のまとめ 一 国際比較と日本法の特色 一
以下で簡単に ､ こ れまで検討 した外国の 立法例 (ドイツ ､ フラ ンス ､ アメリカ ､ イギリ
ス 〔法案〕 の ほか ､ スイ ス ､ オ ー ス トリア ､ イタリア) と比較 して ､ 区分所有関係の 成立
及び専有部分 ･ 共用部分の範囲に関 して ､ 日本法の 特色を明らかに したい ｡
(1) 区分所有関係の成立 ･ 区分所有権の設定
前述したように ､ 日本法は ､ 一 般的には ､ 区分所有の 目的とな る部分を有する建物 (区
分所有建物) が分譲業者等 によ っ て 一 人の 区分所有者 に販売され る時点で ､ 区分所有権が
設定され区分所有関係が成立す る . こ こで の 区分所有者は売主たる分譲業者 と買主との 二
人で ある o 前者 は , い わば暫定的な区分所有者である ｡ 以後､ 買主たる区分所有者が 一 人
ずつ ､ 分譲業者との 売買契約を通じて区分所有関係に入っ てくる ｡ 法的に は, 区分所有権
の成立の 段階で は ､ 分譲業者を排除した複数の 区分所有者間の 関係は特 に想定 されて い な
い｡ いわ ば, 区分所有者は､ 白紙 の 状態で 区分所有関係に入り､ 入 っ た後に 自分たち区分
所有者間の 諸関係を規約 の設定や集会の決議を通じて 決定する こ とになる ｡ 現実はともか
く ､ 少なくても法律は基本的に はこの ようなスキ ー ムを想定して い る ｡ で は ､ 諸外国の 立
法例 はどうか ｡
既に見 たように ､ 本稿で検討 した諸外国の 立法例 に 削 1て は､ 一 般的に は, 区分所有の
目的となる部分を有する 建物( 区分所有建物) が分譲業者等によっ て販売される に際して ､
分譲業者等が当該建物の 基本的な諸事項 ( 区分所有者間の 関係 に関する事項も含む｡) を
かなり詳細に五言文書や規約等によっ て 明示して おり , 区分所有者 は, あらじめ提示され
る当該建物の 区分所有関係を十分認識した上でその 関係 に入る こ とが想定されて い る. そ
して ､ そ の 内容は登記ない し登録され ､ (フ ラ ンス等を除く) 多く の 立法例で は ､ このよ
うな公示 をもっ て 区分所有関係の 成立の効力要件と して い る ｡ したがっ て ､ 当初の宣言文
書ない し規約 (｢原始規約｣ と言えよう) の 意味は大きく ､ そ の 変更に つ い て は全員の
一
致を要す る とす る立法例 もある ( ドイツ ､ フ ランス)｡
(2) 専有部分 ･ 共有部分の範囲
区分所有法制を 一 定 の 観点か ら大別する と ､ 建物全体を区分所有者 ( 区分利用者) の 共
有と考えた上で 専用¥()
､ 部分 と共用部分の 区別 を設ける立法 (スイ ス , オ ー ス トリ ア等) と､ 建物を, 区分所有
者の単独所有を認め る専有 ¥()
､ 部分とそ の 共有 で ある 共用部分とに分ける立法 (ドイ ツ ､ フ ラ ンス ､ アメリカ, 日本等)
とがある ｡ そ して ､ さ らに後者に分類 され ようが ､ 共用部分につ き管理組合の 所有とする
イギリス の ような法制度もある o
前述の ように ､ 日本法で は , 専有部分 と共用部分の範囲は建物の構造上 ･ 機能上 か ら法
律上当然 に定 まり ､ 規約等によっ て そ の範 囲を自由に定めるこ とはできない (ない しはそ
の よう に 一 般的 に解 され て い る)｡ これ に対 し ､ 諸外国の 立法例で は , む しろ当初 の 宣言
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文書ない し規約等 において ､ そ の 範囲がある程度自由に決定で きるも の と して い る ｡ ただ
し､ い わゆる本質的共用部分 (と性質 上の 共用部分) の概念を認める こ とに よ っ て ､ 一 定
の 制限 を設けて い る立法例 もある (ドイツ , フ ランス)0
共用部分につ き専用使用を認める専用使用権 につ いて は ､ 広く諸外 国 ( ドイツ ､ アメリ
カ等) で 認められて い る と思われるが ､ 一 部共用部分の 概念 は､ フ ラ ンス 法で は認められ
るがそ れ程広く認められて い な い よう に思われ る (アメリカに つ い て は前述三 1 (3) ア
参照)｡
2 わが国の 立法的課題
最後 に ､ わが国の 立法的課題 をごく簡単に述 べ ておきた い ｡ 区分所有関係の 成立ない し
区分所有権の 設定に 関して は､ 法の 規定上はともかく , 現実に は分譲業者等に より販売に
際 して予め原始規約 (案) が用意され ､ 後日それが正式な規約 となる ことが多 い ｡ こ こで
の 問題 は､ 一 つ は, 原始規約 (秦) の 内容に つ い て の何 らの規制がない こ とか ら､ 分譲業
者又 は元敷地所有者等の 一 部の 区分所有者 に 一 方的に有利な不適正 な規約が存在する こ と
で ある ｡ もう 一 つ は ､ 原始規約が区分所有関係を成立させ る ための根本規則である との 法
制を とっ て い ない ために ､ 現実に様々 な混乱を区分所有関係成立後に招来する こ とである ｡
専有部分 ･ 共用部分の 範囲に関して は ､ わが国で は法律上は確定して いる との こ とで あ
るが , 現実には 一 義的に明確 にならない 部分があるこ とが少なく ない . また ､ 今後の 新た
な建築物 (専有部分･ 共用部分が相互 に可変的である構造を持つ ような建築物) が出現 し
た場合や ､ 既存の 建築物で もこ の 両者 を相互 に変換できる こ とが望ましい 場合 に どの よう
に対応するの か とい う問題 もあろう ｡
右の 諸点 につ いて 立法上ない しは政策上 の方策を検討する ことが必要 となろう .
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区分所有関係の 成立及び専有部分 ･ 共用部分の 範囲に関する比校法研究覚え書き
区分所有法の 国際比較 (区分所有関係
日 本 ド イ ツ
区分所有関係の成立 . 区 区分所有権の目的となる 土地共有者間の契約(2 -
分所有権の設定 部分を有する建物に2人 4)､ 土地所有者の 登記所
以上 の 区分所有者が存す に対する分割の意思表示(2､
るに至 つ たとき (.1 - 3) 8)○ 両者とも登記必要o
専有部分 . 共用部分 に 関 一 棟 の建物の構造上 . 機 共有する土地 の 上の 建物
する法的構成 能上独立した部分に区分 に特別所有権 (住居所有
所有権を設定で きる (1 ､ 権 . 部分所有権) を設定
2)o そ の 部分が専有部 で き るo そn 以外の 部分
分､ それ以外が共用部分 が 共 同 財 産 (1 - 3 ､
(1 ､ 2)o 8)o 土 地 と建物は 一 体
と して の不動産o
専有部分 . 共用部分の範 構造上 . 機能上 から法に 法に より定義され ると共
囲の 決定 より定義さ讃1 ､ 規約共用 に建物区分計画書に より
部分を除き ､ 規約により 具体的 に明らか にされる
こ れを定め る こ と はで き (3 ､ 5 ､ 7)o 同 計 画
な い (1 - 4)o 普及び規約 により､ ある
程度､ 任意 に決定で きる
(特別所有権 の内容とし
登 記) (5 - 4､ 7 - 4 ､
10)o
規 約共用部分 認められ る (4 - 2) 認め
■
られ る `(5 - 3)
本質的 (構造上の) 共用 解釈上認められ る余地あ 認められる (5 - 2)
部分と性質上 の共用部分
の 区別
るか (4 - 1)?
一 部共用部分 規定ある (3 ､ 16) 規定なし
専用使用権 規定なしo ただし､ 一 般 認 め ら れ る (特別利用
に認められて い る ○ 権)(10- 1 ､ 15)
(原始) 規約の変更 特別多数決に より可能 原則として全員 一 致 (10
(3 卜1)､ 設定も同じo - 1)､ 設定も同じo
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の成立､ 専有部分 ･ 共用部分の範囲等) ( ) 内は該当条文
フ ラ ン ス ア メ リ カ イ ギリ ス (法案)
形式的には日本法と同様 宣言文書の登録により成 自由土地不動産に つ き組
あ るが ､ 実質的 に は規約 立 す る (第2 -101(a)o 合と宣言 . 定款の 存在を
の作成及び公示の と きと 宣言文書の記載内容は州 要件として ､ 登記する こ
解され るo 法に より法定されて い る o によ り設定 (1)○
建築不動産が､ 専有部分 コ ン ドミ ニ ア ム は専有部 専有部分とそれ以外 の共
と共用部分持分を含む区 分と共用部分とから構成 用部分 に分かれ ､ 共用部
分 に よ つ て配分され るo される o 分離所有権の 目 分は､ コ モ ンホ ー ル ド組
使用が専属的 . 排他的 な 的であ る部分が専有部分､ 合が (単独) 所有し､ 管
部分が専有部分､ 共用 的 それ以外の建物部分が共 理するo
な廓分が共用部分 (1 ､
2 ､ 3)o
用 部分.( 第1 -103⑦)○
規約 (証書)に より自由 両者 の 区別は宣言文書 コ モ ン ホ ー ル ド . コ ミ ユ
に 決定で きるo こ れ に 明. (概略図含む) に よ つ て ニ テ ィ 宣言に よ つ て 専有
示されて い ない 場合 に法 専有部分の境界を明示し 部分の範囲が特定さ讃1る
が共用部分 (及びこ れ に 登録する こ と により明確 (ll)o そjJL以外 の 部分
付随する権利) とみなす になる○ 境界は自由 に定 が共用部分 (24- 1)o 専
も の に つ き詳細 で具体的 められる○ 宣言によ る定 有部分の範囲の変更も可
な規定をおく (3 - 2 ､ めが ない 場合 に は､ 法が 能 で あ るが ､ 区分所有者
3)o * 区分につ き詳細 で具体的 の事前 の書面同意が必要
な 規 定 を お く ( 第2 -
102)o * *
(22)o
規 定な し (但し上 記*参 規定なし (但し上記* *参
照) o 認められ る(3 - 2) 照)o 可 能か
本質的共用部分に つ い て
は規約等で専有部分とす
る こ とはで きな い と解さ
れ て い る o
規定な し
規定ある (3 - 1) 制限的共用部分 ( 第1 -
103⑯)o 宣言文書に表示
を要する (第2 -105⑦)o規定な
しo 但し事実上認
められて い る o
全員 一 致の 決議に よ つ て 宣言文書 (規約に優先)
の み可能○ は 特 別多数決 (67% 以
上) に より変更可能o
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第 2 章 マ ニー シ ョ ニー 管 理 市r1 度
第 1 節 序 説
1 本節の目的及び対象
日本の区分所有法では ､ 区分所有建物の管理に関 して は､ 区分所有者全員 で組織する ｢区
分所有者の 団体｣ が ｢規約｣ を定め ､ ｢集会｣ を開催し ､ ｢管理者｣ を選任す るもの と し
て い る ( 図1参照)｡ 他方 ､ 標準管理規約で は , ｢管理組合｣ の ｢総会｣ にお い て , 複数
の ｢理事｣ を選任 し, ｢理 事会｣ を組織す るもの としており ､ 現実 には こ の 方式が多く採
られて い る｡ また ､ 管理業務の 一 部 (又 は大部分) を｢管理業者 (管理会社)｣ に委託し
て い るマ ンシ ョ ンが多い ｡ さらに ､ 近年､ ｢マ ン シ ョ ン管理士｣ 制度が誕 生 した (図2参
照)o
これらの 日本の状況 を踏まえ て ､ ある べ きマ ンシ ョ ンの 管理制度を模索す るために､ 本
章におい て は ､ ドイ ツ (鎌野邦樹)､ フ ラ ンス (舟橋哲)､ ア メリカ (花房博文), イギリ
ス (大野武)を中心 に､ 各国の 法制度の 国際比較を行う.
2 マ ンシ ョ ンの管理制度 の 国際比較の 視角
本章では､ 後に示す各視点か ら､ ドイツ , フ ランス , ア メリカ ､ イ ギt｣ス 及び日本の ,
マ ン シ ョ ン管理制度の比較法的考察を行う ｡ 本考察 におい て は､ 主 として ､ 上記四か国の
法制度 (法文) を文献に より調査 して ､ マク ロ 的に日本法との 比較研究を試み る ｡ 各国の
制度の実際ない しマ ンシ ョ ン管理の 実態 につ い て は考察が及んで いな い ｡ 後者の考察が重
要で ある こ とは十分認識 しつ つ も､ 現時点では前者 の調査 に止 め, 後者 の考察 につ いて は
今後 の 課題 とした い ｡ なお ､ 本章で は, ｢区分所有建物｣ と｢マ ンシ ョ ン｣ とを厳密に区
別 して いな い ｡
①区分所有建物の 管理 を行う主体 ( 日本法で は区分所有者の 団体ない し管理組合) をど
のよ うに考えて い るか o これに 団体性を認める場合 に法人格を与えて い るか などo
②規約を管理 の 中で どの ように位置づけて い るか (特に分譲業者が当初設定する規約に
つ いて). その 他 ､ ｢規約｣ と ｢規則｣ の関係は? ､ また､ 規約の 変更 は多数決で可能か?
など｡
③管至引こつ い て ､ 区分所有者が どの ような形で 共同で参加し , 決定す る のか (集会の位
置づ け, 集会 と管理 者や理事会 との 関係等)｡ そ の 他 ､ 多数決議の 方式 は ? ､ 集会の 招集
や定足数は?など｡
④集会決議や規約の 定めを実施する執行機関(管理者､ 理事会等) はどの ようなもの か｡
そ の 選任 ･ 解任は? ､ 資格要件は ? ､ 区分所有者以外 の者が当たる場合 の業務 の チ ェ ッ ク
は? o 管理業者 との 関連 は ?, 管理業者の 役割 は ?などo
⑤そ の 他､ 司法や行政 の 関与は ?など.
以下で は , 上記① - ⑤の 点に つ い て , ドイツ ､ フ ランス ､ アメリカ , イギリス の 順に ,
日本法 と比較しつ つ 概説 し ､ それぞれの 末尾に 関連法規を掲げる こ ととする ｡
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図1 区分所有法基本モ デ ル
分譲業者
区分所有者 区分所有者
図2 マ ン シ ョ ン 管理 の 現況 (標準管理規約基本 モ デ ル ､ マ ン
シ ョ ン 管理適正イヒ法基本モデ ルも含む)
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第 2 節 ヨ 一 口 ツ ノI
o
大 陸 法
1 ドイツ法
(1) はじめに
ドイツ住居所有権法 ( 一 九五 一 年) は､ 区分所有建物 の管理に関して は ､ 主に ｢第三章
･ 管理｣ (ニ ○粂 - ニ 九条) で定めて い る ｡ 以下で は , これらの 諸規定 を日本法 と比較し
つ つ 概簡 しよう ｡ なお ､ その末尾に日本法 (図1) に対応させた図 ( 図3) を掲げる ｡
(2) 管理の 主体
住居所有権者 (区分所 有者) の 共同財産 (建物共用部分及び共有敷地) につ い て の管理
義務は ､ 第 一 には住居所有権者が､ 第 二 に は管理者が負う｡ 管理顧問会 (後述)が設置 さ
れて い る場合 には , これもその 義務 を負う (ニ ○条 一 項). 各住居所有権者 は､ 共有財産
の 管理を共同して 行い (ニ ー 条 一 項), また, 他の 住居所有権者又 は管理者 に対 し管理請
求権を有する (同条四項)｡
ドイ ツでは ､ 日本法で の ｢区 分所有者 の 団体｣ に関す る規定 (三 条) はなく , 住居所有
権者 の管理にお ける団体性は ､ ｢住居所有権者 に よる共同の 管理｣ (ニ ー 粂 一 項) や｢集
会 による決議｣ (ニ 三条 一 項) という点 に と どまり ､ 日本法 と比べ て希薄で ある ｡ すなわ
ち､ ドイツで は, この 団体に法人格が与えられ る ことはなく ､ 決議において も住居所有権
者全員を母数としない (後述)｡ 先 に述 べ たように ､ 第 一 次的な管理の 主体が各住居所有
権看で ある ことが明確で ある ｡ なお ､ 一 九七八 年の 連邦政府案では - 0 0 戸以上か らなる
区分所有建物は住居所有権者 による管理の 能力を超える として これを制限す る べ きで ある
との案が提示されたが､ 改正 に は至 らなか っ た(1)0
(3) 集会
住居所有権者が決議により決する とされて い る事項は二 集会 k
'
ぉける議決によっ て なさ
れる (二三 粂 一 項)o 共 同財産の秩序ある管理 (通常の 管理) は多数決で決議 し (ニ ー 条
三項), これを超える管理 は住居所有権者全員の 同意が必要で ある o 法 ニ ー 条五 項は ､ 秩
序ある管理の 例 として ､ 建物使用規則 の設定､ 共同財産の 維持 ･ 修繕､ 保険契約の締結､
修繕積立金の 積立て , 予算の 作成 ､ エ ネルギ ー 供給施設等 を設置するための必要な措置(の
受忍) を挙げて い る ｡ 共 同財産 の 維持 ･ 修繕の 範囲を超える建築上の 変更及び出費は､ 住
居所有権者全員の 同意が必要で ある (二 二 条 一 項)｡ 建物がその 価格 の 二分 の 一 を超えて
滅失し ､ かつ , そ の 損害が保険その他の方法 により填補 されない 場合 におい て ､ 建物を再
建す るときも同様 に住居所有権者全員 の同意が必要で ある (同条二項)｡
集会 において は ､ 各住居所有権者が 一 個 の 議決権を有 し ､ ただ ､ 一 個の 住居所有権が数
人の 共有に属する ときは ､ 共有 者は議決権 を統 一 して行使 しなければならない (ニ五 条二
項). 集会の 議決 は､ 出席 した住居所有権 者が共有持分 の 過半数を代表する場合 に限り ､
定足数を満たす ( 同条三項). 議決は ､ 出席者 の 過半数で 決せ られる ｡ 定足数を満たさな
い 場合 は ､ 管理者は､ 同 一 の 目的をも っ て新たな集会 を招集す る こ とがで き ､ こ の集会は
出席者 の過半数で決せ られ る ｡ こ の よう に法で は決議に 当たり住居所有権者の 数を基準 と
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して い る (頭数原則)が､ 実際上は規 約で ､ 住居所有権 の 数を基準と したり (物件数原則)､
共有持分割合 を基準 とする (価値原則) などして い る場合が 少なくない(2)｡ 以上か ら､
法の 規定 の み をわが国の規定 (三 九条 一 項) と比較した場合 , 次 の 点で ドイ ツ法は､ わが
法 と異なる ｡ ドイツで は, 多数決は , 過半数決議の みで ある ｡ わが国で は ､ 過半数の 普通
決議の ほか ､ 四 分 の 三以上及び五分の 四 以上の 特別多数決議が ある ｡ ドイ ツで は , 右に見
たように , 集会決議が有効に成立する ための 前提 と して ､ まず, 出席した住居所有権者が
共有持分 の過半数 を代表する場合 と い う形で ､ 定足数を問題 とする ｡ そ もそ も共有持 分の
過半数に満たな い者の 集会で の決議は有効 とは なり得ない と考える ので あろう｡ ただ し､
現実に配慮 (集会 の 出席率は必ずしも高く ない) して ､ 右の 定足数を満たさない場合でも
有効な集会決議 をな しうる ､ 同 一 目的の 集会 を再度招集で きると して い る . わが国で は,
共有持分 (議決権)は ､ この ような定足数 とい う形で はなく ､ 頭数と併存 して い る ｡
集会 は ､ 管理者が少なくとも年 一 回招集 し (ニ 四 条 一 項)､ 別段 の 決議がない 限 り ､ 管
理者が議長 とな る ( 同条五 項)｡ なお ､ わが国 と同様 に ( 区分所有法四 五 条 一 項), 住居
所有権者の 全員 の 書面による同意があれば､ 集会で の 決議 と同じ効力が与 えられ る (二 三
条三 項)｡
(4) 規約
住居所有権 者は ､ 法と異な る規約を設定する こ とがで きるが ( - ○条 一 項)､ 実際 には
分譲の 際 に作成されてい る場合が多い ｡ これを登記す るこ とに よっ て住居所有権の 内容と
なり ､ 特 定承継人 にも効力を有する ( 同条二項)｡ 規約の 設定 ･ 変更 ･ 廃止は全員の 合意
を要す る ｡ 分譲業者による不公正な規約の 問題性や､ 生活の変化等に伴う規約の 容易な変
更の必要性から ､ 全員合意を多数決 に代える べ きとの 改正 案もかつ て 提示 されたが実現 に
は至らなか っ た ｡ ただ､ 判例及び学説は､ これに柔軟 に対応 して い る(3)｡
(5) 管理者及び管理顧問会
住居所有権者か ら信託を受けて管理を執行する者が管理者で あり ､ これ は必須の 機関で
ある ｡ 管理者 の選任 ･ 解任は ､ 住居所有権者の 多数決 により決議する ｡ 管理者 につ い て の
資格要件 は特 にな い ｡ 実際 には , 管理業者が選任される こ とが多 い ようで ある(4)｡ 管理
者の 任期は五年を超えるこ とがで きず, また, その解任に は重大な事由がなけれ ばならな
い (ニ 六 条 一 項)o こ の 規定は ､ 旧規定の も とで分譲業者が管理者の選任 に つ い て 自分に
都合の よいような規約を設定す ることがあっ た ことから 一 九七 三年の 改正 によ り設けられ
たもの である ｡
法 ニセ 粂 一 項 は, 管理者の職務と して ､ 集会決議 の執行及び建物使用規則の 遵守の 配慮,
共同財産 の維持修繕 ､ 緊急時の共同財産 の 保存 ､ 共同の金銭 の 管理 ､ を挙 げて い る ｡
一 方で管理者 の 職務の 遂行 を助け､ 他方で管理業務の 監査 を行うの が管理顧問会で ある
(二 九条 二項 ･ 三 項). これは ､ 必須の 機 関で は ない ｡ 管理顧問会 は ､ 住 居所有権者 の 多
数決議に より設置 され､ 三 名 (うち 一 人が議長) の 住居所有権者 によ っ て構成され る (同
条 一 項)｡
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【関連規定】 (5)
第 一 編 住居所有権
第三章 管 理
(管理の 組織)
第二 ○条 住居所有権者 は､ 次条か ら第二 五 条まで の 規定に従 い ､ 管理者は , 第 二六 条か
ら第 二八 条まで の規定 に従い ､ 共同財産を管理す る義務を負う｡ 管理顧問会が設置された
場合 には ､ 管理顧問会 は ､ 第 二 九条 の規定 に従い , 同様の 義務 を負う ｡
2 管理者の 任命 は, 〔規約によっ ても〕 排除する･こ とがで きない ｡
(住居所有権者による管 理)
第二 一 条 この法律又は住居所有権者の規約に別段 の定めがな い限り ､共 同財産の 管痩は､
住居所有権者が共 同して行う ｡
2 各住居所有権者は ､ 他の住居所有権者 の 同意を得る ことなく､ 共同財産につ いて 生ず
べ き直接かつ 急迫 の損害を避けるために必要な措置 を諦ずる ことがで きる ｡
3 共同財産の管理 につ いて住居所有権者 の規約 による定めがない限り ,住居所有権者は ､
多数決に より､ 共 同財産 の性質に適合する秩序ある管理につ いて 〔集会におい て〕 決議す
る ことがで きる ｡
4 各住居所有権者は ､ 規約及び 〔集会の〕 決議に適合する管理を請求す る ことがで き､
これらが存在しない とき には ､ 衡平な判断に照らし住居所有権者全体 の利益 に適合す る管
理を請求す るこ とがで きる ｡
5 次の 各号に掲げるもの は ､ 特に ､ 秩序ある ､ 住居所有権者全体 の利益に適合する管理
に該当するもの とする ｡
- 建物使用規則 の 設定
二 共同財産の 秩序 ある 維持及び修繕
三 共同財産の 現価に応じた火災保険契約の締結並び に住居所有権者が建物及び土地 の占
有者として負うべ き損害賠償責任につ いて の 適当な責任保険契約の締結
四 適当な維持準備金 の 積立て
五 予算の 作成 (第二 八条)
六 住居所有権者の ため に加入電話設備､ ラジオ受信装置又 はエネルギ ー 供給設備を設置
するの に必要なす べ て の 措置の受忍
6 住居所有権者は ､ 自己の ために前項第六号 に掲げる措置が された ときは , これによっ
て生じた損害を賠償する義務を負う ｡
(特別の 出費､ 再建)
第二 二条 共同財産の 秩序ある維持又 は修繕の範囲を超える建築上の 変更及び出費につ い
て は ､ 前条第三項の 規定 に従い 決議 し , 又 は同条第四項の 規定 に従い請求する こ とがで き
ない ｡ これらの 措置 につ い ては ､ 住居所有権者全員の 同意 を必要とする ｡ ただし､ そ の 変
更に よ り第 一 四条 に定める程度 を超え て権利 を侵害される こ との ない住居所有権者に つ い
て は ､ この 限りでな い ｡
2 建物がその価格 の 二 分の - を超えて滅失 し ､ か つ , そ の損害が保険そ の他 の 方法 によ
り填補されない ときは ､ その 再建につ い て は ､ 前条第三項 の規定に従い決議し､ 又 は同条
第四項の 規定に従い 請求する こ とがで きない ｡
- 5 3-
(住居所有権者集会)
第二 三 条 この法律又 は住居所有権者の 規約 におい て住居所有権者が決議 により決するこ
とがで きる もの とされて い る事項は , 住居所有権者 の集会 の 議決 により行 う｡
2 決議が有効に なされるためには ､ 集会の招集の 際にそ の 目的 を明示す る こ とが必要で
ある ｡
3 決議 は ､ 集会 によらなくて も , すべ て の 住居所有権者が書面 に より当該決議に同意す
る ことを表示する ときは ､ 有効 とす る ｡
4 決議は ､ 第四三 条第 一 項第四 号の 規(6)
定 によ り無効と宣言された場合 に限り ､ 無効 とする ｡ 決議の 無効 を宣言す る裁判 を求める
申立て は, 議決の 日か ら 一 月内に限りする こ とがで きる ｡ ただ し, 当該決議が強行規定 に
違反する場合は ､ こ の 限りで ない ｡
(招集 ､ 議長 , 議事録)
第二四 条 住居所有権者集会 は､ 管理者が少なく とも年 一 回招集す る ｡
2 管理者は, 住居所有権者の 規約により定められて い る場合そ の 他住居所有権者の 四分
の - を超 える者が目的及び理由を記載した文書により請求す る場合 には ､ 住居所有権者集
会 を招集 しなければな らない o
3 管理者が欠 けて い る場合又 は管理者が住居所有権者集会 を招集す る義務を履行 しない
場合 におい て ､ 管理顧 問会が設置 されて い る とき 臥 管理顧 問会の議長又 はそ の 代理人が
住居所有権者集会 を招集する こ とがで きる ｡
4 招集は ､ 文書 により行う o 特 に緊急 の 場合 を除き ､ 招集 は , 少なく とも会 日の
一 週間
前に なさなければな らない ｡
5 別段の決議がな い 限り､ 管理者が住居所有権者集会 の 議長 とな る ｡
6 集会 におい て された決議 につ いて は､ 議事録を作成しなけれ ばならない ｡ 議事録には ､
議長 及び住居所有権者 の
一 人並びに管理顧 問会 が設置 されて い る ときは ､ 管理顧 問会の議
長又 はそ の 代理 人が署名す る こ とを要する ｡ 各住居所有権者 は､ 議事録を閲覧す る権利 を
有する ｡
(多数決 による決議)
第二 五条 住居所有権者が多数決 により決議す る事項の 議決につ い て は ､ 次項か ら第五項
まで に定めるところ に よる ｡
2 各住居所有権者は ､ 一 個 の議決権 を有する ｡ 一 個 の 住居所有権が複数の者の 共有に属
する ときは､ 共有者は , 議決権 を統
一 して行使 しなければな らない .
3 集会は､ 出席した議決権を有す る住居所有権者が登記簿に登記された持分の割合に従
っ て算 出した共有持分の 過半数を代表する ときに限 り ､ 決議 をす る ことがで きる ｡
4 集会が前項の 規定 に従 い 決議す る ことがで きない ときは , 管理者は､ 同
一 の 目的をも
っ て新 たな集会を招集する ｡ こ の集会は ､ 代表すべ き持分 の 割合にかかわ らず､ 決議をす
るこ とができる ｡ 招集 の 際に は､ この ことを表示 しな けれ ばならない ｡
5 住居所有権者は ､ 議決が共 同財産 の管理に つ いて の 自己 との 法律行為若 しくは自己 に
対す る他の 住居所有権者の 訴 えの 提起若 しく は終結に関する とき､ 又 は第
一 八粂 の 規(7)
定に従 い 確定判決を受けた ときは ､ 議決権 を行使する こ とがで きな い ｡
( 管理者の 任命及び解任)
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第二 六条 住居所有権者 は ､ 管理者 の任命及び解任 につ き多数決に より決議する ｡ 管理者
の任期は ､ 五 年を超える こ とができない ｡ 管理者 の解任は､ 重大な事由がなければするこ
とがで きない ｡ 管理者 の任命又 は解任に関する そ の 他の 制限は ､ 許されない ｡
2 管理者は ､ 再任を妨 げない . 再任には , 任期の 満了前 一 年以内に住居所有権者の新た
な決議を必要とす る ｡
3 管理者が欠けた場合にお い て ､ 緊急を要す る ときは ､ 管理者が任命されるまで の 間,
裁判官は ､住居所有権者又 は管理者の任命 に つ き正 当な利益 を有する第三者の 申請により､
管理者を任命する ことが できる ｡
4 管理者がそ の資格 を公の証明文書により証明す る必要がある ときは , その 証明は､ そ
の任命決議に係る議事録 で ､ 第 二四 条第六項 に掲げる者の 署名 につ き公 の 証明の あるもの
の提示をもっ て足りる ｡
( 管理者の 職務及び権 限)
第ニ セ条 管理者 は , 次 の 各号 に掲げる権限 を有 し､ 義務 を負う｡
- 住居所有権者 の 決議 を執行 し､ 及び建物使用規則の遵守 につ き配慮す る こ と｡
二 共同財産の秩序ある維持及び修繕に必要な措置 をとるこ と ｡
三 緊急 の 場合に ､ 共同財産の 保存に必要なその他 の 措置をとる こと｡
四 共同の 金銭を管理す ること｡
2 管理者は , 住居所有権者全員の名におい て , 次の各号 に掲げる行為をす る権限を有し,
かつ , 当該行為の 効力は ､ これらの者の ために又 は これらの 者 に対 して及ぶ ｡
- 住居所有権者の 共同 の事項に関する限り ､ 負担及び費用の 分担額 , 償却金額並びに抵
当利子を請求し, 受領 し ､ 並びに支払うこ と ｡
二 共同財産の経営の管理に関するすべ て の支払及び給付をし , 並び に これらを受領する
こと ｡
三 住居所有権者として の資格で , その全員に対 して される意思表示及び通知を受領する
こと ｡
四 期間を遵守し, 文 はそ の他の 法律上の 損害を避 けるために必要な措置 をとる こと｡
五 住居所有権者の決議 により授権されたときは , 請求権を裁判上及び裁判外において行
使す る こ と｡
六 第ニ ー 条第五項第 六 号に掲げる措置をとるの に必要な意思表示をす る こと ｡
3 前二 項の 規定 による管理者の職務と権限は ､ 住居所有権者の 規約に より制限すること
がで きな い ｡
4 管理者は, 住居所有権者の金銭を自己の財産と分別して保管 しなければならない｡ こ
の金銭の 処分には , 住居所有権者の 一 人又 は第三 者の 同意を要するもの とす るこ とがで き
る ｡
5 管理者は ､ 住居所有権者に対 し､ 自己の 権限の 範囲を明らか にする委任状の 交付を請
求す る こ とがで きる ｡
( 予算､ 収支計算)
第 二八 条 管理者は ､ - 暦年 ごとに予算を作成 しなければならな い . 予算 に は ､ 次の 各号
に掲げる もの を計上する ｡
- 共同財産の 管理に関する予定され る収入及び支出
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ニ 住居所有権者 の 持分 に応じた負担及び費用の分担の義務
三 第二 一 条第五項第四号 の維持準備金につ い ての 住居所有権者の分担額
2 住居所有権者は ､ 管理者の要求に より ､ 決定された予算に応じた前払金を支払う義務
を負う ｡
3 管理者は､ 暦年の 経過後､ 決算を提出 しなければならない ｡
4 住居所有権者は ､ い つ で も､ 多数決による決議に基づき , 管理者 に対 し収支計算 を請
求す る こ とがで きる ｡
5 管理者 の な した予算, 決算及 び収支計算につ いて は ､ 住居所有権者が多数決により決
議す る ｡
( 管理顧 問会)
第 二 九条 住居所有権者は ､ 多数決 によ り ､ 管埋顧問会の 設置 につ き決議する こ とがで き
る ｡ 管埋 顧問会 は､ 議長で ある 一 人 の住居所有権者及び陪席で ある他の 二 人の住居所有権
者をも っ て構成する ｡
2 管理顧問会 は､ 管理者の 職務の 執行を援助する ｡
3 予算､ 予算に関す る決算､ 収支 計算及び費用の 見積りに つ い て は､ 住居所有権者集会
が決議す る前に ､ 管 理顧問会が検査 し ､ そ の 意見を付さなけれ ばならない ｡
4 管理顧問会は ､ 必要に応 じて ､ 議長が招集する｡
注
(1) 丸山英気 『区分所有法の 理論 と動態』 三 ○六頁 (三省堂)
一 九八五年
(2) 丸 山英気 ｢ドイ ツ の 区分所有 法 一 住居所有権法｣ 水本浩 ･ 遠藤浩 ･ 丸山英気編 『基
本法 コ ン メ ンタ ー ル マ ン シ ョ ン法 〔第 二版〕』 - 五四頁 ( 日本評論社)
一 九九九年
(3) ヴ エ ル ナ ー ル ･ メ ル レ (藤井俊二訳) ｢ドイ ツ所有権法 の 五十年｣ 創価法学三
一
巻 - - 二 合併号三 二 六 乱 なお ､ 規 約 に関して 定める
- ○条に つ い て は ､ 前掲 ･ 拙稿七○
頁及び注 (3) の 文献参照 ｡
(4) 太田秀也 ｢ドイ ツおよび フ ラ ンス におけるマ ンシ ョ ン管理業実態調査｣ マ ン シ ョ
ン管理セ ンタ ー 通信 - 七三 号 - 八貢以下等 ｡
(5) ドイツ住居所有権法の 日本語訳 につ いて は､ 基本的 に , 法務省民事局参事官室 卜
一
九五 一 年付 住居所 有権及び継続的居住権 に関する法律 (住居所有権法)｣ 民事月報三 四
巻 - ○号 一 三 三頁以下を参照 し引用 したo ただ し､ 異なる翻訳 をした箇所がある ｡
(6) 第四三 条第 一 項 は , ｢土地 の所在地 の 区裁判所は ､ 非訟事件手続 によ り ､ 次の 各
号に 掲げる事件に つ い て裁判す る o｣ と し､ 同第四 号は ､ ｢住居所有権者又 は管理者の 申
立て に係 る住居所有権の 決議 の 効力に 関する事件｣ と定める ｡
(7) 第 一 八粂は ､ 住居所有権者 の 共同利益背反行為に対する住居所有権の剥奪 に関す
る規定で ある ｡
【参考文献 (全体 を通じて参 照 した もの)】
･ J. Br m a n n, W ohn u ngs elgentu m, 1 991
･ Br mann, Pick, M erle, W ohn ungs elge ntu m SgeS etZ, 8･ An f･ , 20 00
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2 フ ランス法
(1) 管理主体
(ア) 管理組合の 性質および機構 フ ラ ンス ｢建築不動産の 区分所有の 規則 を定める
法律｣ 一 九六五年七 月 - ○日 の 絃律第五 セセ 号 (以下単に六五 年法 と呼ぶ) は ､ 区分所有
者の 全体 は ､ 民事上の 人格を有する管理組 合 (syndic at) を形成するもの と規定 (第
一 四
条第 一 項) する o この 管理組合は, 意思決定機関と して の 総会 , 執行機関として の管理者 ,
監督 ･ 諮問機関 として の 管理組合理事会に より構成され ( - 七 粂)､ 執行機関たる管理者
を､ 区分所有以外の 専門家に委ねる場合の他､ 区分所有者 を構成員とする管理組合理事会
から選任す る場合 (協同組合方式 (syndic at co opratif)､
- 四条 二項) がある o
( イ) 権限 管理組合は ､ 管理規約の作成 ( 同条第三項)､ 管理者の選任 (- 七 粂)
をその 義務として ､ 不動産 の 保存お よび共用部分の 管理を行う と ともに ､ 建築の環庇また
は共用部分の維持の 欠如に よ っ て 区分所有者または第三者に生じた損害につ いて その責任
を負う (同条第四 項)o また管埋組合は ､ 訴訟能力を認められ ､ 原告ある いは 被告として
裁判上行為する ことがで き ､ 区分所有者の 一 部 と共同 して ､ あるい は単独で も訴訟を行う
こ とがで きる (第 一 五 条 一 項)o この ように ､ 管理組合に区分所有管理主体 としての 明確
な法的位置づけと組織を与え , 総会 の意思決定を通 じた積極的な管理を義務づけてい る点
に六 五年法の 一 つ の 特徴 を指摘する こ とがで きる ｡
( ウ) 下部組合等 一 方で , 六五年法は ､ 一 筆の土地の上に複数の 区分所有建物が存
在し ､ 全体と して 一 つ の 区分所有関係が成立 して いる場合 ､ 単 一 の 組合 によっ て個々 の建
物が管理される場合の 不都合を回避するために ､ 絶対多数決 (第二五 条) に よ っ て ､ これ
らの建物の 区分所有者ら により 二次的な管理組合 を設立する こ とがで きる として いる (第
ニセ条)｡ また ､ 敷地の 所有権による分割が可能な場合に は､ 同じく絶対多数決によっ て ､
従前の区分所有関係からの分離 ･ 独立による別個 の 区分所有の 設立が認められる (第二八
条). さらに ､ 区分所有規約上不動産あるい は設備要素の 一 部につ いて の維持 ､ 運営の た
めの支出が 一 部の 区分所有者の み の 負担 とされて い る場合には,
`
これらの 支出に関する決
議は , 当該区分所有者 のみ に よる投票による こ とを同じ規約で定めることも可能である(第
二四 条). この ように 一 方 で管理組合を区分所有管理 の主体としつ つ も ､ そ の 一 体性や運
営を絶対的な もの とせず､ 必要 に応じて い わば ｢ 一 部管理｣ の手法を採用 して い る点にも ､
六五 年法の 特徴を指摘する ことがで きる ｡
(エ) 司法の関与 カロえて ､ 管理主体 に関す る六 五年法の特徴として ､ 管理組合が十
分に機能しな い場合 に備 えて ､ 多くの 場面で 司法 が関与す る余地を残して い る点も指摘し
うる ｡ すなわち ､ 総会にお い て管理者 ､ 管理組合理事会が選任 されない 場合 に ､ 区分所有
者の 申請によ っ て裁判所が こ れらを選任 しうるもの として い る こ と ( 一 七粂三 項､ ニ
ー 条
- ○項)､ また ､ 総会 にお ける絶対多数を必要 とする改 良工事 につ い て総会 が許可しない
場合 に ､ 裁判所が条件 を定めて これに代わ る許可 を与え る こ とができるもの と して い る こ
と, さらには ､ 管理組合の 活動困難な場合 に備 えて ､ 議決権の - 五パ ー セ ントを代表す る
区分所有者､ 管理者 , ある い は検察官 の 請求 に よ り ､ 裁判所が仮管理者 (administr ateu r
provis oir) を選任 し ､ 管理組合の正 常な活動を回復す るに必要な措置 ( たとえ ば規約を設
定す るた めの 総会 を招集す る等) を取らせ る こ と (二 九条の -) 等で ある c
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(2) 規約(r egle m ent)
(ア) 設定お よび変更 六五 年法上 ､ 管理規約は作成が義務づ けられて い る(第八 粂)o
規約の 設定は ､ 売主 または開発者が事前に ､ か つ 一 方的に作成 した規約 に区分所有者が順
次承諾する契約 の形 で設定 され る場合 の他 , 区分所有建物の 建築を目的 として 共同で土地
を取得す る場合 に ､ 取得者間の 契約 として作成される場合 がある が､ 区分所有規約の ない
場合 に は , 規約設定の ための総会が開催され､ 二重の 多数決によ っ て新 たに規約が設定さ
れる (第二 六条 一 項 b)｡ 規 約の 変更に つ いて は , 共用部分 の 収益 ､ 使用及び管理 に関す
る範囲に とどまる も の につ い て は 二 重の 多数決 (第二 六条) によっ て変更 されるが ､ それ
以外 の ､ 規約 の 根幹にかか わるもの につ い て は全員 一 致で なければ変更が許されない ｡
(イ) 内容 規約の 内容には ､ 必要的事項 として , 専有部分および共用部分に つ いて
の 用法 ､ 使用 の 条件 (い わゆる生持 上 の 規則), 共用部分 に つ い て の管理 の 方法お よび負
担 の 割合 があ り ､ 任意的事項 として ､ 不動産の区分 の状況 (区分状況書)､ 共用部分 の従
た る権利の 行使 に関す る合意 ､ 罰則条項 ､ その 他管理 一 般 に関す る事項等 がある｡ ただし ,
規約 にお い て不動産の 通常の 用法 に必要な限度を超えた義務 を区分所有者 に課す る ことは
禁止 されて い る他 , 法 四三条は ｢強行法規 に反する 一 切の 条項は書かれなか っ たもの と見
なす｣ と して おり , 六五 年接 の 大部分が強行規定として い る こ とと相侯 っ て ､ 規約の 任意
性 につ い て ､ 六 五年法は極めて 制約的で ある｡
( ウ)規約 の 公示 規約 は公正証書 として作成され､ 不動産標 (登記簿) 上に公示さ
れた 日からでな ければ特定承継人に対抗できない (法 一 三 粂).
(3) 総会 (as se mble ege n e r ate)
( ア) 総会の 権限 先に見たよう に､ 六五年法は ､ 総会 を管理組合 の 意思決定機関 と
位置づ けて い る ｡ 総会の権限は ､ 会計および予算の泉認 ､ 工事の 許可お よび実施 ､ 管理者
の選任お よび管理組合理事会の 選任 ､ 区分所有規約の変更 ､ 裁判手続の開始 ､ 人件費の 増
額など､ 区分所有 に関す る重要事項の 全般 に及んで い る ｡
( イ) 総会の 招集, 運営 総会 は少なくとも年 一 回開催され , 予算に つ いて の 審議を
含む通常総会と ､ 緊急の療合 に開催され る臨時総会ある ｡ 招集は 開催の - 五 日前まで に( -
九六七 年三 月 一 七 日 の デク レ第九条) 原則として管理者が行うが (同デク レ第七 条三項)､
管理者が招集を行 わない 場合には管理組合理事会長が (同デク レ第八粂)､ 管理組合理事
会長 が招集を行 わない 場合 には､ 区分所有者の 請求 により大審裁判所長が ( 同デク レ第五
○条) 招集を行 う ｡ 招集状 に示された議題につ き追加す べ き議題があれ ば､ 区分所有者ま
たは管理 組合理事会は六 日以内に招集さ れた者にそ の旨を通知す る (同デク レ
ー ○条)o
総会の 運営 にあたっ ては ､ まず事務局が選任 され ､ うち
一 名が議長 となる (同デク レ ー 五
条)｡ 管理者およびそ の 関係者 ( 配偶者 ､ 事務担当者) は 司会たりえず､ および組合員の
代理人た り えな い とされて い る (二 二 条四項)｡ 以上 の よう に ､ 六五 年法 におい て は 総会
の 開催, 運営 にあた っ て 中心的役割 を果たす管理者が利益相反的な行為によ っ て ､ 区分所
有者 らの 意思形成 を阻害す る こ とがな い よう ､ 各種の 配慮がなされて い るが ､ こ れは翻え
っ て い え ば六 五年接が管理者≠ 区分所有者 とい う仕組み を前提 として い る こ とを示すもの
で もある ｡
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( ウ) 議決権および議決要件 議決権は ､ 我が国におけるの と異なり ､ 共用部分にお
ける共有持分割合 に応じて与え られる (二 二 条 二 項)｡ 議決要件は法定 されてお り､ 決議
す べ き内容お よびそ の重要性 に応 じて , 単純多数 (m ajorit simple 出席し ､ 又 は代表 され
た議決権 の 過半数 . 通常の 保守作業 , 管理行為等 ､ ニ 四条)､ 絶対多数 (m ajoril abs olⅥe
す べ て の 区分所有者 の 議決権の 過半数. 一 部の区分所有者がその 費用で行う工事につ い て
の許可 ､ 法令によっ て 義務づけられ た工事 ､ 管理者および管理組合理事会 の 任免 ､ 下部組
合の 設置等 ､ 二 五 条)､ ニ 重の 多数決 (do uble m ajorit総議決権の三 分のこ の 多数で , か つ
区分所有者の過半数. 不動産の取得 ､ 改良工事 一 般､ 管理組合埋事会 の不設置等 の事項,
二六条 一 項)､ それに ､ 全員 一 致 (un animit 不動産の利用の 態様の変更に 関す る事項 , 不
動産 の 用途を維持するために必要な共用部分の 譲渡 ､ 規約の 重要事項 の変更等) の 四種類
が定められて い る ｡ これらの議決要件を規約で変更する こ とはできないが ､ 他方で , 以下
の ような議決要件の ｢緩和｣ の手法 によっ て 決議が容易にで きるよう配慮されて いる点が
注目される ｡ すなわち , 不動産 の改良工事 につ き , 同条 一 項 に定める 二重 の 多数決を得ら
れなか っ た場合で も , ｢出席し又 は代表された｣ 議決権 の 三分 の こ の 多数 で ､ か つ 区分所
有者 の 過半数を得た場合 にはそ の た めに招集される新たな総会で決議する ことがで き (ニ
六 条四項)､ また ､ 絶対多数を必要 とする議案が否決 された場合で あっ て も､ 区分所有者
の 三分 の 一 の賛意 を得た場合には ､ 同じ総会における第二 回目の表決にお いて単純多数決
で 決議する こ とがで き ､ さ らに ､ 区分所有者の 三分の 一 の 賛意が得られなか っ た場合で も､
三 ケ月以 内に 開催 される別の総会にお いて単純多数決で決議す る こ とがで きる (ニ五 条の
-)｡ さらに , 本来な らば二 重の多数決による べ き改良工事で あっ て も, 住宅政策上重要
な事項 につ いて は ､ 特別法 により決議要件を絶対多数に緩和される (ニ 五条 g以下)｡ な
お､ 我が国にみ られる書面決議 の規定 はおかれて い ない ｡ 我が国の 区分所有法が ､ 書面上
の 承認とい う方法 によっ て団体合意 の形成を容易にしよう とする のに対 して ､ フ ラ ンス 六
五年法は総会における議決とい う枠組みは堅持しながら､ 議決要件を緩和する ことで 団体
合意の 形成 一 特 に不動産 の改良工 事に関するもの - を容易にする とい う手法を採っ て い る
よう に見受けられ る ｡
(エ) 定足数 六五 年法は , 総会につ き, 定足数に関す る規定をお い て いない ｡ これ
は, 六 五 年法が総会にお ける意思決定を原則 と して ｢議決権｣ 行使の結果に よるもの と考
え､ 各種の議決要件に照 らして ､ 有効な議決をなし得 るだけの 議決権が総会 に存在するか
どうかがまずもっ て 問題とされ る ことに由来する ｡ もっ とも ､ 議決権の 存在 の みを問題と
する場合 には ､ それを行使する者が少数の 着であるならば､ そ の者の 意思が総会の全体意
思を左右しうる こ とがありうるから､ 六五年法は ､ こ の 点に配慮 した規定をおく｡ すなわ
ち ､ ある区 分所有者 の議決権数が全体の 議決権の 二分の - を超える場合には , その 議決権
の 数 は他の 区分所有者 の 議決権 の 総和まで 縮減され (ニ ニ条 二項但書), 受任者が受任す
る議決権数が､ 総議決権数の五パ ー セ ントを超える場合､ 受任 しうる議決権 は三票以内に
限定 される (ニ ニ 条三 項)｡
(4) 管理者 (syndi亡)
(ア) 管理者 の 選任 六五 年法は ､ 組合決議の 執行は管理者 に委ねられる と定め (第
一 七 条)､ 管理者を管理組合の 執行機関と位置づ けて い る ｡ そ の選任は 法律 上義務的なも
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の とさ れ , 総会 で の 区分所有者 の 絶対多数決で選任され る (第二 五条1項 c)､ 総会 で選
任が行われない 場合 には ､ - ない し複数の 区分所有者の申請に よっ て大審裁判所が指名す
る (第 一 七 条第三項) また､ あらか じめ管理者が選任 され て い る場合に は ､ 最初の総会 に
おい て 追認が必要 とされる ( 第一 七 条 二項)｡ 管理者は ､ 区分所有者の 一 人で ある こ とも
あるが ､ 必ずしも区 分所有者で ある こ とは要せず､ また､ 自然人 であ る と法人である とを
問わない ｡ 多くの場合 ､ 管理者は区分所有者以外の者が選任されて おり , そ の 場合に は ,
一 九七 ○年 一 月 二 日 の 法律 (通称 Ho uget 法) に基づく職業許可 証を与え られた財産管理
人が選任 される ｡ これ に対 して ､ 協同組合形態 による管理を行う場合に は ､ 管理組合理事
会(設置が義務づけられる)の 構成員中か ら管理者が選任され る こ とにな る(
- 七条四項).
( イ)権限および責任 管理者 に付与 され る権限の 範囲は , 規約に定められた事項お
よび総会決議の 執行 ､ 管理組合に かか わる文書 ､ 予算および計算書の管理 ､ 管理組合 の財
政管理 ､ ･ 区分所有規約 を遵守させ る こ と等で あり､ 訴訟 を行う こと等 ､ 広範 におよび ､
これらの 事項 につ き ､ 管理者 は委任契約に基づく受任者 として ､ 独立の 立場で管理組合 を
代表 し､ 痕酬を受領する(第一 八 条 ､ 一 九六七年三 月 一 七 日 の デク レ三 二 条および三七 条).
他方で ､ かか る地位 にも とづき ､ 管理者は そ の管 劉こつ い て 区 分所有者 に報告
･ 説明の 責
任を負う ととも に ､ これ組合 に対 して は ､ 受任者も しくは法定代理人 と して管理上の 過失
に つ き責任を負い ､ また個 々 の 区分所有者らに対して ､ 不法行為責任 を負う こともありう
る ｡ この 責任は ､ 管理者が 一 人負い ､ 他の 者を代置する こ とがで きない (第
一 八 条条 二項)｡
この よう に六五年接が ､ 広範な権 限を管理者にあたえる 一 方 ､ そ の職務に つ き詳細な法的
規制を設 け, 責任 を負わせ て いる点 は , 同法が管理者 を区分所有者の 代表者としてで はな
く, 区分所有者外の 知識 ･ 技能 を有す る職業的専門家であり ､ 場合 によっ て は区分所有者
と利害対立関係 になりうる者 と して 想定 して い る ことを示す もの とい える ｢管理組合理事
長 - 管理者｣ とい う認識が 一 般的で ある我が国 とは方向性が異なるもの と評価 しうる ｡
(5) 管理組合理事会 (co n s eilsymdic al)
(ア) 設置 管理組合理事会 は , 管理者 の管理業務執行 を補佐 ､ 監督する機関 と して ､
原則 と して全て の管理組合 に設置 ことが予定されて おり ､ 特 に協同組合 による管理形態 を
取る場合 には , 管理組合海事会の 設置が義務づ けられて い る (第 一 七条 四項). これ に対
し ､ 通常 の 管埋形貨をとる場合 には､ 紀会で の 二重の 多数決 に よる決議によっ て管理組合
理事会を置か ない 旨を決議する ことも許されて いる ｡ 第 ニ ー 粂九項).
( イ) 選任 管理組合理事会構成員は, 区分所有者の他 , 優先的な買取権 を有する賃
借人およ びこれ らの者 の 配偶者 ･ 法定代理 人で あり(ニ ー 条五項)の うちか ら選任され る ｡
総会 における絶対多数に よっ て 選任が行われる が, これが行われな い場合 には ､ 区分所有
者または管理者の 申し立て基 づい て裁判所が選任する ｡ ただ し ､ 裁判所は管理組合理事会
の 設置が困発と判断 した場合に は ､ 設置 の 不可能を認定す る こ ともで きる (同条 - ○項)o
管理組合理事会 に は通常複数名の 構成員が選任 され るが , 監督者 と して の 公正 さを確保す
るため､ 六五 年法は , そ の 資格に つ い て消極的要件を定めてお り ､ 協同組合形態の 管理 を
行う場合を除い て ､ 管理者お よび管理者 の 親族 ､ 事務担 当者 などは構成員 とな る こ とがで
きない として い る ( 同条六 項)｡
( ウ) 権限 管理組合 理事会の 職務 は , 管理者の 補佐 ､ 監督 を行う他 (ニ
ー 条 一 項),
- 60-
管理者 ､ 総会か ら意見 を求められた場合､ お よび自ら取り上 げた組合に関する 一 切の 問題
につ いて 意見を述 べ る こ と (同条 二項)､ 等で あり , そ の ために, 意見陳述の 資料として ､
区分所有建物の 管理に関する 一 切の 書類につ い て ､ 管理者か らの提出を受 ける こ とができ
る (同条三項)o 共同組合形態で 管理を行う場合を除い て , 管理者 と管理組合理事会 との
関係は全く 別個の 立場で あり､ 我が国に多く み られるように管理者が理事会の 代表者 とな
る ことは少ない とい える .
なお､ 以下の 条文の訳 につ いて は ､ 基本的に稲本洋之助教授の訳 (『比較の ための モザ
イク フラ ンス と日本の 不動産法』明海大学不動産学部 比較不動産法教材2(一 九九八)
所収) を参考に したが六五年法は同駅以後ニ 0 0 0年 - ニ月 一 三 日の 法律第ニ 0 0 0- -
二 ○八号により改正 されており ､ 本稿では これ を含めて い る ｡
図 4 フ ラ ン ス 法
開発業者
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【関連規定】
(共用部分の 所有態様)
第四 条 ･共用部分は ､ 区分所有者の全員又 はそ の うち の
一 定 の 者の み の 間で不分割所有の
目的となる ｡ その 管理及びその 享受は ､ こ の 法律の規定に 従 っ て組み立て られる ｡
(区分所有規約)
第八条 区分明細 一 覧書を並 を含む , 又 は含まない 合意 に よ る区分所有規約が , 専有部分
に つ い て も共用部分 に つ いて も用 途並びにそ れらの 享受の 条件を定め る ｡ 規約は ､ 同様に ,
この 法律 の規定 を留保 して ､ 共用部分の管理 に関する規則 を定める ｡
2 区分所有規約は , 区分所有者の 権利に対して ､ 証書に定義されるような不動産の 用途 ,
その 性質又 はそ の位 置か ら正 当 とされる制限以外の い かな る制限も課す こ とがで きない ｡
(負担義務)
第 一 ○条 区分所有者は ､ 共益 のサ
ー ビス 及び共通の 設備要素がもたらす負担を ､ そ れら
の 共益サ ー ビス 物及び設備要素が各区分に供す る効用 に応 じて負担する義務 を負う.
2 区分所有者 は､ 共用部分 の 保存, 維持び管理に関する負担 を ､ 第五条の 規定か ら帰結
される価額の ような ､ 自己の 区分 に含まれる専有部分の 相対的価額に比例して 分担す る義
務 を負う.
3 区分所有規約は ､ それぞれ の種類の負担 につ い て , そ れぞれの区分 にかかわ る負担部
分を定め る｡
4 (二 000 年- 二 月 一 三 日 の法律第二 0 0 0一 - 二 ○ 八号) 二0 0二 年
- 二 月 三 一 日
以降に公示 され るす べ て の 区分所有規約は , 共用部分の持分割合および負担配分 を定める
ため に考慮され る諸要素および計算方法を示す ｡
(特定承継人に対す る規約 の 効力)
第 一 三条 区分所有規約及びそ れ にもたらされるこ とがある変更は､ 不動産票 へ の そ の公
示 の 日か らで なければ､ 区分所有者の 特定承継人に対抗する ことがで きない o
(区分所有者 の 組合)
第 一 四条 区分所有者 の 全体 は ､ 民事上 の 人格を有する組合 として形成される ｡
2 組合 は ､ この 法律によ っ て規律 される共 同組合の 形式 をとる こ とがで きる ｡ (
一 九八
五年 - 二 月三
一 日の 法律麗 一 四 七 ○号) 《区分所有規約は ､ こ の管理 の 態様を明示的に規
定しなければならない ｡》
3 組合は , 必要が ある場合 には , 区分所有規約を定め ､ 変更する ｡
4 組合は ､ 不動産 の保存及び共用部分の 管理 を目的とする ｡ 組合は ､ 建築の環庇又 は共
用部分 の維持 の欠如 によ っ て 区分所有者又 は第三者 に生じた損害につ いて 責任 を負う . た
だ し､ す べ て の 求償の訴 えを妨 げない ｡
第 一 四条の - (二 0 0 0年 - 二 月 一 三 日の 法律第 ニ0 0 0一 - 二 ○八 号) 不動産の共用部
分お よび共用設備の 維持 ､ 運用および管理に関する通常 の 出費に備えて ､ 区分所有者らの
組合は, 毎年事前の 予算を採択す る ｡ 予算を採択するための 区分所有者らの総会 は ､ 先の
会計年度の 最終 日か ら六 ケ月以 内に開催され る ｡
2 区分所有者 らは ､ 資金を四 半期 に均等に管理組合に払 い込む｡ ただし ､ 総会におい て
これ と異 なる方法を定め る こ ともで きる ｡
3 資金 は ､ 各四 半期 また は ､ 総会で 定めた期間の 最初の 日よ り請求す る こ とがで きる ｡
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第 一 四条 の 二 (二 0 0 0年 - 二 月 一 三日 の 法律策 二 0 0 0- - ニ○八 号) コ ンセイ ユ ･ デ
タの デク レにより定め られた 一 億 に含まれる工事出費の資金は ､ 予算に含まれない .
2前項の 出費に関す る金額は ､ 総会 により採択された方法 に従っ て請求さ れる ｡
( 組合の訴訟能力)
第 一 五条 組合 は､ 原告 として も被告としても , 区 分所有者の うちの ある者に対 しても ､
裁判上行為する資格を有す る ｡ 組合 は ､ 特に不動産 に関する権利の保護の ために ､ 区分所
有者の 一 人又 は数人 と共 同して , 又 は単独で行為す るこ とができる ｡
2 ただ し ､ す べ て の 区分所有者は ､ 管理者に通知する こと を負担として , 自己の区分の
所有文 は享受に関する訴権を単独で行使す るこ とが できる｡
( 組合による処分行為)
第 一 五条 共用部分の取得若 しくは譲渡又 は共用部分 の利益若 しくは負担 における不動産
物権の設定の 行為はす べ て ､ 第六条 ､ 第二 五条及び第二 六条の規定に従っ て 定められた こ
とを条件 と して ､ 組合自身が, そ の名におい て有効 に行なうこ とがで きる ｡
2 組合 は､ 専有部分 を有償又 は無償で 自ら取得す るこ とがで きる c 専有部分は , そ の た
めにその 専有的性質 を失わ ない ｡ 組合は､ 専有部分 を, 前項に定める条件に従っ て譲渡す
る こ とがで きる ｡ 組合は , 組合が取得 した専有部分の 名義で総会 において議決権を有 しな
い ｡
(機関)
第 一 七条 組合の 決議 は ､ 区分所有者の総会 におい て行なう｡ その執行は , 管理者に委ね
られる ｡ 管理者は ､ 場合に よっ て組合理事会の 監督下におかれる ｡
2 最初の 総会の集会前 に管理者が 区分所有規約又 は当事者 の他の す べ て の 合意によ っ て
指名 された場合に は , そ の 指名は､ この最初の 総会 の 追認に服 しなければならない ｡
3 選任が行なわれない場合に は､ 管理者は ､ 一 人又 は数人の 区分所有者の 申請によっ て
申立て を受けた大審裁判所長によっ て指名される ｡
4 区分所有の管理が協同組合に委ねられる場合 に は､ 組合理事会の 形成 は, 義務的であ
り ､ 管理者は , 理事会構 成員に よっ て , その うち から選出され る｡
(管理者の 任務 ･ 権限)
第 一 八 粂 管理者は､ こ の 法律の 他の 規定又 は総会 の特別の 議決によっ て管理者に付与さ
れ る権限とは別 に ､ 場合 によ っ て のちの第四七粂 に定める施行令が定める条件に従っ て ,
以下の 任にあたる ｡
･ 区分所有規約の規定及 び総会 の議決の執行にあたる こと
･ 不動産を管理 し､ その 保存 , その 保守及びそ の 維持に備え､ か つ , 緊急 の 場合には ､ 不
動産の 保護に必要なす べ て の 工事の施工 を自らの発意 によっ て行なわせ る こ と
(ニ 0 0 0 年- 二 月 一 三 日の 法律第 二 0 0 0一 - 二 ○八号) 《･ デク レに定められた内容
に沿 っ た不動産の 管理記 録を作成して最新 に保 つ こ と》
( 一 九八 五年 一 二 月 三 一 日 の 法律第 一 四七 ○号) 《･ 組合の 予算書を作成 しそ れを総会の
表決 にか け､ そ れぞれ の 組合ごとに別個の 会計勘定を設ける こ と｡ 勘定は ､ 組合 に対する
そ れぞれ の 区分所有者の 経理状況並び に組合会計 の 経理を明らか にする ｡》
(二 0 0 0 年- 二月 一 三 日の 法律第 二 0 0 0一 - 二 ○八 号o 二 0 0四 年よ り前号に置き換
えて 施行) 《･ 予 算書 ､ 計算書および付属す る文書 を作成し , これらを総会 の表決 にか け､
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それぞれの組合 ごとに別個の会計勘定を設ける こと ｡ 勘定 は ､ 組合 に対す る各 区分所有者
の 経理状況を明 らか にす る ｡》
( 一 九九四年 七月 ニ ー 日の 法律第 六 二 四号) 《･ そ の 最初 の 選任 の とき及び少なく とも三
年ごとに ､ 来る べ き三年間に必要 となる共用部分及び共同の 設備要素の維持又 は保全工事
で , 未だ総会で 決定 して い ない もの に対処する ための 特別積立金を設定す る決議 を総会の
表決 にか ける こと . こ の 決定は ､ この 法律第二 五 条に掲げる多数 によっ て行なう .》
(二 0 0 0 年- 二 月 一 三 日の 法律第 二 0 0 0一 - ニ ○八 号) 《･ 組合の名で , 又 は組合 の
計算にお い て受 復するすべ て の金額または有価証券を遅滞なく払 い込む､ 銀行又 は郵便口
座を組合名義で 開設する こ と｡ 総会 は ､ 二 五条 に定める多数によ り､ これ と異 なる決定を
する ことがで きる ｡ 不動産が､ 不動産及び営業財産に行われ る特定 の 取引活動に 関する 一
九七 ○年 一 月 二 日の 法律第七 ○ 一 九号の 規定に服する管理者 によっ て 管理さ れて い る場
合 ､ または , 組合財産 の 取扱を秩序づける職業上 の規則に服する管理者に よる 場合には ､
二 五条の 一 に定める多数によっ て これと異なる決定をする こ とがで きる o 管理者がこ の義
務を怠っ
L
た場合 ､ この 者に対す る委任は選任か ら三月以内に法律上当然に 失効す るo
( 一 九八 五年 - ニ 月三 一 日 の 法律第 一 四七○号)《 ･ そ の 最初の 選任 の とき及び少なく と
も三 年 ごと に ､ 組合が受領す るす べ て の金額又 は有価証券 を払 い 込む銀行又 は郵便口座 を
組合の 名で 開設す るか否か の 決議 を総会の 表決 にか ける こ と ｡ この 決議は ､ こ の 法律第 二
五条 に掲げる多数によ っ て行なう｡ 組合は､ 決議の 結果組合の 資金の 寄託 の態様 を変更す
る ことにな る場合には､ 総会 の 決議の 執行 につ い て六月 の 期間を有する ｡ 管理者 は､ 先に
定めた条件 に従っ た別個の勘定の 開設の 可否を総会 にはか らなかっ た場合 には ､ 管理者 へ
の委託は ､ 法律上当然に失効す る ｡ ただし , 管理者が善意 の第三者と行 っ た行為 は､ 引き
続き効力を有す る ｡》
･ さきの 第 一 五 条及び第 一 六条 に掲げる場合のす べ て の 民事上 及び裁判上の 行為にお い
て , 並び に区分所有規約 の 区分明細 一 覧書又はそれらの 証書 にもたらされる べ き変更 の 公
示に つ n て組合 を代理す る こ と ｡
この 場合に は ､ 行為又 は公示の 申請にそれぞれの区分所有者か関与す る こ とを必要 とし
ない ｡
2 管理者は ､ そ の管理 につ い て ひとり責任を負い , 代置する ことがで きない ｡ 総会の み
が ､ 第二 五 条に定める多数で 一 定の 目的の ための権限の 委任 を許可する こ とがで きる ｡
3 い か な る原 因による の で あれ , 管理者に支障がある場合又 は管理者の 側 に組 合の権利
及び訴権の行使 の 僻怠がある場合で ､ か つ ､ 区分所有規約 に定めがな い 場合 には ､ 裁判所
の決定 によ っ て仮管理者を指名する こ とができる .
( 経理書類の 審査)
第 一 八 粂の - ( 一 九八 五年 - 二 月 三 一 日の 法律第 一 四 七 ○号) 《会計の 審査 を行 なうべ き
総会の 招集とそ の 開催の 間に経過する期間に ､ 管理者は､ 総会で 定める態様に従っ て少な
く とも - 就業日をあてて , 区分所有の 諸経費の 証明書類とく に請求書 ､ 進行中の供給 ･ 業
務契約及びそ の 変更証書並びに諸経費の それぞれの 種別 ごとの 達成量及び単
一 又 は 一 括み
な し価格 をす べ て の 区分所有者の 閲覧 に供す る ｡ 総会は , 先 にか か げる書類 を審査する た
め ､ 日を定 めて 組合理事会が管理者 を訪ね て審査を行う こ とを決める こ とがで きる ｡ この
場合には , す べ て の 区分所有者は､ 組合理事会 に参加す る こ とがで きる ｡ ただ し ､ 総会に
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おい て こ の 手続に故障を申し立て たす べて の 区分所有者 は ､ 同日 に個別に書類 を審査する
こ とがで きる ｡》
(管理者の 交代に よる 引継ぎ)
第 一 八条の 二 ( 一 九八五 年 - ニ月三 一 日 の 法律第 一 四七 ○号)《管理者の 交代 の 場合には ､
旧管理者は ､ 新管理者 にそ の 職務の終 了か ら起算して ､ 一 月 の期 間内に会計の 経理 ､ 直ち
に支払 い 可能な資金の 全額及び組合の 書類及び文書の 全体 を引き渡す義務 を負う ｡
2 旧管理者は ､ 先に掲げた期間の 満了に続く 二 月 の 期間内に ､ 会計の 監査の の ち支払う
ことがで きる資金の 残額を新管理者に払い 込み ､ 区分所有者の会 計状況書並びに組合の 会
計状況書を供与する義務を負う ｡
3 催告を行ない成果なく終っ たのち､新たに選任された管理者又 は組合理事会の会長は ,
急速審理 として裁判す る裁判官に対 して ､ 本条前二 項 に掲げる書類及び資金並 びに催告の
日か ら起算して支払う べ き利息の 引渡しを罰金強制 のも とで請求するこ とがで きる｡》
(組合理事会)
第二 一 条 ( 一 九八 五 年 - ニ 月三 一 日 の法律第 一 四 七○号) 《すべ て の 区分所有者の 組合 に
おいて , 組合理事会が管理者 を補佐 し ､ か つ ､ その 管理を監督す る｡
2 組合理事会は ､ この ほか ､ その意見 を求められた､ 又 は自ら取り上 げた組合 に関する
す べ て の 問題 につ いて ､ 管理者又 は総会 に対して意見 を述 べ る ｡ 区分所有者 の 総会は､ 第
二 五条の 多数によっ て ､ 組合理事会 へ の 諮問が義務的 となる取 引及び契約 の額 を定める ｡
同 一 の多数によっ て ､ 総会 は競争状態 に置く こ とが義務的 となる取引および契約の 額につ
い て定める こ とがで きる ｡
3 組合理事会は ､ 組合の 管理及び 一 般的に区分所有の 管理に関わるす べ て の 書類著しく
は文書 , 書状又 は帳簿に つ いて ､ その 請求 により , か つ , 管理者 へ の通知の の ち閲覧し､
複写をする こ とができる ｡
4 組合理事会は ､ その ほか ､ その 請求に基づ いて組合 に関するす べ て の文書の伝達達を
受 ける ､
5 組合理事会 の構成員は ､ 区分所有者､ 第二 三 条第 一 項に定める場合には組合員､ 一 九
八四年七月 - 二 日の不動産所有権 の 賃貸 - 分譲を定める法律第六 九五号第四 一 条に掲げる
分譲予定者又 は期限付き取得者 ､ それらの 者の配偶者又 は法定代理人の 中か ら総会によっ
て指名される ｡ 法人が組合理事会の構成員の資格で 選任 されるときは ､ そ の 法定又は規約
上 の 代理人がい ない場合には､ そ の ために特別 に授権された代理人によっ て 代理させ るこ
とがで きる ｡
6 管理者 , その 配偶者 ､ その 尊属又 は卑属､ その事務担当者は､ た とえ区分所有者, 級
合員 ､ 期限付き取得者で あっ ても ､ 組合理事会 の構成員 となる ことができない ｡ 本項の規
定は, 組合 には適用されな い ｡
7 組合理事会は ､ その 構成員の 中か ら議長を選ぶ o
8 総会が ､ 候補者 の欠如又 は要求される多数を候補者が得なか っ たこ とによ っ て組合理
事会 の構成員の 指名 に至 らなか っ た ときは , それ につ いて 明示 的に記載した議事録が 一 月
の期間内にすべ て の 区分所有者に通知される ｡
9 協同組合形 式を とる場合を除い て ､ 総会は ､ 第 二 六 条に定める多数 によ る特別決議を
もっ て , 組合理事会 を設けない こ とを決議する ことがで きる｡ 反対の決議は ､ す べ て の 区
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分所有者 の 票の 多数によっ て行われる ｡
1 0 要求 され る多数によっ て 総会 による指名がな されない 場合に は , 前項の規定 を留
保して ､ 裁判官 は ､ 一 人若 しくは数人の 区分所有者又 は管理者 の申立て によっ て ､ 関係者
の承諾 を得て組合理事会の 構成員を指名する こ とがで きる ｡ 裁判官は､ 同様に , 組合理事
会の設置 の不可能を認定す るこ とがで きる ｡》
(総会)
第 ニ ニ条 区分所有規約は ､ 本条の 規定並び にの ちの第 二 四条か ら第二 六 条の規定 を留保
して ､ 総会の運営規 則及び権限 を定める ｡
2 ( 一 九六 六 年 一 二月 二 八 日の法律第 一 0 0六号) 《そ れぞれの 区分所有者は ､ 共用部
分にお けるそ の 持分 に相応する数の 議決権 を有する ｡ ただ し ､ ある区分所有者が共用部分
の 二 分の - を超 える 持分を保有する ときは ､ そ の者が有する議決権の 数は ､ 他の 区分所有
者 の 議決権の 総和 に縮減される ｡》
3 ( 一 九八 五 年 - ニ月三 一 日の法律第 一 四七 ○号)《す べ て の 区分所有者は ､ そ の投票
権 を受任者 に委任する こ とができる ｡ 受任者は, 組合 の 構成員で あるか 否か を問わない ｡
それぞれ の 受任者は ､ 三を超えて投票の 授権を受 ける こ とがで きない o ただし､ 受任者 は,
自ら有す る議決権 と委任者議決権 との合計が組合の議決権の 五 パ ー セン トを超えない場合
には ､ 三 を超える投票の授権を受ける こ とが できる ｡ 受任者 はこ の ほか ､ 主たる組合 の 総
会 に出席 し､ か つ ､ そ の委任者のす べ て が同 一 の下部組合に属する 場合に は､ 三 を超 える
投票 の授権を受ける ことがで きる ｡》
4 管理者 ､ そ の配偶者及びそ の事務遁当者は ､ 総会を司会す る ことも､ 区分所有者 を代
表す るために委任 を受けることもで きない ｡
(総会 の議決要件)
第 二 四条 総会 の決議は ､ 法律が命じて い ない 場合 には , 出席し ､ 又 は代表される 区分所
有者の 議決権 の 多数によ っ て行なわれる ｡
2 区分所有規約が不動産の 一 部の 維持の ための支出又 は ある設備要素の維持及び運営 の
ための 支出を 一 定の 区分所有者 の み の負担 とす る ときは､ 当該規約 によ っ て ､ そ れらの 区
分所有者の みがそれ らの支出に関す る決議 につ い て投票 に加わ る ことを定める こ とが で き
る ｡ それ らの 者は そ れぞれ､ 当該支出の分担に比例する数の議決権をもっ て投票す る ｡
(絶対多数)
第二 五条 以下の 事項 に関す る決議は ､ す べ て の区分所有者 の議決権の多数によ っ て でな
けれ ば採択されない ｡
前条 に掲げる決定 の 一 つ を採択するす べ て の 権限の委任
共用部分又 は不動産の外観にかか わるエ事で ､ 不動産の 用途 に合致す るもの を自己 の 費
用で 実施す る こ とに つ いて 一 定の 区 分所有者に与えられ る許可
- 又は数人の 管理者及び組合理事会 の構成員の 指名文 は解任
共用部分又 は共用部分 に付属する権利 に関す る処分行為が ､ 共通の庭その他 へ の地役 の
設定又 は互 有の 権利 の譲渡に関す る義務の ような法令上の 義務か ら生ずる とき､ それ らの
行為が実行 され る条件
法令上 の 規定 によ っ て 義務的 とされ る工事の 実行及 び施工 の 態様
一 又 は数個 の 専有部分の 使用 の 変更 によ っ て必要となる先の 第 一 ○条第 一 項 に掲げる負
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担の 配分変更
《第 二 四条 に定める多数に関わるもので ない 限り , 建物 の 断熱 ､ 換気 ､ 暖房房装置及び
温水の 供給に関する省 エ ネルギ ー ｡
- ○年を下まわる期間で償却 されるエ事の みが ､ この 規定に該 当する o
そ れらの エ事の 性質 ､ その 償却の 態様 ､ とく に契約上期間を保証する可能性 に 関す る態
様は ､ エ ネルギ ー 利用諮問委員会の 意見を聴い た後に コ ンセイ ユ ･ デタの 議 を経るデク レ
によっ て 決定する o》
( 一 九八五 年 - ニ月三 一 日の 法律第 一 四 七 ○号) 《共用部分に おける配奮､ 被覆物の 設
置, 一 九六 七年七年 - ニ 日の 住宅改良に関する法律案五 六 一 号第 一 項の 適用 によっ て 定め
る衛生､ 安全及び設備基準 へ の 住宅の 適合を確保す る工事 の実施》
( 一 九八五 年 - 二月 三 一 日 の 法律第 一 四 七 ○号)《第 二 四条 に定める多数 に関わ るもの
でない 限り ､ 不動産の 構造又 はその 本質的な設備要素に影響を与えない こ とを留保 して ､
歩行減退 の 障害者の 出入 りを確保するための 工事》
( 一 九九二 年七月 一 三 日の法律第 六五 三号)《集合 ア ンテナ又 は 一 九八 六年九月三 ○日
の通信の 自由に関する法律第 一 ○六七号第三四 条の適用 によっ て 設置若 しく は許可された
ケ ー ブル網に接続する不動産内部の配線 の 設置及び変更》
( 一 九九五年 - 月 ニ ー 日 の 法律第七三号策 一 三条)《共用部分へ の 立入 り につ い て警察
及び国家警察 に与え られ る恒常的許可》
駐車場 へ の 電流の供給の 為 に行われる公共の 電源供給網の導入 も しくは改良 ､ とりわ け､
電気自動車の蓄電池の 充電を可能にするための もの ｡
(二 0 0 0年 一 二 月 一 三 日の 法律第 ニ 0 0 0- - ニ ○八 号)《冷水を供給す る メ ー タ ー
の 導入》
第二五条の - (二 0 0 0年 - ニ月 一 三 日の法律第 二 0 0 0一 - 二 ○八号) 区分所有者らの
総会において ､ 前条の 定める多数に定める多数の条件に従っ て 決議が行なわれな い場合で
あっ て も , その 議案が管理組合を構成する全て の 区分所有者の議決権の 少なく とも三分の
- の 賛成票 を集めた場合には､ 同じ総会 における第二 回目の表決により , 第二 四 条に定め
る多数によ っ て決定する ことができ る ｡
2 議案が全て の 区分所有者の議決権 の少なく とも三 分の - の 賛成票 を集め なか っ た場
令, 遅く とも三月以内に新たな総会が招集されれば､ 二 四条に定める多数によ っ て ､ 決定
する ことがで きる ｡
(二重の 多数)
第二 六条 以下の ことがらに関する決議は, 組合構成員の多数で , 少なく とも ( 一 九八五
年 一 二月 三 一 日の法律第 一 四七 ○号) 《議決権の 三分の 二》 を代表する者に よ っ て 行なわ
れる .
不動産取得行為及び第 二五 条に掲げるもの 以外の 処分行為
共用部分 の 収益 ､ 使用及び管理 に関す る範囲内で の 区分所有規約の 変更又 は場合に よつ
て 設定
( 一 九九 二 年七月 一 三 日の 法律第六五 三 号) 《第二 五 条 ､ ､ , ､ 及び に掲げる もの を除い
て ､ 改造 ､ 追加文 は改良を内容 とする工事》
2 総会は , いか なる多数に よ っ て も､ 区分所有規約か ら帰結され る専有部分の 用途又 は
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その 事受の 態様 に関す る変更 を区分所有者 に課す こ とがで きない ｡
3 総会 は ､ す べ て の 区分所有者 の 全員 一 致 によるの で なければ , 不動産の用途の尊重 に
とっ て その保存が必要な共用部分の 譲渡を議決するこ とがで きない ｡
4 ( 一 九九四 年七月 ニ ー 日の 法律第六 二 四 号) 《本条第 一 項 に定める多数の条件 に従 っ
て 承認されなかっ た場合で も､ 先 の に掲げる改良工事で ､ 出席又 は代理された区分所有者
の 議決権 の 少なくとも三 分の 二 を代表す る組合 の樽成員 の多数の 承認を得たもの は､ そ の
ために招集 される新たな総会で決議する こ とがで きる ｡ こ の 総会 は, 後者 の多数によ っ て
決す る ｡》
(施錠装置 の 導入)
第二 六 条の - ( 一 九八五 年 - 二 月三 一 日の 法律第 一 四七 ○号) 《第二 六 条第三 項の 場合を
除き総会 は､ 同条第 一 項に定める 二重の特別多数によ っ て , 不動産 へ の 立入りを規制する
こ とがで きる施錠装置 によっ て人身及び財産の安全を高めるために共用部分につ いて行わ
れる工事 を決議す る こ とがで きる .》
(全面施錠時間)
第二 六条 の 二 ( 一 九 八五 年 - 二 月三 一 日 の 法律第
一 四 七 ○号)《総会 が第 二 六条 の 一 に定
める施錠装置 を設置す る ことを決定したときは､ 同様に ､ 同 一 の 多数の 条件に従っ て 区分
所有規則によっ て許可されて い る活動の従事 と両立する ような不動産の 全面施錠時間を定
める ｡ この時聞以外の 不動産の施錠は ､ 施錠装置が遠隔開錠を可能 とする 場合を除いて ､
全員 一 致で なければ決定す る ことがで きない ｡》
第 二 六条 の三 (二 0 0 0 年一 二 月
一 三 日の法律第ニ0 0 0- - 二 ○八号) 第二 六条三 項の
規定 にも関わ らず､ 都市の振興 にか か る協定 の実施に関す る
一 九九六年 一 一 月 - 四 日の 法
律第九六 一 九八 七号第二 五条 の適用 により , 総会は ､ 同条第
一 項 に定める 二 重の 多数決 に
ょ っ て ､ 共用部分の 譲渡および当該共用部分の 上 に為される 工事 を決定できる ｡
(下部組合)
第ニ セ 条 不動産が数個の建物 を含むときは ､ それらの 建物の - 又 は数個を構成する区分
の 区分所有者 は ､ 特別の 集会を開催 し, 第二 五 条に定める多数の 条件 に従っ て ､ 下部 と称
する組合 をそれ らの者の 間で 設立する こ とを決定で きる ｡
2 この 組合 は､ 区分所有規約の規定か ら他 の 区分所有者の ために 生ずる権利を留保して ､
そ の - 又 は数個 の建物の 管理 ､ 維持及び内部改 良する こ と を目的とする ｡ こ の 目的は , 第
二 四条 に定める多数で決す る区分所有者全体 の総会の 合意 を得て ､ 拡大す る こ とができる ｡
3 下部組合 は , 民事上 の 人格を付与 され る ｡ 下部組合は ､ こ の 法律に定める条件 に従っ
て機能す る ｡ 下部組合 は , 主たる組合 に組合理事会が存在する場合 には , そ こ におい て 代
表され る ｡
(分離請求)
第 二 八粂 (二 0 0 0 年
- ニ月 一 三 日の 法律第二 00 0- - ニ ○八号) 不動産が数個の 建物
を含 み ､ か つ ､ 敷地の 所有権 における分割 が可能である ときは ､
所有す る - 又 は数個 の 区分が , 一 文 は数個 の 建物に 一 致す る区分所有者は ､ 当該
- また
は数個 の 建物を当初の 組合か ら引き上 げて ､ 別個の 単独所有権を形成する こ とを請求す る
こ とがで きる . 総会は ､ こ の 請求 を全て の 区分所有者 らの 議決権 の 多数 によっ て 決する o
そ の 所有す る区分が ､ - 又 は数個の 建物を構成する区分所有者 らは ､ 特別の 集会を開催
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し､ 総会を構成す るす べ て の区分所有者の 議決権の 多数に よっ て ､ 別 に - または複数の組
合を形成するために これ ら - 又 は複数の 建物を 当初の 組合か ら引き上 げる旨の 請求孝行う
ことを決定できる ｡ この 特別の 総会 による請求 は ､ 当初の 組合の 総会にお い て ､ す べ ての
区分所有者らの 議決権 の 多数によ っ て決定される ｡
2 前項の 場合にお い て ､ 当初の組合の総会は ､ 分割に必要なる物理的 ､ 法 的､ お よび財
政的条件 につ き同様の 多数で決する ｡
3 新たな - 又 は複数の 組合の 総会は , 不動産 の用途 に関わる場合を除き ､ ニ四条の 多数
によっ て ､ 当初の 区分所有規約および配分状況書 を､ 分割に より必要となる負担につ き適
用す る ｡
4 当初 の組合の 総会が ､ 分割 しえない共通 の 設備要素の 創設 ､ 管理および維持の ために
組合 の連合体 を組織する こ とを決定する場合 には , この 決定は こ 四条の多数で行われ る｡
5 当初の 組合の 区分所有規約は , 不動産総体 に関す る区分所有規約は ､ 組合のそれぞれ
が新しい 区分所有規約を定めるまで ､ 適用される ｡
6 当初の組合は ､ 区分所有者全員 の共通の 利益の ための 共用部分又 はエ作物が存在 して
い る限り､ 解散する こ とがで きない ｡ ただし､ こ れらのエ 作物の 維持 ､ 管理及び場合 によ
っ て施工が他の方法で ､ とく に - 八六八年六月 ニ ー 日 の 法律が規律する土地所有者組合団
体 によっ て行なわれ る場合 には ､ そ の限りでな い ｡
7 分割は ､ 右に掲げた場合の 決定 において の み ､ 効力を有する ｡ 分割は当初の 組合を消
滅させ る ｡
( 仮管理者の選任)
第 二九条の 一 区分所有者 の組合の財務の 均衡が大きく崩れ､ 又 は組合が不 動産の保全に
あたる こ とが不可能で ある場合 には, 大審裁判所長は ､ 急速審理事件 として 又は申藷に基
づい て 裁判 を行い ､ 組合 の 仮管理者を指名する こ とができる ｡ 大審裁判所長 には ､ この た
めには組合 の議決権の 少なく とも - 五パ ー セ ン トを全体で 代表す る区分所有者 ､ 管理者又
は共和国検事に よっ て で なれば申立て をする こ とがで きない ｡
2 (二 0 0 0年 - 二月 一 三 日の 法律第二0 0 0一 - 二○八号) 大審裁判所長 は､ 区分所
有の正常な機能を回復するために必要な措置 をとる ことを仮管理者の 任務 とする ｡ その た
めに ､ 大審裁判所長は ､ 仮管理者に第 二六条及びに定める権限を除い て 区分所有者の総会
･ 組合理事会及び場合 によ っ て管理者の権限を 一 部又 は全部付与する . 仮管理者によ っ て
招集され司宰される組合理事会及び総会及び管理者 は ､ 仮管理 の任務に含 まれないその 他
の権限を引き続き行使する ｡
3 仮管理者 を指名する決定が , そ の 任期の期間を定める ｡ 大審裁判所長 は ､ 何時で も､
仮管理者 の任務を変更 し ､ 延長 し､ 終了させ る ことができる ｡
(訴えの停止又 は禁止)
策 二九条の 二 急速審理として裁判する大審裁判所長は ､ 仮管理者に託 され た任務の 遂行
上 の 必要がある場合で ､ かつ ､ 仮管理者の 請求がある場合､ 多く とも 一 回の み更新する こ
とができる六 ケ月 の期聞を予定して ､ こ の 裁判より以前に発生 した契約上 の 債権につ い て ､
以下に定め る債権者の す べ て の 裁判 上の訴え を停止又 は禁止す る こ とがで き る ｡
･ 債務者たる組合 に金銭の 支払い を求めるもの
･ 水道 ･ ガス ､ 電気又 は 熱の 供給契約を金銭の 支払い の欠加を理由に解除す る こ とを求め
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るもの
2. 提訴の 一 時的な停止又 は禁止の裁判は ､ 組合に対するす べ て の 執行方法を差し止め ､
それ を徒過する と失権又 は権利 の 解消をもたらす期間の進行 を停止す る ｡
( その 余 の訴 え等 の 追行)
(改良工 事)
第三 ○条 区分所有者の 総会は , 第 二 六条 に定める 二重の 多数決で 決定す る こ とによ っ て ､
不動産の用途 に合致す る ことを要件 と して ､ 既存の
- または数個の設備要素の 改造 ､ 新 し
い要素の 結合 , 共通 の 仕様 にあて られる場所の整備又 はそ の ような場所 の 相鉄の ような ､
す べ て の 改良を決定す る こ とができる ｡
2 総会 は ､ その際に ､ 同 一 の多数に よっ て , 企図される工 事か ら区分所有者 の それぞれ
に生じる利益 に比例 して工事費及び の ちの第三六条に定める補償の 負担 の配分を定める ｡
ただ し ､ 区分所有者の うちある者がよ り多くの支出部分を負担す るための合意を考慮す る｡
3 総会 は ､ 同 一 の 多数によっ て ､ 改造若 しくは創設され る共用部分又 は 要素の 運営 ､ 維
持及び取替えの 支出の 配分 を定める ｡
4 総会が第 二五条の に定 める許可を拒否する ときは ､ す べ て の 区分所有者又 は区分所有
者の集団 臥 大審裁判所 によっ て ､ 裁判所が定める条件 に従っ て 第
一 項に掲げるす べ て の
改良工事 を施工す る許可 を得 る ことができる○ 裁判所は､ この ほか ､ 他 の区分所有者が こ
の ように して 実現される施設物を利用するこ とがで きる条件を定める ｡ 区分所有者の うち
それ を施工 した者にそ の使用を留保す る ことが可能である と きは , 他の 区分所有者は ､ そ
の 権能が行使 される 日付で 評価され るそれらの 施設物の費用 の 負担部分 を払 い込 まなげれ
ば､ それを利用する許可を得る こ とが できない ｡
( 増築)
第三 五条 専有 的使用 のための新たな場所を創設するための 建物の 増築又 は建築は ､ そ の
議決 が構成員 の全員 一 致によっ て行われる場合でなければ､ 組合の配慮 に よっ て実行す る
こ と とがで きない ｡
2 既存 の 建物を増築す る権利 を同 一 の目的で譲渡す る ことの決議は ､ 第二 六 条に定める
多数の ほ か ､ 増築す る建物 の最上 階の 区分所有者の 合意及び不動産が数個の 建物 を含む場
合 には , 増築す る建物を構成す る区分の 区分所有者の さきに掲げる多数によっ て 決定する
特別 の集会 に よる確認を必要 とす る ｡
3 区分所有規約が前項 に定める議決 を行う ためにより大 きな多数を定めて い る場合 に
は､ そ め条項 は ､ それと同 一 の 多数 に よっ てで なければ変更する ことがで きない ｡
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第 3 節 英 米 法
1 アメリカ法
(1) はじめに
ア メリカの コ ンドミ ニ アム法 における管理組織の 基本構造は､ 専有部分所有者等に よる
自主管理が原則とされるが管理者選任規定はない ｡ しか しなが ら､ 物権法の特別規定 とし
て物 の 帰属や支配権の抵触を中心 に規定されて い る我 国の 区分所有法に比較して ､例えば,
開発業者が定めた原始規 約に相当する宣言や開発業者による管理契約の効力の 承継､ 管理
費の 滞納者 に対する管理組合の 徴収方法や専有部分所有者の 担保権と管理組合の 権限 との
関係, 共用部分 の 穀損等 につ いて の修繕を容易にす るために ､ 修繕費の 積立以外 に保険の
強制を求めるなど､ 自主管理をより容易に実践的にす るための 周辺規定が詳細 に規定 され
て い る の が特徴 とい える ｡
管理組織や管理行為を コ ントロ ー ルする規範 として ､ 州法があり ､ 宣言 ･ 規約 ･ 細則等 ,
さらに は管理 組合が法人である場合には ､ 法人法等の 規定 とが多重的に関わり合う｡ そ の
中で ､ 根本規範となるの は宣言である｡ ただ宣言は通常開発業者である宣言者 によ っ て作
成 され ､ か つ その 開発業者 の特別な権利の 留保 を盛込むこ ともできるの で ､ 特 に宣言者で
ない 専有部分所有者 の 自主管理 へ の移行手続 と移行後 に従前為されて い た開発業者の 管理
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体制下で の規範の 効力につ い て規定されて い る点が注目され る ｡ わが国で は ､ この ような
消費者保護規定は業法規制の 中で実現され ､ 実体法である 区分所有法に規定す る こ とは難
しい と思われるが､ コ ンドミ ニ ア ム法 において は ､ 特に配慮 されて い る o
また , 総会 ､ 理事会の 召集 ･ 議決手続等はわ が国の それ より詳細 に規定 され手続的に保
障されて い る ｡
次に ､ 共用部分に関して は専有部分所有者団体およびそ の執行 機関で ある理事会が , 専
有部分につ い て 各専有部分所有者が維持 ､ 修繕､ 交換義務を負う点で は ､ 我が国 と同様セ
あるが , 管理活動に協力しない者 ､ 特に保険制度や管理費の 滞納者 に対 して は当該滞納者
の不動産 に対す る優先担保権が付与 さ れ わが国よ りも実践性が高 い点 が特徴とい える ｡
また , 予め宣言に規定された場合 ､ 理事会の裁量で 管理業務 を管理会社に委託したり管
理人を雇用するな どの 代理執行も認められ ､ 自主管埋 を補完 して い る ｡
管理組合の 法人化 の 強制は殆 どの 州法で は ､ まだ規定され て い ない ｡
理事 ･ 役員会の 管理費任は ､ 開発業着で ある宣言者や彼らに指 名された者が埋事会を構
成する場合 と､ 専有部分所有者だ けの 選任に基づく専有部分所有 者が理事会を構成す る場
合とで は大きく異なり ､ 後者 につ いて は合理的な範囲でなされた職務執行 につ い て は免責
規定がある ｡
また分譲時か ら始まる分譲業者による管理活動支配を,
一 定の 条件の 充足に応 じて 終了
させて い く移行規定や , 当初の不 当契約等 につ いて の解約権が州法上規定 されて い る ｡
専有部分所有者間で の利用制限につ い て は､ 当事者の 私的 自治 を尊重 して ､ 州法上 の 公
序則 に反 しな い 限り ､ で きる限り ､ 団体合意が尊重される ｡ 従っ て各専有部分所有者 が有
する利用権 は､ 種々 の禁止約款 (Restrict of O Ocov en ant) とい う形式で特約され , そ
れら を宣言に明記､ あるい はフ ァイル ･ 登録され､ 強制力を 持 つ こ とにな る｡
本稿で は, 現在最も採択されて いる 一 九八○年統 一 コ ン ドミ ニ ア ム法 の 規定 を参考規定
として取り上げなが ら, ア メリカコ ンドミ ニ アム法制に関す る管理の 概要を紹介したい と
考え る ｡
(2) 管理 ･ 管理補助組織
(ア) 専有部分所有者面体 (unit O wn er
'
s Asso ciatio n) コ ンドミ ニ アム の管理主
体は､ わが国の 区分所有者団体 (管理組合) 同様, 専有部分所有者 の 団体 である ｡
わが国の 場合は､ 区分所有法律上 , 当事者の 合意に拘 らず当然 に組織される団体で ある
が, コ ンドミ ニ アム絵で は ､ 開発業者が最初の 専有部分 を分譲す る以前 には ､ 形式上 組織
されて い なくて はならない と規定される ｡ 宣言 をつ くり, 登録す るためには , 開発業者自
らが宣言者となり､ 観念的､ 形式的に専有部分所有者団体 を構成 しなけれ ばならないか ら
で ある ｡
か か る管理団体 は ､ モ デル法で ある統 一 コ ン ドミ ニ アム法 は 勿論 ､ 殆 どの 州法 におい て
も法人化強制は されて い ない ｡ 保険が強制され るために , 現 実に法人化される必要性が少
なか っ た点などが指摘されて い るが ､ ジ ョ ー ジ ア州 は法人化 が強制されて おり , フ ロ リダ
州綾などで も法人化の 強制の 改正 がなされ てい る こ とからも, 老朽化が進むに連れ､ わが
国同様に紛争主体性 の 必要上 ､ 法人化 が図られて いく傾向に ある と考え る ｡
( イ) 貸借人 (Les e e) わ が国で は ､ 管理責任の 帰属主体 も , 総会等 に出席 し区分
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所有権 を行使でき るの も区分所有者 に限定されるが､ コ ンドミ ニ アム 法にお い て は, 宣言
にお いて 定められて い る場合 には､ 特定の 事項 につ き当該専有部分の 賃借人 も､ 専有部分
所有者 にかわ っ て 議決権行使も含めて管理 に参加で きる (≡ - - - ○条 (c) 項) 点が注
目され る ｡ 行使 され る権利の 内容が ､ 区分所有権 とい う財産権 の行使である点 に配慮す る
わ が国の 法制と , コ ンドミ ニ アム の 団体自治の 合意主体は誰であ るか とい う点から構成負
を定めよう とする コ ンドミ ニ アム法制の相違とい える ｡
( ウ) 理事 (Dir ector) 現実に費任をも っ て , 自主管理職務を執行す る理事 を専有
部分所有者団体か ら選 出する の は ､ わ が国と同様で ある ｡ ただ ､ わが国で は ､ 開発業者が
理事会 メ ンバ ー の構成員として , そ の後も管理 に携 る ことはなく ､ 設立総会 に おい て 一 時
に実質的な管理主体の 移転が生 じる . 一 方､ コ ンドミ ニ ア ム法で は ､ 当初は開発業者もし
く は彼らが指名 した 理事等が管理職務にあたる ｡ そ の後､ 段階的に管理の委譲が行われ ,
しかも分譲業者の実質的な支配の継続 には, 一 定の数的要件の もとで その効力を否定で き
る規定もおかれて い る ｡ こらの 規定により ､ 専有部分所有者の 団体自治の意思が実質的に
も尊重され ､ わが国に みられ るような不当な原始規約の問題は解決される の で ある ｡ なお､
これ らの 委譲手続に つ いて は ､ ミシ ガン州やオ レゴ ン州 の よう に州法上 の委員会の 設置を
義務づけて い る州 もある ｡
さ らに 開発業者に よ っ て 指名された理事と専有部分所有者の みの互選で選 出された理事
とで はその 職務上の 責任の範囲が異なる点が注目される ｡
理事会の理事長 (president) は理事の 中か ら互選される ｡ 理事の権限と責任は非常に大
きい もの で あるが ､ 一 定 の 行為 に代理人を利用する には､ その行為の範囲を宣言 において
規定 しておく必要があり ､ その 場合には理事会の判断で 委託 ･ 雇傭契約等がで きる ｡
わが国で は, 例えば管理会社をどこ に定めるかなどは ､ 管理組合の決定事項 であり ､ 理
事長 は契約名義人と して契約 して い る に過ぎないが ､ コ ンドミ ニ アム法で は ､ 理事会の 責
任の もと ､ 理事 の管理職務 の代理人 として契約する こ とができ ､ 理事会 に 一 定 の裁量権が
認められて い る点が異なる ｡
なお ､ かかる代理人を利用する こ とにつ い て は､ 殆どの州法におい て認められて いるが ､
カ ンザス州 において は､ 理事会が このようなサ ー ビス を受ける か否か 自体が ､ 規約記載事
項とされて い る ｡
(エ) 役員 (o ffic er) 職務執行 には, 理事以外 にも理事会 (Bo ard) によ っ て選任
された役員が携る ｡ 役員も理事同様 に日常の コ ンドミ ニ アム の共用部分 に関す る管理業務
を執行す るが､ 理事とは異なり ､ 管理方針 に意思決定権 はなく ､ 理事会の 承認を得た事項
に限定されて管理業務が行い ､ 業務責任を負う o
( オ)管理会社 (Man age m e nt Co mpany) ･ 管理人 (M anager) 前述の よう に, 理事
会 または役員が特定の 業務 を委託す る場合には､ その 範囲を規約 に規定 しなければならな
い (≡ - - ○六 条 (a) 項四 号) とされるの で , 包括的な形式 で は管理者権限委託は規定
で きない ｡ 委託 内容 として は ､ わが国同様に日常の 共用部分施設管理 ･ 連絡事 務 ･ 文書の
記録 ･ 保管などがあげられるが ､ 宣言登録さえすれば ､ 委任範囲は限定されて い るもの で
はな い ｡
( カ) 宣言者(Declara nt): 開発業者 (Dev eloper) 宣言者と開発業者 とは必ずしも
同 一 人を 指す もの で はないが ､ 通常は開発業者が宣言者 として 宣言作成から 関与 し､ 分譲
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前には専有部分所有者 団体を組織 し宣言の 登録 を行う ｡ そ の後 ､ 一 定割合が分譲されるか ､
一 定期間経過後まで に ､ 管理主体を実質的 に専有部分所有者 団体 へ の移行 して い くの は前
述の 通りで あるが ､ か か る手続完了まで は､ 開発業者も管理主体 で ある ｡
なお , 宣言文中に ､ コ ンドミ ニ アム の追加 ､ その ための 一 定 の 利用権 の確保など開発権
の留保が可能で あるため､ そ の 範囲で は , 分譲後も管理主体の 一 員 と して の 関与が継続さ
れる ｡
( キ)弁護士 (Ass o ciation Atto m eys) コ ンドミ ニ ア ム にか か る法律実務で は詳細な
宣言を含めて約定文書が多数作成され ､ しかもそ の内容が多数 の 権利関係 に及ぶため ､ 通
常はそ の作成や修正 ､ 登録手続業務は専門の 弁護士 に委託 して い る ｡ 彼 らの 業務範囲は委
託契約内容によ っ て定 まり , 適正 な管理の 実項の ため , 広範に対 内外の 法的手続に関与し
て い る ｡
(3) 総会
(ア) 衰会の種類 コ ンドミ ニ アム における総会もわが国同様 に ､ 年次活動報告や来
年度の活動計画 を決 めるために開か れる総会 と ､ 特 に特別な事項 を定める特別総会 (緊急
に招集さ れる臨時総会も含む) とに分れて い る ｡ わが国で は､ 通常､ 会計報告や予算案も
含めて ､ 年に 一 度の 定例総会で行われて い るが ､ コ ンドミ ニ アム で は , 予算に関 して は特
別総会 と して 扱われ通常総会 とは区別 されて いる点 と､ 先の管理権 の 委譲 を円滑にするた
めの総会が数回にわたり開かれて いく点等が異なる ｡
管理委譲総会 (Tran sitio n Me eting)
開発業者の管理を専有部分所有者団体 へ 委譲する こ とを目的とす る総会 ｡ この 総会 にお
い て理事が選出され ､ 引き継ぎが完了する まで数回開催され る ｡ なおかか る委譲が完了す
るまで ､ 諮問機関 (Trasitio n alc o mmittee) の設置が求められる場合 もある o
通常総会 (Annual Meeting)
年に 一 度開かれる通常総会の 開催は ､ こ こで は理事 の選任 を主た る目的と して 各州法に
よっ て義務付けられて い る ｡
特別総会 (spe ci al Me eting)
特別 の 目的 (宣言の修正 ､ 理事会 の罷免, 予算の審議等) の ため に開かれる臨時総会を
い う｡ この臨時総会は ､ 理事長が招集する か ､ 理事会 の過半数が招集するか ､ 専有部分所
有者の議決権の 二 ○ (規約に よ りそれより少ない 場合にはそ の 数の) パ
ー セ ントによ っ て
召集され る (第三 -
- ○八 条).
理事会 (Board of D ire ctor-s M e eting)
理事が管理方針を決定する ために開かれ る会議であり ､ 理事会 に 関して は ､ 委任状 によ
る意思 の 表明や議決権行使は認 められて い ない ｡
(イ)招集手続要件 い か なる集会も ー ○日以上､ 六○日以前に ､ 規約に定められた
権限者によ っ て 手渡 しか郵送でそ の 通知がなされなければな らなず､ また通知に は総会の
時間と場所及び議案事項に つ い て の 記載が求められる ｡
( ウ)議決権 ･ 定足数
(a) 共有の場合の 議決権 議決権 は複数人 が
- 専有部分を所有す る場合 には ､ 一 人が
出席 した 場合に はそ の 者が､
一 部が出席 した場合 には ､ そ の 出席者 の 多数意思で 当該専有
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部分に割当て られた議決権が行使される こと になる ｡ わが国の よ うに報告 内容や審議内容
を聞く以前 に､ 予め議決権行使者を定めて ､ その 者が代表行使 しなく ても構わない 点が異
な る｡ また議決権の代理行使は専有部分所有者に限定されない 点も異なる ｡
(b) 多数決の 種類 コ ンドミ ニ アム における総会で の 投票方法につ い て大きく以下の
ように分類 される o
[ 議決権の 数え方]
･ - 専有部分 一 議決投票 (on evote perunit)
会社法の 一 株券 一 議扶植 と同じく ､ 専有部分の 個数に応じて 議決権 が行使で きる o プエ
ルトリコ で は専有部分の 数に関係なく 一 議決権が与えられて いる ｡
･ 割合的議決権 (w eigh Voting)
宣言や規約によ っ て - 専有部分 一 議決投票を修正 で きるの で , 専有面積に割合や寝室の
数に応じた議決権が与えられて多数決をす る場合 一 般的に この 方接が とられる .
･ 累積投票 (cu m ulativ eVoting)
一 つ の 専有部分 を複数人で 持つ 場合に ､ その 割合 に応 じて議決権が行使で きる と ､ 少数
者の 意思がそれなりに反映できる利点か ら認められる投票方法
[多数決]
･ 過半数投票 (plurality Voting)
過半数者の 意見が反映され る多数決投票
･ 大多数決投票 (Majo rityVoting)
特 に重要な議案事項 に つ いて は, 大多数の 合意が必要 と される場合 の 投票で ､ コ ン ドミ
ニ アム の 終了などがそ れ にあたる ｡
その他 , 少数区分所有者の既得権を守る必要がある場合 には ､ わが 国の 特別の利害を有
する者の同意 と同じく, 例えば, 宣言の修正 などの場合 にはその 者の 同意が必要 とされ る
場合がある ｡
(c) 定足数 定足数につ い て は､ わが国の 区分所有法 には規定がないため , 議案を成
立 させ る に足るだけの 区分所有者の 出席をもっ て定足数と捉え て会議を進める場合が多い
が､ コ ンドミ ニ アム 法で は､ 規約に別段の定の ない 限り､ 総会に つ い て は議決権を有する
者の 二 ○パ ー セ ントが ､ 総会開始の ときに ､ 直接出席か委任状 による出席 して い ればよく ､
理事会 に関しては ､ 理事会開始の ときに五○パ ー セ ン トの 理事が直接出席して い ればよい
と定められて い る ｡
(4) 州法 ･ 宣言 ･ 規約 ･ 規則 (細則)
わが国におい て は , 区分所有法が最上位規範 として , 実体的な権利関係や議決事項や議
決要件を定 め､ 管理運用上 , 規約や決議を自治準則 とされて い るが , コ ン ドミ ニ アム 法に
お い て は宣言 (De clar atio ns) が根本規範として 機能し ､ 登録 によ っ て ､ そ の 内容が公示 さ
れて い る ｡ 従 っ て 一 端宣言が登録される と ､ 宣言の 修正 が登録 されない 限りにお い ては 宣
言に盛込まれた内容に従わなければならない ｡
ところが ､ か か る宣言 は開発業看たる宣言者によ っ て作成される ｡ また専有部分所有者
の 合意が宣言 に規定 されたと して も､ 州の 公序貞り上､ 到底認められる こ とがで きない 合意
内容もあるの で ､ 州法 (state code) はか かる宣言の 内容 を抑制し ､ 宣言が当該コ ン ドミ
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ニ ア ム の 有効な根本規範たらしめ るために ､ そ の 上位規範として存在 して い るもの と考 え
られる ｡
宣言を修正する には修正 内容 の 登録が必要なために , 非常に手続が厳格で 煩雑で ある ｡
そのために迅速性を有する事項 に つ いて は､ 下位規範である規約 (Byla w s) によ っ て規定
古れる . 規約には実体的な権利義務関係で ない , 主 に専有部分所有者団体や理事会の 選任
や運営手続や総会招集 ･ 決議手続などを中心に規定 される o さらに規約改正手続も規約に
規定されて い る｡ なお , 州 によっ て は規約 にも宣言 と同様に登録す る義務 を求める州もあ
る ｡
さ らに駐車場 ､ 騒音規制等の 日常生活に関する利用規則等の 事項は , で きる限り柔軟に
修正 で きるよう に ､ 規約 の下 の細則 (Rules) に規定される ｡
以上の ような法規範の 多重構造は､ わが国におい て も同様で あるが､ 登録を要す る宣言
が根本規範とされて い る点が注目される ｡
また ､ 団体自治 にお ける , 専有部分所有者 間の様々 な利用上の 合意は ､ 例えば
一 定の 年
齢以上 の著 しか入居 で きない とする場合や ､ 子供がい る家族 は入 居で きな い とす る場合な
ど､ そ の 内容 に つ い て制限約款 (Restrictiv e Cove n ant) と して特約が結ばれ, 宣言文 に盛
り込まれ ､ 登録され る こ とで 実効性を有 して い る点が特徴的で ある ｡
なお ､ かか る特約の 有効性 を巡 っ て は､ 裁判所 の 判断に よっ て最終的に 争われる こ とに
なる が ､ 判決 (Judge m ent)･自体が先例拘束性を持つ ために ､ 個別具体 的な事案につ い て
の判 断を原則とするわが国の 判決 に比較して ､ コ ンドミ ニ アム法制に対 して ､ 高い 次元の
行為規範性を有する点も注目す べ き点であ る｡
(5) 専有部分所有者団体の自主管理を実効性あるものとするための補完規定
(ア) 管理会社 へ の委託及び管理 人の 雇傭契約 前述 のように ､ コ ン ドミ ニ アム の 自
主管理原則も ､ 実際 には ､ 宣言 に規定された特定の 事項 に関して ､ 理事会 は管理会社に管
理を委託 したり ､ 管理人等を雇僻して ､ その管理実務 にあたる ことが前提とされて い るが ､
管理代行者 の 管理行為につ いて の規制は ､ わが国の ｢マ ン シ ョ ン管理の適正化 の推進 に関
する法律｣ の ような業法規制はなく ､ 専ら州法上の信義誠実義務 (触 and re as o n able, good
faith) を根拠と して実体盛上の解決が図られ よう として い る .
とりわ け, 開発業看である宣言者によっ て為された委任 ･ 雇用契約に つ いて 臥 専有部
分所有者 の 団体が実質 的に形成 された以降に ､ 従前の契約を解約で きる条項 の 設置 を認め､
専有部分所有者 の利益 を守る よ うに努められて い る点が､ わが国で原始規約の不当性 をめ
ぐる様々 な紛争が生 じて い る こ とと比較して 注目される (参照)｡
( イ) 管理費滞納者 に対する優先担保権 の取得および専有部分につ いて の 担保権者 と管
理組合の 関係 わが国の マ ン シ ョ ン管理組合において ､ 管理運営上 ､ 最も切実な問題の
ひと つ と して 滞納された管理費を非専門家集団で ある管理組合が法的手続 によっ て徴収 し
なければならない 点が挙げられ る ｡ わが国で も ､ 制度上 ､ 法定担保物権 である
一 般の 先取
特権 とされる旨が規定 され ､ また滞納額が少額の 場合には ､ 簡易な少額訴訟手続も用意さ
れて い るが ､ 現実に は ､ 法律 の 非専門家の 理事会構成員に よ っ て 回 収する の は 困難を極め
て い る ｡ 管理会社も管理代行行為 として支払督促までは行 っ て も､ 現実 の 回収活動はや ら
ない の が通常であ り ､ こ の こ とが問題を大きく して い るように思われ る ｡
一 年交替 の 理事
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が ､ 生活協同者から厳し い取立て を行うの を厭が り ､ 次年度送りを繰返し ､ 滞納金が膨ら
んで いく場合が多い ｡ それ に比較して コ ンドミ ニ ア ム法で は､ まず､ コ ンドミ ニ アム の様
々 な管理手続の には ､ 弁護士が書面作成等に関わ っ て来て い る点と､ 州法 ､ モ デル法上 に
よっ て コ ン ドミ ニ アム 管理組合に , コ ンドミ ニ アム の 滞納管理費に対 して は､ 抵当権 と同
様 に優先担保権が与え られて い る点 とが､ 実質的回 収面で 多きく 異なる｡
コ ンドミ ニ アム の 法律関係は登録 (公示) 義務があるた めに､ 宣言登録以前に登録され
て いる他の 担保権 を除い て は､ 優先担保権として ､ 受戻権を喪失させたり､ 売却処分でき
る地位 を得て い るの で ある . さ らに ､ 専有部分に つ い て既に担保権者が存在する場合 には ､
かか る担保権者 の権 限行使が , 専有部分所有者団体 の 円滑な管理活動に影響を与えるよう
な場合 を想定して ､ 一 定の 範囲で担保権者は当該専有部分所有者または専有部分所有者団
体 に 一 般的な管理行為を認 めなければならない 旨の 規定もおかれてい る点が注 目される o
なお, 共益費用 の遅延損害金につ い て は, 年 一 八パ ー セ ントを超えない範囲で 専有部分
所有者団体が定める こ とが できるとされる ｡
( ウ) 火災保険の 強制と保険金よる修繕 わが国で は､ 専有部分 . 共用部分を問わず
保険加入は個人の 自由に任され ､ 共用部分につ いて は修繕積立金を修繕費用に充て るの が
原則で ある o これは団体管 理の 強制よりも, 危機管理や保険の有用性につ いて は個人の認
識が尊重されて きたからで あろう. しか し個人が自由な保険契約を結んで いる場合には ､
管理組合 と して は突発的な損傷に対 して修繕積立金で賄え るの か否かが把握で きない 状況
にある し, また転入 ･ 転出 を繰返す区分所有者にそ の 度 に保険証券の 控えを提出してもら
い被保険額の 総額を把達す るという煩雑な手続を繰返さなけれ ばならない ｡
そ の結果 , 近年 ､ わが国で も共用部分 につ い て は個 人的な保険契約を禁止 し , 管理組合
で 一 括して 保険加入 して い る場合が増えて きて いる が､ なお公団による分譲や住宅金融公
庫融資を利用した分譲の 場合には､ 火災保険は債権担保の 意義が強く ､ 分譲時 に各購入 者
に共用部分 につ いて も指定の保険を強制 し､ かつ 重複保険が禁止されて い る ｡ こ の ような
場合に は ､ 前述 の融資と関係の ない 途中入居者は各自で 自由な保険契約 を結んで い るため
に ､ 全区分所有者に画 一 的に既契約 の保険の 利益 を放棄させ ､ 将来k向けて ､
'
管理組合 一
括型保険契約をする こ とは非常 に困難な問題 を生じさせて いる ｡
保険制度の利用が発達 して い る米国の コ ンドミ ニ ア ム法制では ､ 州法上 ､ コ ン ドミ ニ ア
ム組合の 制御下で共用部分につ いて の 保険契約 を強制 し ､ かつ その合理的可能な被保険範
囲も保険対象物の 価格の 八 ○パ ー セ ント以上とされて いる ｡ また､ かか る保険契約は､ 各
自が独自の 利益の ため にか ける重畳的保険契約を禁止するもの でもない ｡ 保険内容には ､
物的損害に対して だけで なく ､ 物損から生じる人的損害につ い ても保険内容に盛込むこ ま
なければならな い こ とが規定されて い る ｡
その 上で , 理事に は , そ の責任におい て , 保険金 を利用 して迅速 に修復する こ とが義務
づ けられて いる ｡ 但 し, 八 ○パ ー セ ン ト以上 の 反対で 修復が否定され, コ ンドミ ニ ア ム関
係を終了させ る場合に は ､ 修復は例外的に為されない こ とになる ｡ これら 一 連の取扱もわ
が国 とは異なる点で ある ｡
(エ) 宣言者の 信義誠実義務と ､ エ スカ レ ー シ ョ ン条項及び解約条項 フ ロ リダ州な
どで は ､ 宣言 , 賃借権設定 ､ そ の 他の 書面によ っ て定められた譲渡又 は開発権 の 留保や ､
開発業看でない 専有部分所有者によ っ て構成され る 専有部分所有者団体の 管理が開始 され
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図5 ア メリカ法
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る以前に締結されたい かなる契約も ､ コ ンドミ ニ ア ム管理団体の運営 , 維持 ､ 管理のため
に､ 又 はコ ン ドミ ニ アム所有者に帰す る財産 の ため に , 公正で適切なもの で なければなら
ない とされる ｡ もしそ うで ない 場合には ､ 開発業着で ない 専有部分所有者 によ っ て構成さ
れる専有部分所有者団体は , そ の 管理開始の 後に ､ 従前の 契約を解約ができる 旨が規定さ
れて い る ｡
また､ 宣言者でない専有部分所有者が七五パ ー セ ント以上になり ､ そ の者だけの議決権
の 七 五パ ー セ ント以上 の 合意 が得られた場合には, 内容 の如何に関わらず解約が可能であ
る とされ る . こ れは ､ 宣言者が自らが指 名した管理会社との 間で ､ 馴合 い契約 (self -
Dealing) を継続 し､ 不当な管理に対 して 不当な報酬 を得る ことを防ぐ目的もある ｡
また､ 物価指数や消費者物価指数の 割合 に応 じて契約上の 報酬が増えて い く と規定す る
ようなコ ン ドミ ニ アム 管理契約の い か なる条項もエ スカ レ ー シ ョ ン条項と して フ ロ リダ州
の 公序則 に反 して無効である とす る ｡
以上 の ように ､ 開発業者に対する専有部分所有者の 利益保護義務の 要請に つ い て の 実体
法上の 規制は､ わが国のそれ よ りも造か に詳細で厳 しいもの とい えるであろう .
【関連規定】
以下に本稿に関連す る規定の 拙訳 を掲げる o 本項 に関連する 一 九八 ○年統 一 コ ン ドミ ニ
アム 法と, そ の 後に特 に注目すべ き州法 の 抜粋の順 で掲げる.
統 一 コ ン ドミ ニ アム法
(定義)
第 一 - - ○三 条
特 に , 他に規定されて い る場合や ､ 他 の 意味が求められてい る場合を除き ､ 宣言､ 規約 ､
本法 にお い て 以下の ように定義する ｡
( 中略)
9 ｢宣言者｣ は､ 以下の 行為をする人､ または人 の集団をいう ｡
- まだ販売されて いない専有部分の権利 を共通の 販売促進計画として 販売処分する
二 特定の 宣言者の権利を留保するか , 継承する
三 本法第玉 章によ るコ ン ドミ ニ ア ム の登録申請をする
(中略)
1 1 ｢開発権｣ とは ､ 宣言者によ っ て ､ 宣言において留保された以下 の権利又 は複合
した権利をいう ｡
- 不動産に コ ンドミ ニ ア ム を追加す る権利
ニ コ ン ドミ ニ アム に専有部分 ､ 共用部分 , 制限的共用部分を造る権利
三 専有部分を分割したり ､ 共用部分に変更する権利
四 コ ン ドミ ニ アムか ら不動産を取り除く権利
(中略)
2 3 ｢特別な宣言者の 権利｣ とは ､ 以下の 宣言者の 利益の ため に留保された権 利を意
味する ｡
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済 喝
- 宣言 に フ ァイ ル された図版を葡完する (第ニ ー - ○九条)
ニ 開発権を行使する (第ニ ー - ー ○条)
三 販売所 ､ 管理事務所 ､ コ ン ドミ ニ アム の広告看板 ､ モデル ル
ー ム を維持する (第ニ ー
- ー 五条)
四 改善目的で , コ ンドミ ニ アム 又 は コ ン ドミ ニ アム がある不動産内の 共用部分に地役権
を有する (第ニ ー - ー 六 条)
五 コ ン ドミ ニ アム の拡大や 計画 されたコ ミ ュ ニ テ ィ の コ ンドミ ニ アム部分をつ くる (第
一 - ニ ー 粂)
六 統括コ ン ドミ ニ アム管理組合 に従っ て コ ン ドミ ニ アム をつ くる (第ニ
ー - ニ ○条)
七 宣言者が管理支配 して い る間､ 専有部分所有者団体､ マ ス タ
ー 管理団体, 理事会委員
の 役員を指名 したり解任す る (第三 一 - ○三条 (c) 項)
(信義誠実義務)
第 一 - - 一 三粂
本法に よる全て の契約 ､ 義務は ､ 信義誠実義務に遂行されなければならない ｡
( 宣言及び規約の解釈と効力)
第ニ ー - ○三条
(a) 宣言及び規約中のす べ て の規定は ､ 可分的で あるもの とする ｡
(b) 永久権禁止の原則は､ 本法第三 一 - ○ ニ粂 (a) 項 (1) 項の 規定に基づく宣
言 ､ 規約 ､ 規則 ､ 細則を無効 にするために適用する こ とはで きな い ｡
(c) 宣言及び規約の規定の 間に抵触がある ときは､ 宣言が優先する ｡ 但 し, 宣言が
本法に合致 しない 場合は ､ こ の 限りでない ｡
(d) 専有部分及び共用部分に関する植原は ､ 宣言が軽微な点で 本法 に適合 して い な
い とい う理由によ り譲渡不可能には ならな い｡ 又 はその他の 点で不利益な取扱いを受 けな
い ｡ 譲渡性を損なうか否か の重大性の判断は , 本法との 適合性の判断によっ て は影響を受
けない ｡
( 制限的共用部分)
第ニ ー ー ○ 八条
(a) 第ニ ー ー ○ 二条及び に規定する制限的共用部分を除いて ､ 宣言 において ､ 各制
限的共用部分 に配分される 一 個又 は数個の専有部分を特定しなければならない ｡ この配分
は ､ その 影響 を受ける専有部分の 所有者の 同意なく して変更する こ とはで きない ｡
(b) 御限的共用部分 は ､ 宣言の規定に従うことを条件と して ､ 再配分する ことがで
きる ｡ こ の 場合におい て ､ 再配分は､ その再配分を受ける専有部分 を所有する専有部分所
有者の作成す る登録済み譲渡証書又 は宣言の修正書によっ て 行う ｡ 譲渡証書又 は宣言の 修
正書を作成す る者は , そ の 写 しを管琶組合 に提出しなければならない ｡
(c) 制限的共用部分と して ､ 予め配分 されなか っ た共用部分 は ､ 制限的共用部分と
して 配分する こ とができ ない . ただし ､ 第 ニ ー - ○五 条 (a) 項の 規定 に従っ て宣言中に
設けられた規定に基づく場合は､ この 限りでない ｡ こ の 配分は , 宣言 の 修正 によ っ て 為さ
れる ｡
(地役権)
第ニ ー - ー 六条
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宣言 の規定 に従い , 宣言者は共用部分を利用す る地役権 をもつ ｡ かか る地役権 は ､ 宣言
者 の権限を実行する目的の ためや二 本法によっ て生じたある い は宣言 におい て 留保 された
特別の 宣言者の権利を執行するために に合埋的 に必要な範囲による ｡
( 宣言の 修正)
第ニ ー ー - セ 粂
(a) 宣言 (土地図面及び設計図を含む) の 修正 は ､ 管理組合お ける議決権の 〔六七〕
パ ー セ ント以上 , 又 は宣言 によっ て指定される ､ そ れより多数の 専有部分所有者 の 議決 ､
若 しく は合意 によ っ て為 される. ただし ､ 第 ニ ー ー ○九条 (f)､ 若しく は第 ニ ー ー ー ○
条 (a) 又 は第ニ ー - 一 二 条 (a) の規定に基づき宣言者が修正す る場合 ､ 第 一 - - ○七
粂 ､ 第 ニ ー - ○六条 (d)､ 第 ニ ー ー ○八条 (c), 第ニ ー ー - ニ 条 (a) の規定に基
づき管理組合が修正 する場合及び第ニ ー - 一 三条 ､ 第 ニ ー - ○八粂 (b)､ 第 ニ ー - 〟
条 (a), 第ニ ー ー ー 三 条 (b) 又 は第ニ ー - ー 八粂 (b) の規定に基づ き 一 部の専有部
分所有者が修正 する場合並びに (d) の規定が制限す る場合は､ こ の限りでな い ｡
専有部分の全部がその用途を専ら非居住用に制限 して い る場合に限り ､ 宣言 にお い て ､
こ の割合を減ずる こ とがで きる｡
(b) 本条により管理組合が採択した修正 の 有効性 につ いて 異議を申し立て る訴訟 は､
修正 を登録 した後 一 年以上 を経過したときは ､ 提起する こ とができない ｡
(c) 宣言のす べ て の修正 は ､ コ ンドミ ニ アム の所在地す べ て の 〔郡〕 におい て 登録
しなければな らない . 宣言 の修正 は, 登録によっ て の み効力を生ずる o
(d) 特別な宣言者の 権利を創設 ､ 拡大し､ 専有部分の 個数を増大し ､ 専有部分の境
界を変更 し､ 専有部分 に配分された共用部分 に関す る権利 , 共益費用の 分担 ､ 若しく は管
理組合 における議決権 を変更 し､又 は専有部分の 用途制限を変更する ための 宣言 の 修正 は ､
専有部分所有者の 全員の同意がない 限り修正で きない ｡ ただ し､ 本法そ の 他の 規定が明示
的に許諾 し ､ 又 は定めて いる場合は この限りで ない ｡
1(e) 本法の規定に より管理組合が登録する こ とを要する宣言 の修正は ､ そ の目的の
ために選任された管理組合の役員 (役員を欠く場合には､ 管理組合め理事長) が準備 し､
作成し ､ 登録し, 及び認証しなければならない ｡
(金銭消費貸借の 貸主の 担保権)
第 ニ ー ー 一 九粂
宣言は ､ 全て あるい は 一 部の 特定され た譲渡抵当権者や専有部分を担保 に供す る信託権
原証の受益者に ､ 当該専有部分所有者や専有部分所有者 団体が特定の 行為を行う こ とには ､
そ れらの 行為が有効で ある ことを条件に承諾する こ とが求められるが , 以下の 場合は承諾
が求められない ｡
専有部分所有者や理事会に よる専有部分所有者団体 の 一 般的な管理事項 を否認したり ,
代理で きない ｡
第三 - - 一 三条による場合を除いて は, 専有部分所有者団体や理事会か ら ､ 訴訟や法的
紛争処理手続を開始したり ､ 干渉した り､ 集結 させ たり ､ 保証金等 を受領 したり ､ 分配で
きない ｡
( 専有部分所有者団体組織)
第三 - - ○ - 条
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専有部分所有者団体は ､ 宣言者 の専有部分の 販売の前に組織さ れなけれ ばならない ｡ そ
の 構成員は , 常 に例外なく専有部分所有者でなければならない ｡ 但 し ､ コ ンドミ ニ アムが
終了 した後は , そ の ニ ー ー ー 八条 の も とで売却代金の配分を受ける権利 を有する従前の 専
有部分所有者 ､ そ の 相続人､ 承継人 ､ 譲受人によ り構成 される ｡ こ の 団体は は営利法人 ､
または非営利法人, ( または法人でない 団体) と して組織され る ｡
( 専有部分所有者団体の 権能)
第三 - - ○ 二条
(a) 本条 (b) 項を除い て ､ 専有部分所有者団体 (法人でない 場合で あっ て も) の
権能 は , 宣言に従っ て以下に掲げる もの で ある ｡
規約及び規則の 作成 ･ 変更
収入 ､ 支 出及び積立金 の決定及び変更 ､ 共益費の賦課 ､ 徴収
管理会社 との 管理委託契約 ､ 管理 人の 雇用
自己ま たはコ ンドミ ニ アム い 影響 を及ぼす 二戸以上 の 専有部分所有者 の ために ､ 自己の
名で 民事訴訟 ､ 行政手続きの 申立 をす る､ ある い は防御をする こと
契約を締結 して債務を負担する こ と
共用部分 の使用 , 維持 ､ 修繕､ 変更 につ い て 規則の 制定
共用部分 の改良
不動産または動産 の取得 ､ 保存 ､ 処分を自己の 名で行うこと ｡ 但し ､ 共用部分の 処分に
つ い ては ､ 三 - - - 二 条 に従うc
共用部分につ い て の地役権の 設定 ､ 賃貸などの利用許可
第 ニ ー - ○ 二 条二 号 ･ 四号 に記述される制限的共用部分以外の共用部分 を使用 , 貸借､
運営するために支払 , 使用料 , 負担などを賦課や受領
共益費の滞納につ き遅延損害金 を課 し, 釈明の 機会を与えた上で , 宣言や規約 ､ 規則 に
対する違反に対 し合理的な制裁を課す る
宣言作成 ､ 登録等 の ために合理的な費用を課
役員､ 理事の 損害を補償したり ､ 理事 ･ 役員の 責任 に責任賠償保険を付与する
宣言で 明確に規定されて い る場合に限り ､ 共益費を受領する権 利を含む将来の 収入の 譲
渡
宣言や規約で 与えられた全権限 の行使
この州 において専有部分所有者団体 と同様 の 種類の法主体が行使で きる全て の権限
専有部分所有者団体の管理運営 に必要か つ 適当な権限の 行使
(b) 宣言によ っ て ､ 宣言者 へ の 取扱に つ いて の 専有部分所有者団体 の権能 を ､ 宣言
者以外の 者 に対するそれよりもり も制限する ことはできな い o
( 理事会･ 役員)
第三 一 - ○三条
(a) 本条 (b) 項に従っ て 宣言や規約に規定されて い る場合や ､ 本 法の他 の規定に
規定して い る場合 を除いて は ､ 理事会は専有部分所有者団体の ためにあらゆる場合におい
て行動 しなけれ ばならない ｡
役員及び理事会委員 に対 して は ､
彼らが宣言に よ っ て 指名され た場合 には ､ 専有部分所有者か ら信託され た内容に基づく
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注意義務をも っ て ,
彼らが専有部分所有者に よっ て選任 された場合に は ､ 通常か つ 合理的な注意義務をもっ
て ､ 任務を遂行する こ とが求められ る ｡
(b) 宣言 の 修正 ( 第ニ ー - - セ 粂)､ コ ン ドミ ニ アム の 終了 (第ニ ー - - 八 条)､
また は理事会委員を選任す るため､ または理事会の 資格, 権能 ､ 義務 , 任期を定める場合
(第三 - - ○ 三 条 (f))､ 期間満 了の ため委員 の 欠員を補充す るた めに は , 理事会は専
有部分所有者団体の ために行動 しなくて もよ い ｡
(c) コ ン ドミ ニ アム のための予算案が提出さ れた後三○日以内に､ 理事会 は専有部
分所有者全員に予算案の 要約を提供 しなければならない ｡ 要約 の郵便が配達された ときか
ら - 四 日以上三 ○日以内に ､ 予算案が合理的 と判断されるための 予算総会を開か なければ
ならない ｡ 予算総会 にお い て専有部分所有者の 過半数 (宣言 により多数の 票数が規定され
る場合には それに従 っ た数) の 否決がない限り , 出席者の定足数に拘わらず予算案は正当
化される ｡ も し予算案が否決された場合には､ 理事会によっ て 再度提案された予算案が専
有部分所有者によ っ て 可決されまでの 間は ､ 既に専有部分所有者に可決されて いた前期の
予算案が継続す る こと になる ｡
(d) 本条 (e) 項に従い ､ 宣言 には ､ 宣言者 による専有部分所有者団体の 財産管理
の 期間を規定される ｡ この 期間中は､ 宣言者 ､ または宣言者に よっ て 指名された者は､ 役
員および埋事会委員 を任免す る｡ 宣言 に規定された期間に拘わ らず, 以下に掲げる最初の
時期に宣言者による管理期間は終了す る ｡
宣言者以外の者に専有部分所有の 七五 パ ー セ ントが譲渡された後六○日以内 ｡
商業的に通常の方法 によ り､ 全て の宣言者か ら専有部分の売却が終了してか らこ 年が経
過したとき｡
新しい 専有部分 を追加す る全て の開発権が行使されてか ら二 年が経過 したとき｡
宣言者が管理期間終了前 に､ 役員及 び理事会委員を任免する権利を自発的に引き渡した
とき
(e) 二 五 パ ー セ ン トの宣言者以外の者 へ の 専有部分の譲渡か ら六 ○日以 内に ､ 少な
くとも 一 人か つ 二五 パ - セ ント以上の 理事を宣言者を除く専有部分所有者によ っ て選出し
なければならない ｡ 五 ○パ ー セ ントの 宣言者以外の 者 へ の 専有部分 の譲渡か ら六 ○日以内
に , 少なく とも 一 人かつ 三三 と三分 の 一 パ ー セ ント以上の 理事を宣言者を除く専有部分所
有者 によっ て選出しなけれ ばならない ｡
(f) 宣言者に よる管理期間の終了まで には､ 少なく とも三 人かつ 過半数の 理事を専
有部分所有者によっ て 選出しなければならない ｡ 理事会は役員 を選出する . 理事会委員及
び役員は選挙によっ て 就任 しなければならない ｡
(g) 宣言 ､ 規約の 規定 に反対の規定があっ たと して も､ 専有部分所有者の 総会で ､
議決権を有する 出席者の 三 分の 二 の 賛成で ､ 原 因の 有無に関わ りなく ､ 宣言者 によっ て指
名された理 事会委員そ の他 の 者の解任ができる ｡
( 宣言者の 契約 ･ 賃貸借の終了)
第三 一 - ○五 条
第三 一 - ○三条 (f) に基づい て , 専有部分所有者によ る理事会が選任される以前に就
任 した
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管理契約 ､ 雇用契約 , リクリ エ ー シ ョ ン施設や駐車場そ の 他の設備の 賃貸借
専有部分所有者団体 と宣言者や宣言者と関係する者との 間で締結 された他の 契約或い は
賃貸借
専有部分所有者に対 して 信義誠実に従わない ､ または契約当時に不当で あり､ その 状況
が続 い て い る い かなる契約も賃貸借も第三 一 - ○三条 (f) 項に基づき専有部分所有者に
よる理事会が選任 ､ 就任 して か らは , 相手方に九○日間以上 の催告期間をもっ た通知 をす
れば , い つ でもでも罰則な しに終了できる ｡ 本章における賃貸借を終了 させ る専有部分所
有者団体 の権利 を無効 にする 目的で , 賃貸された不動産が コ ン ドミ ニ アム に含まれて い る
ような場合でな い限りは､ 本章はコ ンドミ ニ アムを終了 させ たり ､ コ ン ドミ ニ アムの大 き
さ を減じるよ うな､ い か なる賃貸借の終了には適用されな い ｡
(コ ン ドミ ニ アム の 維持)
第三 - - ○七粂
(a) 本条 (b) 項または三 一 - 一 三 条 (h) 項に基づき宣言に規定された場合を除
き､ 専有部分所有者団体は , 共用部分の維持､ 修繕､ 交換の 責任 を負い ､ 各専有部分所有
者は自らの専有部分の 維持､ 修繕､ 交換の責任 を負う｡ 各専有部分所有者は ､ 専有部分所
有者団体､ 他の 専有部分所有者､ その代理人, 雇用者 に, 彼らの 管理業務の ために ､ 合理
的に必要 と思われる範囲で ､ 自らの専有部分の 利用を許す｡ 共用部分 に損害が生じた場合
や ､ 専有部分の利用によ っ て損害が 生じた場合 には ､ その 損害に責任 をもつ 専有部分所有
者､ 専有部分所有者団体 に責任がある場合にも専有部分所有者団体が直ち に修繕す る義務
が ある ｡
(b) 本法に よっ て 専有部分所有者として宣言者に責任が加重されて い る場合 には ､
開発権に含まれる不動産 に関 しての全て の費用 は宣言者の み で負担 しなければならない ｡
他 の専有部分所有者やコ ン ドミ ニ アムの 一 部には､ これらの 費用の 支払い は求められない ｡
但 し､ 宣言にお いて他 の方法が規定されて い る場合 には, 開発権に含まれる不動産 か ら
の 収益や純益 を宣言者の ために役立たせ るこ とはできる｡
( 総会)
第三 - - ○八条
専有部分所有者組合の 集会 は､ 少なくとも 一 年に - 回開催されなければならない ｡ 臨時
総会 は, 理事長 によ っ て 招集されるか , 理事会 の過半数に よっ て 招集されるか ､ 専有部分
所有者組合 の議決権者の ニ ○パ ー セ ント (ある い は規約に よっ て それ以下の 定数が特定さ
れて い る場合 にはそ の 数)によっ て招集される ｡ いかなる集会も ー ○日以上六○日以前 に ,
規約 に特定 された書記または役員によっ て 手渡 しされるか､ 各専有部分 ､ または 専有部分
所有者 によ っ て 記載された他 の配達地に､ 郵便によっ て通知されなければならない ｡
い かなる総会通知も, 集会 の 時間, 場所 ､ 宣言や規約の 修正提案事項で ある 一 般的な性
質の もの か ら, 予算の変更や理事 ､ 役員の解任等なども含んだ協議事項に つ いて記載され
て い な けれ ばならない ｡
( 定居数)
第 三 - - ○九条
(a) 規約で別段の 定めの ない 限り ､ 専有部分所有者 団体の い かな る総会も ､ 総会開
始 の とき に ､ 理事会委員 を選出するための 議決権の 二 ○パ ー セ ント以上 の 者が自ら出席す
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るか ､ 委任状による 出席がなけれ ば定足数が満たされない ｡
(b) 規約で より大 きなパ ー セ ントを特定して いない 限り , 定足数は, 理事会の 議決
権 の 五 ○パ ー セ ン トの者が ､ 理事会開始の ときに出席して いれば定足数は満たされる ｡
(投票 ･ 委任状)
第三 - ～ - ○ 条
(a) 一 つ の 専有部分を複数人で 所有 し､ そ の 中の 一 人 が専有部分所有者 団体の 会議
に出席 した場合には ､ そ の 者は ､ 当該専有部分に割れ当て られた全議決権 を行使で きる ｡
複数人が出席した場合には ､ 出席者の 議決権の過半数の合意に従っ て ､ 当該専有部分 に割
れ当て られた全議決権 を行 使で きる o 但し, 宣言に他 の方法が明確に規定されて い る場合
は除く ｡
(b) 専有部分所有者 に割れ当て られた議決権は､ 当該専有部分所有者 に よっ て 正当
に委任 され た代理人 によ っ て行使しても構わない o 複数人によ っ て 一 つ の 専有部分が所有
されて い る場合 には , 当該専有部分の各所有者は､ 正 当に委任された代理人を通じて ､ 議
決権 を行使したり､ 専有部分の 他 の所有者の 議決権を行使 に異議を主張 したりで きる ｡ 専
有部分所有者は､ 本条に従っ て与 えられた委任状を無効 にで きない ｡ 但 し､ 委任状は､ 日
付が記載されて い ない場合や ､ 通知を受けて いない ための無効 の主張がで きる場合には ､
無効で ある o 委任状 はその記載日から 一 年 (委任状に 一 年より短い期間が定められて い る
場合 にはそ の期間の 経過に よっ て) 失効する ｡
(c) コ ンドミ ニ ア ム に影響する特定の事項 に関して ､ 専有部分の貸主たる専有部分
所有者で はなく ､ 賃借人に よっ て投票される旨が規定 されてい る場合 には,
本条 (a)､ (b) 項は､ 賃借人 に対して専有部分所有者 として扱われる ｡
他人 に自己の専有 部分を賃貸した専有部分所有者は ､特定な事項に関 して投票で きない ｡
賃借人は ､ 総会 の 通知を受け､ 登録簿を入手し､ 当該専有部分所有者として の 事項 に関
する他の 権利を付与 される ｡ 賃借人に投票権が与えられたときで も, 専有部分所有者 に対
して も第三 一 - ○八条に規定さ れ る方法 により､ 全て の集会の通知が与えられなければな
らない ｡
(d) 専有部分所有者団体 によっ て所有されて いる専有部分にはい かなる行使で きる
議決権 は割り当て られない ｡
( 規約)
第三 - - ○六条
(a) 専有部分所有者団体の 規約には以下を規定しなければならない ｡
理事会 の 委員の数 ､ 専有部分所有者団体の役員の権能
理事会 により理事長 ､ 会 計, 書記 ､ そ の他の規約 によっ て定められた専有部分所有者団
体 の 役員の 選任
理事会の 委員 ､ 役員の 選任 ､ 解任及び欠員補充の 方法 ､ 資格 , 権能 , 義務 ､ 任期
理事会の 役員の 中で , 他 の 者や管理会社に管理委託できる場合がある ときには ､ そ の 旨
専有部分所有者団体 の ために宣言の修正 の 準備 ､ 作成 ､ 確証､ 登録する役員
規約 の変更方法
(b) 宣言規定 に従 っ て , 必要かつ 適当と思われる専有部分所有者団体に 関する いか
なる事項も規約に定める こ とがで きる｡
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(保険金)
第三 - - 一 三条
(a) 宣言者以外の者 に専有部分 の最初の 譲渡が為され る以前に , 専有部分所有者団
体は､ 合理的に可能な範囲で , 維持を開始 しなければならな い ｡
直接的物的損害､ コ ンバ ー ジ ョ ンの 場合､ 火災と拡大被害 の補填等の あらゆる危険に対
して ､ 共用部分 につ いて財産保険 をか けなけれ ばならない ｡ 保険金総額 は､ 保険契約時あ
るい は更新時におい て ､ 土地価格 ､ 掘削費用 ､ 基礎部分工事費用 , そ の 他 の通常の 項目を
財産価値か ら控除 した後の 保険対象物 の 時価の八十パ ー セ ン ト以上で なければならない ｡
医療費も含む責任保険は ､ 理事会 によ っ て決定 される ｡ 保険金総額 は ､ 共用部分 の使用 ､
所有 ､ 維持と関連 して 生じたあらゆる死亡 ､ 身体的傷害, 財産上 の損害を回復するために ､
宣言に特定 された総額 を超えなければならない ｡
(b) なお､ 宣言に水平の 境界を有す る専有部分をもつ と記述された建物 につ い て は､
本条 (a) 項号の 範囲で ､ 専有部分に対 しても合理的に可能 な限 り保険を付さなければな
らない ｡ 当該専有部分は含 まれるが､ 専有部分所有者によ っ て 取付けられ た改良物に は及
ばない ｡
(c) 本条 (a) 項･ (b) 項に記載 され る保険が合 理的に 可能で なけれ ば, 専有部
分所有者 団体は , 直ち に手渡 しか合衆国郵便 によっ て事実 の 通知 を理由づ けなければなら
ない ｡
宣言者 は､ 専有部分所有者団体 に他の 保険を保持する よう求め､ 専有部分所有者
田体は団体または専有部分所有者等を守る の に適切である と考 えられる他の保険を付保で
きる ｡
(h) 本条 によ っ て保険が強制されて い る コ ンドミ ニ アム の い かなる 部分が損傷した
り損壊 した場合 にも､専有部分所有者団体 によっ て 直ち に修繕 ･ 交換しなければならな い ｡
但し以下の場合は除く ｡
1 コ ン ドミ ニ アム が終了 したとき
2 修繕や交換が州や地方 の 健康や安全に関す る法に従っ て違法で ある 場合
3 (八 ○) / ト セ ントの専有部分所有者 (制限的共用部分に割当て られた部分も含む)
によ っ て再築､ 再建しない と決められた場合,
修繕 ･ 交換費用が保険金 を超過 した場合は､ 共益費か らまか なわれる ｡
(略)
(i) 専有部分の全て が非居住用用途に制限されて い るの 場合 には , 本条の規定 は変
更､ 廃止できる ｡
( 余剰金)
第三 - - - 四 条
宣言に他の方法が規定されない限り, 共益費用やその準備の た哲の支払や貯蓄のための
前払が為 された後 に残された管理団体 の余剰金 は､共益費用の 負担に応じて支出されるか ､
将来の 共益費用 の 賦課を減 じる利益 の ために支出されなければならない ｡
( 共益費用)
第三 - ～ - 五条
(a) 専有部分所有者団体が ､ 共益費用 の 負担額を決定する まで ､ 宣言者 は全て の 共
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益費用 を支出しなければならない ｡専有部分所有者団体 によ っ て負担額が決定された後は ､
専有部分所有者団体 によ っ て共益費は ､ 少なくとも年 一 回決められた予算に従っ て年 一 回
徴収 しなければならない ｡
(b) 本条 (c)､ (d)､ (e) 項を除い て , 共益費用 は原則 と して ､ 宣言 に規定 さ
れ る割合に従っ た全て の 専有部分所有者 に課せ られる ｡ 共益費用 の滞納 によ る遅延損害金
は ､ 年 ( - 八) パ ー セ ン トを超えな い範囲で ､ 専有部分所有者団体が定める ｡ 制限的専有
部分に関する維持 ､ 修繕､ 取り替えの 共益費は, 関係する専有部分に平等又
.
は ､ 宣言に別
段の定めある場合には, それに従っ た割合で課す る o 一 部の専有部分 にしか有益で ない共
益費は､ そ の利益を受ける専有部分に対して の み課する ｡ 共用部分を使用させ る こと によ
る収益 は､ まずそ の共用部分 にか か る共益費を減ら し､ 次 に共益費全体か ら減らすために
用い る ｡
(c) 宣言に よっ て求 められる範囲
制限的共用部分の維持 ､ 修繕､ 交換に関する共益費用 に つ い て は ､ 当該制限的共用部分
の 利用者 に平等も しくは規約に規定された他の 割合 に応 じて割当てられる ｡
一 部の 専有部分 に対 して の み有益な共益費用 は , 当該専有部分に対 して の み課せ られる ｡
保険費用は危険の 割合 に応じて ､ 利用 にか か る費用は利用割合 に応 じて課せ られる .
(d) 第三 - - - 七粂 (a) 項 に専有部分所有者団体 に対する訴訟費用の 評価は､ 判
決言渡 し時にお ける コ ンドミ ニ アム の 専有部分 に対 して の み ､ 共用部分の 責任 の 割合に従
っ て査定される ｡
(e) 専有部分所有者の 違法行為を原 因とする共益費用につ い て は , 専有部分所有者
団体は当該専有部分所有者に対して のみ課する ｡
(i) 共益費用の 負担が再配分された場合 には , 課される共益費用や まだ未払の 割賦
金の 負担 は , 再配分された負担に応 じて再配分 されなけれ ばな らない ｡
(資産 に対す る優先担保権)
第三 一 - - 六条
(a) 専有部分所有者 団体は､ 差 し押えた資産や遅滞のときから課せ られた罰金や支
払期になっ て いる課金に つ いて 先取特権を持つ ｡ 専有部分所有者団体の 優先担保権は不動
産の譲渡抵当と同様の 方法で取戻権の 喪失権 ( ある い は (適切な州法名を入れる) に基づ
く売却権) を有す る ｡
〔専有部分所有者団体 は ､ 影響を受ける当該専有部分の あらゆる優先担保権者に適切な通
知をしなければならない〕｡
宣言が他の方法を規定 していない限 り ､ 管理費, 負担金 ､ 遅延損害金､ 罰金 ､ ある い は
第三 - - ○ 二 条 (a) 項号 に基づいて 課せ られる利息は本条によっ て徴収される ｡
分割払は , 最初 の分割払が支払期が生じた ときよ り ､ 全額 につ い て優先担保権 を有す る ｡
(b) 本条の優先担保権は専有部分 につ い て の 先取特権や担保権に優先する ｡
宣言 の 登録以前に登録された先取特権や担保権
滞納処分になる以前に登録された最初の 抵当権または信託証書
当該専有部分の 不動産上 の 税金やその 他の行政的な徴収金や負担の ための 先取特権
但 し, 第三 - - - 五条 (a) 項 によっ て専有部分所有者団体が採択した定期予算に基づ
く共益費用の 範囲で ､ 優先担保権を実行する訴訟手続に先行す る六 ケ月 間につ い て ､ 優先
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担保権は前第二 号 に記述 した抵 当権や信託証書 に優先する｡
本条は､ 建物建築の先取特権や , 原料提供の 先取特権 ､ 専有部分所有者 団体によ っ て 設
定された他の負担金 に対する先取特権 の優先性 に影響を与えるもの で はな い ｡ ( 本条の 先
取特権は以下の規定 に従う (自作農､ 夫 ､ 妻の遺産 ､ そ の 他の 免除の規定 につ い て適切に
関連す る もの を入れ る)
(c) 宣言が他の 方法を規定 して いない 限 り, 二 つ 以上 の 専有部分所有者団体が優先
担保権 を有する場合 には ､ い つ でも同 一 不動産に設定で き, それぞれの優先担保権 の優先
関係は 同 一 で ある ｡
(也) 宣言 の登録は ､ 優先担保権の通知の 登録と履行を求める ｡ 本条の 優先担保権以
外の 登録は求められない ｡
(e) 未払金が全額が履行期を過ぎて三年以内に訴訟手続が開始 されない 優先担保権
は消滅する ｡
(f) 本条は ､ (a) 項が創設する先取特権の救済を求 める訴訟 を禁じたり ､ 受戻権
喪失手続 の 代り に専有部分所有者団体が権原証書を譲受ける こ とを禁 じる もの で はない ｡
(g) 本条により言い 渡された いか なる訴訟 の判決には ､ 勝訴者 の ために ､ 適切な弁
護士報酬と訴訟費用 を含める こ とができる ｡
(h) 書面に よ る請求によっ て ､ 専有部分所有者団体は ､ 当該専有部分者に対 して ､
以後､ 専有部分に つ い て滞納金総額を 回収する対象となる旨の登録可能な供述書 の提出を
求めなければならない ｡ その供述書は､ 請求を受領してから通常の 取引日で - ○日以 内に
提出しなければならず､ 専有部分所有者団体､ 理事会､ す べ て の専有部分所有者のた めに
綴込まれなければな らな い ｡
《管理組合の法人化 に関する州法規定》
(管理組合法人: 名称 , 規約 ､ 構成員､ 機構)
ジ ョ ー ジ ア州法第四 四 一 三 - - 0 0条抜粋
(a) 宣言 の登録以前に ､ 宣言者は第 一 四章第二 節に従っ た会社か ､ 第 一 四章第三節
に従っ た非営利法人として 正 当に法人 となれる理由をしめさなければならない ｡ 管理組合
の 法人名に は ､ ｢専有部分所有者 団体｣ や ｢コ ンドミ ニ アム管理組合｣ と いう句を含み ､
法人名に関する そ の 他の 適用法 に従わ なければならない ｡ 管理組合の 法人規定や､ 管理組
合に よっ て採択された規約に は ､ 本条を含み ､ 適用法と矛盾す る規定を含んで はならな い ｡
(以下省略)
(管理組合)
フ ロ リダ州法策士 ー 八 ･ - - 一 条 (1) 団体の 実体
抜粋
(1) コ ン ドミ ニ アム は団体 によ っ て 機能 し ､ かかる団体 は営利 ･ 非営利の ための フ
ロ リダ州法人で なければな らない ｡ 一 九セ セ年 一 月 一 日に存在 したもの に つ い て 私 法人
で ある必要はない o 専有部分所有者 は ､ 団体 の 持分権者あるい は構成員 である ｡ 団体 の役
員 ､ 理事 は専有部分所有者 と信託関係 にある ｡ (以下省略)
《規約に管理者 の選任 を求め る州法規定》
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(規約の 内容)
カ ンザス州法第五八 一 三 - 一 九条抜粋
規約に は以下の 事項を規定する ｡
(a) ア/ト ト所有者から理事会を選出方法 ､ 理事会 の 構成員の 人数､ 少くとも理事
会構成員の 三分の - は 一 年 ごとに任期を終了す る旨, 理事会の 権利義務 ､ 必要なら損害賠
償責任 , 理事会の解任方法 ､ 管理者または管理代行者の サ ー ビスを受 けるか 否か｡
( 以下省略)
《弁護士 の権能 に関する州法規定》
(本章に従っ た弁護士 の権能)
フ ロ リダ州法第セ - 八 ･ - ○ 三五 条
コ ンドミ ニ アム の運営方針に影響を与える弁護士 の権限の 利用は ､ 本章の 規定､ 全て の
コ ン ドミ ニ アム文書 (宣言･ 規約)､ 管理規則 ､ 本章に従い 採用された他 の 規則 ､ そ の 他
全て の特約､ 条件､ 弁護士 の権限を行使する際に有効な制限に従わなければならない ｡
《管理権の 委譲委員会の 設置に関す る州法規定〉
(管理権委譲委員会 一 会議の 通知と形式)
オ レゴン州法第 一 0 0･ ニ ○五条抜粋
管理委譲委員会は ､ 一 括設立分譲型 コ ン ドミ ニ アムで は ､ 二 ○の 専有部分が存在した と
き ､ 逐次設立分譲型 コ ン ドミ ニ アムで は, オレゴ ン州法 - 0 0･ - 二 五 又 は - 0 0･ - 五
○条 に基づく本条の 規定に従っ て ､ 総専有部分数がニ ○を超えるまで に設立 されなけれ ば
ならない ｡
(1) 権利委譲委員会が開催されな ければ ､ コ ン ドミ ニ アム委譲委員会をつ くる 目的
で ､ 宣言者はコ ンドミ ニ ア ム の規約 に従っ た総会を､ 以下の 期間内まで に招集しなけれ ば
ならない ｡
(a) 一 括設立分譲型 コ ン ドミ ニ アム の場合に は, 少なく とも専有部分の 五 ○パ ー セ
ン ト以上が , 宣言者以外の 専有部分所有者 に譲渡されて か ら六 ○日以内
(b) オレゴ ン州法 - 0 0･ - ニ 五 又は - 0 0･ - 五○条に基づく本条 の規定に従っ
て , 総専有部分数の 五○/ トセ ント以上の専有部分の 譲渡が宣言者以外の専有部分所有者
に譲渡された日か ら六 ○日以内
(以下省略)
《宣言者による契約 の解約とエ スカ レ ー シ ョ ン条項の禁止 に関す る州法》
(専有部分所有者 団体によ っ て結ばれた合意)
フロ リダ州法七 - 八 ･ 三 ○ 二 条抜粋
(1) 宣言 ､ 賃借権設定, そ の 他の 書面 によ っ て定められた譲渡又 は留保権 ､ 開発業
看で ない専有部分所有者 によ っ て専有部分所有者団体の管理以前 に締結されたい か なる契
約も ､ コ ン ドミ ニ アム管理 団体の 運営 ､ 維持 ､ 管理の た めに ､ また は コ ン ドミ ニ アム所有
者 に帰属する財産 に とっ て 公正 で適正なもの で なければならない ｡ かか る譲渡 ､ 留保 ､ 契
約は ､ 開発業看でない 専有部分所有者 によっ て解約がで き る ｡
- 8 9-
(a) 管理団体 が単 一 の コ ン ドミ ニ アム を運営 し､ 開発業者以外の 専有部分所有者だ
けで , 管理団体を管理されて い る場合 ､ 開発業者以外の専有部分所有者だけで ､ コ ン ドミ
ニ ア ム の 議決権 の 七 五 パ ー セ ン ト以上を所有 して いる場合 ､ 開発業者に所有 されて い ない
議決権 の七 五 パ ー セ ント以上の 所有者 の 合意 に よっ て ､ 当該契約は解約で きる ｡
(3) 開発業者以外の 専有部分所有者に団体支配が引継がれ た前後に 関係なく ､ 宣言 ､
賃借権設定 ､ その 他 の書面 によっ て 為されたい かな る譲渡又 は留保権も ､ 団体 に よ っ て 締
結され たたい か なる契約も ､ コ ンドミ ニ アム管理組合の 運営 , 維持 ､ 管理や コ ンドミ ニ ア
ム所有者にかか る財産に ､ 本章に規定される専有部分所有者団体 の権利義務や専有部分所
有者 の権利 に抵触す る こ とは できな い ｡ 本項 は現行法の解釈基準を しめすもの で ある ｡
(5) フ ロ リダ州の 公序則は コ ンドミ ニ アム の管理契約 に エ ス カ レ ー シ ョ ン条項 を含
んだり執行する こ と を禁止する ｡ これによっ て かか る条項は公序則に反 して無効で ある ｡
本条 の 趣旨か ら ､ 全国的に認められた便宜的で有用である物価指数や消費者物価指数の 割
合に応 じて契約上の 報酬が増えて い く と規定するようなコ ン ドミ ニ アム管埋契約 の い か な
る条項 もエ ス カ レ ー シ ョ ン条項で ある ｡
(参考文献)
･ G A R Y A･ P O L 旭丘OFF,J･D ･ ,
"
The La w ofCo ndo min u mOperatio n sVol l & 2
"
, 19 99
･ 折 田泰宏 ｢アメリカの区分所有法｣ 水本浩 ･ 遠藤浩 ･ 丸 山英気編 『基本法 コ ン メ ンタ ー
ル ･ マ ンシ ョ ン法 〔第二 版〕』 (日本評論社 - 九九九年) - 五 一 貫以下 o
･ 玉 田弘毅他『海外 における分譲マ ンシ ョ ンの 管理運営方法等に 関する調査研究(その 1)
フ ランス , 西 ドイ ツ , ア メリカの 区分所有法制』 (住宅 ･ 都市整備公団調査報告書 一 九九
○年) - ニ セ頁以下 .
･ 小 揮英明 ｢ア メリカの マ ンシ ョ ン法 (上)｣ 判夕九九七 号八 一 頁以下 ｡
2 イギリス法
(1) 概説
イ ギリ スで は ､ いわ ゆる マ ン シ ョ ンの こ と をフ ラ ッ ト (flat) と呼んで おり ､ 現在の と
ころ約 - 00万 戸あまりの ス トッ クがあると推定されてい る ｡ しか し ､ こ の ようなス トッ
ク数にもか かわらず､ これまで独立 の制定法 として の 区分所有法が制定されて こなか っ た
ため, わ が国や他の 欧米諸国の 区分所有法と比べ る と､ かな り特殊な法制度が形成されて
きた と言え る ｡
イギリス には ､ 土地 を所有す るための 権利 として ､ 自由土地保有権 (フリ ー ホ ー ル ド
fre ehold) と不動産貸借権 (リ ー ス ホ ー ル ド 1easehold) とがあるが ( 以下､ フリ ー ホ ー ル
ド､ リ ー ス ホ ー ル ドと述 べ る)､ フ ラ ッ トの 所有 に関 して も これ ら の権利 がこ れまで 用い
られて きた(1). フ リ ー ホ ー ル ドは ､ 日本法にお ける所有権 に最も近い 権利で あり､ フ ラ
ッ トはこの 権利 に基づ いて所有される の が最も望ましい と言える ｡ しか し､ この 権利 には
建物全体 の 管理 に支障をきたすような法理論上 の 問題点があっ た ことか ら､ 実際に は この
権利 はほ とんど用い られず ､ そ の 代わり に次善 の 手段と して リ ー ス ホ ー ル ドが用い られて
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きたの であ っ た . こう して ､ 実際の フ ラ ti,トの 開発 ･ 分譲には ､ 主 として リ ー ス ホ ー ル ド
が利用 されて きたの で あ り ､ 結束と して ､ 不動産賃貸借法を基礎 に した独自の 区分所有法
の体系が形成 されて い っ たの である(2)｡
この ような法体 系が形成された こ とにつ い て は ､ そこに 一 定 の合理的な利点があっ たか
らでもあるが , このようなリ ー ス ホ ー ル ド ･ フ ラ ッ トも ー 九八 ○年代 の 半ば以降になる と
様々 な問題点が顕在化 して くる こ とになる(3)｡ こ のような中か ら, リ ー ス ホ ー ル ド ･ フ
ラ ッ トの法改革の 必要性が強く意識され るよ うになり ､ その 問題点を解決す争ため に当時
二 つ の 種類 の 改革案が提起 されたの であ っ た ｡ 一 つ は､ 従来の 不動産賃貸借法 の枠組み を
維持 しなが ら現行法を改正 するとい う改革案であり ､ もう 一 つ は､ 新たに区分所有法を制
定する という改革案で ある ｡ この ように ､ 区分所有法を制定す ることが必要で ある との認
識は ､ リ ー ス ホ ー ル ド ･ フ ラ ッ トの 法改革から形成されて い っ たの で ある ｡
区分所有法の 制定の 動きは ､ 公式 に は 一 九八 七年の法律委員会の勧告が最初であり､ そ
こ におい て 区分所有権は コ モ ンホ ー ル ド (co m m o nhold) と呼 ばれた. コ モ ンホ ー ル ドに
関 して は ､ 一 九九○年に 草案が出され ､ 相当程度の検討がなされたにもかかわ らず､ 改治
的な影響もあっ て ､ 結局成立 には至 らなか っ た. その代わりに ､ リ ー スホ ー ル ド ･ フ ラ ッ
トの 法改革は ､ 前者の 法改革案が採用され ､ これは 一 九九三年リ ー ス ホ ー ル ド改革 ･ 住宅
･ 都市開発法 (Leas ehold Refo rm
,
Ho using a nd Urban Dev elopm ent Act 1993) と して立法
化され､ t｣ - ス ホ ー ル ド ･ フ ラ ッ トの問題点はか なりの 程度改善される こ とにな っ た(4)｡
こう して ､ コ モ ンホ ー ル ドの立法化の 当初の目的であるリ ー ス ホ ー ル ド ･ フ ラ ッ トの 法改
革 は, 一 九九三年法に よ りその 目的はほとんど達成されたのであっ たo
その 後, 一 九九六年 に改めて コ モ ンホ ー ル ド草案が出されたが ､ この ときも成立に は至
らなか っ た ｡ しか しなが ら､ コ モ ンホ ー ル ドの 導入に関しては､ 一 九九七年の 労働党の 政
策綱領にそ の 旨が明記され ､ これ を受 けて ニ 0 0 0年 一 二 月 二 ○日に法案が議会 に上程 さ
れる に至 る . こう して , 詳細な審議の 末 ､ 二 0 0二 年五月 一 日 に､ ニ 0 0二年 コ モ ンホ ー
ル ド ･ リ ー スホ - ル ド改革法 (co m m o nholda nd Leas ehold Refor mAct 202) が成立し ､
イ ギリス にお いて は じめて 区分所有権の概念が導入されることにな っ
v
f=の で ある o
以上の ように , イギリス の 区分所有建物は ､ こ れまではリ ー スホ ー ル ドに基づ い て 開発
･ 分譲されて きたが ､ 今回新法が成立した こ とによっ て ､ コ モ ンホ ー ル に基づい て開発 ･
分譲を行うことも可能とな っ た｡ も っ とも ､ リ ー スホ ー ルド ･ フ ラ ッ トにつ いて は､ すで
に フ ラッ ト所有者 に対す る保護がかなりの 程度与えられてきたこ と､ また今回の 二 0 0二
年法の第二 部にお いてさ らなる保護が与え られたことか ら､ その 間題点は ほ とんど存在し
ない に等 しい状況 にな っ て い る . それゆえ ､ リ ー スホ ー ル ド ･ フ ラ ッ トがす べ て コ モ ンホ
ー ル ドに基づく フ ラ ッ トに取っ て代わられる こ とはなく､ 今後二 つ の 制度が並存 して い く
ことになるで あろうと予 想されて い る . したがっ て ､ 本稿では以下､ リ ー スホ ー ル ドに基
づく フ ラッ トの 管理制度とコ モ ンホ ー ル ドに基づく フ ラッ トの 管 酌[]度と苧こつ い て それぞ
れ述べ る こ とと したい (なお､ リ ー ス ホ ー ル ドの管理に関する法制度は主に判例法によ っ
て 形成されて い る の で ､ 関連規定 につ いて は割愛する)｡
(2) リ ー ス ホ ー ル ドに基づく フ ラッ トの 管理制度
(ア) 概要 例え ば , フ ラ ッ トが ディ ベ ロ ッ パ ー によっ て分譲 され る場合 ､ まず､ デ
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イ ベ ロ ッ パ ー は開発用地の フリ ー ホ ー ル ドを取得して ､ そ の 土地上に 一 棟の集合住宅 (a
block of flats) を開発する (ディ ベ ロ ッ パ ー は土地建物 一 体 の 自由土地保有権者 (フリ ー
ホル ダ ー ffe eholder) となる)｡ そ して , ディ ベ ロ ッ パ ー は , 共用部分 (c o m m o nparts) に
つ い て は フリ ー ホ ー ル ドを自己に留保する 一 方で ､ 専有部分 (unit) に つ い て は購入者 の
ために長期の リ ー スホ ー ル ド (lo ng le asehold) を設定 し, フ ラ ッ トを分譲する (存続期間
は 一 般的 には九九年 ､ 場合 によ っ て は九九九年である)｡ こう して ､ フ ラ ッ ト所有者 は専
有部分の リ ー スホ ー ルドを有す る ことになる 一 方で ､ ディ ベ ロ ッ パ ー は共用部分 の フ リ ー
ホ ー ル ドと専有部分 の復帰権(re v ersion)とを有する こ と になる(フ リ ー ホ ー ル ド留保型)｡
そ れに対 し､ ディ ベ ロ ッ パ ー は､ 共用部分の フリ ー ホ ー ル ド ･ 専有部分 の 復帰権を フ ラ
ッ ト所有者か ら構成 される フ ラ ッ ト管理会社 (flat m an age ment c o mpany) に譲渡する こ と
もある(5) (フ リ ー ホ ー ル ド譲渡型)｡ この 譲渡は ､ ディ ベ ロ ッ パ ー と フ ラ ッ ト管理会社
との 間の 合意 によっ てなされるが､ 仮 にディ ベ ロ ッ パ ー がフ リ ー ホ ー ル ドと復帰権 の 譲渡
を拒絶 した として も , 各フ ラッ ト所有者が 一 九九三年リ ー ス ホ ー ル ド改革 ･ 住宅 ･ 都市開
発法 上 の 全体的解放権 (right of collectiv e e nfra n chis e m ent) の 要件を満た した場合に は ､
各フ ラ ッ ト所有者 によ っ て指名された フ ラッ ト管理会社が こ れらの権利 を強制的に買 い受
ける ことも可能 とな っ た ｡
また ､ ディベ ロ ッ パ ー は, 共用部分の フリ ー ホ ー ル ド ･ 専有部分の 復帰権を留保しつ つ
ち , 共用部分の管埋権だけを フ ラ ッ ト管理会社に譲渡する こ ともある (管 理権譲渡型)o
こ の 譲渡は , ディ ベ ロ ッ パ ー と フ ラ ッ ト管理会社 との 間の合意 によ っ て な され るが ､ 仮 に
ディ ベ ロ ッ パ ー が管理権 の譲渡を拒絶したとしても､ フ ラ ッ ト管理会社が 二 00 二 年コ モ
ンホ ー ル ド ･ リ ー ス ホ ー ル ド改革法上 の管理権購入権 (right to m an age) の要件を満たし
た場合に は､ フ ラ ッ ト管琴会社が管理権を強制的に買い 受ける ことも可能 とな っ た ｡
(イ) 管理主体 共用部分 に対する管理につ い て は ､ ディ ベ ロ ッ パ ー と個々 の フ ラ ッ
ト所有者 との 間の賃貸借契約において締結される不作為約款 (r estrictiv e c o ve n a nt) と作為
約款 (positiv e co v en ant) と によっ て 取り決められる . 不作為約款とは ､ フ ラ ッ トの 利用
制限に関する約款で ある (例えば､ 過度な騒音 ･ 無許可の 営業目的の 使用 ･ 放置駐車等の
抑制)o そ れに対 し ､ 作為約款と は ､ 建物 に対する修繕､ エ レベ ー タ ー や通路 などの 共用
部分の 保存 ､ 電気 ･ ガス ･ 水道 ･ 空調などの 供給 ､ 並びに保険料 の 支払 い などを行う こ と
を約 し ､ 他方で , 個 々 の フ ラッ ト所有者は ､ 管理義務を負う者に対し､ 修繕 ･ 保存費, サ
ー ビス料 , 保険料 ､ 積立金等 を含むサ ー ビス ･ チ ャ ー ジ (s e rvic e charge) を支払 うこ とを
約する という約款である ｡ こうして ､ 管理費住着が約款に定められた管理義務 を負う こと
になる の で ある ｡
とこ ろ で ､ 共用部分 の管理責任を誰が負うか につ い て は ､ 一 義的に定 まっ て い るわけで
はなく , ディ ベ ロ ツ バ ー ､ 個 々 の フ ラ ッ ト所有者 , フ ラ ッ ト管理会社の 関係に よ っ て 異な
っ て く る o 前述したフ リ ー ホ ー ル ド留保型 の場合 ､ 共用部分の 管理費任 は ディ ベ ロ ッ パ ー
が負うこと になる ｡ こ の 場合 ､ フ ラ ッ ト所有者自らが管理責任 を負う こ とはなく ､ デイ ベ
ロ ツ / ト の管理行為に対 して その 費用等を含むサ ー ビス ･ チャ ー ジ を支払 うに と どまる o
それに対 して ､ フリ ー ホ ー ル ド譲渡型及び管理権譲渡型の 場合 ､ 共用部分 の管理責任 は フ
ラ ッ ト管理会社 に移っ て い るの で , そ の 管理責任は､ フ ラ ッ ト管理会社 を通 じて ､ フ ラ ッ
ト所有者 自らが負う こ とになる ｡
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( ウ) 根本規則 フ リ ー ホ ー ル ド留保型の 場合 ､ 管理に関す る根本規則 に は ､ ディ ベ
ロ ッ パ ー と個 々 の フ ラ ッ ト所有者との間で締結された賃貸借契約上 の権利義務に関する約
款の みが該当する こ とになる ｡ したがっ て ､ この 場合 の管理に関す る根本規則 には ､ 団体
的なル ー ル に関する規定 は存在 しない ｡ それに対して , フリ ー ホ ー ル ド譲渡型及び管理権
譲渡型の 場合で ､ フ ラ ッ ト管理会社が設立され る場合 ､ 管理に関する根本規則 には , 先の
約款と､ フ ラ ッ ト管理会社内部の定款が該当す る こ と にな る｡
フ ラ ッ ト管理会社 とは ､ 保証有限会社 (co mp any limited by gu ara ntee) まキは株式会社
(c o mpa nylimited by share) で あり,
一 九八五年会社法 (co mpaniesAct1985) に基づい て
設立される法的主体 (legal entity) である ｡ フ ラ ッ ト管理会社は , 会社登記所 (co叩 any
Ho u se) に設立の 登記申請をする ことによっ て 設立され , そ の際 , 会社の根本規則として ､
基本定款 (M e m or andu m of Ass o ciatio n) と通常定款 (A 山cles of Ass . ciati. A) とが登記さ
れ る ｡ 基本定款は､ 会社の設立の 目的等を定めたもの で あり , 通常定款は , 会社の 運営方
針､ 持分権の保有資格 ､ 理事または役員の 選出, 理事や役員の任期､ 議決方法等の内部規
則を定めたもの である ｡ したがっ て ､ こ の 場合の管理に関する根本規則は ､ 賃貸借契約上
の権利義務に関する約款の 他に , 会社内部の 団体的ル ー ルを定めた定款も含められ る こと
になる(6)｡
(エ) 集会 フリ ー ホ ー ル ド留保型の場合 ､ 共用部分の管理費任はデ ィ ベ ロ ッ パ ー が
単独で 負う ことになるの で ､ 集会 につ いて は問題 にならない｡
それ に対 して ､ フリ ー ホ ー ル ド譲渡型及び管理権譲渡型の場合で ､ フ ラ ッ ト管理会社が
設立される場合､ 年次総会 (Ann ual Gen eral Me eting) と臨時総会 (Extra ordin ary Ge n eral
Me eting) が開催される .
フ ラ ッ ト管理会社 の持分権者は ､ 年次総会 または 臨時総会において ､ 理事 (dire ctors)
や監事 (auditors) を任免する権限を有する . 理事が任命される と､ 理事 は理事会 (b. ar° of
dire cto rs) を構成し､ 理事の 中から理事長 (chair m an) を選任 し､ 住民または専門家か ら
書記 (s ecretary) を任命する とい うこ とになるが , この うち理事会 と年次総会 の 招集は会
社法 によっ て書記が行うもの とされて いる .
なお , 定款の変更 に関して は , 持分権者の 七 五 パ ー セ ントの賛成が必要 とされて い る
(7)｡
( オ)執行機関 フ リ ー ホ ー ル ド留保型の 場合 ､ 共用部分の 管理責任 はディ ベ ロ パ ー
が負うこ とか ら､ ディ ベ ロ ッ パ ー 自身が執行機関 となる ｡
それ に対 して ､ フリ ー ホ ー ル ド譲渡型及び管理権譲渡型の場合で , フラ ッ ト管 理会社が
設立される場合 ､ 共用部分の 管理責任 はフ ラッ ト管理会社の理事が負うもの と されて い る
の で ､ 理事が執行機関となる ｡
理事の 役割 は ､ 財務担当 (銀行当座勘定の チ ェ ッ ク ､ サ ー ビス . チ ャ ー ジ の請求､ 送 り
状の支払い), 居住者担当 (居住者間の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンの促進)､ 業者担 当 ( 管理人､
ボ ー タ ー , 清掃人などの 雇用関係)､ 建築物担当 (検査や鑑定)､ 共用部分担 当 ( 共用部
分関係の 庶務)､ アメ ニ テ ィ担当 (駐車場や倉庫の 管理) などに及ぶ ｡
また ､ 理事の 義務 につ いて は ､ 判例法 によっ て 次の よ うな義務が ある とされて い る o す
なわも , 誠実かつ 正 直に会社の 最善の利益の ために行動する義務 (理事会によ っ て承認さ
れない 限 り個 人的利益の ために会社の財産や情報の 利用を禁じる信用上 の 義務)､ 理事の
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責任 の履行 に際 して の相当の 注意義務 (理事と して の知識 と経験 に応 じて期待 される相当
な注意義務)､ 債権者 に対する義務(会社が破産状態に陥 っ た場合の 債権者 に対する義務)､
会社 の被用者 の 利益 に関する義務 (被用者に対する雇用関係法上 の 労働条件 ､ 懲戒手続及
び健康 ･ 安全 に関する義務), 会社の 構成員全体 に対す る義務 (理事が持分権者 を不当に
害する方法で行動を と っ て はならない義務)､ 書記の 役割と関連 した管理上 の義務 (法定
の帳簿や会計報告書 を保存 し年次報告書を作成する義務､ 及び会社の 資産を保全する ため
に必要な措置を とる義務) があるとされて い る(8)｡
なお ､ 実際の 管理業務 につ い て は ､ ディ ベ ロ ッ パ ー または フ ラ ッ ト管 理会社の 理事会か
ら委託 された管理業者 (m anaging agent) が行う こ とも多い ｡ も っ と も , 小規模建物の 場
合 に は , 管理 業者 に委託 せ ず ､ フ ラ ッ ト管 理会社の 理事 会で 任命 さ れ た管 理 委員 会
(m an age m ent c o m mittee) が自主的に行う こ ともある(9)0
(3) コ モ ンホ ー ル ドに基づくフ ラッ トの 管理制度
(ア) 概要 コ モ ンホ ー ル ドとは､ 不動産を保有する形式 と して これまで 発展 して き
たフ リ ー ホ ー ル ドやり - ス ホ ー ル ドとも異なる新たな不動産の 所有形式 であり ､ 一 棟の建
物内の 各戸独立 の不動産を所有す るために設定される権利で ある ｡
建物 内の各戸独立 の 不動産は､ コ モ ンホ ー ル ド専有部分 (co m m o nhold unit) と呼ばれ
(第一 一 条)､ そ の 自由土地不動産権者 (proprieto r ofthefr eeholde state) が区分所有者 (u nit
- holders) と呼ばれる (第 一 二 条). 他方 ､ コ モ ンホ ー ル ド専有部分以外の す べ て の 部分
は共 用部分 (co m m o nparts) と され (第二 五 条)､ コ モ ン ホ ー ル ド組合 (co m m o nhold
asso ciatio n) に よ っ て所有 ･ 管理 される . コ モ ンホ ー ル ド組合は , 日本法の 管理組合 に相
当す るもの で ある と 一 応言うこ とができるが､ その仕組みは基本的に異質の もの で あり ､
独立 の 法人格 をもつ 主体と して ､ 共用部分に対する フ リ ー ホ ー ル ドを取得 し､ 共用部分を
単独所有する という点に特徴がある ｡ すなわち ､ 各専有部分 は各区分所有者の 所有となる
もの の ､ 共用部分 に つ い て は ､ 日本法の ように各区分所有者 の 共有 とな るの で はなく , コ
モ ンホ ー ル ド組合 の 単独所有 となる点 に特徴がある ｡
( イ) 管理主体 フ ラ ッ トが分譲される と､ 各区分所有者は ､ コ モ ンホ ー ル ド組合 と
い う団体を形成す る ｡ これは構成員が建物内の 区分所有者全員 に限られて い る私会社の 保
証有限会社 (priv ate co mpa nyli mited by gu ar antee) で あるとされて い る (第三四 条)o リ ー
ス ホ ー ル ド ･ フ ラ ッ トにお ける フ ラッ ト管理会社で は ､ 保証有限会社の形態をと る場合も
あれ ば､ 抹式会社の 形態をとる場合もあ っ たが ､ コ モ ンホ ー ル ドの 場合 は保証有限会社 に
限定された点に相違 がある o
( ウ) 根本規則 コ モ ンホ ー ル ド組合の 根本規則は ､ 各区分所有者とコ モ ンホ ー ル ド
組合 の そ れぞれ の権 利 ･ 義務 につ い て は ､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 (c o m m o n
hold c o m munity state m ent) によ っ て定められ (第三 一 条第 一 項), コ モ ンホ ー ル ド組合内
部 の 団体 的ル ー ル に 関 して は ､ 基本 定款及 び通常定款 (m e m o r andu m and articles .f
asso ciatio n) に よ っ て 定められる とされて い る ｡ 基本定款及び通常 定款 の 内容は ､ リ ー ス
ホ ー ル ド ･ フ ラ ッ ト におけるフ ラ ッ ト管理会社 の もの と同様で ある ので こ こで は省略し､
以下 コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 につ いて 述べ る o
コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言 は ､ コ モ ンホ ー ル ド組合 に義務 を課し ､ 区分所有者
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に義務を課 し､ コ モ ンホ ー ル ドの管理またはそれに関連するその 他の 問題 に閲し決定を行
う規定を設 ける ことがで きる とされて いる ( 同条第三 項)｡ 具体的 には , 金銭支払､ 作業
の 引受､ 通行権の付与 ､ 通知の 付与 ､ 一 定 の 取引制限 ､ 目的外の 使用制限､ 一 定の作業引
受の 制限 ､ 生活妨害 ･ 迷惑行為 の 制限､ 一 定行為の 制限 , 法定の 要件違反か ら生じる費用
の コ モ ンホ ー ル ド組合または区分所有者 へ の 賠償 , とい ぅた事項が列挙されて い る ( 同条
第五 項)｡ また ､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言で は ､ デ ィ ベ ロ ッ パ ー に開発事業を
行う権限を与え る こ とがで きる とされており ､ この 場合 ､ 開発事業に関連した特定の目的
の ため, コ モ ンホ ー ル ド組合や 区分所有者がディ ベ ロ ツ バ ー に協力するよう要求する規定
を設ける こ とがで きる とされて いる (第五八 条第 二 ･ 三項)o ただ し ､ ディ ベ ロ ッ パ ー の
開発権の 行使に関して は , 次の行政規則で これを規制及び制限する規定を設ける ことがで
きるとされて いる ( 同条第五項)｡ さ らに また ､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 の 修
正 につ い て は ､ その方法を宣言 の中で 規定す るよう行政規則で 要求するもの と されて い る
(第三 三条第 一 項).
コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言の 内容 は ､ 大法官 (Lo rd C ha n cello r) によっ て制定
される行政規則 (regulatio ns) によっ て規定され る とされて い る (第三 二 条第 一 項 ･ 第六
四条)o 具体的に は､ コ モ ンホ ー ル ド専有部分に 関す る事項 (第 一 - I - 四 ･ - 五 ･ 二 ○
･ ニ ー 粂)､ 共用部分に関する事項 (第二 五 - ニ セ 粂)､ コ モ ンホ ー ルド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ
宣言､ 基本定款 ･ 通常定款及び本法 の 規定による義務の 強制及び補償 (第三 七条)､ コ モ
ンホ ー ル ド割当金 (c o m m o nhold ass ess m e nt) (第三 八条)､ 積立基金 (reserv efund) ( 第三
九条)､ 開発権の承継 (第五 九条) が含まれ るとされて い る ｡
(エ) 集会 集会に つ い て も ､ リ ー ス ホ ー ル ド ･ フ ラ ッ トにお ける フ ラ ッ ト管理会社
と同様である ｡
( オ)執行機関 コ モ ンホ ー ル ド組合の理事 (dire ctors) は､ 区分所有者による権利
の行使及び専有部分の 自由土地不動産権の享有をで きるだけ保障するために ､ 第三七粂に
よっ て付与されまたは設定された権利 ､ 権限または手続きを用い るもの とする とされて い
る (第三五 条)｡ 第三七 条で は､ コ モ ンホ ー ル ドの運営上必要 とされる権利の 行使 ､ 義務
の 強制 ､ 補償金の 支払 い 等に関 して規定されて おり , 理事はこれらの 規定を適切 に用い る
こ とが期待されて い る ｡
ニ 0 0二年法では ､ コ モ ンホ ー ル ド組合の理事の 権限をこの ように明記する の みで ある
が, 理事の具体的な役割や義務につ いて は､ リ ー ス ホ ー ルド ･ フ ラ ッ トにおける フ ラ ッ ト
管理会社と同様 である ｡
なお､ コ モ ンホ ー ル ド組合と区分所有者 との 間で紛争が生じた場合 ､ 理事の 裁量によ り
法的手続きが提起され る前に ､ 仲裁 , 介入 または調停の 手続きをとる ことも可能である と
されて い るが (第三 二 条第 二 項)､ 二 00二 年法で は紛争の 解決をオンブズマ ンに任せ る
ことも可能で ある とさ れて い る (第四 二 条)｡ こ の ように ､ 紛争の 解決手段 として ､ 司法
機関の 他 に ､ 行政に よ り設けられた第三者調停機関を利用する こ ともできるとされて い る
点に特徴がある ｡
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囲6 リ ー ス ホ ー ル ド
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【関連規定】
二 0 0二 年コ モ ンホ ー ル ド ･ リ ー スホ ー ル ド改革法
第 一 章 コ モ ンホ ー ル ド
《コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言》
第三 一 条 要式 と内容 一 総則
(1) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ ティ 宣言は ､ 特定の土地 に関する ､ コ モ ンホ ー ル ド組合
の権 利義務及び区分所有者の 権利義務を規定する文書である ｡
(2) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ ティ宣言は ､ 指定の様式 に従 っ て い な けれ ばな らない ｡
(3) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ ティ 宣言は , コ モ ンホ ー ル ド組合 に義務を課 し､ 区分所
有者 に義務を課 し､ コ モ ンホ ー ル ドの管理またはそれに関す るそ の 他 の事項 に関す る決定
を行う ことに つ き規定を設 ける ことができる｡
(4) 第三項は ､ 本章によ っ て あるいは本章の ために設けられた規定及び コ モ ンホ ー ル ド
組合 の基本定款または通常定款の規定を条件とする ｡
(5) 第三項 にお いて ､ ｢義務｣ とは ､ 特 に次の義務を含む ｡
金銭を支払う義務
行為を引き受ける義務
通行権 を付与す る義務
通知を与える義務
コ モ ンホ ー ル ド専有部分 に閲 し特定の 種類の 取引の締結を控える義務
特定の 目的の ためある いは特定の 目的以外の事柄のため コ モ ンホ ー ル ド専有部分 の 全部
また は 一 部の 使用 を控え る義務
特定の 種類の行為 (変更 を含 む) の引受を控える義務
生活妨害または迷惑行為 の惹起を控える義務
特定の 振る舞い を控える義務
制定法上の 要件違反か ら生ずる費用に閲しコ モ ンホ ー ル ド組合または区分所有者に賠償
する 義務
(6) 第五 条に従っ て ､ ある い は本章によっ て または本章の ために設 けられたそ の 他の 規
定に従っ て) 金銭を支払う義務 を課 して い る コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言の規定 は､
履行遅滞の 場合における利子の 支払い につ い て の規定を含める こ とがで き る｡
(7) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ ティ 宣言によ っ て コ モ ンホ ー ル ド組合 または 区分所有者
に与 え られた義務は ､ 他に何らの 手続も必要としない ｡
(8) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ ティ 宣言は ､ 特定の 事由の 発生または不発生の 際に , 土
地上 の権利の譲渡または喪失を規定するこ とはできない ｡
(9) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ ティ 宣言によ っ て設けられ た規定は , そ の 規定が第三 二
条 の ため禁止され､ 本章 によ っ て または本章の ために設けられた規定と矛盾 し, 第三 二条
の ために宣言 の 中に含 められ る もの として取り扱われる事項 と矛盾 し , あるい は コ モ ンホ
ー ル ド組合の 基本定款また は通常定款と矛盾 してい る限 り ､ 効力を生じな い もの とす る o
第三 二 条 行政規則
(1) 行政規則は ､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 の 内容に つ い て規定する もの とす
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る ｡
(2) 行政規則は､ 特定の 規定 ､ またはある特定 の 目的の ためあるい はある特定の事項に
つ い て特定の種類の 規定を宣言の中に含めるこ とを許容 し ､ 要求し､ または禁止する こ と
がで きる ｡
(3) 行政規則は ､ 宣言は行政規則によ っ て 指定 されまたは行政規則 に従 っ て決定された
規定を含むもの として 取り扱われる べ きである と規定する こ とがで き, また , そ の ような
規定がなされなかっ たとして も､ パ ラグラ フ に基づい て含まれるもの と して 取り扱われる
で あろう規定に代わっ て ､ 宣言が規定する こ とを許容する ことがで きる｡
(4) 行政規則は､ 様々 なタイ プの コ モ ンホ ー ル ド組合または 区分所有者 の た めに様々 な
規定を設けることがで き ､ 様々 な状況の ために様 々 な規定 を設 ける こ とがで き､ また , コ
モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言が様々 なタイ プの 区分所有者または共用部分の ために様
々 な規定を設ける こ とができる範囲につ い て規定 を設 ける ことがで きる ｡
(5) 本条 に基づく行政規則が関連する事項は ､ 第 - 一 条 ､ 第 一 四 条､ 第 一 五 条 ､ 第 二 ○
条 ､ 第ニ ー 条､ 策二 五条 , 第二 六条 ､ 第二 七粂 ､ 第三 八粂 ､ 第三九条及び第五 八条におい
て言及 される事項 ､ 及び第三七 条に基づく行政規則が規定す る ことがで きる事項を含む ｡
但 し, これらの事項に は限られない ｡
第 三三条 修正
(1) 第三 二条 に基 づく行政規則は､ コ モンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言が修正 されうる
方 法に つ いて コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 に規定を設 ける よう要求す るもの とす
る ｡
(2) 行政規則 は､ 特に ､ (第三 二 条第三 項に基づく規定を条件 とす る と否 とにか か わ ら
ず) 第三 二条第三 項に基づく規定を設けるものとする ｡
(3) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ ティ 宣言の修正 は ､ 修正 され た宣言が本条 に従 っ て登記
されない限り及び登記されるまで ､ 効力を生じないものとする ｡
(4) コ モ ンホ ー ル ド組合が本条に基 づいて 登記申請 を行っ た場合 ､ 登記官は ､ 修正 され
たコ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言が ､ 修正前の 宣言に代わっ て , 垂記官 の もとで保管
され ､ 登記簿に記載される よう調整するもの とす る｡
(5) 第四項 に基づ く登記 申請には ､ 修正されたコ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言が本
章の 要件を満たしてお り ､ コ モ ンホ ー ルド組合の 埋事によっ て付与された証明書が添付さ
れなければならない ｡
(6) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニテ ィ 宣言の 修正が コ モ ンホ ー ル ド専有部分の範囲を再定
義する場合､ 第四項 に基づく登記申請 には , 第 二 三条第 一 項または第二四 条第 二 項によ っ
て 要求 される同意書 (または同意を不要とする裁判所の 命令) が添付 されなければならな
い
(7) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言の 修正が共用部分の 範囲を変更す る とい う効果
を有す る場合 ､ 第四条 に基づく登記申請には､ 第三○条第二 項 によっ て要求され る同意書
(または同意を不要とす る裁判所の命令) が添付され なけれ ばならない ｡
(8) 登記官が第四 項 に基 づく登記申請に基づい て 登記簿を修正 した場合 ､ 登記官は自ら
が適 当と判断す る登記簿へ の 間接的な修正 を行うもの とする ｡
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《コ モ ンホ ー ル ド組合》
第三 四条 規約
(1) コ モ ンホ ー ル ド組合は 民間の 保証有限会社であり ､ そ の 基本定款は､ 会社の 目的は
特定 の コ モ ンホ ー ル ド不動産に閲しコ モ ンホ ー ル ド組合 の 職権 を行使す る こ とで ある と述
べ
､ か つ 一 九八 五 年会社法 (第六章)(構成員の 保証) の 第 二 粂第四項 に従 っ て特定 され
る こ とが要求さ れる額 として - ボン ドを特定す る o
(2) (コ モ ンホ ー ル ド組合の 規約につ い て規定する) 附則 三 は ､ 効力を有する もの とす
る ｡
第三 五条 管理義務
(1) コ モ ンホ ー ル ド組合 の 理事 は ､ 各区分所有者 による自己 の 権利の 行使 ､ 及び各区分
所有者 に よる自己 の 専有部分における自由土地保有権の 享有をで きる限り許容 または促進
するように ､ 自らの権限を行使するもの とする ｡
(2) コ モ ンホ ー ル ド組合の理事 は, 特に ､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言または本
章の 規定 によ っ て区分所有者に課せ られた要件または義務 に区分所有者 の側が従わ ない こ
とを予防し ､ 是正 しまた は縮小するために , 第三 七条に よっ て付与 され または設定された
権利 ､ 権限または手続きを用い るもの とする ｡
(3) 但し, 区分所有者 (｢債務不履行者｣) の 側 にお ける特 定の 不履行 に閲 し､ コ モ ンホ
- ル ド組合の 理事 は ､ 訴訟 を提起 しない こ とがす べ て の 区分所有者間 にお いて調和 ある関
係を確立 しまたは維持する上で最善の 利益 となり , か つ その こ とが(債務不履行者以外の)
区分所有者 に重大な損失または重大な不利益をもたらさな い だろう と理事が合理的に判断
する場合には ､ 訴訟を提起する こ とを要 しない ｡ そして可能な ときはい つ で も､ 法的手続
きの 代わ り に､ 仲裁 ､ 介入 または調 停の 手続き (第四 二 条 に基づいて承認 された制度 に基
づく付託 を含む) を用い る こ とが望ましい か考慮するもの とする ｡
(4) 本章における区分所有者 へ の 言及は ､ 専有部分の 賃借人 へ の 言及 を含む｡
第三 六条 投票
(1) 本条は ､ コ モ ンホ ー ル ド組合による決議の 可決に言及する本章の 規定 (｢投票規定｣)
に閲 し適用す る ｡
(2) 投票規定 は､ す べ て の 構成員が基本定款または通常定 款ある い は コ モ ンホ ー ル ド ･
コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 の 関連規定に従っ て 投票する機会が付与されて い る場合にの み充足 され
る o
(3) 投票とは ､ 投票が自ら行われ る場合であれ､ また郵 送 ､ 代理人 またはそ の 他 の方法
によ っ て投票す る ことを規定 して おり ､ か つ基本定款または通常定款ある い はコ モ ンホ ー
ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 の 中に含まれて い る規定に従っ て行 われる場合で あれ ､ 投票規定
の諸目的の ために栗 を投ずる こ とで ある ｡
(4) 決議は ､ 投票 を行うすべ て の 構成員が賛成の 投票をすれ ば, 満場 一 致で可決 さ れる.
《コ モ ンホ ー ル ドの 運営》
第三 七 粂 強制及び補償
(1) 行政規則は ､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 ､ 基本定款または通常定款 ､ 及び､
本章によっ てある い は本章の ために作られた規定 によっ て ある い はそれ らの 規定の ために
課せ られある い は与えられ た権利の 行使または義務 の 強制 につ い て ､ 規定 (ある裁判所に
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管轄権を与え る規定を含む) を設けるこ とができる ｡
(2) 行政規則は ､ 特に ､ 次の 規定 を設ける こ とがで きる ｡
特定の 場合または状況 におい て ある権利が行使される場合 ､ 補償金が支払われる こ とを
要求する規定
ある義務が履行 されない 場合 ､ 補償金が支払われ る ことを要求する規定
ある権利または義務を強制するこ とを目的として行為が実行される場合 ､ 費用 の 回復 を
可能にす る規定
ある義務を履行 しない こ との 結果 と して行為が実行 される場合 ､ 費用 の 回復 を可能 にす
る規定
区分所有者が､ 他 の 区分所有者 ､ コ モ ンホ ー ル ド組合または貸借人に課 せ られた義務 を
強制する ことを許容する規定
コ モ ンホ ー ル ド組合が ､ 区分所有者または賃借人に課せ られた義務 を強制する こ とを許
容する規定
賃借人が ､ 他の賃借人､ 区分所有者または コ モ ンホ ー ル ド組合 に課せ られた義務を強制
する ことを許容する規定
ある権利 に付随する文言または条件の 強制を許容する規定
法的手続きが提起され る前に , 仲裁､ 介入 または調停 の 手続きとい う特定 の 形式 の 利用
を要求す る規定
(3) 本条の ために設 けられた補償につ いての 規定は ､ 補償の額の 決定 につ い て の 規定( あ
る裁判所 に管轄権 を与える規定を含むことがで きる)､ 及び ､ 履行遅滞の場合における利
子の 支払 いにつ い て の 規定 を含むものとする ｡
(4) 本条 に基づく行政規則は ､ 第三 二 条第五項の ために設けられた行政規則 に従っ て ､
コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言に含まれる規定に従うもの とす る0
第三八条 コ モ ンホ ー ル ド割当金
(1) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言は､ 次の規定を設 けなけれ ばならない o
コ モ ンホ ー ルド組合 の理事 に ､ 組合の 費用を賄うため区分所有者か ら徴収 され る ことが
要求される所得を毎年見積もる こ とを要求する規定
コ モ ンホ ー ルド組合の 理事が, 毎年の 見積もりに加え､ 区分所有者か ら徴収される こ と
が要求される所得を臨時に見積もる こ とを可能にする規定
各専有部分に配分 される ことになるパ ラグラ フ またはに基づい て行われた見積額の 割合
を特定する規定
各区分所有者 に､ その 者の 専有部分に配分される見積額の割合 に関 して支払い を行う こ
とを要求する規定
コ モ ンホ ー ル ド組合の 理事に ､ 区分所有者 によっ て支払われる こ とが要求 され る金額及
び各支払 いがなされる べ き期日を特定する通知を区分所有者 に送付する ことを要求す る規
定
(2) 第 一 項の 目的の ため, コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 によ っ て 各コ モ ンホ ー ル
ド専有部分に配分される割合は､ 合計で - 0 0に達 しなけれ ばならない o そ して コ モ ンホ
- ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言は ､ ある専有部分 に閲 し○パ ー セ ントと指定す る こ ともできる o
第三九条 積立基金
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(1) 第三 二 条に基 づく行政規則 は ､ 特 に , コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言が､ コ モ
ンホ ー ル ド組合の理事 に､ 共用部分の修繕及び錐持の資金を調達す るた めに 一 つ 以上の 基
金を造成 し維持す る ことを要求す る規定 ､ 及びコ モ ンホ ー ルド組合の 理事 に ､ コ モ ンホ ー
ルド専有部分の 修繕及び緯持の 資金を調達す るために 一 つ 以上の基金を造成し維持する こ
とを要求する規定を設 ける こ とを要求する こ とができ る.
(2) コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ ティ 宣言が､ 第 一 項 に従 っ て基金の 造成及び維持 に つ い
て規定す る場合 ､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ宣言はまた､ 次 の規定 を設けなければな
らな い ｡
コ モ ンホ ー ル ド組合の 理事が ､ 臨時に資金を徴収する こ とを要求または 可能 にする規定
各専有部分に配分 される こ とになるパ ラグラ フ に基づいて徴収され る資金の 割合 を特定
する規定
各区分所有者に ､ 自己の 専有部分 に配分 されるパ ラグラフ に基づいて徴 収される資金の
割合 に閲 し支払い をなす こ とを要求する規定
コ モ ンホ ー ル ド組合の 理事に , 区分所有者 によっ て支払わ れる こ とが要求 された支払額
及び各支払い がなきれ る べ 書期日 を特定する通知を区分所有者 に送付する こ とを要求す る
規定
(3) 第二 項の 目的 の ため､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言 に よ っ て 各区分所有者に
配分された割合は ､ 合計で - 0 0に達 しなければならない o そ して コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ
ュ ニ テ ィ 宣言は , ある専有部分に閲し○パ ー セ ン トを指定する こ とがで きる ｡
(4) 本条の ために造 成され維持 された基金の資産 は , 積立基金活動 に帰す る こ とがで き
る判決債務を除き､ 債務 の 強制の 目的の ために用い られない もの とする ｡
(5) 第四項 の 目的 の ため , ｢積立基金活動｣ とは､ コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言
に従 っ て ､ 本条 のために造成 され維持された基金か ら融資する ことが可能で ありまた融資
す る ことが許容 される活動を意味 し , 特に ､ 資産が 一 九七 九年負担賦課命令法 (第五三 章)
の第 一 条 に基づ いて 強制執行され , また負担賦課命令の対象とされ る場合､ 資産は債務の
強制の 目的の ため に用 い られ , そ して判決債務 へ の 言及は, 判決債務に基づいて 支払われ
る利子 へ の 言及 を含 む｡
第四 ○条 文書 の補正 命令
(1) 区分所有者 は ､ 当該コ モ ンホ ー ル ド組合 の基本定款または通常定款が附則三 の パ ラ
グラ フ 2 に基づく行政規則 に従 っ て い ない とい う確認判決 ､ 及び当該コ モ ンホ ー ル ド ･ コ
ミ ュ ニ テ ィ宣言が本章によっ て あるいは本章の ために課された要件に従 っ て いな いとい う
確認判決を求めて裁判所 に申し立て ることがで きる｡
(2) 本条に基づく確 認判決の 付与に際し ､ 裁判所は適当で ある と思われ る命令をなす こ
とがで きる ｡
(3) 第二項 に基づ く命令は ､ 特に , コ モ ンホ ー ル ド組合の 理事 またはそ の 他の 特定の 役
員に文書 の 変更または修正 の 手続きをとるよう要求し､ コ モ ンホ ー ル ド組合の 理事 または
そ の 他の 特定の 役員 に特定の 手続きをとる よう要求し､ コ モ ンホ ー ル ド組合に よ っ て 特定
の 人 に支払われる補償金 (そ れが特定の事由の 発生また は不発生を条件 として い ると否 と
にか かわ らず) の 裁定をなし ､ 不動産がコ モ ンホ ー ル ド不動産で あることを終了す る規定
を設ける ことがで き る ｡
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(4) 第 一 項 に基づく申立 は､ 申請人が区分所有者になっ た日か ら起算して 三 月以内に ､
従 っ て い ない と申し立て られた事項の 開始後三月以内に, または裁判所の 許可 を以っ てな
されなけれ ばならない ｡
第四 一 条 拡張 (省略)
第 四 二 条 オンブズ マ ン
(1) 行政規則 は ､ コ モ ンホ ー ル ド組合は認定オンブズマ ンスキ ー ム の メ ンバ ー で あるも
の とす る と規定す る こ とがで きる｡
(2) ｢認定オ ンブズマ ンスキ ー ム｣ とは , 大法官によっ て認定 されるス キ ー ム で あり ､
次の ような内容 のス キ ー ム で ある｡
一 人以上 の者 の オ ンブズ マ ンと して の任命を規定する .
大法官が事前にそ の 任命を認定す る場合 にの み ､ ある者がオ ンブズマ ンと して任命 され
る ことを規定す る o
区分所有者が､ 区分所有者 とスキ ー ム の メ ンバ ー である コ モ ンホ ー ル ド組合との 間の 紛
争をオンブズマ ン に任せ る こ とを可 能とす る｡
スキ ー ム の メ ンバ ー で ある コ モ ンホ ー ル ド組合が, 組合 と区 分所有者と の 間の紛争をオ
ンブズマ ン に任せ る こ とを可能 とする ｡
スキ ー ム の メ ンバ ー で ある コ モ ンホ ー ル ド組合に, 紛争 の調査また は解決におい て オン
ブズマ ンと協力する こ と を要求する ｡
ス キ ー ム の メ ンバ ー で ある コ モ ンホ ー ル ド組合に､ オンブズマ ンの 決定 (金銭の 支払 い
を要求す る決定を含む) に従う ことを要求する ｡
(3) 第二 項で特定された事項 に加え､ 認定オ ンブズマ ンス キ ー ム は, そ の 他の 規定 を含
むこ とがで き､ かつ 指定 されるかも しれない規定, またはその ような種類の規定を含むも
の とする ｡
(4) コ モ ンホ ー ル ド組合が第 一 項に基づく行政規則に従わない場合 ､ 区分所有者は ､ コ
モ ンホ ー ル ド組合の 理事 に組合が行 政規則 に従うことを保証するよう要求す る命令を求め
て ､ 高等法院に提訴す る こ とができる ｡
(5) 本条における区分所有者 における言及は , 専有部分の 賃借人 へ の 言及を含む ｡
附則三 コ モ ンホ ー ル ド組合
第 一 章 基本定款及び通常定款
第 一 条 序文
本附則 にお い て ､ ｢基本定款｣ とは ､ コ モ ンホ ー ル ド組合の 基本定款を意味 し､ か つ ｢過
常定款｣ とは , コ モ ンホ ー ル ド組合 の通常定款を意味する o
第二 粂 要式及び内容
(1) 行政規則 は, 基本定款及び通常定款の要式及び内容 につ い て規定す るもの とする ｡
(2) コ モ ンホ ー ル ド組合 は ､ そ の 基本定款または通常定款に対す る行政規則の規定を採
用する ことがで きる ｡
(3) 行政規則は ､ 基本定款または通常定款に対する行政規則の 規定が第二 項 に基づい て
採用されて い る と否 とにか か わらず, コ モ ンホ ー ル ド組合 に対 して効力を有す べ き規定を
採用す るこ とができる ｡
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(4) 基本定款または通常定款の 規定は , そ れが行政規則 と矛盾する限 り ､ 効力を有 しな
い もの とする ｡
(5) 本条 に基づく行政規則 は､ 基本定款または通常定款の 日付 にはか かわ らな いが ､ 行
政規則 の経過規定を条件に, 基本定款または通常定款に閲 し効力を有する もの とする ｡
第三条 変更
(1) 基本定款または通常定款の 変更 は, 変更版が本条 に従 っ て 登記 され る まで ､ 効力を
有 しない もの とする ｡
(2) コ モ ンホ ー ル ド組合が本条 に基づい て 登記申請を行う場合 ､ 登記官は , 変更 された
基本定款または通常定款が､ 変更前の 版に代わっ て ､ 登記官の も とで保管 され ､ 登記簿に
記載され るよう調整するもの とす る ｡
(3) 第二 項に基づく登記申請には ､ 変更 された基本定款または通常定款が第二 条第 一 項
に基づく 行政規則 に従っ てお り ､ コ モ ンホ ー ル ド組合の 理事によ っ て付与 された証明書が
添付されなければならない ｡
(4) 登記官が第二 項 に基づく登記申請に基づい て登記簿 を修正 した場合 ､ 登記官は 自ら
が適当と判断す る登記簿 へ の 間接的な修正 を行うもの とする ｡
第四条 一 九八五年会社法の適用除外
(1) 次の 一 九八五 年会社法 ( 第六 章) の 規定は , コ モ ンホ ー ル ド組合 に は適用 しない も
の とす る ｡
第 二 条第七項及び第三項 (基本定款)
第八粂 (通常定款)
(2) 一 九八五年会社法第四条第 一 項 (目的) に従 っ て特別決議 によっ て変更 され た通常
定款の 登記を求める登記申請は ､ 変更の 取消を求める登記申請が同法第五 条第 一 項に基づ
い てな される期間が登記申請の なされない まま消滅 しない 限り､ 同条 に基づいて なさ れた
登記申請が取り下げられない 限り , または変更 が本条に基づいて 裁判所に よ っ て 確認 され
ない 限り , 第三条第二 項に基づ い てなす ことは できない ｡
第二 章 組合員資格
第五条 コ モ ンホ ー ル ド成立前の 期間
コ モ ンホ ー ル ド組合の 設立か らその 基本定款に特定された不動産が コ モ ンホ - ル ド不動
産になる までの 期間中 ､ 基本定款の 申請人 (複数人または 一 人) がコ モ ンホ ー ル ド組合の
唯 一 の構 成員 (複数人または 一 人) であるもの とする ｡
第六 条 経過期間
(1) 本条は, 経過期間中の コ モ ンホ ー ル ド組合に適用する｡
(2) 基本定款の 申請人 (複数人または 一 人) は , 組合の 構成員 (複数人または 一 人) で
あり続 けるもの とする ｡
(3) 当面は ､ コ モ ンホ ー ル ドの 全部また は 一 部に閲し ､ ディ ベ ロ ッ パ ー で ある者が ､ 組
合の 構成員名簿に記入 される権限がある .
第七条 区分所有者
ある者が , 法第九条に基づき区分所有者が存在する場合 の登記 によ り コ モ ンホ ー ル ド不
動産 とな る専有部分 にお い て ､ または専有部分の 譲渡 にお い て ､ 組合が職権を行使する コ
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モ ンホ ー ルド専有部分の 区分所有者 となる場合 ､ そ の者は コ モ ンホ ー ル ド組合 の構成員名
簿に記入 される権限が ある ｡
第八条 共同区分所有者
(1) 本条は ､ 二 人以上 の 者が ､ 法第九条に基づき区分所有者が存在する場合の登記によ
りコ モ ンホ ー ル ド不動産 となる専有部分におい て ､ または専有部分の譲渡 にお いて ､ コ モ
ンホ ー ル ド専有部分 の 共同区 分所有 となる場合 に適用する ｡
(2) 共同区分所有者が､ 本項の 目的の ため , その 中から 一 人を指名した場合､ その 者が
専有部分 に閲 し職権 を行使す る コ モ ンホ ー ル ド組合の構成員名簿に記入 され る権 限があ
る ｡
(3) 第二 項に基づく 指名は ､ コ モ ンホ - ル ド組合に書面で なされなければならず､ かつ
指定の期日の 終了前 に組合 によっ て受理 されて い なければならない｡
(4) そ の 指名が指定の 期 日の終了前 に組合 によっ て受理されて い ない 場合 ､ 所有権名蒋
に最初に現れ る名前 の 者が ､ その期日の 終了時 に ､ 組合の 構成員名簿に記入 され る権限が
ある .
(5) 共同区 分所有者の 一 人の登記申請に 際し ､ 裁判所は ､ 第四項の ため登録 され る権 限
の あるあるい は権限 の あるで あろう者の代わり に ､ 共同区分所有者の 一 人が コ モ ンホ ー ル
ド組合の 構成員名簿に記入 される権限ある と命ずる ことができる ｡
(6) 共同区分所有者が ､ 本項 の 目的の ため, そ の中から 一 人を指名した場合 ､ そ の 指名
された者が ､ 第二 項 ､ 第五項または本項の ために記入される者の 代わりに ､ コ モ ンホ ー ル
ド組合の 構成員名簿に記入される権限がある｡
第九粂 コ モ ンホ ー ル ド組合自身の 組合員資格
コ モ ンホ ー ル ド組合は ､ 自らの構成員になる ことはできない ｡
第 一 ○粂 本附則以外 の構成員の排除
本附則の 規定の 効 力以外では , ある者は コ モ ンホ ー ル ド組合の構成員 になる こ とはで き
ない ｡
第 一 一 条 登記 の効果
コ モ ンホ ー ル ド組合 の構成員名簿に記入され る権限の ある者は ､ その会社が 一 九八五年
会社法 (第六章) の 三五 二 条 に基づく義務 (構成員名簿を維持する義務) に従っ て 登記す
る ときに構成員 になる ｡
第 一 二 条 組合員資格 の 終了
コ モ ンホ ー ル ド組合 の構成員が､ 組合が職権を行使する コ モ ンホ ー ル ド組合の 区分所有
者 ある い は共同区 分所有者で ある こ とをや める場合 ､ その 者はコ モ ンホ ー ル ド組合の 構成
員で あるこ ともやめるもの とする ｡ ただ し､ パ ラグラ フは､ そ の 者が区分所有者または共
同区分所有者で あっ た時期に関連する事項 に関 して すで に取得 した権利または被っ た責任
には影響を与えな い ｡
第 一 三条 同前
コ モ ンホ - ル ド組合 の 構成員は､ 本附則 の 五条または六条の ため (そ して ､ その 他 の条
文の ためで は ない) 構成員で ある場合 (そ して そ の ような場合の み)､ 組合 へ の書面 によ
る通知により辞す る こ とがで きる｡
第 一 四条 組合員名簿
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(1) 行政規則は ､ ある者が第五 条から第八条 のため名蒋に登録 され る権限 の ある者 とな
る場合 ､ または第 一 二条の ためまたは辞任により構成員で ある土とをやめ る場合 ､ 一 九八
五年会社法 (第六章) の 三 五 二条 に基づく 義務 (構成員名簿を維持す る義務) の コ モ ンホ
ー ル ド組合 による履行につ い て規定する こ とができる ｡
(2) 行政規則は､ 特 に､ 特定 の 期間内に名簿 へ の 登録がな される べ きこ と を要求す る こ
とがで きる o
(3) 第二 項 に基づい て特定され た期間は ､ 法第 一 五 条に基 づく通知 の 日 ､ コ モ ンホ ー ル
ド組合 の 理事が特定の事由を最初 に知る ことになる日 ､ そ の 他 の時期から開始す るよう表
現す る ことがで きる｡
(4) 本条 の ための 要件は , 第三 五 二 条 (罰金) の目的の ため ､ 第三 五 二 条の 要件 として
取り扱われ るもの とする ｡
第 一 五条 一 九八 五年会社法
(1) 一 九八 五年会社法の 第二 二 条第 一 項 (最初の構成員) は ､ 本附則 を条件 に コ モ ンホ
ー ル ド組合 に適用するもの とする ｡
(2) 同法の 第ニ ニ 条第 二 項及び第二 三 項 (構成員 一 新規構成員及び特 殊会社) は ､ コ モ
ンホ ー ル ド組合には適用 しな い もの とする ｡
第三章 雑則
第 一 六条 名称
行政規則は ､ コ モ ンホ ー ル ド組合が 一 九八五 年会社法に基 づい て 登記 され る名称は , 特
定の 要件 を満た して いなければならない という こと , 及び , コ モ ンホ ー ル ド組合以外の 会
社が登記される名称 は､ 特定の 文言または表現を含んで はならない という ことを規定する
こ とがで きる ｡
第 一 七条 法的確認
一 九八 五年会社法の 第 一 二条 (登記一 法 の承認) の 目的の ため､ 同条が コ モ ンホ ー ル ド
組合 に連用する とき､ 同法の要件 へ の言及 は､ 本附則の 規定また は本附則 に基づ い て 設け
られた規定 へ の 言及を含むもの と して取り扱わ れるもの とする ｡
注
(1) こ こで注意す べ きは､ イギリス で は､ 長期の不動産賃借権は所有権の 類型 の 中で
捉 えられて い る点で ある ｡ イギリス における不動産の 所有権概念 は , 日本 の所有権概念 と
はか なり異なり ､ 不動産 を長期間保有する権利が所有権 の 類型の 中に含まれて く る . つ ま
り ､ 保有す る期間が永久 で あれば自由土地保有権 (fre ehold) とな り ､ それが定期で あれ
ば不動産 賃借権 (le asehold) とな るが､ い ずれ も所有権 (o wn ership) として観念される ｡
したがっ て , フ ラ ッ トの 不動産賃借権者 (leas eholder) もフ ラ ッ ト所有者 (O w n er) と呼ば
れ る こと になる ｡
(2) イギリス にお い て ､ 区分所有ための 法制度 として リ ー スホ ー ル ドが利用 される こ
と になっ た理由の 詳細 につ い て は ､ 拙稿 ｢イギリス 建物区分所有法の 法的課題 と改革｣ ソ
シオサイ エ ンス第 四 号 (早稲田大学大学院社会科学研究科 ･ 一 九九八 年三月) 一 三 七頁以
下参照 ｡
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(3) リー ス ホ - ル ド ｡ フ ラ ッ トの 問題点とは ､ 具体的 には ､ 資産価値の 減少問題 と管
理義務の 履行に 関する問題で あるが､ この点の詳細 につ い ても ､ 前掲注拙稿参照 ｡
(4) 一 九九三 年法 による法改革の 詳細 につ いて は ､ 拙稿 ｢イギリス定期借地制度の基
本問題と現代的展開 ( - ) (ニ)｣ 民商接雑誌第 一 ニ ○巻第四 ･ 五 号 ( 一 九 九九年七 ･ 八
月) 七 八 ○頁以下 ､ 同第六号 ( 一 九九九年九月) 九七○貢以下参照 o
(5) フ ラ ッ ト管理会社とは , 一 九八五 年会社法 (co mpamies Act 198 5) に基づいて設
立さ れ る ､ 個々 の フ ラ ッ ト所有者が構成員とな る保証有限会社 または株式会社で あり , 揺
人格 を有する団体で ある (わが国で い え ば法人 格を有す る管理組合 に相当す るだ ろう)｡
イ ギリス における フ ラ ッ トの管理組織は ､ この よう に会社形態で 設立 され る こ とが 一 般的
で あるが､ その他にも ､ そ れほ ど知 られた形態で はないが､ 一 九六五 年勤労者共済組合法
(Indu stri aland Pr o vide ntSo cietiesAct 1965) に基づ い て , 勤労者共済組合が設立される こ
ともある ｡ 本稿で は , 勤労者共済組合の紹介につ い て は割愛す るが ､ その 内容 に つ いて は
John Cu m m lng and Richard Hickie, Ho wto M an age Yo urOw nBlock of Flats, A Flat
-
o w n e r
7
s
Guide to Taking a nd M aintaining Co ntrol, T he College of Estate M an age m ent, 1993, p p･ 31
-
33参照 ｡ なお ､ フ ラ ッ ト管理会社は ､ フ ラ ッ ト所有者間にお い て 常に設立されるわ けで
は なく ､ 法人格を有 しない 貸借人組合 (te n a nt-s a s s o ciatio n) に とどまる こ ともある ｡
(6) Ibid.
, pp. 16
- 17.
(7) Ibid.
, p. 1 7, p. 20皿 dp. 26･
(8) Ibid., pp. 23 - 29.
(9) A College of Estate M an age m e nt Res earch Paper, Flats as aW ay of Life: Flat
M an age m e ntCo mpaniesin England a nd W ale s, 1994, p. 31.
第 4 節 /1ヽ 括
1 本章のまとめ 一 国際比較と日本法の特色 -
以下で は, 簡単に , これまで検討 した外国の 立法例 ( ドイツ , フ ラ ンス ､ ア メリカ ､ イ
ギリス) と比較して ､ 管理の 主体 ､ 規約 , 集会 ､ 執行機関 (管理者等) などに関 して ､ 日
本法 の特色を明らか に したい ｡ なお ､ 以下 の 各国の 立接及び各国の 比較に 関す る記述 につ
い て は ､ 現段階で は､ それぞれ につ いて精査 したもので はなく , 仮設 (研究ノ ー ト) の 域
を出て い ない こ とをお 断り して おきたい ｡
(1) 管理の主体
区分所有建物につ い ては ､ 構造上 ､ 区分所有者が単独所有す る専有部分は 一 棟の 建物の
中に存在 し , これか ら独立 して 存在 しえない こ と ､ また, 区分所有者は共用部分 を共有す
るこ と (ただし､ イギリス 法では管理組合が単独所有する) から､ 必然的に ､ 建物及びそ
の 敷地の 共同の 管理 を必要 とする ｡ それらの 共 同の 管理 (単に物の 物的維持の みならず,
そ こ で の 居住や営業 とい っ た 物の 利用の 仕方も含む｡) に つ い て は ､ 大きく , ｢各区分所
有者｣ が他と協力 して行 っ て い く と い っ た法制 (従っ て ｢団体性｣ は希薄) と , 全区分所
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有者 を構成員とす る ｢団体｣ が積極 的に行 っ て いく とい っ た法制 (従っ て ｢団体性｣ は 強
固) とが考え られる ｡ 換言すれ ば, 区分所有者の集合体 に法 人格を認めない 法制と ､ これ
に当然に法人格 を認める法制とが ある ｡ 前者 の立法例がドイ ツで あり､ 後者の 立法例がフ
ランス 及びイ ギリス (コ モ ンホ ー ル ド) で ある0 日本は ､ そ の 中間で ､ 区分所有者は ､ 法
律上 当然に ｢区分所有者 の 団体｣ の構成員で はある (三条) が , この 団体を法人とす るか
否か は ､ 区分所有者の選択に委ね られ てい る (四七条 一 項)｡
なお , ア メリカにつ いて は ､ 議論 の余地が あろうが､ 統 一 コ ン ドミ ニ アム法及び各州法を
全体 と して見れば､ 日本法 に近 い と考 えて よか ろうか ｡
(2) 規約
右に述 べ たよう に ､ 区分所有建物では , 必然的に区分所有者 に よる管理を必要 とする (た
だ し､ イ ギリス の tJ - スホ ー ル ドで は必ず しもそうで はない) ため , その ための根本規則
が必要とされる ｡ ごく少数の 区分所有者か らなる区分所有建物 に あっ て は､ これを必ずし
も必要 と しないが ､ そ うで は ない 区分所有建物 にあっ て は ､ 管理 の ための根本規則たる規
約は不可欠なもの となろう ｡ フ ラ ンス (規約)､ アメリカ (宣言)､ イギリス (根本規則)
で は , その 設定が法的に義務づ けられてい る ｡ ドイツ及び 日本で は ､ 規約 の設定は必ずし
も法的に義務付 けられて い ない が (規約を設定する ことがで き る と定めて い る)､ 区分所
有建物の管理 にお い て , 法は規約 の存在を想定 して い る｡
規約 (ない し根本規則) の 設定は , 区分所有建物の 分譲者に よっ て分譲時になされて い
る との 立場を採る法制が 一 般的で ある ｡ フ ラ ンス (これを原則 とする)､ ドイツ (登記に
よ っ て住居所有権 の 内容 とな り特定承 継人 にも効力を生ずる), アメリカ (開発業者 が宣
言を作成す る)､ 及びイギリス (コ モ ンホ ー ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言) にお いてそうで あ
る｡ 日本におい て は､ 実態は大部分がそうで あるし､ 区分所有法もこれを排除して い ない
(四 五 条 一 項 の ｢書面決議｣) が ､ 法 は , 基本的には､ 区分所有関係の 成立後に区分所有
者 の集会 におい て設定される こ とを想定 して い る (三 一 条 一 項)｡
規約の 変更 に つ いて は､ これ を全員の 一 致が必要である とする法制 ( ドイツ) と多数決
(特別多数決) で可能とする法制 (日本､ アメリカ ､ フラ ンス 〔ただし､ 根本的な事項 に
つ い ては全員 一 致〕) とがある ｡
(3) 集会
区分所有建物 の 管理に関する決 定には , その 財産権を有 して い る区分所有者の 全員が関
与で きなければならない ｡ 各国 の 法制は共 に ､ これを集会 による多数決議 によ るもの とし
て い る ｡ ただ し ､ 次の 点に つ い て は , 各国の 立法は異なっ て い る ｡ 多数決議におい て その
決議の 単位 (各区分所有者 の権利 の 割合 の 基準) に つ いて は ､ これを基本的に共有持分 と
する立法 (フ ラ ンス) と､ 共有持分 を基礎と しながら区分所有者 の頭数も要素とする立法
(ドイ ツ ､ ア メリカ) がある (イ ギリス は 前者か)｡ こ れ に対 して ､ 日本 は ､ 共有持分 と
区分所有者 の 頭数の 両者を等価値 で要素と して い る (三 九条 一 項)｡ なお ､ 各国とも ､ 基
本的に規約で別段の 定めをす る こ とを妨 げて い ない ｡ 集会 の成立 の ため に定足数を設けて
い る国 ( ドイ ツ ､ ア メリカ) と ､ こ れ を設けて いない 国 (フ ラ ンス ､ 日本) とがある ｡ た
だし ､ 前者にあ っ て も､ ア メ リカ の 場合は非常 に緩やか な定足数で ある し (二 ○ パ ー セ ン
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ト)､ ドイ ツ にお いて も定足数を満たさない場合で も再度 ､ 定足数を問題としな い 同 一 目
的の 集会 を開催する こ とができる とし ､ これ に柔軟性を持たせ て い る ｡ 集会の 多数決議の
種類に関して は, 全員 一 致 を要する事項以外の もの につ い て ､ 過 半数決議の みを認めて い
る立法 ( ドイツ), 過半数決議の ほか 特別多数決議も認めて い る立法 (アメリカ ､ フ ラン
ス , 日本) とがある ｡ さらに後者 にあっ て も､ フ ラ ンス (単純多数決 ､ 絶対多数決､ ニ重
の 多数決) と日本 ( 過半数決議､ 四分 の三 決議 ､ 五 分の 四 決議) とは, 数種の 多数決議を
設けて い る ｡
(4) 執行機関
区分所有建物の 管理を現実に行うためには ､ 根本規則た る規約の 定めを執行 し､ 区分所
有者の全員が関与 した集会 の決議を実施する執行機関 (集会を通じて 区分所有者か ら権限
を与えられた機関) が存在 しなければならない ｡ この機関は､ また､ 基本的に集会を招集
す る権限も与えられて い る ｡ この機関 には､ ドイツ及びフ ラ ンス の ような管理者方式と､
ア メリカ (及びイギリス) の ような理事会方式 とに分けられる (イ ギリス の コ モ ンホ ー ル
ドも基本的 には後者 の 方式 と考 えられる)o 前者にあっ て は ､ 区分所有者以外の者も管理
者 となりうる (現実には区分所有者以外 の 管理を業とする 専門家ない しは管理業者). こ
の方式は､ 迅速か つ効率的 に管理がなされう る反面 ､ 区分所有者の 利益が害され る管理が
行われる虞がある ｡ そ こで , 管理者を監視す る , 区分所有者を構成員とする機関 ( ドイツ
の管理顧 問会 ､ フラ ンス の 管理組合理事会) が設けられて いる ｡ これに対 して ､ 後者の 方
式は ､ 区分所有者か ら理事を選出し､ 複数の理事か らなる 理事会に執行権限が与えられて
いる ｡ そ して ､ 日常 の管埋 (の 実施) につ い て か なり広範な権限が授権されて い る ｡ ここ
では ､ 区分所有者の 代表者 たる理事が理事会で議論 した上で , 現実の管理がなされる こ と
が想定 されて い る ｡ ただ し , こ こ にお い ても具体 の管理業務は, 管理業者に委託す るこ と
を法は認め､ 現実の 多くはその ようにされて い る ｡ 日本では ､ 本稿の最初に述べ たように ､
法律上は､ 前者 の管理者方式を採用 して い るが , 実際は後者の理事会方式が多く採られて
い る ｡
2 今後の課題
最後に ､ 本研究における今後の 課題を簡単 に述 べ て おこう｡ こ の こ とは ､ わが国の 立法
における今後の 検討課題 とも関連す る と思われ る ｡
区分所有法制の比較法研究をする ためには ､ 各国の 立法 につ い て ､ 単に法文を見るだけ
で はなくて , それが実際 にどの ように現実に機能 して い るか (又 は機能 して い ないの か),
また､ 判例上 ･ 学説 上どの ように解釈 されて い る のかを調査しなければならない ｡ また,
単に区分所有法だけで はなく , 関連す る法令も考察対象 としなければならない ｡
これらは今後の課 題としたい が､ その 手始めに ､ 各国の 立法 につ き､ 次の点 に着目して ､
理論面か ら ､ また､ 実態面か ら調査 してみ た い と考えて い る ｡
区分所有者の 専有部分 に つ い て の 所有権 (単独の 所有権で ある区分所有権) が, ｢区分
所有者の 団体｣ か らい か なる制約を受 けるか (どの ような場合に多数決に服する のか ､ 逆
に ､ どの ような場合に は 多数決 に服 さない の か)｡ また ､ こ の 点 と関連するが , ｢区分所
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有者 の 団体｣ をどの ようなもの と考 えてい るか (その法的性格 , ない し当該国の 法体系の
中で どの よ うな位置づけがな されて い るか)｡
｢区分所有者の 団体｣ にあ っ て ､ 規約は どの ようなもの か ｡ 例 えば､ ドイツで は規約 と
建物使用規則 との 関係 , ア メリカで は宣言 ､ 規約 ､ 細則の 間の 関係 ､ イギリスで はコ モ ン
示 - ル ド ･ コ ミ ュ ニ テ ィ 宣言と基本定款 ･ 通常定款 との 関係は ､ どの ようなもの かo また ､
いわゆる原始規約の 公正性 ･ 衡平性 につ い て各国はどの よう に対応 して い るか ､ 特に ､ ア
メリカ の 消費者保護規定に着目したい ｡ さらに ､ 規約で定める事項 につ き､ どのような事
項が多数決で定 められ , どの ような事項が全員 一 致なの か ､ また ､ どの よ うな事項は規約
をもっ て して も定められない の か､ につ いて 調査したい(特に ､ フ ラ ンス に は着目したい)｡
専有部分の 変更及び共用部分 の変更の ル ー ル に つ い て , 特に , 老朽化 に伴 う増築 ･ 改築等
に着目 して , 各国 の 対応 を調査 したい (特に ､ ドイ ツの判例及び学説 に着目 したい)｡ 管
理に つ い て の 区分所有者の 参加の制度と実態に つ い て ､ 一 方で は原理的な考察をし､ 他方
で は実態面の 調査 をしたい ｡ 多数決議の方式 ､ 集会 へ の 出席状況 , 管理業者 の 役割にも着
目したい ｡
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第 4 章 区 分 所 有 建 物 の 修 繕 ･ 再 建 ( 復 l日 ･
建 替 え ) 及 び 終 了
第 1 節 序 説
プロ ロ ー グ
《自分の 住ん で い る マ ンシ ョ ンの 最後はどの よ うになる の だろうか》｡ こ の ような思い
をマ ン シ ョ ン居住者の誰もが 一 度は思い 浮かべ た ことがある に違 い ない ｡ だが ､ ほとんど
の者は ､ 遠い 将来の こととして - 実はそれ程遠い将来の こ とで はないの だか - ､ この こと
をこれ以上 には深刻に考 えないので はなかろうか｡ いや , 深刻 に考えたく はない のではな
か ろうか ｡ ｢誰かに貸す か ､ 売っ て 出て行こう｣ と考えて いる者も少なくな い で あろう ー
そ う簡単には貸せず, 売れない の だが - o
本章で は ､ こ の こ とを法的に考察 (主として 立法論的考察) するための 準備作業 として ､
日本法と比較する ため にい くつ か の外国法を調 べ たもの で ある｡ 外国法 を調 べ ようと思 っ
た契機は ､ 次の ようなもの である｡
わが国の 区分所有法が突然の事故 (震災等) で マ ンシ ョ ンの かなりの 部分が壊れて しま
っ た場合 ､ 又 は, 年月が潅過 して マ ンシ ョ ンが老朽化 した場合におい て用意 して い る選釈
肢は ､ 多数決 (四分の 三以上又 は五分の四以上の多数決) により ､ 復旧するか (六一 条),
建て 替えるか (六 二 条)､ (又 は , 何も しない で 所有 し続 けるか) の いずれか で ある . 区
分所有者の 全員の 合意が あれば別だが ､ ここには ､ 多数決で建物 と土地を売却して売却代
金 を分割す るなどの ｢区分所有関係 の終了｣ の 選択肢は用意されてい ない ｡ のためには復
旧の 程度 にもよるが多額 (時と して過分) の費用がか かり , の ためには費用負担の ほか大
変な労力 ( 様々 な ことの共同決定, 二度の引越し ､ 抵当権や借家人 へ の対応等) が問題 と
なる ｡ 現行法で は､ この ような場面において 区分所有者が共同で決定をしようとする場合
に ､ ｢解消｣ ｢清算｣ は予 定されず､ ほぼ ｢同 一 の 区分所有者｣ による ｢同 - の 敷地｣ 上
で の ､ ほ ぼ ｢同 一 の建物｣ の 再建 (復旧又 は建替え) しか許されず､ 基本的 に従来 の諸関
係を継続させ なければな らない｡ この ような法制度は､ 諸外国でも共通の もの なの か ､ そ
れ とも日本法独自のもの なの か ､ こ の点が本比較法研究の契機である｡
1 わが国の マ ンシ ョ ンをめぐる現況と法
今 日 ､ わが国の マ ンシ ョ ン (居住用区分所有建物) は約三七 ○万戸あり , 約 - 0 0 0万
人が居住して い る ｡ 建築後二 ○年を超え るマ ンシ ョ ンは約九三 万戸, 三 ○年 を超えるもの
は 約 - 二 万戸 に達す る ｡ この ような状況 にお い て ､ マ ンシ ョ ンの 管裡に関する 問題 と共 に ､
補修 ･ 復旧 ･ 建替 え に関する問題が差 し迫っ た課題 として 浮上 して きて い る o また､ 一 九
九 五年 一 月 に発生 した阪神 ･ 淡路大震災は , 被災マ ンシ ョ ンの復興 に関して様々 な法の 問
題点 と課題を突きつ けた ｡ これ らの 問題の 法的解決を主として担う区分所有法 (｢建物 の
区 分所有等に関する法律｣ 昭和三七 年制定, 同五八 年改正)､ 右 に掲げた今 日の 課題 に対
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して ､ 必ずしも十分 に対応で きるもの とはなっ て い ない(1)｡ この よ うな認識 の 下で , 二
0 0 0 年六月 には 日本弁護士 連合会か ら『区分所有法の 改正 に関す る意見書』が提 出され ､
また ､ 同年 ∵ 二 月 - 日 には ｢マ ンシ ョ ン管理適正化推進法｣ が成立 した (公布 - ニ 月 八日 ｡
施行 二 0 0 一 年七 月頃予 定)｡ さら に､ 今般, 区分所有法 の 改正 もな され た(2)0
る)｡
2 本章の 目的及び対象
上で述 べ たような現況 を踏まえ ､ 本稿で は , 先に述 べ たよう に , 区分所有法にお ける建
物の 補修 (修補･ 修繕), 復旧 ､ 及び , 建替 え に関す るある べ き制度 を提案 (立法提案)
するための 準備作業 と して ､ 諸外国の法規定を調査して ､ 現行 の 日本法 との 比較研究を試
み る ｡ 本稿は, そ の 覚え書きである ｡
わが国におい て ､ 区分所有法 に関する外国法 の紹介は , 既にいくつ か存在す る ｡ また,
わが区分所有法 へ の 立法的提案を目的と した外国法研究も若干存在する ｡ ただ し, 若干の
研究を除い て , 本テ ー マ である区分所有建物の 復旧 ･ 建替え ･ 終 了等に関する外国法と日
本法 と の 比較研究, 又 は ､ 各国法間の 比較研究はほ とん ど存在 しないと言っ て よ い(3)｡
本稿は ､ 外国法 と日本法 との 比較研究､ 及び , 各国法間の 比較研究の ための覚え 書きであ
る ｡ 対象 と した外国の 立法例は ､ 主 として ､ ドイ ツ ､ フ ラ ンス ､ スイ ス ､ オ ー ス トリア､
ア メリカ統 一 法 ･ 州法 ､ ニ ュ ー ジ ー ランド､ 韓国 , 台湾､ ブ ラジル で ある ｡ そ の 他 ､ 十数
カ国の 法も､ 適宜 , 考察の 対象と した(4)｡ もとより ､ これ らの外国の 立法例 を考察する
だけで は , そ れも基本的には関連法条項を掲げるだけで は ､ 十分な ｢比較法研究｣ をした
とは言え ない ｡ しか し､ 不十分なが らも, そ の輪郭ない しス ケッ チは描ける の で は なか ろ
うか ､ また, 少なくて も､ 日本法 の 特色をある程度浮 き立たせ る こ とはで きるの で はなか
ろうかと考え ､ 本稿をこの ような形で発表 した ｡
本稿は , 本来ならば､ もう少 し完成度を高めて公にす べ きで あっ たが ､ わが国で の 区分
所有法 へ の 関心が浮 上 して きた現時点におい て ､ ｢覚 え書き｣ だけでも公 に して ､ 関心の
ある者 に対 し幾分の 資料を提供 し､ 他方 ､ (筆者 の研究を進める ために) 批判 をい ただけ
ばと思い ､ あえて公 に した しだい で ある｡
【注記】 本章につ い て は ､ ニ ュ ー ジ ー ラ ンド法 に関する箇所は 竹田智志 (千葉大学大学
院社会文化科 学研究科)､ ブラジ ル 法に関して は筒井タチ ア ナあけみ 氏 (元千葉大 学法経
学部研究生)､ 韓国法 に関 して は妻 シ ョク シ ン氏 (千葉大 学社会文化科 学研究科) の 協力
を得た ｡
(1) この 点 に関 して は , 鎌野邦樹 ｢マ ン シ ョ ン建替 え論序説 (1) (2 ･ 完)｣ 千葉
大学法学論集 一 三巻 二 号二 三 頁以下 ( 一 九九八 年) ･ 同 一 四巻 四 号 ニ ー 五貢以下 (ニ 0 0
0年) 参照｡
(2) 今般の 改正 の 契機 につ い て は ､ 朝日新聞二 00 0年 一 一 月八 日朝刊第 一 面参照｡
(3) 外国法 (フ ラ ンス ､ ドイ ツ ､ アメリカ) の紹介 と して は ､ 玉 田弘毅ほか ･ 報告書
『海外 にお ける分譲 マ ン シ ョ ンの 管理運営方法等 に関する 調査研究 (そ の 1) - フ ランス ,
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西ドイ ツ ､ アメリカの 区分所有法制』 住宅 ･ 都市整備公団 ( 一 九九○年)｡ また､ フ ラン
ス ､ ドイ ツ , ア メリカの それぞれi土っ いて の 概説 としては ､ 後の 各国法の 箇所で しめす文
献 ( 原田教授 ､ 丸山教授､ 折田弁護士 の各氏によるもの 等) を参照｡ なお､ ア メリカ法を
踏まえて ､ わが国の 区分所有法の建替え等の 制度 につ いて立法的提言を行 っ た労作と して ､
後掲の 小 滞弁護士 による論文がある ｡
なお､ わが国の 現行 の 復旧及び建替え の規定は 一 九八 三年の 改正 の 際に設けられたが､
同改正 に当たり参考に供 された外国の 立法例は ､ 主 として ､ ドイ ツ, フ ランス 及びア メリ
カ (疏- コ ンドミ ニ ア ム法) であっ たという (演崎恭 生『建物区分所有法の 改正』 - 七頁 ,
法曹会 , 一 九八 九年).
(4) 数十か国の 区分所有法制を比較した文献 として ､ C. G. VA N D ER M ERWモ (ed.) ,
Inte m atio n al En cyclopedia of Co mpar ativ eLa w, Volu m eV I, Chapter5 (Apartm ent o wn ership)
p. 1 2 5
- 1 4 0
.
があり､ 本稿も各国法の 調査 にあたり同書 に依拠する ところが大 き
か っ た (なお､ 以下では ､ v A N D E R M E R W Eで 引用する)｡
第 2 節 ヨ 一 口 ッ ノヾ 大 陸 法
1 をまじめに
以下で は ､ ヨ ー ロ ッ パ 大陸各国の 区分所有法 におい て ､ 建物の 修繕､ 再建 (復旧･ 建替
え) 及び 区分所有関係の解消 ･ 終了に関する制度がどの ように規定されて い るか 見て いく
こ とにす る ｡ 各国法の うち ､ 現時点において該当す る法律が入手できたドイ ツ , スイス ､
オ ー ス トリア及びフ ランス に つ い て は具体的に 関連条項を掲げ､ これが入手で きなか っ た
各国 (ベルギ ー ､ オラ ンダ､ ス ペイ ン ､ ギリシ ャ ､ イ タリア ､ ポル トガル ､ トル コ ｡ なお ,
これ ら各 国の 法律 に つ い て は できるだけ早く入手 に努 め調査 したい) につ いて は , 前掲の
V A N D E 久 M E R W E編 による解説に依拠する ことと した ｡
2 ドイツ法
まず､ ドイ ツの 住居所有権法 ( 一 九五 一 年制定 ､ 最近の改正 . 一 九九四 年) の関連規定
を次に掲げよう(5).
(1) 関連規定
(共同関係の非解消性)
第 一 一 条 住居所有権者 は､ 共同関係の 廃止を請求する こ とができない｡ 重大な理由に基
づく廃止も同様とす る . これ と異なる規約は ､ 建物の 全部又 は 一 部が滅央し ､ か つ , 再建
の 義務が存 しない 限り ､ 効力を有する ｡
2 略
(住居所有権における管理)
第 ニ ー 条 本法又 は住居所有権者の 規約に別段の 定めがない限り ､ 共同財産の 管理は､ 住
居所有権者が共同 して行 う｡
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2 各住居所有権者 は､ 他の住居所有権者の 同意を得ない で , 共同財産 に つ い て生ずべ き
直接かつ 急迫 の 損害を避ける ために必要な措置 を諦ずる権限 を有す る ｡
3 共同財産の 管理 につ い て住居所有権者の 規約による定めがない 限り､ 住居所有権者は ､
多数決に より , 共同財産の性質 に適合 した秩序ある管理につ い て決議す る こ とがで きる ｡
4 各住居所有権者 は ､ 規約及び決議 に適合する管理 を請求する ことがで き , も し規約又
は決議がない ときには , 衡平の 判断に照らし住居所有権者全体 の 利益に適合す る管理 を請
求する こ とがで きる ｡
5 次 の 各号に掲げるもの は ､ 住居所有権者全体の 利益 に適合 した秩序あ る管理 に該当す
るもの とする ｡
- 建物使用規則の 制定
二 共同財産の 秩序 ある維持及び修繕
三 共同財産の現備に応 じた火災保険契約の締結並びに建物及び土地 の 占有者の 責任 に対
する住居所有権者の 相当な保険契約 の締結
四 相当な錐持準備金の積立て
五 予算 の 作成 (ニ 八 粂)
六 住居所有権者の ために加入電話設備, 放送受信装置又 は エ ネルギ ー 供給設備 を設置す
るの に必要なす べ て の措置 の 受忍
6 住居所有権者は ､ 自己 のために前項第六号 に掲げる措置がされた ときは ､ これに よ っ
て 生じた損害を補償する義務を負う ｡
(特別 の 出費､ 再建)
第二 二 条 共同財産の 秩序 ある維持又は修繕の 範囲を超える建築上 の 変更及び出費に つ い
て は ､ 前条第三項 の規定に従い決議をし､ 又は 同条第四項の 規定 に従い 請求をする こ とが
でき ない ｡ これらの措置に つ い て は , 住居所有権者全員の 同意 を必要 とす る｡ ただし､ そ
の変更 により第 一 四条 に定める程度を超 えて権利を侵害 される こ との な い 住居所有権 に つ
い て は, こ の限 りで ない ｡
2 建物がそ の 価格 の 二 分の - を超えて滅失し ､ かつ , そ の損害が保険その他の 方法 によ
り填補されな い ときは ､ そ の再建 w iederaufba u につ い て は ､ 前条第三 項の規定 に従 い決
議し , 又 は同条第四 項の 規定に従い 請求する ことがで きない ｡
(管理者の 職務及び権限)
第 ニ セ粂 管理者は ､ 次の 各号に掲げる権限を有 し, 義務を負う ｡
- 住居所有権者の 決議を執行 し, 及び建物使用規則 の 遵守 に つ き配慮する こと｡
二 共同財産の 秩序 ある経持及び修繕に必要な措置をとる こ と o
三 緊急 の場合 に ､ 共同財産の 保存 に必要なそ の他の措置をとる こと.
四 共有の金銭を管理する こ と｡
2 - 5 略
(2)■修繕 ･ 再建 (復旧 ･ 建替え) 及び終了
右の 諸規定より ､ ドイ ツ法 の修繕 ･ 再建 (復旧･ 建替え) 及び終了に 関する 制度は 次の
ように整理で きよう ｡ 基本的 に ､ 区分所有者 は建物の 維持 ･ 修繕 を多数決 (過 草数) に よ
り決議 をする こ とがで き (ニ ー 粂三 項)､ また ､ 各区分所有者 が こ の こ とを請求す る こ と
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がで きる (同条四 項 ､ 五項 二号)o そ し七､ こ の ことは , 管理者 の 義務で ある (ニ セ粂 一
項二 号)｡ ただし ､ 秩序あ る維持又は修繕の 範囲を超える 出費は ､ こ の 限りで なく , 全員
の 同意が必要で ある ｡ 建物の滅失があ っ た場合 に , そ の 滅失が建物の価格の 二 分の - 以下
のときには ､ と同様 に ､ 区分所有者は建物の 復 旧を多数決 (過草数)により決議をする こ
とができ ､ また､ 各 区分所有者がこ の こ とを請求す る こ とがで きる ｡ そ して ､ この こ とは,
管理者 の 義務で ある . これに対 して ､ その 滅央が建物 の価格の 二 分の - を超え ､ その損害
が保険そ の 他の 方法に より補填されない ときに は ､ この 限りで なく ､ 全員甲同意が必要で
ある ｡
すなわち ､ 経年 による場合も災害等の 事故に よる場合も ､ 建物の効用の減退 に閲し 一 定
程度 (秩序ある維持又 は修繕の範囲を超えない 出費 ､ 又 は滅失が建物の 価格の 二分の 一 以
下 (保険等により補填され る場合も含む)) まで は ､ 修繕又 は復旧が区分所有者 に義務づ
けられるが ､ そ の 程度 を超える と, 修繕 ･ 再建 (復旧又 は建替え) は全員 の合意がない限
り認められない ｡ 後者 の 場合 につ いて は､ 修繕 ･ 再建の請求又は 決議が許され ない こ とか
ら, 区分所有関係は解消する方向になる ｡ ただ し､ 解消 に至る手続及び解消後 の 手続を具
体的に定める規定は ､ 第 一 一 条 一 項以外には特 に設 けられて い な い o しか し､ 各区分所有
者が区分所有関係の 解消を請求できるもの と解されて い る(6)｡
なお､ 右のような状況 にある ドイ ツ法におい て は ､ 復旧と建替えは ､ 特に区別されて い
るもので はなく､ 再建 とい う概念で統 一 されて いる ｡ むしろ端的 に言 え ば､ 建物の 一 部滅
失の場合 におい て ､ 現実 には (多数決による) 建替 えは予定して いないもの と思われる ｡
3 スイス法 ･ オ ー ス トリア法
(1) スイス法
スイス 民法は, 第セ - ニ f条において ､ 区分所有の 消滅 untergang につ いて 定める. 同
条 一 項及び二項で ､ 区分所有者全員の 合意に よる区分所有の 終了 (区分所有登記の 閉鎖)
を定めた後に , 同条三項で 次の ような規定を置く ｡
第七 - ニ f粂三項 建物がその価格の 二分の - を超えて滅失 し､ かつ ､ 再建 w iedera ufba u
が区分所有者の多額の費用負担なし には実施で きない場合 には､ 各区分所有者 は､ 区分所
有の解消 Au血 ebung を請求する ことがで きる｡ ただ し ､ 区分所有関係の存続 を望む区分所
有者は, 他の 区分所有者 に対 し補償 A b血dn ng をす る こ とによ り ､ こ の 解消を阻止する こ
とがで きる ｡
右の 規定は､ 区分所有 の解消の要件として ､ 建物 (価格) の 二分の - を超 える滅失, 費
用負担の観点か らの再建の 困難性 の はか , 区分所有 の 継続を望まない 区分所有者が相当な
補償金を受領 しな い こ とを挙 げて い る(7)｡ こ の 要件 につ い て は , ドイ ツ住居所有権法第
ニ ニ 条二項 と類似するが ､ の点 におい て規定上 こ れ と異なる｡ の 点が , 区分所有 関係の 存
続を望む区分所有者とこれを望まない 区分所有者間の 合意(後者か ら前者 へ の 任意の 売買)
で あると したら､ 結局は ドイ ツ法と異なる こと はない が ､ 右の但書の 規定 (の 点) が､ 区
分所有関係の 存続 を望 む区 分所有者の ｢売渡請求権｣ で あると した場合 には ､ ドイ ツ法 と
は異なる こ とにな ろう (こ の 点 に関して は ､ さ らに スイ ス 法の 文献にて 調査す る こ とと し
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たい)｡
(2) オ ー ス トリア法
オ ー ス トリア法は ､ 本テ ー マ に関して は住居所有権法 ( 一 九七 五年) に次の - 箇条を設
-
ける に過 ぎない ｡
(住居所 有権の 消滅及び共同所有関係の解消)
第ニ ー 条 (1) 住居所有権は ､ 住居所有権 の目的物が消滅した場合 ､ 又は , 住居所有
権者 の 放棄 に基づき消滅 した住居所有権が統合された場合に消滅 する ｡ 放棄に基づき消滅
した住居所有権 の 統合は ､ 共有者及びそ の 持分上に権利を有 して い る登記 を得た権利者の
同意がな けれ ばならな い .
(2) 不動産所有者の 団体は , その 不動産上 に取得された住居所有権が消滅す る場合 に
の み解消 させ る こ とができる ｡
右のように ､ オ ー ス トリア法は ､ 一 般的 には建物が消滅 した場合 に区分所有権は解消す
る との み規定 して い る o こ こで の 消滅は ､ 物理的な滅失(全部滅失) に限定 される の か (朽
廃は含まない の か), また, 再建 (復旧･ 建替え) との 関係は どうか などに つ いて 特 に定
めて いない ｡ 他の 立法例と比較して極めて簡単である ｡ 多くは解釈に委ね られ る こ とにな
るの で あろ う (筆者は ､ 今後 ､ 同国で どの ような解釈がなされて い る か につ い て文献 にて
調査 をしたい ｡ また ､ もうひとつ の 解消事由である ｢住居所有権者の放棄に基づき消滅し
た住居所有権が統合 された場合｣ につ い て も十分には明らか でな いの で ､ 合わ せ て調 べ た
い)｡
4 フ ランス法
フ ラ ンス にお ける 区分所有建物 に関して は｢建築不動産の 区分所有 の規則 を定める法律｣
(第五 五 七号 ､ 一 九 六五年七 月 - ○日) が規律して い る｡ 本稿の テ ー マ に関連す る規定 は ､
｢第四 節 再建築 Re co nstru ctio n｣ の第三 八条及び第四 一 条で あ (8)
る ｡
(1) 関連規定
(再建築､ 原状 回復)
第三八 条 全部又 は 一 部の損壊 の 場合には , 被災建物を構成す る区分の 区分所有者の集会
は ､ 区分所有者 の議決権の 多数によっ てそ の 建物の再建築 re co nstru ctio n 又 は被害部分の
原状回復を決議する こ とがで きる ｡ 損壊が建物の 二分の 一 未満 にかか わ る場合 には ､ 原状
回復は ､ 被災区分所有者の 多数がそ れを請求する場合 には ､ 義務的で ある ｡ 損害を受けた
建物の 維持 を分担す る 区分所有者 は ､ 同 一 の 割合及び同 一 の 規則 に従 っ て , 工事 の支 出を
分担する義務 を負う ｡
( 原状回復を しない 場合の 補償)
第四 一 条 被災建物 を原状 に回復 しない 旨の 決議が先 の第三八 条 に定める条件 に従っ て行
われ る場合 には ､ 区 分所有上の権 利の 数額確定及び区分所有者の うちそ の 区分が再建築さ
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れない者 へ の補償が行われる ｡
(2) 原状回復 ･ 再建 (復旧 ｡ 建替 え) 及び終了
右 の 諸規定より ､ フ ランス法の修繕 ･ 再建及び終了に関する制度は次の ように整理でき
よう o 建物の損壊が建物の 二分の - 未満の 場合 には ､ 被災区分所有者 の過半数が請求する
ことに より原状 回復 (修繕 ･ 復旧) が行われ る (三 八条二 文). 建物の 全部又 は 一 部の 損
壊の場合には ､ 集会にお い て 区分所有者の 議決権 の過半数によっ て建物の再建築又 は被害
部分の 原状回復 (建替え･ 復旧 ･ 修繕) を決議するこ とがで きる (三八 粂 一 文)o 建物の
全部又は 一 部の 損壊の場合 に ､ 被災建物を原状 に回復 しない旨の 決議 (非建替 え ･ 非復旧
･ 非修繕決議) が行われ たときは ､ 区分所有上 の権利の 数額確定 (全部損壊 の 場合の 清算
･ 分割の前提と して の 各自の持分の 確定) 及び区分所有者のうちその 区分が再建築されな
い 者 へ の補償 ( 一 部損壊の 場合の再建築されな い者へ の 金銭補償) が行われる (四 一 条)｡
右に よう に ､ フ ラ ンス接におい て は､ 第 一 に ､ 事故.(災害等)による建物 の滅失
･ 損壊
の場合にの み原状回復及び再建 (復旧･ 建替え) の 規定を置いて おり (なお ､ 概念上は復
旧と建替え を連続 したも の と捉えて いる と解せ られる)､ 経年による建物の 老朽化 につ い
ては特 に規定を置 い て いな い ｡ すなわち , 不測の事故につ い て は原状回復又 は再建は問題
となるが ､ 誰しもが予定 で きる老朽化 につ い て は ､ 建物の 維持の ための修繕 ･ 修復は問題
とな る と して も ､ ｢原状 回復｣ 又 は ｢再建｣ (復旧･ 建替え) は問題とならない もの と考
えて い るものと思われる(9)｡
第 二 に ､ ドイ ツで は ､ 建物の 一 定程度の 効用の減退まで は原状回復又は再建 (修繕 ･ 復
旧) を義務づけ ､ 他方 ､ 効用の減退が 一 定程度を超えると ､ 原状回復又は再建 (修繕 ･ 復
旧) は許されない として い るの に対し ､ フ ラ ンスで は､ 前者の場合につ いて は類似する規
定を置いて いる (右) が､ 後者の 場合につ い て は決議 (過半数決議) により原状回復 ･ 再
建をする道と , これ をしない道 との 双方を選択できるように して い る ｡ そ して , 第三 に ､
後者の 道 ()において ､ ドイツと同様に区分所有関係の 解消の 方向を用意 して い る ｡ ただ
し､ ここでも ドイ ツ法 と同様 にその 手続を具体的には規定 して いなし
一
1
｡
5 その他の ヨ ー ロ ッパ 大陸法及びまとめ
以上 ､ ドイ ツ法 , スイ ス法 ､ オ ー ス トリア法及びフ ランス法を見てきたが､ まず､ これ
らを後掲の 一 覧表 にお い て まとめてお こう｡ この表におい ては､ 日本法 と比較 して ､ (ア)
一 定程度まで の 損傷 ･ 滅失 ･ 経年に よる劣化の 場合 (｢小規模損傷 ･ 滅央等｣) にお ける ､
具体的規定 ( 例え ば ｢建物価格 の 二 分 の - 以下の 滅失｣) 及び法由対応 (例えば ｢各自で
復旧可能｣) と､ (イ) 一 定程度を超える損傷 ･ 滅失 ･ 経年 による劣化の 場合にお ける (｢大
規模損傷 ･ 滅央等｣), 具体的規定 (例えば｢建物価格の 二分の 一 を超え る滅失｣) 及び法
的対応 (例えば ｢四分の 三以上で復旧決議｣) とを掲げた (表中の , は右の 意味で ある)｡
また, 各国の 法に特徴的な点などを ｢備考｣ 欄 に記載した (なお､ 後 に揚 げる英米法等に
関す る 一 覧表も右 と同じ様式である).
次 に , 右以外の ヨ ー ロ ッ パ 法に つ い てそ れぞれ簡単 に述 べ た上 で ､ 同じ 一 覧表 に追加し
て整理 してお こ う ｡
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(1) ベルギ ー 法(10)
ベ ルギ ー 法は ､ 建物の 全部又は 一 部滅失に関する何 らの 明示規定も有 して い ない ので ､
法の 隙間は､ 一 九七 四年の ベ ルギ ー ･ ドラフ ト五セ セ条 quinquies - ○粂に よっ て埋めら
れて い る ｡ 建築証書又 は規約の別段の 定めがない 限り ､ 集会は , 価値 の 四分 の 三 以上が滅
失 (土地の価値は含まない) した 建物 を再建 しない 旨の決議 をする こ とがで きる ｡ こ の決
議は , 共 同財産の 五分の四 以上 の 持分 を有 して い る区分所有者が集会 に出席す るか又 はそ
の 代理 人が出席して , 四分の 三以上 の 賛成を獲得しなけれ ばならな い ｡ 定数を満たさない
場合 には ､ 同 一 の議事 につ き第 二 の 集会を - 五 日後に招集する ことがで きる . この集会に
おいて は定数は要求されな い ｡ 滅失の 程度を算定する にあたっ て は ､ 建物の 共同財産 の価
値 の みが考慮され, 建物 (全体) の 価値は考慮されない ､ とい う｡
そして ､ 学説は､ 建物の 損傷部分 の 復旧につ い て フ ランス と同様の 結論に至 っ て い る ｡
ひ と つ の 重要な例外は ､ 被災建物の 所有者 の 過半数が建物の復旧を決議 した場合に は ､ 必
ず､ 建物の 全ての 所有者は共用部分の 復旧 の み の 費用 を負担する義務を負い , 区分所有者
は各自 ､ 自分自身の 建物部分 につ い て 復旧する義務を負う .
(2) オ ランダ法(ll)
オランダ法において は ､ 建物 の再建及び区分所有関係の解消に関 して裁判所の 関与を広
く認めて い る ｡ すなわち､ 地方裁判所が区分所有関係 の終了を命ずる こ とは ､ 区分所有者
全員の 合意を理由とする場合だけではなく ､ 建物が著しく損傷した とき又 は全部若 しく は
一 部滅失 したときに建物の 再建が合理的な期間内に期待で きない 場合 にも ､ 可 能で ある ､
とい う｡
(3) ス ペイ ン法(12)
ス ペイ ン法で は ､ 反対 の 同意がない 限り ､ 区分所有関係は建物の滅 共に よっ て終 了する ｡
再建費用が ､ 滅失の 時点の 財産の価値の五 ○パ ー セン トを超える場合で ､ か つ ､ 費用の 五
○パ ー セ ン ト以上を保険で 支弁で きない こ とを条件に ､ 滅失があっ たもの と考えられる .
この規定 は, 事故 による建物損傷の 場合 (例えば､ 火災 ､ 爆発 , 戦争 ､ 洪水な ど) にの み
適用され る ことが明示されて い る ｡
建物がその 価値の 五○パ ー セ ン ト未満滅央した場合 には､ 区分所有者は建物の復旧を実
施する義務がある ｡ また ､ それ以上の 滅失があっ た場合に ､ 所有者が全員 で建物の 復旧の
実施を合意した ときも､ 同様で ある｡
(4) ギリシ ャ法 ･ イタリア法 ･ ポル トガル法(13)
ギリシ ャ ､ イ タリア ､ ポル トガルの法律は､ 建物が全部又 はそ の価値 の 四分の 三以上滅
失した場合に ､ 区分所有の 終了を企図して い る ｡
ギリ シ ャ法は､ 大規模滅失と小 規模滅失を区別す る ｡ 大規模滅失の 場合 ､ すなわち建物
がそ の 価値の 四分の 三 以上 滅失した場合 には ､ 区分所有関係は 当然 に終了す る ｡ 他方 , 逮
物がそ の 価値の 四 分の三未満滅失 した場合に は , 建物の 復旧がなされ る ｡ 四分の 三未満滅
失した場合で , か つ , 再建を望 まない 場合に は ､ 区分所有者は ､ 土地及び建物を処分する
こ とがで き ､ また , 売却代金及び保険若 しく は損害賠償金 の利益 を区 分所有者の 間で 共同
財産の 持分に応じて分割す る こ とがで きる (大規模滅失の とき の 区 分所有 の当然の 終了に
よ る場合も同様)｡
建物が全部又 はそ の価値の 四分の 三以上滅失した場合 ､ イ タ リアで は ､ 各 区分所有者 は ,
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反対の 合意の ない 限り ､ 競売 により土地及び設備 の 売却を請求する こ とがで きる ｡ ポル ト
ガル で は､ 各区分所有者が ､ 集会七売却を合意する ことを請求で きる こと を認めて い る.
建物がその価値の四 分の三未満滅失した場合 ､ イタリア法やポル トガル法で は ､ それぞ
れ区分所有者の過半数によっ て ､ 又 は , 区分所有者及び建物に投資された資本の 過半数に
よっ て復旧決議はなされな けれ ばならない ｡
これら三 国の 法律による と ､ 各区分所有者は ､ 共同財産の 持分に応 じて 復旧の 費用を負
担する義務を有する ｡ イ タリア とギリシャ の法律で は ､ 損傷に対する保険金や損害賠償金
は ､ まず第 - に建物 の復旧の ため に使用されなければならな い . 建物の再 建 (復旧)に参
加を望まない区分所有者 は ､ その 権利を他の 区分所有者の 集団又 は任意の所有者に対 し､
合意 した価格若しくは裁判所で定めた価格で (ポル トガル)､ 又 は専門 の 証拠 に より定め
た価格で (ギリシャ)､ 譲渡しなければならない ｡
(5) トルコ法(1 4)
建物の 一 部滅失があっ た場合に ､ トル コ 法は ､ 区分所有関係に至 るまで次の ようなプロ
セ ス を定めて いる o すなわち ､ 一 九六 五年の トル コ 法は､ 建物の 一 部滅失の 場合 , 滅失後
二 年以内に区分所有者が建物 を従前の 状態に復旧する こ とを認めて い る ｡ これが達成で き
ない 場合には ､ 所有者 の 団体又 は各区分所有者は , 建物の 損傷部分を自ら へ 譲渡するこ と
を申し立てる こ とができる ｡ 譲渡がなされると ､ 区分所有者は , 再び二 年以 内に建物を復
旧す ることが認められるが ､ この 間に復旧されない 場合には , 区分所有関係 は当然に解消
する (なお､ 右の 点 につ い て は特 に後掲の 一 覧表 には記載して い ない)｡
注
(5) 住居所有権法の 日本語訳 につ い ては ､ 法務省民事局参事官室 ｢ 一 九五 一 年付 住
居所有権及び継続的居住権 に関す る法律 (住居所有権法)｣ 民事月報三四 巻 - ○号参照 .
同法 の概説としては ､ 丸山英気 ｢ドイ ツの 区分所有法 一 住居所有権法｣ 水本浩 ･ 遠藤浩 ･
丸山英気編 『基本法コ ンメ ンタ ー ルマ ンシ ョ ン法 〔第二 版〕』 - 五 一 貫以下 ､ 日本評論社,
一 九九九年 . 本稿の テ ー マ に関す る論文と して は ､ 藤井俊二 ｢ドイ ツにおける住居所有権
住宅 (マ ンシ ョ ン) の復旧 ･ 建替え制度｣ 早稲田法学七四巻三号五六 一 貫以下 ､ 一 九九九
年｡
(6) Niede nfuehr/Schulz e, Handbuch und Ko m m entar z u mW ohn u ngseigentu m sges etz, 5 .
Auflage, 20 0 0, S. i 2 0. Baer m an n/ Pick / M erle, W ohn u ngseigentu m sges etz, 7 .
Au 鮎ge, 1 9 9 7, S. 6 8 7. 同書は ､ 住居所有権者は , ニ ー 粂三項を根拠 に過半数で 区
分所有関係の 解消を決議す る こともで きるし､ 住居所有権者が, ニ ー 条四項 を根拠にその
解消 を請求す るこ ともで きると言う.
(7) Hein zRey, D ie G ru ndlage ndesSa che nre chts und dasEigent um , 1 9 9 1, S. 2 1 2.
(8) 同法の 日本語訳 に つ いて は , 稲本洋之助教授に よ るもの (『中高層共同住宅管理
問題 に関する調査研究 一 諸外国の管理制度につ い て』 財団法人日本住宅総合セ ンタ ー ( 一
九八 三年) 所収) 及び小沼進 一 教授によ るもの (民 事月法三 四巻 - 一 号五 四頁以下) があ
る ｡ 本稿で は ､ 基本的 に前者 によっ た ｡ 同法の 概説 として は ､ 原田純考 ｢フ ラ ンス の 区分
所有法 一 所有閑係 と管理シス テム の 法制度的特徴を中心 として｣ 前掲 『基本法 コ ンメ ンタ
ー ル マ ンシ ョ ン法 〔第 二 版〕』 - 五 六頁 ｡
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同法に つ いて の主要文献として ､ F. Giv o rd
,
C. Giv erdo n
,
P. Capo ulade, L A C O P ROP RIT,
1 9 9 2
,
n｡ 6 7 4EI K IS C H IN E W S K Y- B ROQUISS E, L A COP RO P RI I)E S
I M M EUBLE S B A TIS, 1 9 8 9, n｡ 2 0 3.参照 ｡
(9) したがっ て ､ 老朽化 した建物の 建替え を 区分所有者の 決議によ っ て行う こ とはな
い (この 点 に閲 し, 一 九九八年 - ○月 九日に都市的土地利用研究会 (日仏法学会共催) で
行われたス トラスブ ー ル第 三大学法学部長フ ィ リ ッ プ ･ シム レ ー ル教授の 講演 (小柳春 一
郎教授翻訳) にお い て ､ 同教授は､ 老朽化 による建替えは全員 一 致で なければな しえない
と述 べ ､ 第 一 に ､ フ ラ ンスで は建物 は壊さない ､ 第二 に ､ 不衛生で住むに耐えない 住宅に
関して は公共団体がその 旨を認定 して公用収用 して再び居住させ る とい う方式がある と述
べ た)o 仮 に ､ こ こで 決議がな されう る と したら､ そ の決 議は ､ の 非建替 え ･ 非復旧 ･ 非
修繕の 決議 ､ すなわち , 区分所有関係 の解消の 方向を目的 とする決議 で あろう o
(1 0) 前掲 vA N D E R M E R W E
,
5 - 3 0 9
,
3 1 2
.
(l l) 前掲 vA N D E R M E R W E
,
5 - 3 0 9.
(1 2) 前掲 v A N D E R M E R W E
,
5 - 3 1 0
,
3 1 2
.
(1 3) 前掲 v A N D E R M E R Ⅷ
,
5 - 3 1 0
,
3 1 2
.
(1 4) 前掲 v A N D E R M E R. Ⅷ
,
5 - 3 1 1
,
3 1 2.
第 3 節 英 米 法
1 をまじめに
以下で は ､ アメリカ法 とニ ュ ー ジ ー ラ ンド法を中心 に英米法圏の 区分所有法 (コ ン ドミ
ニ アム法) を見てい く こ とにす る ｡ そ の他 ､ カナダ法､ オ ー ス トラリア法 ､ 及びイギリス
法が重要 で ある と思われるが , こ れらにつ いて は今後の 調査対象とした い (イギリス法 に
つ い て は後 に若干言及する(15))｡
2 ア メ リカ法
(1) 統 一 コ ン ドミ ニ アム法 (一 九 八○年) の 関連規定
一 九セセ年に統 一 州法全国委員会 は, 従来の 各州のコ ン ドミ ニ アム特別法の 問題点を検
討 し ､ そ の 成果 と し て ､ 各州 の 模 範とな る べ き統 一 コ ン ドミ ニ ア ム 法 UN IF O R M
CO ND O M IN IU M A C Tを策定した (その 後､ 一 九八 ○年に改定された(1 6))｡ 一 九九九年
三 月末現在で ､ 統 一 コ ンドミ ニ アム 法を採用 して い る州は , 合計 - ニ (メ ー ン､ ミネ ソタ ､
ミ ズリ ー ､ ネブラスカ , ニ ュ ー ハ ンプ シャ ー ､ ニ ュ ー メキ シ コ ､ ノ ー ス カロ ライ ナ ､ ペ ニ
シル バ ニ ア ､ ロ ー ドアイ ラン ド, テキサス ､ ヴ ァ ー ジ ニ ア ､ ワ シ ントン)で ある とい う(17)｡
以下で は ､ まず､ そ の 関連条文を掲げよう ｡
第 ニ ー ー ー 八 条 (コ ンドミ ニ アム の 終 了)
(a) 収用権に よりすべ て の 専有部分が収用 される場合 ( - - - ○七 条) を除い て ､
コ ン ドミ ニ アム は ､ 専有部分所有者団体 の 議決権の 八 ○/ トセ ント以上又 は宣言文書で定
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めるそ れ以上の割合 の者 の 合意の み によぅて終了させ る こ とがで きる ｡ コ ン ドミ ニ アム の
専有部分のすぺ てが専ら非居住用ゐ用途に限定されて い る場合には､ 宣言文書 により, こ
の 割合を減ずる こ とができる ｡
(b) 終了の合意は, 捺印証書と同様の方式の 終了合意書又 は終 了承諾書の 作成によ
っ て 証明しなければならない ｡ 終了合意書には日付を記載 しけれ ばならず､ そ の 日の 経過
後の合意 はそ の 日以前に登録 されて い ない限り無効 とする ｡ 終了合意書及び全て の 終了承
諾書は , コ ン ドミ ニ ア ム の部分が所在す るす べ て の 〔郡〕 にお いて登録 しな ければならな
い ｡ これ らの書面は , 登録の み によ っ て効力を生ずる ｡
(c) 宣言文書 におい て ､ 水平の 境界をもつ専有部分のみ で構成され る コ ン ドミ ニ ア
ム の 場合 は ､ 終了合意書で , 終了の後 にコ ン ドミ ニ アム の すべ て の共用部分と専有部分を
売却す べ きことを定める ことができる ｡ 合意 によっ て , 終了の後に コ ン ドミ ニ アム の 各不
動産を売却する場合 には, 終了合意書に売却の 期限を定めなけれ ばならない ｡
(d) 宣言文書 にお いて , 水平の 境界をもたない 専有部分が含まれて い る コ ンドミ ニ
アム の場合は､ 終了合意書で , 終了の 後に共用部分を売却す べ きこ とを定 める こ とはでき
るが , 専有部分を売却す べ きことを定める ことはで きない ｡ ただし､ 宣言文書で 当初から
別段の定めが登録されて い る場合や､ 専有部分の 所有者が全員で 合意する場合は ､ この 限
りで ない ｡
(e) 専有部分所有者 団体 は､ 専有部分所有者 を代理 して , コ ンドミ ニ ア ム を構成す
る不動産 の売却のための 契約を締結す る こ とがで きる ｡ ただし､ そ の 契約 は ､ (a) 項及
び(b)項 の規定 に基づき承認されるまで は､ 専有部分所有者に対して拘束力を有 しない ｡
コ ン ドミ ニ アム の 終了の後これを構成する不動産が売却される場合には ､ そ の不動産の 権
利は ､ 終了と同時に ､ 専有部分につ いて のすべ ての 権利の 保有者の ために信託 的に専有部
分所有者団体に帰属す る ｡ この場合におい て ､ 専有部分所有者団体は ､ 売却を実施するた
めに必要かつ 適当なすべ て の権限を有す る｡ 売却が完了し､ かつ ､ 売却代金が分配される
まで は, 専有部分所有者団体は､ 終了前に有してい たすべ て の権限をもっ て存続する ｡ 売
却代金は , (h) 項の定める ところ により各専有部分所有者の権利の割合に応じて ､ 専有
部分所有者及び知られて い る物的担保権者に分配されなければならない ｡ 終了合意書 に別
段の 定 めがない 限り ､ 各専有部分所有者及びその権利承継人は, 専有部分所有者団体が不
動産の 所有権を保有す る間は従前の 自己の専有部分で あっ た不動産の 部分を排他的に占有
する権利を有する ｡ そ の占有期間中､ 各専有部分所有者及びそ の権利承継人は ､ 本法又は
宣言文書によっ て専有部分所有者に課されるす べ て の 賦課金そ の他の債務に つ いて責任を
負う｡
(f) コ ンドミ ニ アム の終了の後 これを構成す る不動産が売却されない 場合 には､ 共
用部分の 権利 (宣言文書におい て水平の 境界をもつ 専有部分の みで構成される コ ンドミ ニ
アム の場合 には , コ ンドミ ニ アム のす べ て の不動産 の 権利) は, コ ン ドミ ニ ア ム の 終了 と
同時に ､ (b) 項の 定める ところ によ り各専有部分所有者の権利の 割合に応 じて ､ 専有部
分所有者の 共有財産 として 各自に帰属する ｡ 専有部分 の上 の 物的担保権 は､ 専有部分所有
者に帰属する権利の 上 に移転す る o 各専有部分所有者及びその権利承継人は ､ 共有財産が
存続す る間は従前の 自己の 専有部分であ っ た不動産 の 部分を排他的に占有する権利を有す
る ｡
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(g) コ ン ドミ ニ アム の 終了の 後にコ ン ドミ ニ アム に属する不動産を売却した代金 は､
専有部分所有者団体の資産と共に , 専有部分所有者 , 及び､ 専有部分上の 知られて い る物
的担保権者 の ために信託的に専有部分所有者団体が保有す る ｡ コ ン ドミ ニ ア ムの 終了の 前
に 〔登録〕 〔記録〕 された専有部分 上の 物的担保権を保有す る ( - - 格 - - )､ 専有部分
所有者団体 の債権者 は, コ ン ドミ ニ アム の 終了の後､ 通常の物的担保権者 と同様の方法で ､
そ の 物的担保権を実行す る こ とがで きる ｡ 専有部分所有者団体 の そ の 他の債権者は ､ コ ン
ドミ ニ アム の 終了直前に専有部分の 上に完全な物的担保権を有 したもの とみ なす c
(h) (e) 項､ (f) 項及び (g) 項に規定する各専有部分所有者の権利の 割合は ､
次の各号 に定めると こ ろによ る ｡
(1) (2) 号に規定す る場合 を除き , 各専有部分所有者 の権利 は､ コ ンドミ ニ ア ム
の 終了直前 の専有部分, 制限的共用部分及び共用部分 に係 る権 利 の 正当な市場価格で ､ 専
有部分所有者団体によ っ て選任された 一 人以上 の独立不動産鑑定士 が決定したところ によ
る ｡ 独立不動産鑑定士 の 決定 は､ 専有部分の所有者に通知 されなければな らず､ この決定
は､ 通知後三○日以内に ､ 専有部分所有者団体 における議決権 の 二 五パ - セ ントに相当す
る専有部分の所有者が承認を拒否 した場合を除き､ 終局的なも の となる｡ 各専有部分所有
者の権利の 全員の 権利に対する割合は, そ の 専有部分所有者 の 専用部分及び共用部分 に係
る権利 の 正当な市場価格を ､ す べ て の 専有部分及び共用部分 の 正 当な市場価格 の総和で除
して算定す る｡
(2) 専有部分又 は制限的共用部分が損壊 した場合に お い て ､ その損壊が損壊前のそ
の正当な市場価格を鑑定する ことがで きな い程度に至 っ たときは ､ す べ て の 専有部分所有
者の権利 は ､ コ ンドミ ニ ア ム の 終了直前における各自の共用部分 に係る権利 による .
(i) 略
(j) 略
第三 一 - 一 三条 (保険)
(也) 本条 により保険の 付保が要求され て いる コ ンドミ ニ ア ム の部分が損害を受 け､
又 は損壊 したときは､ 専有部分所有者団体 は ､ 速やか に修繕又 は取替えをしなければなら
ない ｡ た だし､ コ ンドミ ニ ア ムが終了 したとき ､ 修繕若しく は取替えが州若しくは地方の
保健若 しくは安全に関する法令若 しくは条例 に違反する とき､ 又 は再建されない 専有部分
若しくはその 制限的共用部分の所有者のすぺ て を含む専有部分所有者の 〔八 ○〕 パ ー セ ン
トが再建しない ことを決議した ときは , この 限りでない ｡ 修繕又 は取替えに要する費用の
うち保険金及び積立金を超え る部分 は ､ 共 同の 負撞とする (以下 , 略)｡
右に見 た統 一 コ ンドミ ニ ア ム法 の大筋に つ い て 一 細部 につ いて は無視す る ことと して 一
整理する と次の ようになろう (ここで は日本法 における用語を使 っ て整理す る ｡ 以下 の州
法に つ いて も同じ). 区分所有者 の 八 ○パ ー セ ント以上の 決議 により , 当該 コ ン ドミ ニ ア
ム (建物及び敷地) を所定 の 期限まで に 一 括売却し ､ その 売却代金 を分配す る方法に よ っ
て区分所有関係を終 了させ る こ とがで きる ｡ 売却がで きな い場合 に は当該コ ン ドミ ニ アム
は区分所有者の 共有 となる ( 各自､ 分割請求が可能 とな る)｡ コ ン ドミ ニ ア ム の 一 部が滅
失 ･ 損壊 した場合 には ､ 区分所有者 団体は ､ これを速やか に再建 (修繕･ 復旧) する義務
を負う . た だ し､ 区分所有者の 八 ○ パ ー セ ン ト以上が再建 しない 旨 の 決議を した ときには ､
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この 限りでない ｡
(2) 若干の州法
以下で は ､ 右の 統 一 コ ンドミ ニ ア ム法を採用して いない州法の例として ､ ニ ュ ー ヨ ∵ ク
州法 (ニ ュ ー ヨ ー ク州統合法 ･ 物的財産 ･ ｢9 - B コ ン ドミ ニ ア ム法｣), カル フ ォル ニ
ア法 (カル フ ォ ル ニ ア民法典 一 三 五 ○条 - 一 三 七 六条)､ 及びマ サチ ュ ー セ ッ ツ法 (マ サ
チ ュ ー セ ッ ツ 一 般法 ｢第 一 八 三 A章 コ ン ドミ ニ アム｣) を掲げる.
(ア) ニ ュ ー ヨ ー ク州法
第三三 九 - t粂 (本法の 規定か らの 解放)
専有部分の数及び共用部分共有持分の 八 ○パ ー セ ント以上 の賛成 によっ て ､ 又 は､ 規約
により専有部分の 数 と共用部分共有持分の 一 方若しく は双方 の八 ○パ ー セ ン トを超え る賛
成 を要する定めを した ときにはそれ よ っ て ､ コ ンドミ ニ アム にかか る財産 につ き本法 の規
定の 適用を受けない 旨の決議を した場合には ､ そ の財産が共有にあるもの と して , 各専有
部分所有者又 は専有部分 の 物的担保権者は分割を請求する ことがで き､ その 売却代金が各
自の共有持分の割合に応 じてす べ て の 専有部分所有者に分配される ｡ ただ し､ 専有部分の
上の す べ て の 担保権につ いて ､ 売却代金全体か らの 当該専有部分所有者の分配金 によっ て
清算がなされるまで は ､ 専有部分所有者へ の 分配はなされな い ｡ コ ンドミ ニ アム にかか る
財産 に つ い て本法 の適用 を受けな い ことは ､ 本法の 文言 に従 い本法の 規定に事後 的に服す
る ことを妨げるもの で はな い ｡
第三三 九 - c c条 (修繕又は再建)
1 後に規定する とこ ろ を除き ､ 建物が損害を受け又 は滅失した場合に ､ 管理組合理事会
the bo ard of m an agersは､ 直ちに修繕及び復旧を, そ の 目的の ために建物に つ き付保がさ
れて いるときにはその保険金に より実施する もの とし ､ 不足金につ いては共同の負担とす
る ｡ ただし､ 建物の 四分の三以上が滅失又 は重大な損害を受けた場合に専有部分所有者の
七 五パ ー セ ント以上が適切かつ 迅速に修繕又 は復旧を行う ことを決議 しない ときには､ 財
産又 はそれ に相当する価値は , 各専有部分所有者若 しく は物的担保権者の 分割請求 に服す
るか , 又 は , 付保がなされて い る ときは保険金全額 と共に ､ 売却財産全額が ､ 共有財産 と
して基金 を構成 し各自の 共有持分の 割合に応 じてす べ て の専有部分所有者に分配 される｡
ただし､ 専有部分の 上 の す べ て の 担保権につ いて , 売却代金全体からの当該専有部分所有
者の分配金 によっ て 清算がなされる まで は､ 専有部分所有者 へ の分配はなされない ｡
2 略
右で見た ニ ュ ー ヨ ー ク州法の 大筋を整理す る と次の よう になろう o 区分所有者の 八 ○パ
ー セ ント以上 の賛成に より ､ 当該コ ン ドミ ニ アム につ い て 売却代金の 分配の 形で の 分割を
請求する こ とができる ｡ 建物が滅失 ･ 損壊 した場合 には , 管理組合理事会は直ち にこれを
修繕 ･ 復旧す る義務を負う . ただ し､ 建物の四 分の 三 以上 が滅失又 は重大な損害を受けた
場合 に , 区分所有者の 七 五パ ー セ ント以上が迅速 に修繕 ･ 復旧の決議 を行わない ときには ､
当該コ ンドミ ニ アム に つ いて分割又 は売却代金の分配の 形で の分割を請求する こ とができ
る ｡
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(イ) カル フ ォ ル ニ ア 民法(1 8)
第 一 三 五九条
(a) 本法 に規定する場合 を除き､ コ ン ドミ ニ ア ムの共用部分 につ い て は , 不分割の
状ー態で維持され, そ の 分割を請求する ことはできない ｡ ただし ､ 本法は ､ コ ン ドミ ニ アム
の 共同所有 c oten ancy の分割を禁止する もので はない ｡
(b) コ ンドミ ニ ア ムにお ける 専有部分所有者は ､ 全専有部分所有者があたか も コ ン
ドミ ニ アム全体 につ い て共用部分共有持分権 と同 一 の 割合 で持分権 を有する共有不動産権
利者ten a nts in co m m o nで ある として ､ コ ン ドミ ニ ア ム全体 につ い て の 分割を請求する こ
とができる ｡ 裁判所は , そ の 分割において ､ コ ンドミ ニ ア ム全体 の 売却の 方法によっ て の
み ､ か つ ､ 次の 各号 の - の場合で ある ことが立証され たときにの み ､ 分割 を命ずるもの と
する ｡
(1) コ ン ドミ ニ アムが穀損又 は滅失し､ そのために建物の 重要な部分 につ い て従前
の使用に照 らして不具合が生じ､ 基本的に穀損又 は滅失前 の状態 に再建築又 は修繕がなさ
れずに訴訟の提起まで に三年以上の 期間が経過した場合｡
(2) コ ン ドミ ニ アム の 四分の 三 以上が滅失又 は重大な穀損を受 け, 共用部分の 合計
五 ○パ ー セ ント以上 の持分権を有す る専有部分所有者がコ ン ドミ ニ アム の修繕又 は復 旧に
反対 した場合｡
(3) コ ンドミ ニ アムが五○年 を経過 して , 老朽化 し､ か つ 非経済的となり ､ 共用部
分の合計五○パ ー セ ント以上の持分権を有す る専有部分所有者がコ ン ドミ ニ アム の修繕又
は復旧 に反対 した場合 ｡
(4) 宣言文書に定めるコ ン ドミ ニ ア ムの 売却の 条件が具備された場合 ｡
着で見たカル フ ォ ル ニ ア民法 の大筋を整理すると次の ようになろう o すなわち ､ 次 の -
の い ずれか の 場合には ､ 裁判所は ､ 分割の 請求に基づき当該コ ン ドミ ニ アム につ いて 売却
代金の 分配の形で の分割を命ずる ことがで きる ｡ 滅失 ･ 穀損後､ 不具合が生じて い る にも
かかわらず､ 修繕 ･ 復旧がなされな いまま三 年以上の期間が経過した場合 ｡ コ ン ドミ ニ ア
ムの 四分の 三 以上が滅央又をま重大な穀損を受けたときに ､ 区分所有者の五 ○パ ー セ ント以
上 が修繕 ･ 復旧に反対 した場合. コ ン ドミ ニ ア ムが建設後五○年を経過 して老朽化 し非経
済的となっ たとき に､ 区分所有者の 五○パ ー セ ント以上が修繕 ･ 復旧に反対 した場合 o 宣
言文書に定める コ ン ドミ ニ アム の売却の 条件が具備された場合 ｡
( ウ)マ サチ ュ ー セ ッ ツ州法
第 一 八 三A 章第 一 七 粂 (被災による損壊後の 再建, 再建決議がない場合 の 分割, 決議 に基
づく修繕 ･ 復旧 , 非賛成者か らの 買取 り)
(a) 火災そ の他 の 災害によ っ て 損壊があ っ た場合に必要とされ る共用部分及び共用
設備の 再建 rebuild ing につ い ては , 規約で定め る ところに従い ､ 再建の ための 共益費及び
付保に基づく保険金を使用して ､ 必要な維持､ 修繕及び取替え がなされるもの とす る ｡ た
だし､ 被災 によ る損壊が 被災前の コ ン ドミ ニ アム の価格の - ○ ル ー セ ントを超え る場合は
この 限 りでない o
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(b) 被災 による損壊が被災前の コン ドミ ニ アム の 価格 の - ○パ ー セ ン トを超える場
合で , かつ ,
(1) 専有部分所有者の 七五Jト セ ントが被災 の 時か ら 一 二 ○日以内に修繕又 は復旧
を行 う旨の 決議を しない 場合には､ す べ て の 専有部分を含むコ ンドミ ニ アム は ､ 各専有部
分所有者の 請求 によ っ て 分割されるもの とする ｡ こ の請求は ､ 裁判所に よる売却の 命令が
なされ る前まで に ､ 再建す る旨の合意が適法になされたときに は ､ 却下される ｡ 売却代金
の 総額は ､ す べ て の 共益費と共に ､ 各専有部分所有者にその従前の 共用部分及び共用設備
の共有持分 の割合に応じて 分割される ｡ この売却に よっ て ､ コ ン ドミ ニ ア ムは ､ 本章の規
定の 適用を免れる ｡
(2) 専有部分所有者 の 七五パ - セ ントが必要な修繕又 は復旧をする 旨の決議をした
場合 には ､ 使用可能な基金及び付保に基づく保険金を超え るコ ンドミ ニ ア ム再建 のための
費用 は､ 共同で 負担する . ただし､ この超過負担が被災前の コ ンドミ ニ アム の 価格の - ○
パ ー セ ントを超える ときに は ､ 再建に賛成 しない 専有部分所有者 は ､ コ ン ドミ ニ アム が所
在する郡 の上位裁判所に対 し､ 裁判所によりなされ る専有部分所有者団体 へ の告示に基づ
き専有部分所有者団体がそ の者の専有部分を裁判所が定める適切な市場価格 で買い 取る こ
とを命ずる ことを請求す る こ とがで きる ｡ この 買い取りのための 費用は ､ 共同で負担す る ｡
第 一 八 三 A章第 一 九条 (本章の適用か らの離脱)
(a) 専有部分所有者 の七五パ ー セ ント､ 又 は､ 規約 にそれを超える割合 を必要とす
る旨の定めがある ときに はそ の割合以上の者の 決議 により､ コ ンドミ ニ アム の す べ て又 は
そ の 一 部 につ い て ､ 適正 に登録 された文書の効力によっ て 本章の 規定の 適用 を免れる こ と
がで きる ｡ ただし､ 適正 に登録された文書によ る ､ 専有部分上の 物的担保権者の 同意がな
い ときには､ この限りで な い ｡ この本章の適用からの離脱によっ て , す べ て の 専有部分を
含むコ ン ドミ ニ アム 又 はそ の部分は､ 専有部分所有者によっ て共有され､ また ､ 専有部分
所有者 団体は消滅する ｡ ただし ､ 離脱に関する文書 に別段の定めがある ときには , こ の限
りで ない ｡ 各専有部分所有 者によっ て共有されて い る財産の 不分割の権利の 割合は､ 各所
有者が共用部分及び共用設備につ い て有する不分割の権利の割合と等 しい もの とする .
(b) 前項で の 離脱は ､ 当該土地及び建物 につ いて後に再び本章の 規定 に服させ る こ
と を妨げるもの で はな い ｡
右で 見たマサチ ュ ー セ ッ ツ州法の 大筋を整理する と次の ようになろう｡ 災害等によっ て
コ ン ドミ ニ ア ム につ き損壊があ っ た場合には ､ 必要な修繕 ･ 復旧がなされなければならな
い｡ ただ し､ 被災に よる損壊が被災前の コ ンドミ ニ アム の価格 の - ○パ ー セ ン トを超える
場合 は この 限りでな い ｡ の 場合に ､ 区分所有者の 七五 パ ー セ ント以上の 決議によ る修繕 ･
復旧が被災か ら - ニ ○日以 内に行われない ときは､ 裁判所は , 分割の請求に基づき当該コ
ンドミ ニ アム につ い て 売却代金の分配の 形での 分割を命ずる こ とができる ｡ の 場合に ､ 区
分所有者の 七五 パ ー セ ン ト以上の賛成による修繕 ･ 復旧決議行われたときは､ 使用可能な
基金及 び付保 に基づ く保 険金を超えるコ ン ドミ ニ ア ム再建の ための 費用 は共 同で 負担す
る ｡ の 場合におい て ､ 超過負担が被災前のコ ンドミ ニ アム の価格の - ○パ ー セ ン トを超え
る ときに は ､ 再建 に賛成 しない区分所有者は ､ 裁判所 へ の 訴えにより ､ 区分所有者団体に
対し自己の専有部分 を裁判所が定める適切な市場価格で買い 取る こ とを請求す る ことがで
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きる ｡ この 買取費用は再建に賛成 しない 区分所有者が共同で負担する ｡ 区分所有者 の七五
パ ー セン ト以上 の賛成に よる決議に より､ 区分所有関係 を解消させ て本法の 適用を免れ ,
当該コ ン ドミ ニ アム を共有す るもの とす る ことができる ｡
｣ 3 ニ ュ ー ジ ー ランド法
ニ ュ
ー ジ ー ラ ン ドで は ､ 区分所有 に閲し 一 九七 二 年制定 の T H EU N IT TIT L ES A C Tが
存在する ｡ 以下で は ､ 同法の 区分所有関係の解 消及び再建 に関する規定を掲げる ｡ なお､
本稿 の テ ー マ との 関連で は ､ その概要を示せ ば足 りる と思われる の で ､ 各条項 の稚かな手
続的規定部分 (各条 二項以下) は省略す る｡
第四五 条 ( 区分所有者の 申請に基づく区分所有関係 の 解消) (1) 登記官は ､ 区分所有関
係にある全て の 専有部分の 所有者の 申請に基づ いて ､ 区分所有関係を解消する こ とがで き
る｡
第四 六条 (区分所有関係の 解消命令を求める裁判所へ の 申立 て) (1) 管理組合 , 管理者 ､
又は ､ 専有部分に つ き 一 人の 区分所有者がい る ときに はそ の者､ 二 人以上い るときに はそ
のうちの 一 人が ､ 裁判所に対 し, 区分所有関係 に関 してそ の 解消を申し立て た場合 におい
て , 裁判所が ､ 管理組合の債権者 ､ 及び､ 専有部分又 は敷地の 全部若しくは 一 部に つ い て
権利を有する者 の権利を考慮して , 管理組合を解散させ ､ 区分所有関係を解消する ことが
公正か つ衡平で ある と認める ときは､ 裁判所は ､ それを有効とする宣告 をする こ とができ
る ｡
第四 八条 (滅失又 は穀損の 発生後 の ス キ ー ム) (1) 建物の 部分又 は敷地上若しくは建物
内の 附属物が損壊又 は滅失した場合 , 裁判所は , 区分所有関係 が解消され る ときを除き､
管理組合､ 管理者 ､ 専有部分 につ き 一 人の 区分所有者がい るときにはそ の 者 ､ 二 人以上 い
るときには その うちの 一 人､ 又 は､ 専有部分上 の登記済抵当権者の申立て により , 命令を
もっ て ､ 次の 各号の規定を内容とするス キ ー ム を設定する こ とがで きる ｡
(a) 当該建物又 はその 附属物の 全部又は 一 部の復旧､ 又 は ､
(b) 共 同財産 の部分 とするために ､ 専有部分を他の専有部分所有者に譲渡する こ と ｡
第四 九条 (申立て請求の 併合) 本法 の 第四六条又 は第四八条 の規定 に基づく申立て の 係属
中に ､ 同 一 の 区分所有関係に 関して ､ これらの規定の うちの他方の 規定に基づく申立てが
なされた場合 に ､ 裁判所は ､ ニ つ の 申立て を併合して聴聞 し決定す る ことがで きる ｡
以上の ことから､ ニ ュ ー ジ ー ラ ンドの法制度 を要約す ると次 の ようになろう . 同国で は ､
区分所有 関係の解消が認められて おり､ これを全員の合意で なす場合に は登記 (の解消)
を申し立て る こと によ っ て行 う (第四 五条)｡ 区分所有関係 の 解消 につ い て は､ 区分所有
者等が裁判所に申 し立て る こ とがで き､ その 申立て の 理由は特 に問題 とされて い ない ｡ 解
消の 認否は , 関係当事者の 利益 を考慮 して公正 性及び衡平性の 見地か ら裁判所が 決定する
(第四 六条)｡ 区分所有 関係の 解消 の 場合 と同様 に ､ 建物の 滅失 ･ 損壊が あっ た場合 の 復
旧に 関 して も ､ す べ て 裁判 の 判断 ･ 決定 に委ね られる ( 第四 八条)｡ 建物が滅失又 は穀損
した場合に ､ 区分所有関係の解 消か ､ それ とも復 旧か の 選択が問題 となるが ､ そ の 判断 ･
決定も裁判所 に委ねられる ｡ 区分所有者等 によ り両者の 申立て が裁判所 になされ た場合に
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は ､ これらは併合して審理 され決定が下される ｡
ニ ュ
ー ジ ー ラ ン ドの法制度は , 区分所有関係 の解 消及び建物 の滅失 ･ 穀損後の 措置につ
いて ､ す べ て裁判所 の判断 にかか らしめて い る点 におい て比較法的観点か ら見て 極めて ユ
ニ ー クなもの で ある ｡ こ こ において は ､ ｢集会 における多数決 による決定｣ (｢集会中心主
義｣) ないし ｢私的自治 の 原則｣ は見られない ｡
4 英米法の まとめ
以上､ 英米法として ア メリカ法 とニ ュ ー ジ ー ラン ド法をみ て きた｡ アメ リカにおける統
一 コ ンドミ ニ アム法 と右で みた州法に ほぼ共通する点は ､ 特別多数決 (7 5 %ない し8 0
%以上) により ､ 何 らか の理由を必要 と しない で 区分所有関係 を解消で きる点 にある ( た
だ し, カル フ ォ ル ニ ア州 の ように ､ 解消の ため には 一 定の 理由が必要な州 もある). この
点が ヨ ー ロ ッ パ大陸法 との 大きな相違点である ｡ ヨ ー ロ ッ パ諸国 (及びア メ リカ以外 の諸
冒) にお いて は､ 建物の 滅失 ･ 穀損 (又 は老朽化) 等の理由な しに多数決 (特別多数決)
のみ によっ て 区分所有関係 の 解消を許容す る法制は見られない ｡
ア メリカでは ､ 災害等 により建物の (大規模な) 滅失 ･ 穀損があ っ た場合 に つ い ては ､
非再建の ための 多数決議がない 限り再建 (修繕 ･ 復旧) の 義務がある法制 (統一 コ ン ドミ
ニ アム法) と, 再建 (修繕 ･ 復旧) のた めの 多数決議がない 限り解消の 方向 へ 移行する (分
割を認める) 法制 (ニ ュ ー ヨ ー ク州 , カル フォ ル ニ ア州 ､ マサチ ュ ー セ ッ ツ州) とに分か
れて い る ｡
ニ ュ ー ジ ラ ンドは先に見たように ユ ニ ー ク な法制を有 して い る ｡ ( 通常の 事項 に関して
は区分所有者の 決議に よ り決定される に して も) 最終局面 におい ては ､ 滅失 ･ 穀損があっ
た場合の 復旧の 認否及び区分所有関係の解消の 認否 につ い て裁判所の手に委ねて い る ｡
注
(1 5) カナダ法及びオ ー ス トラリア法に関 して は､ 前掲v A N D E 久 M E R W E, 5 - 3
1 4 以下 にその概要が示されて いる ｡ なお , イギリス におい て は本原稿執筆時点で は ､
区分所有法 (に相当する法) は存在 して いなか っ たが ､ その 後､ 法律が制定された｡ この
点につ いては ､ 本報告書の 該当部分参照 ｡
(1 6) 統一 コ ン ドミ ニ アム 法 ( 一 九セセ 年) の 日本語訳と して は ､ 玉 田弘毅 r統 一 共
同所有不動産法 ( 一 九セ セ 年)｣ 民事月報三 六巻 一 号九五 貢 ( 一 九八 一 年) がある . また､
わが国の 区分所有法 につ いて の立法的提案をす る に あた っ て , ア メリカの コ ン ドミ ニ アム
揺 (統 一 コ ンドミ ニ アム法を採用 したメ ー ン州 の コ ン ドミ ニ アム法など) を比較的詳細に
紹介 ･ 検討 した論文 として ､ 小 滞英 明 ｢ア メリカの マ ンシ ョ ン法 (上) (下)一 建替えお
よび復旧 につ い て の ヒ ント ー ｣ 判例タイム ズ九九七号八 一 貢, 九九九号六 六頁 ( 一 九九九
年) 及び同｢建物区分所有関係の解消 一 建替え方式 を廃止 して 売却方式を導入する こ とに
つ い て - ｣ 日本マ ン シ ョ ン学会誌 ･ マ ンシ ョ ン学九号八九頁(二 00 0年) がある . なお ､
アメリカの コ ン ドミ ニ ア ム法全般の概説と して は ､ 折 田泰宏 ｢ア メリカ の 区分所有法｣ 前
掲 『基本法コ ンメ ンタ ー ル マ ン シ ョ ン法 〔第 二 版〕』 - 六五頁参照 o
(1 7) 小滞 ･ 前掲 ･ 判例タイムズ九九七号八 九貢 ｡
(1 8) なお ､ ミ シ シ ッ ピ ー 法 (｢9 章 コ ン ドミ ニ アム｣ 八 九 一 九 一 三 五条) も､ 本
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粂 と同内容の規定を置 い て い る ｡
第 4 節 ア ジ ア 法 及 び そ の 他 の 法
1 はじめに
以上 にお い て ヨ ー ロ ッ パ大陸法及び英米法を見てきたが ､ 世界 の 区分所 有法制 一 特に本
稿の テ ー マ で ある復旧 ･ 再建 ･ 終了 に関する制度 - は､ こ れらに尽きるもの で はな い ｡ す
なわも , 西欧以外 の諸 国にお いて は ､ これ らの 西欧法を必ずしも継受 して い ない ｡ その 典
型が日本法と ､ 日本法 を継受 した韓 国法である ｡ 台湾法は , 立法に あたりか なり 日本法 を
参考 に したが ､ 日本法 とは異なる規定 を設 けた.
そ の他 ､ ユ ニ ー クな法制を有 して い る 国が多い ｡ 以下で は､ 韓国法 ､ 台湾法以外に筆者
が不十分ながらも - それぞれ国の法制の断片的なもの に過 ぎない が 一 知 る こ とがで きた い
くつ か の 国 (ブラジ ル ､ グア テ マ ラ ､ シンガポ ー ル ､ 南ア フリカ ､ エチ オ ピア ､ イ ス ラ エ
ル等) の法 制を簡単 に紹介する ｡
2 韓国法
韓国 にお ける区分所有建物に関 して は ｢集合建物の所有及び管理 に関す る法律｣ ( 一 九
八 四 年四 月 - ○日制定 , 一 九八 六年五月 一 二 日改正 ｡ 以下 , 区分所有法 とい う .) が規律
して い る ｡ 同法は, 日本 の 区分所有法 を基本的に継受した｡ 建替え規定に 関する規定につ
い て も同様で ある ｡ 以下で は , ｢第七 節 再建築及び復旧｣ の うち ､ 建替 えに 関する第 四
七条 ､ 第四 八条及び第四 九条の 規定 を掲げる｡ なお､ 第五○条 に復旧に 関す る規定を置く
が､ これも日本法六 一 条と同内容の 規定 であり , この規定も以下で掲げる(1 9)｡
(1) 関連裁定
(再建築の 決議)
第四七 粂 建物建築後相当な期間が経過 し , 建物が穀損､ 一 部滅失その 他の事情に より建
物の 価格 に比 べ 過多な修繕､ 復旧若 しくは管理の費用を要する場合 , 又 は付近の土地の利
用状況の変化そ の他 の 事情 により建物を再建築すれば､ それに要する費用 に比べ 著し い効
用 の 増加 がもた らされ る場合, 管理団集会は, そ の建物を撤去 してそ の敷地 を区分所有権
の 目的となる新たな建物の 敷地として 利用す べ きことを決議す る こ とがで きる ｡ た だし､
再建築の 内容が団地内の 他の 建物の 区分所有者 に特別の影響 を及 ぼすときは ､ その 区分所
有者 の 承諾 を得なければならない ｡
2 前項 の 決議は , 区分所有者及び議決権 の各五分の 四 以上 の 多数によ る決議 による ｡
3 再建築の 決議をする ときには ､ 次の 事項を定めなければな らない ｡
一 新 たに建築する建物の 設計の 概要
二 建物 の 撤去及び新たな建物の 建築に要する費用 の概算額
三 前号 に規定する費用 の 分担 に関す る事項
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四 新たな建物の 区分所有権の 帰属 に関する事項
4 前項第三 号及び第四 号の 事項は , 各区分所有者 間の 衡平が維持され るよう定めなけれ
ばならない ｡
5 第 - 項の 決議 の ため の管理団集会の 議事録 には ､ 各区分所有者の 決議に対す る賛否を
記載 しな ければならない ｡
( 区分所有権等の売渡請求等)
第四八条 再建築の 決議があ っ たときは ､ 集会を招集した者は､ 遅滞なく ､ そ の 決議に賛
成 しなか っ た区分所有者 (その者 の 泉継人を含む ｡) に対 し､ そ の決議内容 に よる再建築
に参加す るか否か を回答す べ き旨を書面で催告 しな ければならない ｡
2 前項 の催告を受 けた区分所有者は, 催告受領日から二 月以内に回答 しなけれ ばならな
い ｡
3 前項 の 期間内に回答 しなか っ た場合 ､ その 区分所有者は ､ 再建築に参加 しない 旨を回
答 したもの とみなす ｡
4 第 2項 の期間が径過 したときは､ 再建築の決議に賛成 した各区分所有者 ､ 再 建築の決
議 の内容に よる再建築に参加す べ き旨を回答 した各区分所有者 (これらの者 の承 継人を含
む.) 又 は これ らの 者 の 全員の合意により区分所有権及び敷地使用権を買い受 ける こ とが
で きる者 と して指定された者 (以下｢買受指定者｣ とい う ｡) は､ 同項の期間満了日から
二月以内に ､ 再建築に参加しな い 旨を回答 した区分所有者 (その承継人を含む ｡) に対 し,
区分所有権及び敷地使用権 を時価 で売り渡すべ きことを請求する ことができる ｡ 再建築の
決議があっ た後に この区分所有者から敷地使用権の み を取得 した者の敷地使用権 につ い て
も ､ 同様 とする｡
5 前項の 規定によ る請求があ っ た場合におい て , 再建築に参加しない 旨を回答 した区分
所有者が建物の 明渡 しによりそ の 生活上著しい 困難を生ずるおそれがあり , かつ ､ 再建築
の遂行に著しい影響 を及 ぼさない ときは､ 裁判所 は､ そ の 区分所有者の 請求 により ､ 代金
の支払い又 は提供の 日か ら 一 年を超えない範囲内におい て ､ 建物の明渡しに つ き相当の期
限を付与する こ とがで きる ｡
6 再建築の決議の 日か らこ年以 内に建物撤去の 工事が着手されなかっ た場合に は､ 第4
項の規定により区分所有権又 は敷地使用権を売り渡 した者 は､ この 期間の満 了の 日か ら六
月以内に買主が支払 っ た代金に相当する金銭をその 区分所有権 又は敷地使用権を現在有す
る者に提供して , これらの 権利 を売 り渡すべ きこ とを請求する こ とができる｡ ただし､ 逮
物赦去の工 事が着手されなか っ たこ とにつ き相当な理由がある ときは ､ この 限りでない ｡
7 前項本文の規定 は ､ 同項ただ し書きに規定する場合におい て ､ 建物撤去の 工 事が着手
されなか っ たこ とに関する相当な理由がなくなっ た日から六月 以内にそ の 着手 をしない と
きに準用す る ｡ こ の 場合にお い て , 同項本文中 ｢この 期間の 満了の日から六月以 内に｣ と
あるの は ､ ｢建物撤去 の 工 事が着手されなか っ た こ とに関する相当な理由がな くなっ たこ
とを知っ た日か ら六 月又 はその 理由がなくなっ た日か らこ年の い ずれか早い 時期まで に｣
と読み替えるもの とす る ｡
(再建築に関する合意)
第四九条 再建築の 決議 に賛成 した各区分所有者 ､ 再建築の 決議の 内容に よ り再建築に参
カロす る旨を回答 した各区分所有者及び区分所有権又 は敷地使用権 を買い 受けた各買受指定
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者 (これ らの者 の 承継人を含む ｡) は ､ 再建築の決議の 内容 により再建築に合意したもの
とみなす｡
(建物 の - 部滅失の 場合 の復旧)
第五 ○粂 建物価格 の 二 分の 一 以下に相当す る建物部分が滅失 したときは ､ 各区分所有者
は ､ 滅失 した共用部分及 び自己 の 専有部分 を復旧する こ とができ る. ただ し, 共用部分に
つ い て は ､ 復旧の エ 事 に着手す る まで に第四 七 粂 (再建築の 決議) 第 一 項 の 決議又 は共用
部分 の復旧 に関する決議があっ たときは , こ の 限りでない ｡
2 前項の 規定より共用部分を復旧 した者 は ､ 他の 区分所有者 に対 し､ 第 一 ニ 条 (共有者
の持分権) の持分割合 に応じて復 旧に要 した費用の償還を請求する ことができ る｡
3 前 2項の 規定は , 規約で別段 の 定めをす ることを妨 げない ｡
4 第 1項本文 に規定す る場合を除い て ､ 建物が 一 部滅央 したときは､ 管理団集会 は , 区
分所有者及び議決権の 各五分の 四以上の多数で ､ 滅失した共用部分を復旧す る旨の 決議を
す る こ とがで きる ｡
5 第四 七粂 (再建築の 決議) 第 5項の規定は ､ 前項の 決議が ある場合 に準用する ｡
6 第4項 の 決議があっ たときは , その 決議 に賛成 した区分所有者 (その承継人を含む ｡)
以外の区分所有者は , 決議 に賛成 した区分所有者 ( その 承継人 を含む ｡) に対し､ 建物及
びそ の敷地 に関す る権利 を時価で買い取る べ き ことを請求する ことができ る o
7 第4項 に規定す る場合において ､ 建物 の 一 部が滅失した日か ら6月以内に 同項又 は第
四七 条 (再建築の 決議) 第1項の 決議がない ときは ､ 各区分所有者は ､ 他の 区分所有者に
対 し､建物及びその敷地 に関する権利を時価 で買い 取る べ き こ とを請求する こ とがで きる ｡
8 第 2項 ､ 第 5項及び第7項 の場合には ､ 裁判所は､ 償遭又 は 買取りの 請求を受けた区
分所有者 の請求 により ､ 償遼金又 は代金の 支払い につ き相当の期限 を許与する こ とがで き
る｡
(2) 修繕 ･ 復旧及び建替え
右に掲 げた各条項 を見て明らか なように ､ 韓国法は , 基本的に 日本法をその まま採用 し
たもの で ある ｡ ただ し , 日本法 との 重要な相違点として ､ 建替え の実質的要件の 一 つ とし
て ､ ｢付近 の 土地 の 利用 状況の 変化その 他の 事情により建物を再建築すれば ､ そ れに要す
る費用 に比 べ 著 しい 効用の 増加がもたらされ る場合｣ (四 七条 一 項) を認めた｡ この い わ
ゆる ｢効用増｣ の要件 につ い て は､ 日本における昭和五 八 年 ( 一 九八 三年) の法改正 の際
に議論 の あっ た点で あっ たが ､ 最終的には採用を否定した要件で ある(20)｡
と ころ で ､ 日本法 と韓国法の マ ンシ ョ ン建替え法制を比較する場合 に看過で きない 点は ､
韓国に は ｢住宅建設促進法｣ ( 一 九セ セ年制定 ､ 最近の 大きな改正 一 九九九年) が存在 し ､
現実に は公法で事業法で ある 同法と私法である 区分所有法とが 一 体 となっ て機能 して い る
ことで ある ｡ すなわち ､ 区分所有法 によ っ て ､ 建替え決議がな され た後 ､ 売渡請求を経て
建替え参加者団体 ( 組合) が成立する と, 住宅建設促進法 に基づき , 行政庁 により当該組
合の 認可がなされ ､ そ の 後に事業承認 を受けることで建替 え事業が実施 され る ｡ 同法 によ
り ､ 建替え事業が円滑に実施 される こ とが担保される ｡ こ の ような法制の 下で 韓国で は築
後二 ○年程度の 団地マ ンシ ョ ン (韓国の マ ン シ ョ ンの 多く は団地形式 の もの) の 建替え が
- 建替え後の 増加住戸 を売却する こ とで 少ない 負担で建替 えを実施で きる方式を利用する
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ことに よ り 一 大量になさ れて い るとい う(21)0
3 台湾法
台湾 (中華民国) にお ける区分所有建物に 関して は ｢公寓大庭管理僚例｣ ( 一 九九五年
六月 二 八 日) が規律して い る . 本稿の テ ー マ に関連す る規定は ､ 第 - ○条 ､ 第 一 一 条 , 第
一 三 条 ､ 第 一 四条 , 第三 一 条及び第三四条である(22)｡
(1) 関連規定
(修繕等)
第 一 ○粂 専有部分又 は約定専用部分の修繕 , 管理及び維持は ､ 各区分所有権音叉 は約定
専用部分を使用す る者が行い ､ かつ ､ 費用を負担する ｡
2 共用部分又 は約定共用部分の 修繕 ､ 管理及び維持は､ 管理者又は管理委員会が行う｡
そ の 費用は ､ 公共基金か ら支出され るか又 は区分所有権者がそ の 共有持分の割合 に応じて
分担す る ｡ 但 し , その 修繕費用が (特定の) 区分所有権者の 責に帰する ことの で きる事由
で生じた場合には , 当該区分所有権者の 負担 とする ｡
3 前項 の 共用部分又 は約定共用部分 の管理及び維持の 費用 につ い ては ､ 区分所有権者会
議の 決議又 は規約に別段の 定めがある ときはそれ に従う｡
( 共用部分等の 重大修繕等)
第 一 一 条 共用部分及びそ の 関連施設 の撤去 ､ 重大な修繕又 は改良は､ 区分所有権者会議
の決議に よ っ てなさな ければならない ｡
2 前項 の 費用は､ 公共基金から支出されるか 又 は区分所有権者がその 共有持分の割合に
応 じて 分担する ｡
( 建替え)
第 一 三条 マ ンシ ョ ンの 建替えは ､ 区分所有権者及び敷地所有者 ､ 地上権者又 は不動産質
権者 (典権人) の 全員の同意 を得なけれ ばならない ｡ ただし ､ 次の各号に該当する場合は ､
こ の 限りで ない ｡
- 建替えが都市更新計画 に合致す る場合
二 著しい 穀損､ 傾斜, 朽壊及び公共の安全を害す る虞れの ある場合
三 地震 ､ 水害 ､ 風害､ 火災又はそ の 他重大な事変 によっ て公共の 安全に危害を与えるに
至 っ た場合
(譲渡請求)
第 一 四条 マ ンシ ョ ンが前条第二 号又 は第三号に該当す る場合 ､ 区分所有権者会議 におい
て第三 一 条 の規定 により建替えの 決議をしたときに ､ 決議 に同意せず､ か つ 区分所有権を
譲渡しない 区分所有権者 ､ 又は 同意後そ の義務の 履行 につ き決議に従わない 区分所有権者
に対して ､ 管理者又 は管理委員会は ､ そ の 区分所有権及び敷地所有権 につ き有する持分の
譲渡を命ずる こ とを裁判所 に訴える こ とができる ｡
2 前項の 譲受人は建替え に同意したもの とみ なす ｡
3 建替え の 建築免許 の 申請に つ い て ､ その 名義は ､ 区分所有権者会議の 決議に よ るもの
とする ｡
( 特別多数決)
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第三 一 条 区分所有権者会議 の 決議 は､ 次 の 各号の 事項 に関 して は , 区分所有権者の 三分
の こ以上及び区分所有権の割合の 三分の 二 以上の 出席を必要 と
■
し ､ 出席者 の四 分の 三 以上
及び出席者 の 区分所有権 の 四分 の 三以上 の 賛成 を得て行使 しな ければならない ｡
- 規約の 設定及び変更
ニ マ ン シ ョ ンの 重大な修繕及び改良
三 マ ン シ ョ ンに第 一 三 条第二 号又 は第三号の 状態の 一 つ が ある場合の 建替え
四 住戸の強制退去及び区分所有権 の 強制譲渡
五 約定専用又 は約定共用 に関する 事項
2 略
(管理委員会の職務)
第三四条 管理委員会 の 職務は次の 通りで ある ｡
- 共有部分及び共用部分の 清掃保持 ､ 保存 ､ 修繕及び 一 般の 改良
ニ - 六 略
七 区分所有権者会議の決議事項の 執行
八 - - ○ 賂
〟 - そ の 他規約に定める事項
(2) 修薄及び建替え
台湾法 は､ 建物部分の修繕の 規定 ( - ○条､ - 一 条) ととも に建替 えの規定 ( 一 三条 ､
- 四条) を設けて い る ｡ 日本法 (及び韓国法) のように､ 一 部滅失の 場合 の 復旧に関する
規定は特に設けて い ない ｡ 復旧に関 して は ､ 次に述 べ る ｢重大な修繕又 は改良｣ に含 まれ
る と考えて い るの で あろう｡ 同法に よると ､ 通常の ｢修繕｣ で 済む場合に は, 管理委員会
(又 は管理者) が これ を行い ( - ○条二 項), ｢重大な修繕又 は改 良｣ を必要とする場合
に は､ 区分所有権者会議 において ､ 三 分のこ 以上の 出席を必要 と したうえで , 出席者の 四
分の 三 以上 の 決議 に よっ て , これ が可能 とな る ( - 一 条 一 項 , 三 一 条 一 項 二 号)｡ ｢建替
え｣ につ い て は ､ 通常の 場合 には全員 の 一 致 を必要とする が, 一 三 条 の 一 号 - 三号 に定め
る特別の 事情があれば多数決議 ( 一 号の定める場合は普通決議 ､ ニ 号及び 三号に定める場
合にはと同様の 特別 多数決議 (三 一 条 一 項三号))で行う ことがで きる ｡
日本法(及び韓 国法) では , 建替 えの要件として ､ 六 二条 一 項 にお い て , 客観的要件 (｢過
分の費用｣ 要件) と議決要件 (五 分の四 以上｣ 要件) を定 めており ､ 当該建物の効用の 減
退を前提 として , 特別多数決 による建替え を認めて い る ｡ これ に対 して ､ 台湾法は､ 建物
の 効用の 減退 とは別 に ､ 又 は これ に加え ､ ｢建替 えの 都市更新 計画 へ の 合致｣ ( 一 三条 一
早), ｢公共の 安全を害す る虞れ｣ (同二 号)､ ｢公共の 安全 に危害 を与え る に至 っ た場合｣
(同三号) を多数決 による建替えが認められる要件 として い る ｡ こ の 要件が具備されない
限りは､ 多数決 による建替えは認められない ｡ そ の 意味で ､ 一 方で は (結果的に) 区分所
有者の 過半数による建替えを認めて は い るが ､ 区分所有者個人 の 財産権保護 につ い て は日
本法よりも徹底 して い る と言えよ う｡
なお ､ 台湾法 にお いて は ､ 日本法 (及び韓国法)と同様に ､ 多数決議に よ る区分所有権
の解消の制度は設けられて い ない Q 建物が著 しく老朽化 した場合や 滅失 ･ 穀損 した場合 に
区分所有者が多数決議で 共同決定で き るこ とは ､ 修繕ない し復旧か 建替え の み で ある｡
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4 ブラジル法
ブラジルで は , 区分所有 に閲し 一 九六 四年制定の コ ンドミ ニ アム 法が存在す る . 以下で
は ､ 同法の 区分所有関係 の解消及び再建に関する規定を掲げる o 本稿の テ ー マ との関連で
は ､ そ の 概要 (仮訳 ･ 抄訳) を示せ ば足 りる と思われるの で , 細か な手続的条項は省賂し
た ｡ なお ､ 各規定の 見出 しは筆者が付けたもの で ある(23)｡
(1) 関連規定
第 一 四条 (災害による滅失の場合) 大きな災害の 発生により建物の 三分の こ 以上が滅央
した場合には､ 区分所有者 は､ 集会 において ､ 敷地共有持分の 過半数により ､ 再建又 は敷
地等の売却を決議する ことがで きる ｡
(1) 再建案が否決された場合には , 区分所有者は ､ 同 - の集会又 は別の集会 において ,
敷地共有持分の過半数により､ 敷地に関する措置を決議 し ､ また､ 区分所有者間で の 保険
金の 配分を確定す る ｡
(2) 再建案が可決された場合 には ､ 再建は､ 建物の 従前の 用途 ､ 様式 , 及び配置を維
持しなければならない ｡
(3) 前項の 場合にお い て , 再建に賛成 しない者 は､ 再建 へ の参加が義務づけられ るこ
とはなく ､ 裁判所が鑑定により評価 した価額に より補償を受ける ｡
第 一 七 粂 (公益的理由が ある場合及び老朽化 した場合) 区分所有者は､ 区分所有者及び
議決権の 各三 分の こ 以上 の多数並び に敷地及び共用設備の 共有持分の 各八○パ - セ ントの
多数により ､ 建物を取り壊 して 建て替える旨, 又 は ､ 敷地等を売却す る旨を決議する こ と
がで きる ｡ ただし ､ 建物 に つ い て ､ 景観上若 しくは建築上の理由又は安全上若しくは衛生
上の 理由がない場合には ､ この 限りで ない ｡
(1) 決議に賛成しない者は参加が義務づ けられる こ とはなく , 第 一 五条の定める手続
によっ て裁判所が評価す る ところによりその権利 につ い て禰償を受ける ｡
(2) 経年により建物の各専有部分が老朽化 し､ 不動産全体の価値が減少した場合 ､ 区
分所有者は ､ 区分所有者及び議決権 の 各三 分の こ 以上の多数並び に敷地及び共用設備の 共
有持分の各八○パ ー セ ン トの 多数によ り､ 敷地等 を売却す る旨を決議する ことができる ｡
(3) 略
(2) 修辞･ 再建 (復旧 ･ 建替え) 及び終了
右に規定するところか ら､ ブラジル法は , 次の よう に整理で きる｡ 事故 (災害) による
建物 の滅失があっ た場合 には ､ 区分所有者 の決議 (普通多数決) によ り､ 一 方で は被災建
物の 再建 (復旧 ､ 建替え を含むと解され る)､ 他方で は売却に よる区分所有関係の解 消が
可能である ｡ 安全上 ､ 衛 生上等 の公益に も係わる理 由があ る場合には ､ 区分所有者 の 決議
(特別多数決) により ､ 一 方で は建替え, 他方で は 売却による区分所有関係の 解消が可能
である ｡ 老朽により建物の 効用が減退 した場合には ､ 区分所有者の決読 (特別多数決) に
よ り ､ 売却による区分所有 関係 の解消が可能で ある ｡
この ように, , の い づれ の 場合でも ､ 売却による区分所有関係の 解消決議が可能で ある ｡
そ の 上 で ､ の 事故の 場合に は ､ 再建 (復旧, 建替えを含むと解される) の 選択肢も認めて
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い る ｡ こ こにおい て は､ 相当な期間の 区分所有関係の 存続を予定 して い る区分所有者にと
っ て不測の 事態が発生 したので ある か ら, 再建を認めたもの
■
と解せ よう ｡ これに対 して ､
の老朽化 の 場合 には ､ 区分所有者 に と っ て この こ とは 想定で きる ことで あるので ､ 相当な
期間 の経過後に は再建 (復旧､ 建替 え) を認めずに区 分所有権 の解消決議の み を認めたも
のと解す る ことがで きる ｡ そ して , の 場合には ､ の 場合 とは異なるか ら , 再建の うち建替
えの みを認めたもの と解する こ とが で きる ｡ 復旧で は ､ 建物に つし1
L
て の 景観上若 しく は建
築上 の 問題又は安全上若しく は衛 生上 の 問題が根本的に改善され ない と考 えたためで あろ
うか ｡
建物の 滅失 ･ 損壊 とい っ た不測 の事態 において は ､ ｢復旧の 延長｣ と考 える こ とで , ま
た ､ ｢費用対効果｣ の 点で , 建替えを認め ､ 他方, 老朽化 と い う当初よ り想定で きる事態
につ い て は ､ ｢当該建物の 使用を終えた｣ もの として , 区分所有関係の 解消 (終了) の み
を認めて建替えを認めない というような立法 は ､ か なり合理性があろう｡ わが国にお ける
立法論を考 える にあたっ て も､ こ の点は大 い に参考 とす べ きで あり､ その 意味で ブラ ジル
法に関する さ らに詳細な調査 ･ 研究が必要とされよう｡
5 その他の法及びまとめ
以上 ､ 韓国 ､ 台湾 ､ ブンジル の法制を見てきたが ､ これ らを先 に示 した ヨ ー ロ ッ パ 大陸
法及び英米法と同様 の基準で 一 覧表 にお いて 整理しようo そ して ､ さらに ､ いく つ かの 国
( ブラジ ル を除く ラテ ンアメリカ諸国 ､ シ ンガポ ー ル ､ 南 ア フ リカ､ エ チオピア , イス ラ
エル) の法制に つ い て簡単に紹介した上で ､ これ らも 同 一 の 一 覧表に追加 しておこう o
(1) ラテ ンアメリカ法 (ブラジル を除く(2 4))
ラテ ンア メリカ諸 国で は､ 区分所有 関係は, 区分所有者間 の 合意, 又は ､ 西欧法及び英
米接と同様 に ､ 建物の 損傷若 しくは滅失によっ て終 了しう る こ とを認めて い る ｡ いくつ か
の 国で は ､ 建物 の老朽を理由 とする区分所有関係の 終了に関す る規定を設けて い る ｡ 終了
が正 当化 される損傷 ･ 滅央の 程度 ･ 割合 ､ また , 終了によ り敷地 ･ 設備の 一 括売却まで認
める の か , それ とも区分所有者の 間で の財産分割まで に止 める の か等に つ いて は , 各国に
より異なっ て いる ｡
(ア) グアテ マ ラ法 ( - 九五 九年制定) まず､ 同法 は ､ 三 分の 二 以上の 多数の 合意
に より区分所有関係を終了させ る こ とがで きる とす (2 5)
る ｡ この場合 にお い て , 少数反対者 に対 して ､ 区分所有関係 の 終了を望む多数区分所有者
の 建物部分を取得する先買権を認 めて い る ｡
次に , 同法は , 区分所有関係は建物が滅央又 は損壊 した場合 に終了する もの とし ､ ただ
し ､ 区分所有者が事改後 こ か月以内に再築を決定し ､ 事故後六か 月以内に再建を開始 した
ときはこの 限りで ない ､ と定める ｡ 区分所有者が再建の 合意がで きないときには, 当該財
産及び保険金 は各区分所有者 にそ の持分 に応 じて共有的に帰属 す る｡ なお ､ 建物が老朽 ･
朽廃 し､ 居住者 の 生命 ･ 健康 を危うくす る場合には 即時に 区分所有関係は終 了す る旨定め
て い る ｡
( イ)アル ゼ ンチ ン法 ･ ウル グアイ法 両法におい て は ､ 全財産の価値 の 四 分の 三以
上 ( ウル グアイ) 又 は三 分の 二 以上 (アルゼ ンチ ン) 穀損又 は滅失した場合 に ､ 各区分所
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有者は財産の 売却を請求する こ とがで きる ｡ ただ し､ 区分所有者の 過半数が売却に反対 し
た ときには , 各区分所有者は裁判所 に司法上 の 救済 を請求する こ とができる ｡
ウル グアイで は､ 建物 の損害が建物の 全価値 の 四分の - を超えない場合は再建は義務で
はない ｡ ただし ､ 区分所有者の 数及び議決権の 四分 の三以上によっ て ､ 再建を合意するこ
とがで きる ｡ こ こ におい て ､ 再建に反対する区分所有者は ､ 再建の ための 費用の 負担をす
るか ､ 又 は , 裁判所又 は専 門家が定めた価格で 自己の権利 を再建 に賛成する区分所有者に
対し売却す るか が義務 づけられる(26)｡
アルゼンチンも同様の 規定をもつ ｡ す なわち , 建物 の価値の三 分の こ 以下の 滅失の 場合 ､
議決権の 過半数によ り区分所有者は再建を決議で きる ｡ 再建に反対する少数区分所有者者
が再建の ための費用負担 を強制される こ とはない が, 裁判所の鑑定評価額 により少数区分
所有者 の権利は再建 に賛成す る区分所有者に買い取 られる(27)｡
そ して ､ 両法とも, 建物が老朽化 した場合 には区分所有権の 過半数の 決議 により建物を
壊 して土地を売却す る こ とがで きる(28)｡
( ウ)ベ ネズエ ラ法 同法 にお いて は , 全財産の 価値 の四分の三 以上が穀損又 は滅失
した場合 に ､ 各区分所有者は財産の 分割を裁判所 に請求することができる(2 9)｡ ただ し ,
こ の場合 に , 議決権 の 四 分の 三以上を有する 区分所有者が ､ 少数者に対し専門家の鑑定価
格で財産を売渡すことを請求する ことによっ て 分割を回避するこ とがで きる ｡
(2) シ ンガポ ー ル法 ･ 南アフ リカ法(30)
シンガポ ー ル 法は ､ 区分所有者の 全員の合意 によ っ て 区分所有関係を終了で きる旨を定
める ｡ この 決定が通知され る ことにより ､ 登記所は区分所有の 登記を解除する ｡ そ して ,
区分所有者は ､ 総会 におい て 管理組合 の諸事項を結了させ , 資産を分配す るために清算人
を選任 しなけれ ばな らない ｡ 南ア フ リカ法で は ､ 区分所有者が全員の 合意によ りすべ ての
共同財産を譲渡する旨の 決議をした場合に区分所有関係が終了する とする.
さらに , 両法で は ､ 利害関係人の 申立て に基づく裁判所の決定によっ て 区分所有関係が
終了する規定を設けて い る ｡ シ ンガポ ー ル法 によれば､ 裁判所がイ正当か つ 衡平｣ と判断
した場合に は , 区分所有関係 は終了する ｡ 南ア フ リカの裁判所は､ 建物が ｢滅失して い る
と判断｣ する ことが ｢正 当かつ 衡平｣ であるときに終了の 決定ができる｡
シ ンガポ ー ル法で は､ 損傷又 は滅失の 場合 に ､ 利害関係人は建物の 再建を裁判所 に申 し
立て ることがで きる ｡ 裁判所が再建の 命令を下さなか っ た場合に は､ 申立て は区分所有関
係の終了の 申立て とみなされる ｡
南ア フリカ法は､ 建物が物理的に滅失した場合､ 区分所有者が全員の合意に より滅失あ
りと決議 した場合 ､ 又 は裁判所が建物に つ き滅失 した とみなす ことが ｢正当か つ 衡平｣ と
認める場合 に､ 建物は ｢滅失して い る｣ と判断され る ｡ 建物が ｢滅失して い る｣ と判断さ
れた場合 ､ 区分所有者 は ､ 全員の 合意 によっ て 再建 しない 旨の 決議をする こ とがで き､ 区
分所有関係は終了す る ｡ この よ うな決議が成立 しない場合 には ､ 区分所有者 は､ 全員の合
意 によっ て 建物の 一 部又 は全部の 再建 を決議す る こ とができる｡ こ の ような決議が成立 し
ない場合に は ､ 区分所有者 は ､ 裁判所 に対 して再建の 命令 を求める こ とがで き る ｡
両国の 法律は ､ 共 に ､ 明示的 には建物の 老朽を理由 とする区分所有関係 の終了又 は再建
に関 して規定を設けて い ない ｡ しか し､ 両国の 裁判所 にお いて ､ 区分所有関係の 終了の 申
- 1 35-
立て を認 める ことも､ また ､ 建物が老朽により滅失して い る との 判断の 決定をす る ことも
妨げられて い ない ｡
(3) エチオ ピア法(31)
エ チオ ピア法で は､ 建物が火災その他 により全部滅失した場合 には, 各区分所有者 は ､
土地及び建物の 設備を競売によ り売却する こ とを申 し立て る ことがで きる ｡ 一 部滅失 の 場
合に は､ 区分所有者 の 団体は ､ 建物を再建するか どうか を決議 しなければならな い ｡ 再建
(復旧) しない 旨の 決議があっ た場合には ､ 土地及び建物の 設備が競売に より売却され売
却代金が各自の持分 に応じて 区分所有者に分けられる ｡ 再建 (復旧) 決議が団体に よりな
された場合に は､ 各 区分所有者は ､ 自らの 建物部分が滅失又 は損傷したか どうか にかか わ
らず､ 滅失 ･ 損傷部分の 再建 (復旧) 又 は修繕の ための費用 を共有財産の 持分に応 じて 負
担 しな けれ ばならな い ｡
(4) イス ラ エル法(32)
イス ラ▲エル法は､ どの ような原因であれ , コ ンドミ ニ アム が全部又 は - 部滅失した場合
には, 区分所有者 は ､ 共用部分の 共有持分の四 分の三 以上を有 して い る者の 賛成に より建
物の 再建 (rebuild) 又 は修繕を決議する こ とがで きる ｡ こ の 場合 ､ 各区分所有者 は , 自ら
の専有部分 の修繕の ために費用を負担 しなければならず､ また ､ 持分 に応 じて 共用部分の
修繕の ための 費用 の 負担をしなけばならない ｡ しか し､ 各区分所有者は , 建物の再建又 は
修繕 の 参加 を拒む機会が与 えられて い る ｡ 再建を望まない 所有 者がい る 場合 に , 監査 人
hspe ctorは､ 再建を望む者の申請に基づき ､ か つ ､ 残 された建物部分の み を再建す る こと
は実用的で はない とい う要件を満たしたときには ､ 再建を望まない区分所有者に対 して ､
六か月以 内の定 められた期間内にコ ン ドミ ニ ア ムの 自己の 持分を ､ 区分所有者に よ っ て指
定 された者 ､ 再建を望む区分所有者､ 又 は, 監査人に譲渡する ことを命ずる ことがで きる ｡
譲渡人に支払うべ き代金額につ い て合意に至 らない場合､ 最終 的な決定 は監査 人に委ね ら
れ る ｡
注
(1 9) 韓国法 の 日本語訳 につ いて は､ 周藤利 一 氏に よる ものがあり (都市的土地利用
研究会第 一 六回全体集会 ｢区分所有法制の比較法的検討｣ 資料集九七頁以 下)､ 本稿で は
基本的 に同書に依拠 して右の 各条項 を掲げたo
(2 0) この点 に つ き, 波崎 ･ 前掲書三 八四頁 ､ 稲本洋之助 ･ 鎌野邦樹 『コ ンメ ンタ ー
ル マ ンシ ョ ン区分所有法』 三 二 七頁 ､ 日本評論社､ 一 九九七年参照 ｡ と こ ろで , 韓国法
の規定 に はあり ､ 日本法の 規定にはない 文言 として ､ 四七 条 一 項但書 の ｢ただし ､ 再建築
の 内容が 団地内の 他 の建物の 区分所有者 に特別の影響を及ぼす ときは ､ その 区分所有者の
承諾を得 なけれ ばな らない ｡｣ があるが､ この点は ､ 日本で も同様に解され る ｡ なお , 韓
国法で は､ 大規模 一 部減失の 場合の 復旧の ための議決要件は 五分 の 四以上で ある (五 ○粂
四項)o
(2 i) 一 九九九年まで の 累計で ､ 建替え組合 として の 認可 は組合数 一 - 六 三 (組令員
数 一 七 万 六七 - 五名) であり ､ 建替え事業の 承認は ､ 組合数七 ○八 (組合 員数九万 九五 八
四名) で ある とい う (韓国建設交通部･ 住宅都市局 『住宅業務編覧2 0 0 0』 - 四 三 頁)｡
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なお､ わが国の これまで の建替え件数等 につ い て は後に掲げる ｡
(2 2) 台湾の 区分所有法め日本語訳及び日本法との比較に つ いて は ､ 鎌野邦樹 ･ 郭銘
鑑 ｢台湾の マ ンシ ョ ン法 ( - ) (ニ ･ 完)｣ 千葉大学法学論集 一 三 巻三号 一 八 九頁 ･ 四 号
八 九貢 (一 九九九年 一 月 ･ 三月) および鎌野邦樹 ｢日台比較 ･ マ ンシ ョ ン法｣ 日曜ア ー キ
テクチ ュ ア1 9 9 9. 1 0. 1 8号 一 四六 頁参照 ･
(2 3) 同法に関する解説 と して , A G N A L D O C E LINO D ESOUZ A, CO N D O M N I O E M
E D IF CIO S, 1 9 9 8参照 ｡
(2 4) 前掲 v A N D E R M E R W E, 5
- 3 1 9- 3 2 3
,
(2 5) キュ ー バ , ドミ ニ カ共和国及びメキシコ の法律は､ 区分所有関係を合意 により
終了せ るために は ､ 全員の合意が必要で あるとする (前掲v A N DER M E R W E, 5 - 3 2
0)｡
(2 6) メキシコ 法にお いて もほぼ同様で ある (前掲v A N D E R M E R W E
,
5 - 3 22)｡
(2 7) エ ルサルバ ドル法も同様の 規定をもつ ( 前掲v A N D E R M E R W E, 5 - 3 2 2).
(2 8) エ ルサル バ ドル 法及び メキ シコ 法 につ い て も同様であ る (前掲 v A N D E R
M E R W E, 5 - 3 23)｡
(2 9) ボリビア ､ チリ ､ コ ロ ン ビア ､ エク ア ドル, メキシ コ ､ パナマ にお い ても同様
で ある . なお , サルパ ドル法 ( 一 九六 一 年) は ､ 建物の価値の三分の こ を超えて 損壊 した
場合 には財産の分割が認められる とするが､ ただし､ 性質上 ､ 分割が区分所有者 に不利と
なる場合に は, 一 括売却を請求できる とす る (前掲 v A N D E R M E RWE, 5 - 3 2 1).
(3 0) 前掲 v A N D ER ME RWE, 5 - 3 2 7- 3 3 0.
(3 1) 前掲 v A N D E R M E R W E, 5 - 3 2 9.
(3 2) 前掲v AN D E R M E RWE, 5 - 3 2 9.
第 5 節 /J＼ 括
1 本章の まとめ 一 国際比較と日本法 の特色 -
(1) 国際比較に あたっ て の基本的視角
(ア) 大規模損傷 ･ 滅失等の 場合
区分所有建物 (マ ンシ ョ ン) におい て は原理的に次のように考えられよう｡ 各区分所有
者は ､ 相当の 期間にわたり当該建物に居住する こ とを予定 して おり､ その 期間内において
は ､ 建物 (共用部分) を共 同で維持 ･ 管理 し､ も し期待 される効用が妨げられる状態 (不
具合 ･ 劣イヒ ･ 損傷 ･ 損壊 (穀損) ･ 一 部滅央) が生じた場合 には ､ 当該部分を修補 (補修)
･ 修繕 ･ 復旧す るもの と考 えて い る と解せ よう ｡ こ の点 は , 規約等で 具体的 に明示 される
ことが多い が ､ た とえ規約 (の 具体 的定め) が存在しなく ても ､ 区分所有関係に入 っ た以
上 は 一 反対の 特約がない 限り 一 区分所有者間におい て ｢黙示の 契約｣ がある もの と解す こ
とができよう .
ただし , 相当な期間が経過する前 に不測 の事故 (震災 ･ 火災等) が生じ ､ 特 に多額 の 費
用負担を要しない簡単な修補等で済む場合は別 と して ､ そうで はない 場合 には問題が生ず
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る ｡ すなわ ち､ 一 方で は､ 右の こ と (｢黙示 の 契約｣) か ら再建 (基本的には修補 (補修)
･ 修繕 ･ 復旧で あるが , そ れで済 まない場合は建替え に至 る
■
) の 要請が働く とも考 えられ
るが ､ 他方で は ､ ｢事 情変更の 原則｣ により再建の要請が否定 され る こ とも考 えられ る ｡
以下で は､ - 既にこ の ような基準で各国の 立法例につ い て の 一 覧表を作成 して きたが - 右
で述べ た観点か ら､ 相 当な期間が経過する前に事故 (震災･ 火災等) が生じ､ 多額の 費用
負担 を要 し簡単な修補等で は済まない 場合 (｢前掲の 一 覧表 で は ｢大規模損傷 ･ 滅央等｣
(なお､ こ こ で の ｢滅失｣ は 一 部滅央) と した o 以下 にお い て も この用語 を使用す る) に
つ い て ､ 各国の 立法例が右の二 つ の方向に対 して どの ような態度 を とっ て い るか を見て い
きたい ｡ なお ､ ｢大規模損傷 ･ 滅失等｣ をどの ように考えるか - 建物 の 損傷 ･ 滅失に つ き
どの 桂度 (の価値 ･ 価格の 減少) に至 っ たらこのように考 えるの か 一 に つ いて も立法例は
多様で あり興味深い 点 ではあるが, 以下で は こ の 点は考察 の 対象 とは しない (この 点は既
に個別 には述べ た)｡
(イ) 相 当な期間が経過した場合 ･ 老朽化 した場合
さて ､ 建築後相当な期間内において は右に述べ た とこ ろで ある が､ 相当な期間が経過し
て 当該建物が老朽化 した場合につ い ては , どの ように考え る べ きか ｡ ｢相当な期間｣ 及び
｢老朽化｣ に つ い て は具体的にどの ように認定 し､ どの程度を言う のかに つ い て は議論が
あろう ｡ 建物 (の 材質 ･ 構造) によ っ て ､ 国や地域によっ て ､ 人 の 考えに よっ て具体的に
は鼻.な るの で あろうが , ここで は ､ 抽象的に ､ 当該建物がそ の耐用年数を経過す るなどし
て ､ 一 般 の 人々 がそれ を将来にわたり維持する こ とを考 えな い よ うな程度 に至っ た状態 と
で も してお こう｡ この 点 に関して各 国の 立法例が どの よう に定めて い るか に つ い ては興味
深い 点で は ある(既に個別に見たように ､ ほとん どの立法例は具体的な定め をして い ない)
が ､ 以下で は ､ 次の 点に注目して考察を加えよ う｡ すなわち ､ 各国の立法例 におい て は､
先の ｢大規模損傷 ･ 滅失等｣ の 場合と基本的に 同様な扱い をして い るの か ､ それとも この
場合とは 区別 して い る の か ､ また ､ 老朽の 状態 に至 っ たときに再建 (建替え) を指向する
の か ､ それ とも終了を指向するの かとい っ た点 である ｡
(2) 国際比較 ･ 国際的傾向と日本法の 特色(3 3)
上で述 べ た基本的視角 に基づい て , これまで に検討 した外国の 立法例か ら整理 を試 みる
と次 の ように なろう ｡
建物が事故により損傷 ･ 滅央した場合におい て , ほぼ全て の 立法例 は ､ 一 定程度 まで(｢小
規模損傷 ･ 滅失等｣ の 場合) は再建(基本的に は修繕 ･ 復旧) をする方向で の規定をおく ｡
こ こ にお い て は ､ (ア) 再建を義務づ ける立法例 (ドイ ツ , ス ペ イ ン ､ ア メリカ ･ ニ ュ ー
ヨ ー ク州 ･ マ サチ ュ ー セ ッ ツ州, 台湾等) と , (イ)こ れを特 に義務 づけず決議 (多くは
過半数決議) による と定 める立法例 (日本 ､ フ ランス ､ イタリア ､ ポル トガル ､ 韓国等)
とがある ｡
建物が事故 により 一 定程度を超え て損傷 ･ 滅失した場合 (｢大規模損傷 ･ 滅失等｣ の 場
令) にお い て は ､ (ア) 再建 (基本的には修繕 ･ 復旧で あるが ､ それで済 まない場合 に は
建替えをす る ことを排除しない) の方 向を定める立法例 (日本 , 韓国 ､ 台湾 ､ イス ラ エ ル)
も存在す るが ､ ( イ) 多く の立法例は ､ 区分所有関係の 終了の 方向を定め て い る ( ドイツ ､
スイス ､ オ ー ス トリ ア ､ ベル ギ ー ､ オ ランダ､ ス ペ イ ン ､ ギリ シ ャ ､ イタ リア ､ ボル トガ
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ル ､ アル ゼ ンチ ン ､ ウル グアイ ､ ベ ネズエ ラ)｡ ( ウ) また, 再建と終了の うちの どちら
か を決議等 により決すべ きであるとする立法例 も多くある (フ ラ ンス ､ アメリカ ･ 統 一 コ
ンドミ ニ アム 法 , ニ ュ ー ヨ ー ク州､ カル フ ォル ニ ア州､ マ サチ ュ ー セ ッ ツ州 ､ エチオ ピア ､
ブラ ジル ､ グア テ マ ラ､ ニ ュ ー ジ ー ラン ド､ シ ンガポ ー ル , 南 ア フリカ ｡ なお ､ 最後の三
か 国は終了を裁判 所の決定 に委ねて い る)｡ 右 に見たよう に､ 全員の 合意がない 限 り区分
所有関係の終了を 認めない 日本の ような立法例 (右掲 (ア)) は少ない ｡
｢大規模損傷 ･ 滅失等｣ の場合に区分所有関係の 終了を認める立法例におい て は ､ (ア)
終了 (民法上の 共有) ない し分割 (の方向) の み を規定す る立法例 ( ドイツ , スイス ､ オ
ー ス トリア ､ フ ラ ンス ､ ベ ルギ ー ､ オ ランダ､ ス ペイ ン ､ マ サチ ュ ー セ ッ ツ州 ､ ニ ュ ー ジ
ー ラ ンド､ シ ンガポ ー ル ､ 南ア フ リカ ､ グアテ マ ラ) と､ (イ) 一 括売却 ( ･ 競売又 は売
却代金の 分割) まで規定する立法例 (ギリ シャ ､ イタリア , ポル トガル ､ ア メリカ ･ 統 一
コ ンドミ ニ アム 法､ ニ ュ ー ヨ ー ク州 ､ カル フ ォ ル ニ ア州 ､ エチ オピア ､ ブ ラジ ル , アルゼ
ンチ ン､ ウルグアイ ､ ベ ネズエ ラ) とがある｡ ただ し ､ 前者において も､ 実際 には不動産
を現物分割する の で はなく後者の方 向で処理ない し解決されることが多い と考 えられる の
で ､ 両者の 区別 は現実には余り意味を有するもの で はなか ろう ｡ なお､ 分割 を認めた上で ,
一 部区分所有者に建物の 買取請求を認める 立法例もある (スイ ス ｡ なお ､ グア テ マ ラ)0
建物が老朽化した場合の扱い に つ いて は､ 老朽化 につ い て特に規定を置かない 立法例(ス
イス ､ オ ー ス トリ ア ､ フ ラ ンス ､ ベ ルギ ー ､ オ ラ ンダ､ ス ペイ ン､ ギリシ ャ ､ イタリア ､
ポル トガル ､ ア メリカ統 一 コ ン ドミ ニ ア ム法 ､ ニ ュ ー ヨ ー ク法 ､ マサチ ュ ー セ ッ ツ州 ､ ニ
ュ ー ジ ー ラ ンド､ シ ンガポ ー ル ､ 南 アフ リカ ､ エ チ オ ピア ､ イス ラエ ル, ベネズエ ラ)､
( イ) 基本的に ｢大規模損傷 ･ 滅失等｣ の場合 と老朽化の 場合 とを同列に扱う立法例 (日
本､ 韓国 , ドイ ツ ､ カル フ ォ ル ニ ア ､ 台湾､), 及び , ｢大規模損傷 ･ 滅失等｣ の虜合と老
朽化の場合とを区別 して い る立法例 (ブラジル､ アルゼンチン ､ ウル グアイ ､ グアテ マ ラ)
がある｡ の 立法例 におい て次の 点は注目に催す る ｡ すなわち , ブラジルで は, 滅央等の場
合には過半数で の 再建文 は売却の 決議を認めるの に対 し ､ 老朽化の 場合には三分の こ 以上
での売却決議 しか認めず､ また､ グアテ マ ラで は ､ 滅失等 の 場合たは再建決議が可能であ
るの に対 し , 老朽によりそ の程度が生命 ･ 健康 を危うくす る場合には即時 に区分所有関係
の 終了を認める点 である ｡
老朽の 状態 に至 っ た場合 において は , (ア) 再建 (基本的には建替え) しか認めない立
法例は少な い (日 本､ 韓国 ､ 台湾). 多くの 立法例は ､ (イ) 再建と終了の 双方 を認める
か､ 又 は再建を認 めず終了の みを認 めるか の い ずれかで ある ｡ ( イ)の立法例 と して は,
カルフ ォル ニ ア州 がある ｡ なお, 何 らの理由を必要とせ ずに多数決議の み によっ て終 了が
認められる立法例 (次述) を有して い る国も - 応 こ こ に分類で きる . また､ 終了の 決定を
裁判所 に重ねて い る立法例 (ニ ュ ー ジ ー ラ ンド, シ ンガポ ー ル ､ 南ア フリカ) ち - 応 こ こ
に分類で きる ｡ ( ウ)の立法例と して は ､ ドイ ツ ､ フ ランス ､ ブラジル ､ アルゼ ンチン ､
ウル グアイ ､ グア テ マ ラがある ｡ なお ､ この場合に全員の 合意があれば再建 (建替え) が
可能である ことは 当然で ある ｡
建物の滅失 ･ 損壊 ､ 老朽化 ､ その 他公益的理由がなくても ､ 区分所有者の 多数決議の み
によっ て 区分所有関係を終了(解消･ 廃止)させ る こ とができるか どうか につ い て は ､ (ア)
これを認める立法例 (ア メリカ統 一 コ ンドミ ニ アム 法 ､ ニ ュ ー ヨ ー ク州 ､ マサチ ュ - セ ッ
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ツ州 ､ グアテ マ ラ) と (イ)これを認めな い 立法例 (本稿で対象 と した諸国の うち (ア)
以外 の 国 ｡ カル フ ォ ル ニ ア州 は こち らに分類 で きる ｡) がある ｡ 国際的 に は ､ (ア) の 立
法例 を採用す る国は少数で ある ｡ なお ､ 終 了 ( 及び再建)の 決定を裁判所 に委ねて い る ニ
ュ
ー ジ ー ラ ン ド, シンガポ ー ル及び南 アフ リカは, 申立て に あた っ て 終了の ための事由を
必要と しな い と して も. そ の判断を裁判所 に委ねて い る こ とか ら ､ (イ)に分類できよう｡
建物の 滅失 ･ 捜壊 又は老朽化を理 由と して , 現存の 建物 を取り壊 して新たに建物を建築
(建替 え) する こ とを区 分所有者全 員によ る合意がなくて も行 う ことが で きるか につ いて
は ､ これ を肯 定す る立法例 は少な い (日本 , 韓 国, 台湾)｡ なお ､ フ ラ ンス 及びイ ス ラ エ
ルで は ､ 規定上 ､ 建物 の 一 部滅央があっ た場合 にのみ 再建 と して建替え をも排除して い な
い と解する こ とがで きる ｡ ブラジルで は ､ 一 部滅失や公益的理由が ある場合 に のみ建替え
が認め られようで あり , 老朽の 場合 には建替 えは否定され る ｡
(3) 日本法の特異性及び日本法へ の示唆
次に ､ 以上の 国際比較か ら､ 日本法の 特色 (特異性) を整理した上 で ､ それ に関連する
いく つ か の こと (雑感 ない し覚え書き) を述べ て みた い ｡
(ア) 日本法の 特異性
わが国の 区分所有法は, アメリカ法 (統一 コ ン ドミ ニ アム 法及び いくつ かの州法) 等と
は 異な り ､ 当該建物自体につ い て何 らの効用 の 減退も生 じて い ない の に区分所有者の 多数
決議の み によっ て 区分所有関係を終了させ る制度を採用して い ない ｡ この点は, ヨ ー ロ ッ
パ をはじめとす る多くの 外国の立法例と共通す る (右記)｡ しか し, 日本法 は, 次の こ点
において 比較法的に見て 極めて ユ ニ ー クで ある ｡
(a) 終了を認めず再建の み を認める制度 第 一 は ､ 大規模損傷 ･ 滅央 の場合及び老朽
化 の 場合に おい て ､ 多数決により区分所有関係 を終 了させ る制度はなく , 特別多数決議に
よ る再建 ( 復旧又 は建替え) の 制度 しか な い 点で ある (右記 ､)o こ の 制度において は極
めて精練なシス テム が構築されて おり , その 精赦さは ､ ア メリカ法 の 前述 の ｢多数決議の
みによる終了 ( 一 括売却 ･ 売却代金の分配) の 制度｣ と並 ぶもの で ある (現実の 場面で の
実効性の点はともかく ,そ の 論理的完壁性もあっ てか ､韓国法 に ほぼそ の まま採用された)｡
(b) 老朽を理由 とする建替 えを認める制度 第二 は , 損傷 ･ 滅失 (全部又 は 一 部滅失)
の 場合 にだけで なく 老朽の 場合におい て も ､ 建替えを認めて い る点 で ある (右記)｡ 前述
したように , 原理的観点か らは､ 相当な期間経過前の 不測 の事故に よる滅失の場合には再
建の ひ とつ と して 建替えまで承認で きると考 えられ るが , 相当期間経過後 (耐用年数経過
後)の老朽の 場合に まで建替 えを認 める合理性はそれ程ない ようにも思われ る ｡ 日本法が､
建替 えを採用 したの は､ 政策的な い し現実的妥当性の 点か らで あろう (こ の 点 につ いて は
次 に述 べ る(34))｡
(イ) 日本法 につ い て の 雑感な い し覚え書き
(a) 日本法 の背景 まず､ 日本法 の背景ない し基盤に つ い て考 えて み たい ｡ わが国で
は , 法制上 ､ 土地 と建物 は別個独立の 不動産で あり ､ しか も伝統的には建物 よ りも土地を
重視 し, 土地 につ きそ の 利用よ り も所有 に力点を置い て きた｡ そ して ､ 戸建 て住宅は伝統
的に は木造 であ り ､ また , 近年 にな っ て の 堅固なマ ンシ ョ ン等の 建物 にあ っ ても経年劣化
を避けられ ない コ ンクリ ー ト造が主流で ある ｡ さらに ､ 地震 による建物の 損壊の 心配があ
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る ｡ この ような法制上の基盤や文化 的
●
･ 社会経済的 ･ 自然的条件が ､ 建物の比較的短い期
間での 更新 (建替え) をも承認しうる日本法の背景 にはあるもの と思われ る ｡ また, 日本
法が建物 の再建 (復旧･ 建替え) の み を認め区分所有関係の終了を認めない 背景 には ､ ｢土
地｣ ｢所有｣ 中心 の 法観念な い し国民の 意識 と共に ､ 居住 に適する近隣代替地 の 取得の 困
静陸(そ の こ とか らの ｢居住権 の 保護｣ の 必要性) とい っ た社会経済的条件や ｢郷里観念｣
とい っ た社会文化的条件があるもの と思われる ｡
これに対して ､ 欧米におい て は ､ 土地 と建物は 一 体の 不動産で あり､ ｢地 上物 は土地 に
属する｣ との法原則 の 下でも現実は ｢建物｣ の ための ｢土地｣ の利用ない し所有 であり ｢建
物｣ に力点がある ｡ そ して ､ 建物の 区分所有 にあっ て も ､ ｢建物｣ が存続す る限りの土地
と建物を媒体 と した人々 の 関係で あり ､ ｢建物｣ が全部又 はそれ に近い程度 まで損壊 ･ 滅
失した場合や耐用年数を経過 して ｢老朽化｣ した場合 は､ その 関係は終了する もの と観念
して い る ｡ ただし ､ 石造りを想定 した建物に あっ て は､ 建物の存続期間は相当な長期間で
あり , そ の ｢再建｣ に あっ て も修復 ･ 修繕が基本で あっ て建替えは基本的には 観念されず､
また､ ｢終了｣ の 時期に つ い てもかな り長 い年月 が経過 した後であると考 え て い ると思わ
れる(35)｡ この ような ことが , 欧米法の 背景にはあるもの と考えられる ｡
(b) ｢修復 ･ 復旧｣ か ｢建替え｣ かの対立 と ころで ､ 日本法適用の現実の場面にお
いて は､ 災害等 によ る損傷 ･ 滅失の場合も老朽化の 場合 にも , 当該場面にお い て は ｢修復
･ 復旧｣ か ｢建替え｣ か とい う選択が決定的なも の となりう (3 6)
る . これは ､ 先の (ア) で挙げたこ点 に関連す る . す なわち , ひ とつ には ｢終 了｣ の 制度
が対極 に用意されて い な い か らで ある ｡ ｢終了｣ の 制度があれ ば､ ｢修復 ･ 復 旧｣ と ｢建
替え｣ とは ｢再建｣ という枠内で の 相対的 ･ 量的な差異に しか過ぎない こ とに なり ､ どち
らを選択するか は基本的に は費用負担の効率性 (｢費用｣ (労力等も含む) 対｢効果｣ (非
経済的な価値も含む))の 問題 に遼元される こ と になろう ｡ もうひ とつ は ､ 日本法では ､
損傷 ･ 滅失の 場合に対 して だけで なく老朽化に対 しても ｢再建｣ (建替え) が用意されて
い るか らで あろう ｡ 逆 の 見方 をすれば､ ｢建替 え｣ の 制度 が用意 されて い るか ら, 実際の
場面にお いて ｢老朽化｣ に特別 に着目す るの で あろう .
(c) ｢修復 ･ 復旧｣ よりも ｢建替え｣ へ の 指向 右で述 べ た こ とと関連 して ､ 日本法
適用の現実の場面において は､ 震災等の 災害後や建築後二 ○数年を経過した時点で ､ 相対
的に ｢修復 ･ 復旧｣ よりも ｢建替え｣ を指向する ことが少なくない ｡ 震災による場合は別
と して ､ いわゆる ｢老朽化｣ を理由とす る場合 につ い て は､ 次の 点が大きく関係してい る
と思われ る｡ すなわち､ 現存の 建物自体が必ずしも長期間の使用 に耐えられるようなもの
で はない こ とが少なくない ｡ 十分な修繕計画が立て られて い ないか , 修繕のための積立て
が十分でない か , または､ 十分な定期修繕がな されて い ない ｡ 各住戸の面積が狭く , 時代
の変化に伴う住まい 方 には適さなく なっ て きて お り ､ また ､ 高齢化 に対応で きるような設
備がない c 建替え により保留床を生じさせ る こ と により ､ 少ない 負担で建替えが実施でき
る , 等の 点である ｡ 特に の 点は大きな要因で あり ､ 後 に示す今日まで の ｢老朽化｣ を理由
とする建替え事例 の す べ て が これで ある との こ とで あ (3 7)
る｡
なお, に関 して ､ 本稿の テ ー マ との 関連で述 べ る と ､ 外国にお い て は ､ 修繕及び復旧を
区分所有者 の法的な義務 として おり ､ また ､ 修繕積立てな い し災害保険を法的 に義務づけ
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て い る か 又 はそれに準ずる措置 を講じて い る立法例が少なくない ｡ わが国 にお い て ､ この
ような法 的義務づけ又 は手当がない ことも ｢修繕 ｡ 復旧｣ よりも ｢建替え｣ を指向させ る
要 因とな っ て い るもの と思われる .
(d) ｢建替 え｣ の非容易性 わが国に おける マ ンシ ョ ンの建替え件数は これまで - 七
四 件で あり ､ その うち､ 阪神 ･ 淡路大震災後の兵庫県内の 被災 マ ンシ ョ ン につ い て の もの
が - ○八件で あり ､ そ の 他の 事例が 六六 件である ｡ そ の 他の 一 般事例六 六件の うち五六件
は全員合意 による任意建替え事業 ､ 八件は第 一 種再開発事業で ある (残り二 件に つ いて は
不明)｡ 区 分所有法 に基づくい わゆる法定建替え (多数決建替 え) の 事例 は確認されて い
ない ｡ 他方 , 右の被災事例 - ○八 件の うち - ○三件は法定建替 えで あり､ 三 件が全員合意
による任意建替えで ある (残り二 件に つ い て は不明(38))o
上で に見 たように , 阪神 ･ 淡路大震災後の被災マ ン シ ョ ンに つ い て の 建替えを除く と､
建替えの件数は多くない と言 えよう ｡ そ して , これらの 建替え の す べ て が いわゆる全く負
担な しの 又 はわずかの負担の ｢等価交換｣ 方式である ことに着 目する と, 区分所有法が想
定 して い る ような , 各自が応分の負担をして実施す る多数決建替 えは ､ こ の ような資力の
問題 の ほ か 区分所有者の 労力及び高齢化 の 問題を考 える と､ 必ずしも多く の選択がなされ
て盛ん に実施され るもの とは思えない ｡ また. ､ 建替 えの実施に あたっ て は､ 既存不適格の
問題 , 抵 当権の 処理 の問題 ､ 借家人との調整の 問題 ､ 事業執行 上 の 問題 ( 建替 え執行主体
の脆弱 さの 問題)､ 団地マ ンシ ョ ンにおける団地内の権利調整 の 問題な ど解決を要する点
も多い (しかし､ 解決がで きない 場合には社会的に大きな問題 となる ため､ 何とか解決が
なされな ければならない)｡
(e) 現行法及びあるべ き法に関する雑感あれこれ 現行法 の下 において ｢被災 マ ン シ
ョ ン｣ 及び ｢老朽化 マ ンシ ョ ン｣ の 問題を解決できない場合に は大きな社会的問題 となる
こ とは右に述 べ た とおりで ある｡ まずは､ ｢修復 ･ 復旧｣ なり ｢建替 え｣ なりをで きるだ
け円滑 に行える ような手だて を考え実施す る必要があるo 次に , 現行法 におい て は全員 一
致 によ る以外は ｢終 了｣ はできない の で あるから最終的に は ｢建替え｣ の 問題 を避ける こ
とはで きず ､ そ の 円滑な実施の ための 手法を考える必要がある ｡
それ で は ､ ある べ き法はどうか ｡ 今後は ､ 建物の あり方と して ､ 長期間存続す るような
もの (た だし､ 建物 内の 設備につ いては更新が可能なもの) が 目指 され る べ きで あろう o
ス クラ ッ プ ･ ア ン ド ･ ビル ド方式 のあり方は ､ 社会 ･ 文化的に も資源 ･ 環境的にも望 まし
くない . この こ とを前提にする と､ 一 方で は, 区分所有者が当該建物の 耐用年数に至 るま
で きち っ と した維持 ･ 管理 (修繕 ･ 修復) をして長持ちさせ なけれ ばなら (3 9)
ず, 他方で は ､ 耐用年数が到来 したら当該建物を核として 結び付い て いた区 分所有関係が
円滑に解 消されな ければならない の で はなかろうか ｡ その ため には､ 前者 につ い て は維持
･ 管理 に関する資金及び保険に関する制度並びに維持 ･ 管理を実施する組織が整備されな
けれ ばな らない であ ろうし ､ 後者 につ い て は ｢終了｣ の ための 制度 を創設する と共に , 区
分所有 関係 の 成立時 におい て 何らか の存続期間に関する ｢契約 ない し取 り決め｣ (外 国に
お い て は ｢宣言文書｣ が制度化 されて い る立法例が 少なく ない ｡ なお ､ わが国における定
期借地制度の い っ そ うの活用も検討の 余地があろう) が存在す る ことが望 ましい ｡ すなわ
ち , 区分所有者が この こ とを意識 して 区分所有関係 に入 る の で ある ｡ ただ し､ 区分所有者
に とっ て の ｢コ ミ ュ ニ テ ィ ー の 維持｣ ｢郷里 観念｣ ｢居住 の 継続性｣ とい っ た価値 を考 慮
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する と ､ ｢終了｣ と ｢建替え｣ とを選択で きる余地 ､ ある い は ｢終了｣ 後 の 同 一 敷地で の
｢建替えJ の 可能性をも視野 に入れた立法の あり方も大い に模索し検討す べ きもの と考え
る (今後の 課題としたい(40))0
2 本研究の今後の課題
本章の 最後に ､ 本研究の 今後 の課題 に関 して若干述べ て おきたい ｡
(1) 外国法研究
それぞれ の国の 法には ､ そ の 自然 的 ･ 社会的 ･ 文化的 ･ 経済的 ･ 法的背景があり ､ また,
それぞれの 法の 論理が ある ｡ 既に本稿で垣間見たように､ 区分所有法 にあっ て は特に様々
な背景や法の論理がある こ とを多様な法制度 の存在か ら実感させ られた｡ 大国 - か 国文 は
欧米ニ ､ 三か 国の 法規定の み を見ただけで ､ 安易に ｢グロ ー バル ･ スタ ンダ ー ド (国際基
準)｣ は こうで あ る と言う こ とには 慎重でな けれ ばならない ｡ 外国の 立法例を調査す るに
は , また , 比較法研究をするために は､ 可能な限り ､ か つ ､ 必要な限り , 多く の 国の 立法
を対象 と しなけれ ばならない ｡ ア メリカ ､ ドイツ ､ フラ ンス以外にも ､ 例えば､ ブラジル
(建物が滅失した場合 と老朽化 した場合とで法的対応が異なる) やグアテ マ ラ (｢終了｣
の 制度 と ｢再建｣ の 制度 とを併存させ てい る) の 立法 にも参考 になる点があろ うo また ､
で きるだ け当該区分所有法全体の理解の下 に ｢修繕 ･ 再建 ･ 終了の制度｣ を認識す る必要
がある し､ で きたら当該立法の自然的 ･ 社会的 ･ 文化 的 ･ 経済的 ･ 法的背景も探 る必要が
あろう ｡ どれも容易な こ とで はなく 限界がある ことを認識 しつ つ も, 可能な限り今後の研
究におい て 努めたい (本稿で は､ 各国の 立法例につ いて極めて ラ フなス ケッ チ - ひ ょ っ と
する とい くつ が誤りの ある ス ケッ チ - しか示せ なか っ たが ､ 今後は精度を高めて い きた
い)｡
(2) 立法論の 提示及び共有論の再構築
本稿 の 先にある本研究の主目的 (最終目的)は ､ 外国の 立法例の認識や比較研究に尽き
るもの で はなく ､ わが国の ある べ き法を探り提示する ことにある ｡ その ためには, 外国の
立法例や法の 実際の 運用を参考 にしつ つも , わが国の法体系全体 (例えば土地と建物を別
個 の 不動産 として い る点)､ 法の運用の 実態 (判例法や規約
･ 集会決議等 に現れた法慣行
･ 法慣習) 及び人々 の意識などにより留意 しなければならない (外国の 立法例 は ､ し ょせ
ん外国で の ことに過 ぎない)｡
また , 法理論上 の 問題 として ｢共有論の 再構築｣ とい っ たテ ー マ との 関係か らも考察 し
なければならない ようにも思われる(4 1)｡ これまで の 共有論は , 契約と言っ た当事者の意
思や夫婦 ･ 相続 と い っ た身分関係を基礎と して構築されて きた｡ これに対 して , 区分所有
建物 につ い て の 共有関係 は､ ( 特にわが国で は) そ れ自体必ずしも当事者間の契約が基礎
にあるもの ではなく ､ また､ きわめて即物的な 関係で ありながら
一 種の ｢生活共同体｣ の
関係で もある ｡
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エ ピロ ー グ
わが国の 区分所有法で は､ 大部分の外国の 立撞 とは異なり ,
■
全員の 合意 がな い限り区分
所有関係は永続 しその 関係を終了させ る こ とはで きない ｡ 建物をそ の ままに放置 しておく
ことは法律上許される (社会的に は許されない) が､ どれだけお金がか か ろ うが ､ どれだ
け労力を必要と しようが ､ 建物を復旧するか , 建て替え るか して 区分所有 建物を再建して
いく選択肢 しか 用意 されて い ない ｡ 各区分所有者が好むと好まざる とにか かわ らず､ 区分
所有者 全体 と して は ､ ｢同 一 の 土地｣､ 入 れ替わ りはあるが ｢同 - の 共同体｣､ 及び基本的
に ｢同 じ建物｣ に縛 り続 けられる ので ある(42)｡ ひとたび この 関係 がで き 上 がる と､ 誰か
ひ とりが拒めば､ 何か を契機 に又 は頃合 いを見計らっ て自分たちで幕 を引くこ とはで きな
い ｡ プ ロ ロ ー グはあるが ､ ここ にはエ ピロ ー グはないの で ある(43).
注
(3 3) 以下で 示す立法例 における分類 に つ い て は暫定的 ･ 予備 的なもの である c より
正確な分類は今後の よ り詳細な調査 ･ 検討 を待 っ て行い た い ｡
(3 4) 日本法の 建替えの 客観的要件で ある ｢費用 の過 分性｣ におい て は ､ ｢現存建物
の価値｣ と ｢維持 ･ 回復費用｣ とを比べ るが ､ こ の 点に つ い て も ､ 日本法が ｢建替え｣ を
採用した理由と無関係で ない と思われる｡ 今後は この 点も検討 して みた い ｡
(3 5) 不動産につ い ての 欧米の この ような伝統的な法観念 と見 られる考 え方が､ 近年
の コ ンクリ ー ト造の マ ンシ ョ ン等 に対 して も同様 になお普遍的 に妥当する もの と考え て い
るのか どうかに つ い ては興味深い 問題で あり ､ 今後の検討課題 と したい ( 欧米の法の具体
的な適用場面に つ い て調査 したい)｡ なお ､ 欧米以外の 外 国の法観念が い か なる もの か に
つ い て も , 可能な限り今後調査 して みたい ｡
(3 6) 後掲 (3 8) の裁判事例参照の こと｡
(3 7) 注 (2 1) に示 した韓国での 大量の 建替 え件数の要 因は ､ この点にある (竹田
智志 ｢韓国 にお ける分譲マ ンシ ョ ン建替えの 動向｣ 住宅 二 0 0 0年 - ○号 五八頁参照)｡
(3 8) 各件数は建設省調べ による ｡ なお ､ 今日まで建替えをめ ぐる裁判 は､ 阪神 ･ 淡
路大震災 による被災マ ンシ ョ ンで四 件 ( うち 一 件につ い て の み 判決が 出て い る ｡ 神戸地判
平成 - 一 年六月 ニ ー 日判時 一 七 ○五号 - - 二 頁 (なお､ 平成 一 二年 に控訴審も出され ､ 現
在､ 最 高裁 に係属 中)､ それ以外で 二件 ( 東京地判平成九年 一 二 月 一 一 日判夕九七 ○号 二
八○貢 ､ 大阪地判平成 - 一 年三 月 二 三 日判時 一 六 セセ 号九 一 貫 (なお､ そ の 後控訴審も出
され ､ 項在 ､ 最高裁に係属中)) ある ｡ 被災事例の 四件及 び 一 般事例 の 一 件 は , 建替え の
客観的要 件 (｢費用の過 分性｣ 要件) が主たる争点 となっ たもの で あり ､ 一 般事例の 一 件
は, 建替えにおける ｢敷地の 同 一 性｣ が問題 となっ たもので ある .
(3 9) こ こにお い て は ､ 建物の 一 部分のみ を改良 ･ 改築したり建替えを したりする要
求 ･ 必要が あろ うし ､ また ､ そ れを許容 し促進す る必要もあろう . こ の点 に 関して は ､ 筆
者が属 して い る研究会 (科学研究費禰助研究 ｢区分所有建物の 部分建替え シス テ ムの 開発
･ 整衛｣ (代表者･ 近江隆教撃､ 大西誠氏 ､ 小 林秀樹氏))にお い て 教示 され た ｡
(4 0) なお ､ 現状 にお い て単純に何の 考慮もなく ｢終了｣ の 制度 を導入 した場合 には ､
建物の低質化 , 維持 ･ 管理の杜撰化 ､ 建物の 短命化 (ス ク ラ ッ プ ･ ア ン ド ･ ビル ト化) を
いたずら に招く虞 もある こ と に注意す る必要があろう ｡
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(4 1) こ の点 に閲 し､ 区分所有法 上 の建替え制度と民法上 の 裁判分割 につ い ての 近時
の 判例 の動 向との 関連 に つ いで考察 した最近の 論文と して ､ 新 田敏 ｢区分所有接六三 条の
売渡請求権｣ 杏林社会科学研究 一 五 巻三号四七頁 ( 一 九九年) がある ｡
(4 2) 法形式 上は ､ 従前の 区分所有者の 団体 (従前の 管理組合) (A とする) と､ 建
替 え参加者の団体 (Bとす る) 及び建替 え後の 区分所有者の団体 (Cとす る) とは異なる
が ､ 建替え決議は ､ A で行われ､ A の区分所有者 の 五分の 四以上がB に加わり ､ 最終的に
Cを構成する こ とにな る ｡
(4 3) 区分所有建物が大きく損壊 ･ 滅失したり ､ 又 は建物が物理的に劣化 ･ 朽廃する
に至 っ た場合において ､ これをその ままに放置 して おくこ とは､ 個々 の 区分所有者の 利益
を脅か すだ けではなく ､ 区分所有 とい う制度その もの の存続をも危うくす る ｡ この ような
状況 に至 っ た場合 における再建又は解消 に関する法規範は ､ 一 方 の , 財産 の 保有 ･ 利用の
維持 (財産権の 保護) と い う区分所有制度本来の 要請と ､ 他方 の , 共同生活がもはや不可
能 になっ たときにはそ の 関係 を解消させ る とい っ た十分な柔軟性 へ の 要請とを調和させ な
ければならない (こ の 点 につ き前掲 v A ND E R M E R W E, P. 1 2 5参照)｡
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区分所有建物の修繕 ･ 再建(復旧 ･ 建替え) 及び終了制度に関する比較(大陸法)
(7)小規模損傷 . 滅失等 (I()大規模損傷 . 滅失等 備 考
日 本 法
I
①建物価格の 2分の ①廼物価格の 2分の ･ 通常 の修繕は過半
1.以下 の滅失 1を超える滅失 数決譲 (変更は4
②各自で復旧可 ②4分の 3以上で復 分 の 3以上)
･ 過半数で復旧決 旧決議 (不参加者 ･ 建物 の 老朽化を原
読 に付しては買取請 因とする建替えも
･ 要件が具備すれ 求) 可能
ば建替え可 ･ 維持 . 回復に過 ･ 解消決議は不可
分の費用がかか ･ 全 部滅失の場合は
れ ば5分の 4以 特別法に よ る再建
上 で建替え決議
(不参加者に対
し て は 売渡 請
求)
決議
ドイ ツ 法 (丑秩序ある維持 . 修 ①秩序ある維持 . 修 ･ 大規模滅失等の場
繕の 出費の範囲内 繕の 出費の範囲を 合は ､ 全員合意の
①建物価格の 2 分の 超える場合 とき に の み 修繕 .
1 以下の 滅失 ①建物価格の 2分 の 復旧等が可能
②過半数で修繕 . 復 1を 超 え る 滅 失 ･ 全員合意が ない と
旧決議 (各自請求 (保険によ る補填 きは ､ 解消 -
可 ､ 管 理 者 の 義 も不可)
杏) ②修繕 . 再建 ( 復旧
･ 建替え)決議不可
ス イ ス 法 ①建物価格の 2分の ･ 老朽化 に関する規
1 を 超 え る 滅失
(再建に は多額の
費用負担)
②各自_､ 解消請求可
(ただし､ 存続希
望者の補償により
解消の 阻止も可)
走なし
オ ー ストリア法 ･ 建物の 滅失により､ ･ 一 部滅失の場合の
区分所有関係が解 再建に 関する規定
消 な し
フ ラ ンス 法 ①建物の損壊が2分 (丑建物の全部又 は - ･ 老朽化 に関す る規
の 1 未満 部損壊 走なし
②被災者の過半数の ②過半数で再建築 .
請求に より原状回 原状回復決議
徳 ･ 過半数で非再建
1
･ 非 回 復 決議
(数額決定 . 補
償)
区分所有建物の修繕 ･ 再建 (復旧･ 建替え) 及び終了をめ ぐる比較法
捌 ､規模損傷 . 滅失等 (イ)大規模損傷 . 滅失等 備 考 i
ベ ル ギ ー 法
(1974年の
ドラ フ ト)
①建物価格の4分の
3以上 の 滅失
②5分の 4 以上 の出
席で 4分3以上q)
賛成に より非再建
決議 ( 定数に満た
ない 場合 には再決
諌可能)
オラ ン ダ法 ①著しい 損壊又は全
那 . 一 部の 滅失
②再建が合理的期間
内に期待でき ない
ときは裁判所が終
了命令
ス ペ イ ン法 ①建物価値 の滅失が (む滅失 に より終 了
2分の 1 未満 (滅失 - 再建費用
②復旧の義務 が滅失時の 財産価
値の50%超で ､ か
つ
､ 保険で費用 の
50% 以上 を支弁で
きな い 場合)
･ 事故に よる滅失
に限定
②全員 の合意で復旧
可
ギリ シ ャ法 ①小規模滅失 (価値 ①大規模滅失 (価値 ･ 復旧の 非参加者の
の 4 分の 3未満の の 4分 の 3以上 の ･ 売渡価格は鑑定価
滅失) 滅失) 格によ る
②復旧 (非参加者は ②当然 に終了
売渡義務) ･ 売却後に代金分
･ 再建 の な い 場合
に は ､ 売却後に
代金分割
刺
イ タ リ ア ①建物価値の 4分3 ①建物の価値の 4分
未満の減失 3以上 の滅失
②過半数で復旧決議 ②反対の合意の な い
限り競売請求
ポル トガル ①建物価値の 4分3 ①建物の価値の 4分 ･ 復旧非参加者の売
未満の 滅失 3以上 の 滅失 渡価格は合意又は
②過半数で復旧決議 ②売却請求 裁判で決定
表中の①は ､ 軌 (イ)に関する 具体的規定､ ②は､ ①の 場合の法的措置 (以下の
表にお い ても同様)｡
区分所有建物の修繕 ･ 再建(復旧 ･ 建替え)及び終了制度に関する比較(英末法)
㈹小規模損傷 . 滅失等 (イ)大規模損傷 . 滅失等 備 考
ア メ リ カ ②区分所有者の80%以上 の 決議 により区分 終了決議に は理由は
統 一 コ ン ド 所有関係の終了 (売却後､ 代金分割) を 不要
ミ ニ ア ム 法 決議で きる○
(彰 一 部の 損傷 . 滅失の 場合に は再建 (修繕
･ 復旧) 義務
･ ただし､ 区分所有者の80% 以上が非再
建決議をした場合に は こ の 限りで な い o
ニ ュ ー ヨ ー ク ②区分所有者の80% 以上の 決議に よ
ー
り区分 終了決議に は理由は
州 法 所有関係 の終了 (売却後､ 代金分割) を 不要
決諌で きる○
② 一 部の 損傷 . 滅失 ①建物の 4分の 3 以
の 場合 に は再建 上が滅失又 は重大
(修繕復旧) 義務 な損害
②区分所有者の75%
以上が迅速 に修繕
･ 復旧決議を行わ
な い と き は 分 割
(又は売却代金分
害fJ) 請求可
カ ル フ ォ ル ①滅失 . 敦損後 ､ 修 宣言文書に定め る要
こ ア 民 法 繕 . 復旧がな い ま 件を具備した場合も
ま3年以上 が経過 分 割 ( 売却代金 分
①4 分の 3 以上が滅 部) 請求可
失 . 敦捜 した場合 ミ シ シ ッ ピ ー 州法も
に ､ 区分所有者の
50% 以上が修繕 .
復旧に反対
①50年以上経過し老
朽化し非経済的で
ある場合に 区分所
有者の50% 以上が
修繕 . 復旧に反対
②上記の ときは分割
(売却代金分害fl)
請求可
同様の規定を置くo
区分所有建物の修繕 ･ 再建 (復旧 ･ 建替え) 及び終了をめぐる比較法
●
.
.
.
∫ . .
･
-
(7)小規模損傷 . 滅失等 (イ)大規模損傷. 滅失等 備 考
マ サチ エ -
セ ッ ツ 州法
②修繕 . 復旧義務 ①被災による損壊が
価格 の10% を超え
る場合に ､
②区分所有者 の75%
以上 の 決議で修繕
･ 復旧 ( 費用負担
が大き い とき には
反対者は買取請求
可)
②区分所有者 の75%
以上 に よ る修繕 .
復 旧 決議が120日
以内に行なわな い
ときは分割請求可
②区分所有者の75% 以上 の賛成 に よ り区分
所有関係を解消して共有の状態 (同法の
適用 除外) にする こ とがで きるo
ヽ
ニ ュ ー ン
′ - ②申立 て に 基 づき ､ 裁判所が区分所有関係 両者の申立 てがなさ
ラ ン ド の 解消を決定 (申立 て に つ き理 由 は不 れた場合 には併合し
要) て審理
②建物の 滅失 . 敦損があ つ た場合 ､ 申立て
に基 づ き裁判所が復旧を決定
区分所有建物の修繕 ･ 再建(復旧 ･ 建替え)及び終了制度に関する比較(アジア法ほか)
(7)小規模損傷 . 滅失等 (イ)大規模損傷 . 滅失等 備考
韓 国 法 ①建物価格の 2分の ①建物価格の 2 分の ･ 通常の 修繕は過半
1以下の滅失 1を超える滅失 数決譲 (変更は4
②各自で復旧可 ②5分 の 4以上 で復 分の 3以上)
･ 過半数で復旧決 旧決議 (不参加者 ･ 建物の 老朽化及び
苦虫
古我 に対して は買取請 効用増を理由とす
･ 要件が具備すれ 求) る建替えも可能
ば建替え可 ･ 碓持 . 回復に過
分 の 費用 がかか
れば5分 の 4 以
上で建替え決議
(不参加者に対
し て は 売 渡 請
求)
･ 解消決議は不可
台 湾 法 ①特に規定せず ①特に規定せず ･ 原則 として建替え
②修繕 : 管理者の義 (診重大な修繕 . 改良 の ため に は全員 の
務､ 普通決議 と して特別多数決 合意が必要
読
③効用減退 . 公益性
を理由に特別多数
決議で 建替え可能
･ 解消決議は不可
シンガポ ー ル法
･南アフリカ法
②申立て に基 づく裁判所の 決定に よ つ て 区 ･ 全員合意 に よ つ て
分月 有関係が終了 も解潤
･ 老朽 を理由とす る②滅失の場合再建の命令を裁判所に申し立
て る こ とができ る (命令がな い ときは終 終了又 は再建 の 申立
て も可能了)ニ シン ガポ ー ル
･ 滅失の場合全員 の 合意に より非再建決
読 (- 終了) 又 は全員 の 合意 により再
建決議 (不成立 :裁判所に再建 の命令
の申立て) - 南ア フ リカ
エ チオピア法 ①全部滅朱の場合には､ ②競売の申立 て
① 一 部滅失の場合に ､
②非再建決議があ つ たときは競売後売却代
金 の分配
②再建決議があつ たときは ､ 各自が費用を
負担
イスラ エ ル法 ①建物の 全部又 は 一 部の 滅失
②4分の 3以上で再建 (建替え . 復旧 , 修
繕) 決議
･ 各自が費用を負担
･ 各区分所有者は再建を拒むこ とが可能
(その者の 建物部分を除 い た再建は実
用的で な い 場合に は ､ 監査人 によりそ
の指定した者に対しそ の部分の譲渡が
命じられ る)
区分所有建物の修繕 ･ 再建 ( 復旧 ･ 建替え) 及び終了をめ ぐる比較法
■
区分所有建物の修繕 ･ 再建(復旧 ･ 建替え)及び終了制度に関する比較(南米法)
(7)小規模損傷 . 滅失等 (イ)大規模損傷 . 滅失等■ 備考
ブラ ジル法 ①S分 の 2以上の 減 ･ 再建の 場合には非
失 賛成者 に対して補
②過半数で ､ 再建又
は売却の 決議
②公益的理由がある
場合 に は3分の 2
以上で 建替え又は
売却 の決議
②老朽化を理由とす
る場合は3分の 2
以上で売却の決議
償
ア ル ゼ ンチ (∋右記以下の滅失 . ①4 分の 3仏). 3分 (A)は ア ル ゼ ンチ ン ､
ン法 . ウ ル 敦損 の 2(U)以上 の滅失 (U)は ウ ル グア イ
グアイ法 (塾過半数(A). 4分 の ･ 敦損
3(U)以上で再建決 ②各自売却請求可能
議 (反対者は買取 (過半数が反対し
請求) た場 合 は売却不
可)
②老朽の場合 には過
半数決議に より売
却可能
ベネズエ ラ法 ①4分 の 3以上の 滅
失 . 敦損
(診各自､ 裁判所に分
割請求可 . ただし
4分の 3以上に よ
り売渡請求で きる
グアテマラ法 ②3分の 2 以上 の合意に よ り区分所有関係
の終了が可 (こ の 場合に少数反対者に対
し先買権を認める)
①滅失 . 敦損した場合は､
②区分所有関係は終了
･ ただ し､ 事故後2 か月以内 に再建を決
定し､ 事故後6か月以内に再建を開始
したときは こ の 限りで な い
①老朽 . 朽廃の 場合は ､
②居住者の 生命 . 健康を危うくする ときは
即時に区分所有関係 は終了
